
デジタルな形態を含む教科書の発行・採択等の指針に関する検
討会議（第2回）　配布資料
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/mext_02361.html

記事ページ本文

現在位置
トップ
>
政策・審議会
>
審議会情報
>
調査研究協力者会議等（初等中等教育）
>
デジタルな形態を含む教科書の発行・採択等の指針に関する検討会議
> デジタルな形態を含む教科書の発行・採択等の指針に関する検討会議（第2回） 配布資料
デジタルな形態を含む教科書の発行・採択等の指針に関する検討会議（第2回） 配布資料
1．日時
令和8年6月18日（木曜日）10時00分～12時00分
2．場所
文部科学省 3F2特別会議室 ※対面・WEB 会議の併用 （東京都千代田区霞が関3－2－2）
3．議題
国会における審議結果等
制度整備の全体像
今後の審議事項＆スケジュール（案）
紙・デジタルがそれぞれ効果的な学習場面（1．事務局からの報告 2．委員からのヒアリング（髙瀬
委員、内田委員、岡本委員、森委員））
4．配付資料
【資料１】国会における審議結果と主な御指摘等について (PDF:783KB)
【資料２】制度整備の全体像について (PDF:1.5MB)
【資料３】当面の審議事項＆スケジュール（案） (PDF:436KB)
【資料４】紙・デジタルがそれぞれ効果的な活用場面（現行ガイドライン、実践事例集に基づく御報
告）（事務局説明資料） (PDF:1.2MB)
【資料５】髙瀬委員御発表資料 (PDF:677KB)
【資料６】内田委員御発表資料 (PDF:472KB)
【資料７】岡本委員御発表資料 (PDF:3.4MB)
【資料８】森委員御発表資料 (PDF:3.2MB)
【参考資料１】デジタルな形態を含む教科書の発行・採択等の指針に関する検討会議の開催について
(PDF:301KB)
【参考資料２】デジタルな形態を含む教科書の発行・採択等の指針に関する検討会議の運営について
(PDF:157KB)
【参考資料３】教科書のデジタル活用の現状と今後の方向性について (PDF:2.5MB)
【参考資料４】デジタルな形態を含む新たな教科書の円滑な導入に向けた主な論点 (PDF:200KB)
【参考資料５】「主な論点」とこれまでの主な御意見について (PDF:295KB)
【参考資料６】教科書のデジタル活用をめぐる状況について (PDF:6.3MB)
【参考資料７】学校教育法等の一部を改正する法律 (PDF:8.9MB)
【参考資料８】学校教育法等の一部を改正する法律の公布について（通知） (PDF:456KB)
お問合せ先



初等中等教育局 教科書課デジタル教科書企画係
電話番号：03ｰ5253ｰ4111（代表）
ページの先頭に戻る
文部科学省ホームページトップへ



国会における審議結果と
主な御指摘等について

令和８年６月18日（木）
文部科学省初等中等教育局教科書課

令 和 ８ 年 ６ 月 1 8 日
デジタルな形態を含む教科書の発行・採択
等の指針に関する検討会議(第２回 )
資 料 １



１．国会における審議結果について
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１．国会における審議結果について
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件名 学校教育法等の一部を改正する法律案（第221回国会
閣法第55号）

提出日 令和８年４月７日（火）

衆議院における審議経過 -

文部科学委員会 令和８年４月24日（金）
賛成対数で可決（附帯決議あり）

本会議 令和８年４月28日（火）
賛成多数で可決

参議院における審議経過 -

衆議院から受領 令和８年４月28日（金）

文教科学委員会 令和８年６月９日（火）
賛成多数で可決（附帯決議あり）

本会議 令和８年６月10日（水）
賛成多数で可決、成立

公布日 令和８年６月17日（水）・令和８年法律第37号

○ ４月７日に閣議決定・国会提出した法律案について、第１回の指針検討会議後、先議院である衆
議院・後議院である参議院でそれぞれ御審議いただいた。

○ 両院ともに賛成多数で可決されて成立したところであり、今後、改正法の施行に向けた各種の検討を
加速していく。



２．質疑における主なやりとり
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２．質疑における主なやりとり（論点① 教科書の形態のあり方）
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Q ４月 22 日の衆議院文部科学委員会では、大臣から「全てがデジタルの教科書は、発達段階
や教科特性を踏まえ、学年・教科を限定して発行・使用等を認める」との答弁があったが、何年生
以上のどの教科であれば全てがデジタルの教科書を認める考えなのか、大臣の見解如何。
【文部科学大臣】
22日の当委員会での質疑で申し上げたとおり、「全てがデジタルの教科書の扱いについては、
発達段階や教科特性を踏まえ、今後策定する大臣指針の中で限定的に認め得る学年・教科
を示す」こととしている。
新たに策定する大臣指針の内容は、有識者会議で議論いただいているところだが、①現行のデ
ジタル教科書のこれまでの配布・活用の取組や、②中教審や有識者会議においても、学校現場
の実態を踏まえ、小学校低学年や中学年では慎重に考えるべきという意見が多く出されていること
などを踏まえ、現時点では、全てがデジタルの教科書について、小学校４年生以下では認める
べきではなく、また教科についても、当面、国語や社会、道徳などは認めるべきではないと考えて
いる。



２．質疑における主なやりとり（論点① 教科書の形態のあり方）
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Q フルデジタルは、小学校４年生以下と国語や社会、道徳は認めるべきではないというが、ハイブリッ
ドについてはどのように考えているのか。
【初等中等教育局長】
（略）（全てがデジタルな教科書を認めるべきでない）これらの学年や教科においても、紙と
デジタルを組み合わせたハイブリッドな形態の教科書は十分に考えられるところであり、例えば、
①文脈を理解しつつ読み書きを行ったり、文章と資料を一覧で見るといった学習内容については紙
で作成しつつ、②動画・音声等のデジタルコンテンツにより、紙で作成される部分の理解を助けるこ
とが可能になると考えています。
全てがデジタルな教科書を認めるべきでない教科についても、デジタルを活用することで児童生徒
にとってより分かりやすい教科書が発行されるよう、今後、大臣指針において、紙・デジタルそれぞれ
の活用が期待される学習場面を示してまいりたい。



２．質疑における主なやりとり（論点② 紙・デジタルがそれぞれが効果的な学習場面）
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Q 制度改正により、紙の教科書は全てなくなるのか。紙の教科書による良さを残すことを考えないの
か。
【初等中等教育局長】
デジタルには動画・音声等による説明も可能であるといった良さがあるが、紙にも、教材として
の一覧性の高さや長文読解などで文章をじっくり読む活動に適しているといった良さがあると認
識している。
その紙とデジタルの双方の良さを組み合わせて、児童生徒の学びの充実につなげることが重要で
あると考えており、文部科学省として、今回の改正により、紙の教科書を廃止して、一律に全てデ
ジタル形式の教科書に切り替えていく、という考えは持っていない。

Q デジタル活用が望ましくない学習場面とはどのようなものなのか。
【初等中等教育局長】
これまで実施してきた現行の教科書代替のデジタル教科書を使用した実証研究や、中教審で
の議論などを踏まえ、例えば、①文脈を理解しつつ読み込んだり書き込んだりする学習場面、②
文章と資料を一覧で見る学習場面、③作図したり実際の長さなどを測る学習場面については、
紙の活用が大いに期待されるのではないかと考えている。



２．質疑における主なやりとり（論点③ 児童生徒の発達段階との関係）
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Q 小学校低学年におけるデジタル教科書の利用の効果・影響をどのように評価をしているのか。
また、児童が落ち着いて授業に取り組める環境を確保する観点から、どのような活用の在り方が
望ましいと考えているのか。
【文部科学大臣】
文部科学省が実施してきた実証研究では、現行のデジタル教科書をいつも使うと回答した児
童生徒ほど、授業内容の理解、主体的・対話的で深い学びといった項目で肯定的な回答割合
が高いことが分かっており、これらの項目は全国学力・学習状況調査の正答率とも相関関係にあ
る。
とりわけ英語については、現行のデジタル教科書を積極的に活用しているグループの生徒ほど、音
読課題や定期テストにおける得点が高いとする先行研究もあると確認している。

現在、有識者会議で御議論をいただいているところだが、中教審やこれまでの有識者会議にお
いても、学校現場の実態を踏まえ、小学校低学年や中学年では慎重に考えるべきという意見が
多く出されている。
これを踏まえ、現時点では、小学校４年生以下では認めることは適当ではないと考えている。



（補足）４月28日（火）の閣議後会見における発言について
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４月24日（金）の衆議院文部科学委員会における、全てがデジタルな教科書の対象学
年・教科に関する政府答弁に関し、同月28日（火）の閣議後会見において、障害のある児
童生徒への対応の観点から質問があり、文部科学省としての現時点の考え方をお答えした。

Q 学年で一律に線を引いてしまうと、デジタルのほうが学びやすい、障害のある子供の学習を制約す
ることにならないか。
【文部科学大臣】
全てがデジタルな教科書については、現行のデジタル教科書を大規模に提供してきたのは小学
校5年生以上であること、中教審や有識者会議においても、学校現場の実態を踏まえて小学校
低学年や中学年では慎重に考えるべきという意見が多く出されていることなどを踏まえ、現時点で
は小学校4年生以下では認めるべきではないと考えている。また、中学・高校段階も含む小学校
5年生以上でも、教科一律ではなく教科の特性を踏まえた対応が必要と考えており、例えば、文
脈を理解しつつ読み込んだり書き込んだりする学習場面が想定される国語や道徳、文章と資料
を一覧で見る学習場面が多い社会などではふさわしくないと考えている。

障害により学習上の困難を有する児童生徒の個々の状況に応じた対応も重要であると認識し
ており、今回の制度改正により、教科書バリアフリー法に規定する「教科用特定図書等」の中に
検定教科書の内容をそのままデジタル化したものを位置づけ、国としても標準規格を策定して
発行を促進する考えである。
紙媒体の教科書では学習が困難な児童生徒についてはこれを使用することができるようにしてま
いりたいと考えている。



２．質疑における主なやりとり（論点④ 目的外使用と情報活用能力）
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Q デジタル教科書の導入が進む中で、授業中における学習目的外の（端末の）利用について、ど
のように管理をし、適切な学習環境を確保していくのか。また、子供たちへのいわゆる情報モラルやリ
テラシー教育について、今後どのように取り組んでいくのか。
【学習基盤審議官】
端末の目的外利用については、端末を学習に関係のない目的では使わないように指導すること
などを示した学校設置者・学校・保護者等との間で確認・共有しておくことが望ましい主なポイント
を通知している。
また、各教育委員会に対して、端末利用時における有害情報の閲覧を防止するためのフィルタ
リング設定を適切に行うことを要請してきており、ほぼ全ての端末においてフィルタリング機能が
導入されていることを確認している。
これらを通じて、端末が学習目的で正しく利用されるよう徹底しているところ。

情報モラル教育については、学習指導要領において、情報モラルを含む情報活用能力を学習
の基盤と位置づけ、各学校段階を通じて取り組むよう、全ての学校現場に求めている。
その上で、例えば、学習に関係のない目的では使わないこと、あるいは、いわゆるインターネットの
使い過ぎによって起こる昼夜逆転や睡眠障害、学習への影響といった弊害などを理解し、適切な
使い方を学ぶための児童生徒向けの学習コンテンツを提供したり、教職員を対象とした研修会を
開催しており、引き続きこうした取組の充実に努めていく。



２．質疑における主なやりとり（論点⑤ 「手書き」が減少する懸念）
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Q デジタル教科書の活用が進む中における、手書きによる学習の重要性について、考えを聞かせて
ほしい。
【文部科学大臣】
児童生徒の学習環境から本やノートをなくして、デジタル一辺倒の学びを行うわけではなく、例え
ば、デジタルの部分で学んだことを紙のノートにまとめるといった、手を動かして書く活動は今後と
も重要であると考えている。
今後、有識者会議での議論を踏まえて策定する大臣指針の中においても、書く活動や、これを
学習活動の中で確保していく重要性についても、示してまいりたい。これによって、学校現場にお
いても、引き続き、手を動かして書くということをしっかりと子供たちに学んでもらうことができるようにし
てまいりたい。



２．質疑におけるやりとり（論点⑥ 健康への影響）

Q デジタル教科書の活用に伴う視力低下や姿勢悪化など健康への影響についてどのように認識して
いるか。また、周知にとどまらない実効性のある取組をどのように進めるのか。
【初等中等教育局長】
視力低下や姿勢悪化などの健康面への配慮については、重要な課題と認識しており、文部科
学省においては、現行の教科書代替のデジタル教科書の使用に関し、日本眼科医会や日本医
師会へのヒアリングを経て、①姿勢をよくして画面との距離を 30 ㎝以上離すこと、②30 分に１
回は 20 秒以上画面から目を離して目を休めること、③家庭でも就寝１時間前から ICT 機器
の利用を控えることなどの留意事項を盛り込んだガイドラインを定め、周知を行ってきた。
また、現行のデジタル教科書を活用した実証研究においても、こうした留意事項の児童生徒や
教師への浸透状況に関する調査を実施してきたところであり、その結果を見ると約６割の教師・児
童生徒は実行できているという状況である。
制度改正後のデジタルな形態を含む教科書の導入についても、健康面を考慮した活用には
十分に留意する必要があると考えており、医学的な知見も取り入れた健康上の留意点を大臣
指針で明記するとともに、実証研究を通じて大臣指針で示す事項について継続的に把握してい
く。
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２．質疑における主なやりとり（論点⑦ 諸外国の動向）

Q 北欧などの諸外国の一部で、教育のデジタル化を見直して紙中心の学習環境に回帰する動きが
あるとの報道もあるが、そうした事例を含め、諸外国の動向をどのように把握しているのか。
【初等中等教育局長】
外国におきましては、日本と同様の教科書の使用義務あるいは検定制度がない国も多いわけで
ございまして、日本の教科書と一様に比較できるものではございません。
スウェーデンについては、印刷出版物である教科書の購入を補助する仕組みを近年導入したこ
とは事実だが、デジタル化を全てやめて紙の教科書に全て回帰しようというものではない。
実際に、デジタル化を推進した2010年代には、スウェーデンの国際学力調査の順位は上昇
しているほか、OECDの分析によると、スウェーデンの政策は、生徒の年齢等に応じたデジタルの
活用のバランスを追求したものであるとされている。さらには、義務教育あるいは高校段階でのタブ
レット等の使用を廃止した事実もない。
また、フィンランドについては、自治体によってデジタルの活用の方針は様々だが、フィンランド政
府としては、デジタルと紙のそれぞれのよさを生かす方針であることを確認している。
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２．質疑における主なやりとり（論点⑧ 次期学習指導要領との関係）

Q デジタル教科書に掲載するＱＲコードコンテンツの数や範囲について、具体的な制限や基準を設
けるべきではないか。
【初等中等教育局長】
新たな教科書における動画・音声などのＱＲコードコンテンツを含めたデジタル部分の具体的な
検定方法等については、今後、教科書検定調査審議会において専門的な見地から審議いただく
こととしているが、教科書は、学習指導要領に基づき指導するための主たる教材として、児童生徒
が授業において共通的に学ぶ内容を記載するものであることを踏まえ、教科書として真に必要なも
のについて、一定の枠組みの下で認める方向で検討したいと考えている。
また、次期学習指導要領についての中央教育審議会における議論も踏まえ、教科書全体の
内容・分量の精選の観点から、動画等のデジタルコンテンツの分量の在り方についても、教科
書検定調査審議会において検討いただきたいと考えている。
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２．質疑における主なやりとり（論点⑨ 発行者、採択権者等の負担）

Q デジタル化により、小規模出版社が撤退し、教科書市場が大手数社に寡占されるとの懸念があ
るが、政府はどのようにそうしたリスクを認識しているか。
【初等中等教育局長】
教科書発行者に対しては、今後策定する大臣指針も踏まえ、教科特性等に応じた形で教科
書を作成いただくよう促してく考えであり、同じ内容の教科書を複数の形態で発行いただくことを
求めるものではない。
その上で、教科書の定価については、今後の社会の状況の変化や技術の進歩、物価の状況な
ども踏まえ、適切な定価になるよう、発行者と連携を図りながら検討していきたい。また、二次元
コード先のデジタルコンテンツも制度改正後は新たに教科書の一部となるため、そうしたコンテンツの
無制限な拡大を抑制することも含め、教科書発行者のコスト負担という観点も検討したい。

15

Q 各教育委員会等における採択事務の負担軽減について、どのように取り組むのか。
【初等中等教育局長】
大臣指針は、教科書の採択に当たっての市町村教育委員会の判断の参考にもしていただけ
るものであると考えている。
また、制度改正後の新たな教科書につきましては、教科書の紙面上についている二次元コード
先も、限定したもののみ認めていく方針であり、このことも、教育委員会や学校が採択を行う場合
の調査研究の負担軽減にも資すると考えている。
その上で、無償措置法第10条において、都道府県は、教科書の研究を実施し、市村の教育
委員会等に対して、適切な指導、助言又は援助を行うということが法律上規定されており、文部
科学省としては、市町村教育委員会等の採択権者が教科書採択を円滑に行うことができるよう、
今回の改正の機会を捉えて都道府県に指導助言をしていく。



２．質疑における主なやりとり（論点⑩ 学校の ICT 環境や支援体制）

Q デジタル教科書を始めとするＩＣＴを授業の中でストレスなく円滑に活用していくために、全ての
学校において安定的に利用できる環境をどのように着実に整備していくのか。
【学習基盤審議官】
GIGAスクール構想における個別最適な学びと協働的な学びを進めるために、一人一台端末をつ
なぐ高速ネットワークが非常に重要。
必要なネットワーク速度を確保済みの学校は、全国で約64％に上昇しており、令和10年度
末には、約95％の設置者において必要なネットワークの速度の確保を完了する見込みとなってい
る。
文部科学省としては、引き続き、各設置者における状況をしっかり確認をしながら、ネットワークア
セスメントの結果を踏まえた改善に係る経費の補助、通信契約の見直しの支援、こういったものに
関する情報提供などを通して、各自治体に対して学校のネットワークの改善を促すことで、全国の
学校において必要なネットワーク速度が確保されるよう努めていく。
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３．附帯決議
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３．附帯決議（衆議院 文部科学委員会）①

○学校教育法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議（令和８年４月24日衆議院文
部科学委員会）

政府及び関係者は、本法の施行に当たっては、次の事項について特段の配慮をすべきである。

一 デジタル教科書のアクセシビリティ機能を充実し、障がいの有無や不登校、言語の壁を越えて、
一人ひとりが得意を伸ばし自分らしく輝ける質の高い教育環境を全国に整備し、公教育の再生
を加速化すること。また、国内外のアクセシビリティに関する標準規格を踏まえ、デジタルな教科用
特定図書等が満たすべき技術的標準規格の策定に当たっては、当事者の声が規格策定のプロ
セスに適切に反映されるよう、参加の機会を確保すること。

二 ＩＣＴやデジタル教科書を賢く使いながらも、五感を通じた体験活動を子どもたちに保障し、
紙の教科書・デジタル活用・体験活動のベストミックスでバランスがとれた学びを実現すること。
国は、紙とデジタル教科書の最適な組み合わせについて、多角的に調査研究し続け、エビデン
スに基づいて子どもの発達段階や教科特性を踏まえた指針を示すこと。

三 国は教員の専門性を最大限に引き出す支援に万全を期すこと。そのために、現職教員が受講
しやすいよう、オンライン研修も含めた多様な形態による教員研修の抜本的拡充や効果的な活
用事例の共有、教員養成課程での実践的指導法の修得、ＩＣＴ支援員の配置による技術
的サポート体制を国の責任において支援拡充すること。
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３．附帯決議（衆議院 文部科学委員会）②

（続）
四 新たな負担や格差を生まないよう、高校生等奨学給付金による端末購入支援や家庭の通信
環境の整備支援の拡充に取り組むこと。また転校・進学時の学習履歴の継続性の確保及びネッ
トワーク障害時でも学びが止まらないセーフティネットを構築すること。

五 デジタルな形態を含む教科書を活用するためには、学校における安定した通信環境が必要
であることから、地方公共団体ごとの通信環境の違いが児童生徒の学習環境の格差につな
がることがないよう、ＩＣＴ環境の整備に努めること。

六 地域間の格差が生じないよう、全ての教育委員会が適切な判断を行えるようにするため、
教育委員会の採択負担の軽減策を講じること。

七 デジタルな形態の教科書の使用が認められることを契機として、教員がデジタルの活用も含めた
授業研究のための時間を十分に確保できるようにするため、教員業務支援員等の学校を支える
スタッフの配置の一層の拡充等必要な措置を講ずるよう努めるとともに、併せて必要な予算措置
を講ずること。

八 デジタル教科書の導入に伴うアカウント設定・管理等の事務的負担が学校現場において大き
な課題となっていることを踏まえ、国は教科書発行者等と連携しながら負担軽減に向けた取組を
進めるとともに、有効な対策や好事例を学校現場に積極的に周知・共有すること。
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３．附帯決議（衆議院 文部科学委員会）③

（続）
九 デジタル教科書の使用による児童生徒の視力低下など健康面に関する留意点を整理し、
教育委員会や学校等への周知・啓発を図ること。スマートフォンのＳＮＳ依存等のリスクに対し、
医学的知見に基づき、学校での利用ルールのガイドライン等の周知を保護者等にも徹底すること。

十 より良い教科書を子どもたちに確実に届けるため、教科書発行者との連携を図り、教科書の
定価については、物価の変動や技術の進展等に伴い必要なコストに見合った適正な価格に設
定すること。また義務教育段階の教科書の無償措置を実現するために必要な財政上の措置を
確実に行うこと。

十一 著作物等を教科書に掲載する際の補償金額の検討に当たっては、学校教育における教科
書の役割、教科書の安定的な発行・供給の確保、権利者への適切な対価還元等に十分留意
すること。
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３．附帯決議（参議院 文教科学委員会）①

○学校教育法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議（令和８年６月９日参議院文
教科学委員会）

政府及び関係者は、本法の施行に当たり、次の事項について特段の配慮をすべきである。

一、デジタル教科書のアクセシビリティ機能を充実し、障がいの有無や不登校、言語の壁を越えて、
一人ひとりが得意を伸ばし自分らしく輝ける質の高い教育環境を全国に整備すること。加えて、
認知特性にかかわらず、全ての児童生徒が学びにアクセスできるよう、標準化を推進するとともに、
多様な学びを適切に評価する方策について検討を進めること。また、国内外のアクセシビリティに
関する標準規格を踏まえ、デジタルな教科用特定図書等が満たすべき技術的標準規格の策定
に当たっては、当事者の声が規格策定のプロセスにおいて適切に反映されるよう、参加の機会を
確保すること。

二、デジタルな形態の教科書の導入を単なる教材の電子化にとどめることなく、生成AIの急速な進
展や人口減少社会の到来を見据え、我が国が目指す公教育の将来像を明確に示すとともに、
子どもたちの主体性、創造性、協働性及び情報活用能力の育成に向け、必要な施策を総合的
かつ計画的に推進すること。また、デジタルな形態の教科書の教育効果について、学力のみなら
ず、主体性、創造性、協働性、情報活用能力その他の資質・能力を含む多面的な観点から継
続的な実証及び検証を行い、その結果を公表するとともに、教育政策へ反映すること。
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３．附帯決議（参議院 文教科学委員会）②

（続）
三、児童生徒の学習履歴及び教育データについては、その利活用とプライバシー保護の両立を図り
つつ、本人及び保護者の権利を尊重した適切な管理及び運用の在り方について検討を進めるこ
と。あわせて、教育データの標準化や継続的な調査研究を実施し、子どもの発達段階や障がい
の特性、教科の特性、言語の多様性等を踏まえ、その結果を不断に教育現場の改善に反映さ
せる仕組みを構築すること。また、不登校児童生徒、病気療養児童生徒その他多様な事情を
有する子どもたちについて、学習履歴及び教育データの利活用を含め、学びの継続性及び教育
機会の確保に必要な施策を推進すること。

四、N-E.X.T. ハイスクール構想により専門高校等の機能強化・高度化が進められる中にあっても、
学習意欲や基礎学力に課題を抱える生徒、視覚障害や発達障害のある生徒、外国にルーツを
持つ生徒等が取り残されることのないよう万全を期すこと。具体的には、デジタルな形態の教科書
のアクセシビリティ機能や、高度な専門技術習得のためのシミュレーション教材等を最大限に活用
した個別最適な学びの実現に取り組むとともに、多様な生徒の表現方法を評価する多面的・ア
ウトプット型評価を推進すること。

五、ICTやデジタル教科書を賢く使いながらも、五感を通じた体験活動や対話的・協働的な学びを
子どもたちに保障し、紙の教科書・デジタル活用・体験活動のベストミックスでバランスがとれた
ハイブリッドな学びを実現すること。また、デジタルな形態の教科書やAI等の導入によって、他者
との対話や身体的な実体験が軽視されることのないよう、教育の本質を見失わない運用を徹底
するとともに、児童生徒が達成感や自らの強みが伸びる歓びを実感できる人間教育を強力に推
進すること。国は、紙とデジタル教科書の最適な組み合わせについて、多角的に調査研究し続
け、エビデンスに基づいて子どもの発達段階や教科特性を踏まえた指針を示すこと。
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３．附帯決議（参議院 文教科学委員会）③

（続）
六、デジタルな形態の教科書について、国は、デジタルの活用を目的とするのではなく、児童生徒の
学びの充実を図ることを目的として、その活用の在り方等を検討し、教科書に係る指針や標準仕
様等を定めること。また、教科書の質を担保するため、デジタルな形態の教科書の検定審査の方
法等について専門的な見地から検討を行うとともに、検定審査の体制を着実に整備すること。

七、デジタルな形態の教科書の採択に関し、地域間の格差が生じないよう、全ての教育委員会が
適切な判断を行えるようにするため、教育委員会の採択に係る負担の軽減策を講ずること。また、
従来の教科内容に加え、アクセシビリティ、操作性、学習支援機能等について適切に評価するた
めの指針の整備を図ること。あわせて、デジタルな形態の教科書及びその活用法について、教科
書展示会その他の機会を通じ、保護者及び地域住民への十分な情報提供と採択過程の透明
性の確保に努めること。

八、教科書の内容や分量、教科書に掲載される二次元コードが大幅に増加する中、教科書の内
容を網羅的に教えなくてはならないという考え方が依然として根強く、学校現場で負担感が生じて
いる実態を踏まえ、教科書の分量やデジタル教材との役割分担等を検討するとともに、教科書
「を」教える教科書観から教科書「で」教える教科書観への転換を促進し、子どもや学校現場の
負担軽減を図ること。
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３．附帯決議（参議院 文教科学委員会）④
（続）
九、デジタルな形態の教科書の活用効果を最大限に引き出すには、教員がきめ細かく指導できる
環境が不可欠であるため、高等学校を含め更なる学校の望ましい指導体制の構築に努めること。
あわせて、教員の業務負担軽減に向けた校務ＤＸの推進や、地域の教育資源との連携体制の
整備を行い、教育効果の最大化を図ること。また、デジタルな形態の教科書の使用が認められる
ことを契機として、教員がデジタルの活用も含めた授業研究のための時間を十分に確保できるよう
にするため、教員業務支援員等の学校を支えるスタッフの配置の一層の拡充等に努めるとともに、
必要な予算措置を講ずること。

十、国は、教員の専門性を最大限に引き出す支援に万全を期すこと。そのために、現職教員が受
講しやすいオンライン研修も含めた多様な形態による教員研修の抜本的拡充や効果的な活用
事例の共有、教員養成課程での実践的指導法の修得、ICT支援員の配置による技術的サ
ポート体制の充実を国の責任において支援・推進すること。

十一、新たな負担や格差を生まないよう、高校生等奨学給付金による端末購入支援や家庭の通
信環境の整備支援の拡充に取り組むこと。また転校・進学時の学習履歴の継続性の確保及び
ネットワーク障害時でも学びが止まらないセーフティネットの構築を行うこと。

十二、デジタルな形態を含む教科書を活用するためには、学校における安定した通信環境が必
要であることから、地方公共団体ごとの通信環境の違いが児童生徒の学習環境の格差につ
ながることがないよう、ICT環境の整備に努めること。また、デジタルな形態の教科書に関連す
る端末や機器の整備について、必要な予算措置を講ずること。
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３．附帯決議（参議院 文教科学委員会）⑤
（続）
十三、デジタル教科書の導入に伴うアカウント設定・管理等の事務的負担が学校現場において大
きな課題となっていることを踏まえ、国は、教科書発行者等と連携しながら負担軽減に向けた取
組を進めるとともに、有効な対策や好事例を学校現場に積極的に周知・共有すること。また、デ
ジタルな形態の教科書の導入に当たり、認証基盤、ID体系、データ形式等の標準化及び相互
運用性の確保を進めるとともに、ベンダーロックインの防止及び地方公共団体・学校の負担軽減
に努め、教育DXの推進に資する持続可能な教育基盤の整備を図ること。

十四、デジタル教科書の使用による児童生徒の視力低下など健康面に関する留意点を整理し、
教育委員会や学校等への周知・啓発を図ること。あわせて、スマートフォン等のデジタル端末に
よるSNS依存等のリスクを踏まえ、医学的知見に基づく学校での利用ルールのガイドライン等
の周知を保護者等にも徹底するとともに、自己管理能力を高めるデジタルウェルビーイングの
視点を養うこと。また、これらについて、健康面に関する調査と医学的知見に基づくフィードバッ
クを継続して行うこと。加えて、視力、睡眠、依存その他の健康への影響に十分配慮し、端末
利用時間の管理、フィルタリングその他のデジタルウェルビーイングを仕組みとして確保するため
の取組を推進すること。

十五、より良い教科書を子どもたちに確実に届けるため、教科書発行者との連携を図りつつ、教
科書の定価については、物価の変動や技術の進展等に伴い必要なコストに見合った適正な価
格に設定すること。また義務教育段階の教科書の無償措置を実現するために必要な財政上の
措置を確実に行うこと。

十六、著作物等を教科書に掲載する際の補償金額の検討に当たっては、学校教育における教科
書の役割、教科書の安定的な発行・供給の確保、権利者への適切な対価還元等に十分留意
すること。 25



制度整備の全体像について

令和８年６月18日（木）
文部科学省初等中等教育局教科書課

令 和 ８ 年 ６ 月 1 8 日
デジタルな形態を含む教科書の発行・採択
等の指針に関する検討会議(第２回 )
資 料 ２



１．制度整備の全体像と本検討会議の役割について

2

○ 令和12（2030）年度からデジタルな形態を含む教科書が小学校で使用されることを見据え、様々
な制度整備が必要となる。

○ 本検討会議の役割は、そうした制度整備のうち、特に「教科書発行者や教育委員会・学校等が新た
な制度の下で教科書を発行や採択・使用するに当たっての判断に資する指針」を示すことであり、他の
会議体等における議論とも連携しつつ、大所高所の議論を展開する必要がある。

①政省令、
告示等

②発行・採択、
使用の考え方

③デジタル部分
の検定

④デジタル部分の
標準仕様

⑤効果・影響等の
実証研究

（活用事例の創出・
横展開を含む）

⑥デジタル形態の教科用特定
図書等の標準規格

令和８（2026）年度
年度中に
所要の改
正を実施

秋頃までに本検討
会議のとりまとめ、
大臣指針策定

秋頃までに教科用
図書検定調査審
議会で検定審査
の在り方についてと
りまとめ

年度末までに「デジタル
形態を含む教科書の
標準仕様等に関する
調査事業」（令和７
年度補正予算）でとり
まとめ

「学習者用デジタル教科
書の効果・影響等に関
する実証研究事業」等
の枠組みにより、
①現行のデジタル教科
書を基にした効果・影
響の把握を進めるとと
もに、
②制度改正後を見据え
た適切な紙・デジタルの
使い分けに係る授業の
実践事例等の創出・
横展開

年度末までに、有識者会議で検
討の上、検定教科書の内容をそ
のままデジタル化した「デジタル形
態の教科用特定図書等」の標
準規格についてとりまとめ

令和９（2027）年度 大臣指針も踏まえ
た著作・編集

標準仕様を踏まえた各
社ビューアの改修

令和10（2028）年度 大臣指針も踏まえ
た検定手続

令和12年度使用
教科書（小学
校）の検定

令和11（2029）年度 大臣指針も踏まえ
た発行、採択

令和13年度使用
教科書（中学
校）の検定

標準規格を踏まえた発行

令和12（2030）年度
大臣指針も踏まえ
た学校現場での使
用

令和14年度使用
教科書（高等学
校低学年）の検
定

標準仕様を踏まえた
ビューアによるデジタル
部分の配信

制度改正後の「デジタル
な形態を含む教科書」の
効果・影響の把握等

標準規格を踏まえた「デジタル形
態の教科用特定図書等」が学
校現場で使用

※このほか、デジタルな形態を含む教科書への著作物の掲載に係る補償金の算出方法について、文化審議会に諮問の上、定める予定。



２．デジタル部分の検定の在り方の検討等について

3

（１）デジタルな形態を含む新たな教科書に対応した検定審査について（抄）
＜検討課題＞
① 文字や図画以外のデジタルコンテンツの審査方法
○ 制度改正が実現した場合、教科書の内容として、文字や図画以外にも動画や音声などの様々なデジタルコンテンツ
が含まれる得ることとなる。そのような場合に、主たる教材である教科書として適切なデジタルコンテンツの内容や、ふさ
わしい掲載の在り方についてどのように考えるか。

○ 一般に、図鑑やドリル、ゲーム等の多様なデジタルコンテンツがある中、審議まとめにおいては、当該教科書以外の外
部サイトへのリンクについて「教科書の一部として位置付けられるものに限定して認めるべき」とされていること、また、次期
学習指導要領の検討においては教科書の重点化・分量の精選等により「余白」を生み出していくべきとの方向が示され
ていることも踏まえた上で、主たる教材である教科書に掲載することが認められる範囲、また認めるべきではない内容
について、整理が必要ではないか

② デジタルの「機能」の審査方法
○ 検定審査は教科書の「内容」を審査するものであることから、記載された内容の正確性等の審査は、デジタルコンテン
ツそのものの審査において行うこととし、当該デジタルコンテンツに付随する上記のような再生機能や動作機能について
はデジタルの「機能」として整理し、教科書発行者において適切に作動することを確認すべきものとすることが考えられ
るのではないか。

③動画・音声の「内容」に係る審査方法
○ （略）動画固有の審査の観点として、以下の論点について検討することが必要ではないか。
（ア）・（イ） （略）
（ウ） 教科書に掲載される動画総量についてどのように考えるか。次期学習指導要領の検討内容や現行の紙の教

科書の二次元コード先に掲載されている教材としての動画の実態、学校種、教科・科目の特性等の観点から
検討が必要ではないか。

（エ） （略）

○教科書検定の改善に関する検討課題（令和8年4月14日令和8年度教科用図書検定調査
審議会総会・総括部会合同会議 資料４）（抄）



３．デジタル部分の標準仕様について

4



４．効果・影響等の実証研究について

5



当面の主な審議事項＆スケジュール（案）

1

第１回 ４月10日（金）14:00~16:00

第２回 ６月18日（木）10:00～12:00

第３回 ７月16日（木）15:00~17:00
（主な議題）
・紙・デジタルがそれぞれ効果的な学習場面
委員等からヒアリング（続）
・健康への影響

第４回 ８月３日（月）10:00~12:00 
（主な議題）
・児童生徒の発達段階
・健康への影響
・諸外国の動向
・書く力

第５回 ８月18日（火）10:00~12:00
（主な議題）
・採択、発行等の在り方
・情報活用能力

第６回 ９月中旬
（主な議題）
・次期指導要領下における教科書の在り方

その後も議論を進め、秋頃までに議論を取りまとめ。

令 和 ８ 年 ６ 月 1 8 日
デジタルな形態を含む教科書の発行・採択
等の指針に関する検討会議(第２回 )
資 料 ３

…



紙・デジタルがそれぞれ
効果的な活用場面

（現行ガイドライン、実践事例
集に基づく御報告）

令 和 ８ 年 ６ 月 1 8 日
デジタルな形態を含む教科書の発行・採択
等の指針に関する検討会議(第２回 )
資 料 ４

令和８年６月18日（木）
文部科学省初等中等教育局教科書課



１．中教審デジタル教科書推進
WG中間まとめに関する関係団体か
らの御意見【教科・学習場面関係】

2



１．中教審WG中間まとめに関する関係団体からの御意見【教科・学習場面関係①】

3

英語の音声読み上げ機能や、算数・数学のシミュレーション機能、国語の書き込み機能な
ど、デジタルの強みは確実に学びの質を向上させると考える。しかし、深い学びを実現す
るための手法して、教科書、地図帳、資料集、ノート等を相互参照しながら、思考を深め
ていく取り組みが行われている現状もある。

全日本中学
校長会

・数学・理科など視覚的な理解が求められる教科では、デジタルの動的な特性が有効。理
科では、事前に生徒が実験結果を動画等で見てしまうことで、実際の実験での感動や驚
きが得られなくなってしまうという声もある。

・実技教科においては、実践的な活動とデジタル教材の補助的な役割を両立させるべきで
ある。
・英語では、デジタルの有効性が高い。英語では、人と人との対話が大切。相手意識をも
たせる為にも対話の場面を大切にしたいという意見もある。

例えば、国語の物語文を読み込む学習では、確かにデジタル教科書も書き込み・削除等が
できやすいメリットがあるが指の操作、タッチペンの使った感覚などに一定の手間や難し
さがある。長文の物語になると、全体を俯瞰して読みとったり、部分と部分を比較したり
する際は紙媒体の方が使いやすいという意見も多い。少しの手間なら慣れればいいと考え
がちだが、慣れるまで厄介だと感じれば俯瞰したり部分の比較をしたりすることすらやら
ず学びが深まらない。発達段階やデジタルの慣れ（子どもも教師も）の実態によっては紙
媒体の教科書の方が適しているという意見もある。
一方、算数の図形の学習では、特に中学年以降の図形やグラフを動かして試行錯誤しなが
ら考えることができ、デジタル教科書のメリットを感じる。

全国国立大
学附属学校
連盟

※青字＝デジタルの活用、オレンジ＝紙の活用



１．中教審WG中間まとめに関する関係団体からの御意見【教科・学習場面関係②】

4

デジタル教科書を使用することで、教員と児童とで題材の目当ての共有をしやすいこと、
材料や用具の使い方を何度でも確認できることが利点としてあげられる。

日本私立小
学校連合会

読み物そのものを愉しんだり味わったりすることは紙媒体を今後も大事にし、「書く」
「話す・聞く」分野においてはデジタルを大いに活用したい。但し、「書く」ことはタイ
ピングすることとイコールではないこと、思考の分野でのみデジタル活用、実際に書く作
業においては小学生のうちは鉛筆を使用して手を動かすことで鍛えられる分野があり、そ
れを守るのは国語科の使命なのではないか。

教科によって向き不向きがあるのではなく、各教科の学習内容により、紙・デジタルそれ
ぞれの適した面があると考える。
例えば英語では、音声機能を活用したリスニング・スピーキングなど、デジタルの利点を
生かせる内容が多いと考えられるが、一方で紙にも豊富な情報を俯瞰して目的・場所・状
況を把握しやすいという利点がある。
算数・数学では、グラフや図形の動きを視覚的に捉えられる点などでデジタルに利点があ
るが、作図は実際にやってみることで理解促進が期待できる。
総じて各教科とも、聴覚的理解・空間的理解に効果のある内容にはデジタルが適しており、
別の単元のものと見比べたり、実際に手を動かして作業等を行ったりする内容には紙が適
していると考えられる。

全国都道府
県教育委員
会連合会

※青字＝デジタルの活用、オレンジ＝紙の活用



１．中教審WG中間まとめに関する関係団体からの御意見【教科・学習場面関係③】

5

国語の長文教材や音読については、紙媒体の方が適している。 全国市町村
教育委員会
連合会英語や数学、理科、社会、音楽などでデジタルの利点が活かされる。英語では各人のペー

スでネイティブの発音に触れることができる。
学習支援ツール等の活用も進む中、端末画面上で複数ツールを表示することの弊害も懸念
されるため、教科特性や発達段階に応じて柔軟に導入を選択できることが必要。

指定都市教
育委員会協
議会

紙の教科書は、紙面を広げ全体の様子を確認する場面や、複数ページを見比べて考えたり、
既習事項を確認したりする場面に適している。デジタル教科書は、音声読み上げ機能を用
いた言語活動や、シミュレーション機能等を活用した操作活動、動画やコンテンツを用い
た創作活動などにおいて、大きなメリットがある。

中核市教育
長会

英語や数学では、ヒアリング、黒板で描くことが難しい立体などを聴覚的・視覚的に学び
やすい。また、建物、作品、絵画、実験動画などもリアルに手間なく提示できるので、そ
れらを活用できる教科に向いている

一般社団法
人全国高等
学校PTA連
合会デジタル教科書を活用することで一方向からの授業から双方向の学び合いや、映像の活用、

立体の空間的把握などの視覚的学習、ヒアリングなど聴覚的学習が期待される。

※青字＝デジタルの活用、オレンジ＝紙の活用



１．中教審WG中間まとめに関する関係団体からの御意見【教科・学習場面関係④】

6

当協会が全国の約１２００校の小中学校を対象に実施した調査では、リアル教材とデジタ
ル教材を組み合わせた４００を超える活用事例が報告されています。例えば、
・算数/数学：デジタル教科書で立体図形の展開をシミュレーションした後、実際に立体模
型を手に取って確認することで学習の定着を図る。
・社会：タブレット上の地図データを活用し、その後、実際の地球儀で位置関係を確認し、
感覚的な理解を深める。
・理科：デジタル教材で実験器具の扱い方を学び、実際の実験器具を使って安全に実験を
行う。等
また、紙の教科書とデジタル教科書の組み合わせも、教科ごとの最適な学習環境を実現す
る上で重要だと考えます。例えば、
・紙の教科書は一覧性や俯瞰性があり、デジタルとは違った利点がある。
・デジタルを主として使用する場合でも必要に応じて教科書の一部を印刷して活用する。

一般社団法
人日本教材
備品協会

当協会の調査結果からも教材における多くの事例があり、デジタル活用が特に有効と考え
られる教科として以下が挙げられる。
・算数/数学：図形や立体の展開・動的変化の可視化（シミュレーション機能）等
・理科：天体の動きや生物の成長過程のシミュレーション、実験記録のデジタル保存・分

析、実験器具の使用方法の学習等
・外国語：読み上げ機能や動画を活用したリスニング・スピーキングの練習
・社会：デジタル地図データの活用、歴史上の人物に関する動画コンテンツの活用等
特に、算数/数学・理科・外国語は、デジタルの特性を活かした学習が可能であり、デジタ
ル教科書の活用による大きな効果が期待できる。

※青字＝デジタルの活用、オレンジ＝紙の活用



２．「学習者用デジタル教科書の効
果的な活用の在り方等に関するガイ
ドライン」における各教科の活用例

7



「学習者用デジタル教科書の効果的な活用の在り方等に関するガイドライン」において
示している各教科等での活用例

8

教科など 活用例（概要） ※具体例は次ページ以降

国語
Ⅰ．文章の構造と内容を把握する学習
Ⅱ．言葉の響きやリズムに親しむ学習
Ⅲ．表現を工夫して話したり，進め方を検討しながら話し合ったりする学習

社会
Ⅰ．教科書の挿絵や写真から調べて考える学習
Ⅱ．実社会の実例や実際の人々の話を基に考える学習
Ⅲ．資料を重ね合わせて考える学習

算数
Ⅰ．データの活用の学習
Ⅱ．図形の学習
Ⅲ．数と計算の学習

理科
Ⅰ．観察や実験の理解を深める学習
Ⅱ．実験結果を予想する学習
Ⅲ．実験器具の操作の習熟を図る学習

外国語
Ⅰ．英語を読む学習（音読）
Ⅱ．文章を書く学習
Ⅲ．英語を話す活動

特別な配慮を必要
とする児童生徒等

Ⅰ．見ることに困難のある児童生徒等
Ⅱ．体を動かすことに困難のある児童生徒等
Ⅲ．文字を音に変換することなどへの困難のある児童生徒等



「学習者用デジタル教科書の効果的な活用の在り方等に関するガイドライン」において
示している各教科等での具体的な活用例

9

Ⅰ．文章の構造と内容を把握する学習
○ 説明的な文章において、段落相互の関係に着目しながら、考えとそれを支える理由や事例との関係について捉え
る際に、学習者用デジタル教科書を使用して、ペンやマーカーで書き込むことにより、「考え」と「理由や事
例」をマーカーで色分けしたり、文章の構成や段落相互の関係についてキーワードを書き込んだりして試行錯誤す
る。

○ また，教科書の文章や図表等を抜き出して活用するツールと学習者用デジタル教科書とを組み合わせて使用し、
段落の構成を確認したり、文章全体における段落の役割をキーワード等で整理したりすることにより、自分が捉え
た文章の構成や内容を可視化して確認し、相手に説明する材料を作成する。その上で、グループで互いに自分の考
えを説明したり意見を述べたりする。

○ 古文や漢文などの文章を音読する際に、学習者用デジタル教科書と音読音声（学習者用デジタル教材）を組み合
わせて使用することにより、教科書の本文に同期させつつ音声を再生し、言葉の響きやリズムに親しむことができ
るようにする。

Ⅱ．言葉の響きやリズムに親しむ学習

○ スピーチの学習において、話の中心や話す場面を意識して、言葉の抑揚や強弱、間の取り方などを工夫して話す
際のこつを知りたいときに、模範となるスピーチの実演を行う動画等（学習者用デジタル教材）を学習者用デジタ
ル教科書と組み合わせて使用し、動画等を視聴する観点を決めて優れたスピーチの実演を確認することで、自分が
スピーチをする際に工夫すべきポイントをつかむ。

○ 話合いの学習において、目的や進め方を確認し、司会などの役割を果たしながら話し合い、互いの意見の共通点
や相違点に着目して、考えをまとめる際のこつを知りたいときに、模範となる話合いの実演を行う動画等（学習者
用デジタル教材）を学習者用デジタル教科書と組み合わせて使用し、実際の話合いの様子を知ることで、司会の進
め方のポイントや、話合いで考えをまとめていくための具体的な方法を学習する。

Ⅲ．表現を工夫して話したり，進め方を検討しながら話し合ったりする学習

国語



「学習者用デジタル教科書の効果的な活用の在り方等に関するガイドライン」において
示している各教科等での具体的な活用例

Ⅰ．教科書の挿絵や写真から調べて考える学習
○ 製造の工程、工場相互の協力関係、優れた技術などに着目して、工業生産に関わる人々の工夫や努力を捉え、そ
の働きを考える際に、学習者用デジタル教科書を学習者用コンピュータで使用することで、教科書にある写真や地
図を拡大して調べ、「何を作っているのか」、「どうやって作っているのか」、「そこにはどんな人が関わってい
るのか」などと問いを設けて、工業生産に関わる人々の工夫や努力と国民生活の向上とを関連付けて考えられるよ
うにする。

○ 狩猟・採集や農耕の生活をしていた頃の衣食住の様子、それらを支える仕事の様子や種類に着目して、遺跡や遺
物などを調べて、当時の生活や社会の様子を考える際に、学習者用デジタル教科書を学習者用コンピュータで使用
することで、教科書にある当時の生活の様子や仕事の様子などが描かれた挿絵を拡大して、様々な角度から調べる
ことができる。細かなところを拡大することで、「どんな家に住んでいるのか」、「どんな道具を使っているの
か」など調べたことと、遺跡や遺物などを調べたこととを関連付けて、例えば「狩猟・採集の生活をしていた頃と
農耕の生活をしていた頃では生活や社会の様子にどんな違いがあるのだろうか」などと問いを設けて、当時の人々
の生活や社会の様子を考えられるようにする。

○ 過去に発生した地域の自然災害、関係機関の協力などに着目して、災害から人々を守る活動を捉え、その働きを
考える際に、教科書で紹介されている地域の関係機関や人々の取組を説明する動画等（学習者用デジタル教材）を
学習者用デジタル教科書と組み合わせて使用することで、「県では、どのような取組をしているのだろうか」、
「地域の自主防災隊は，どのような活動をしているのだろうか」、「どんな工夫や努力で災害に対処しようとし
てきたのか」などと問いを設け、自然災害の種類や場所，時期，様々な機関が協力して被害を減らすようにしてい
ることなどについて調べ、被害状況と人々を守る活動とを関連付けてその活動の働きを考えられるようにする。

○ 生産の工程、人々の協力関係、技術の向上、輸送、価格や費用などに着目して、食糧生産に関わる人々の工夫や
努力を捉え、その働きを考える際に、教科書で紹介されている農業や水産物における食糧生産に携わる人々の話に
ついての動画等（学習者用デジタル教材）を学習者用デジタル教科書と組み合わせて使用することで、「どのよ
うな工程で生産されているのか」、「なぜこのような生産の工程を取り入れているのか」、「どのように運ばれ
て消費者のもとに届くのか」などと問いを設け、食糧生産に関わる人々の工夫や努力とその土地の自然条件や需要
とを関連付けて考えられるようにする。

Ⅱ．実社会の実例や実際の人々の話を基に考える学習

社会

10



「学習者用デジタル教科書の効果的な活用の在り方等に関するガイドライン」において
示している各教科等での具体的な活用例

○ 災害の種類や発生の位置や時期、防災対策などに着目して、国土の自然災害の状況を捉え、自然条件との関連を
考える際に、学習者用デジタル教科書の地図や写真資料等に関連付けて、大型提示装置に学習者用デジタル教科書
と地図ソフトや災害の様子の写真などの資料を一緒に提示することで、「我が国で発生する自然災害は，国土の
地形とどのような関係があるのだろうか」、「自然災害による被害をどのように減らす対策をとっているのだろ
う」などと問いを設けて、我が国で発生する様々な自然災害と国土の自然条件とを関連付けて、自然災害が発生す
る理由や国や県などの防災・減災に向けた対策や事業の役割について考えられるようにする。

○ 古墳の大きさや高さ、広がりなどに着目して、身近な地域や国土に残る古墳について調べ、豪族や大和朝廷（大
和政権）の力を想像して当時の社会の様子を考える際に、学習者用デジタル教科書の写真資料等に関連付けて、大
型提示装置に学習者用デジタル教科書と地図ソフトや、地域の様子の写真などの資料を一緒に提示することで、
「なぜこんなに大きな古墳を作ることができたのか」、「日本全国にどのように広がっていったのか」などと問
いを設け、古墳の大きさと校区の大きさを比べたり、古墳の分布と日本地図を重ねたりして調べ、大和朝廷がどの
ように力を伸ばし国を治めたか考えられるようにする。

Ⅲ．資料を重ね合わせて考える学習
社会

11



「学習者用デジタル教科書の効果的な活用の在り方等に関するガイドライン」において
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Ⅰ．データの活用の学習

○ コンパスで円を作図する技能を習得する際に、作図方法を解説した動画等（学習者用デジタル教材）を学習者用
デジタル教科書と組み合わせて使用し、理解できない部分を個別に繰り返し確認しながら作図することにより、児
童一人一人がコンパスの適切な使い方や円の作図方法を確実に習得する。

○ 円の面積を学習する際に、円を中心から等分して並べ替え、平行四辺形に近い形を作って円の面積を求める方法
を理解するために、児童が紙の工作で等分を細かくすることには一定の限界があるため、等分を細かくしていくア
ニメーション等（学習者用デジタル教材）を学習者用デジタル教科書と組み合わせて使用することで、紙面で捉え
にくい内容の理解を深める。

Ⅱ．図形の学習

○ 計算技能を習得する際に、補充問題や発展問題等（学習者用デジタル教材）を学習者用デジタル教科書と組み合
わせて使用することで、個々の児童生徒が習熟の程度に応じて自分に適した練習問題に取り組む。その際、学習者
用デジタル教材において自動採点を活用することで、教師の負担を軽減し、より多くの時間を机間指導等に費やす。

○ また、教師は、児童生徒の取組状況についてネットワーク環境を通して随時把握し、適切に指導助言を行う。学
習者用デジタル教材等において児童生徒の学習履歴を記録することで、児童が自らの計算等技能の習得について振
り返り、意欲的に学習に取り組むとともに、教師は児童の習熟の程度を把握する。

Ⅲ．数と計算の学習

算数・数学

○ データ活用の学習において、円グラフや帯グラフをよむ技能を身に付けさせる際に、学習者用デジタル教科書を
学習者用コンピュータで使用し、教科書のグラフを拡大して表示（ポップアップ）することで、グラフの目盛りを
読みやすくする。

○ 平均の意味を学習する際に、学習者用デジタル教科書を学習者用コンピュータで使用し、測定値のグラフに書き
込みを繰り返し行い試行錯誤することで、値の多いところから少ないところへ移動しならすという方法と平均の意
味を関連させて理解させる。



「学習者用デジタル教科書の効果的な活用の在り方等に関するガイドライン」において
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Ⅰ．観察や実験の理解を深める学習
○ 月の形の見え方について学習する際に，月の形の見え方と太陽との位置関係を示すアニメーション等（学習者用
デジタル教材）を学習者用デジタル教科書と組み合わせて使用することで，紙面や実験で捉えにくい内容の理解を
深める。自分が行った観察結果や，実験の結果，観察ができない時間帯等について結び付けて児童が考えることに
より，根拠のある予想や仮説を発想したり，より妥当な考えをつくりだしたりする力や主体的に問題解決しようと
する態度を育成する。

○ 昆虫や植物の成長過程について学習する際に，チョウが羽化する様子や種子から発芽する様子等，観察すること
が難しい動画等（学習者用デジタル教材）を学習者用デジタル教科書と組み合わせて使用することで，児童が自分
で行った観察と，観察ができなかった成長の変化を結び付けて考えることにより，昆虫や植物の成長のきまりにつ
いての理解を図るとともに，生物を愛護する態度を育成する。

○ 金属，水，空気を熱したときの熱の伝わり方について予想する際に，学習者用デジタル教科書上にある図に，児
童が熱の伝わり方の予想を矢印等で書き込むことにより，考えの可視化を図るとともに，大型提示装置に児童の学
習者用デジタル教科書の画面を提示して発表したり，複数の児童の考えを提示し比較しながら話し合ったりするこ
とにより，根拠のある予想や仮説を発想する力を育成する。

Ⅱ．実験結果を予想する学習

○ 顕微鏡や気体検知管などの実験器具の操作や扱う際の留意点，記録の取り方等について学習する際に，実験機器
の扱い方を解説する動画等（学習者用デジタル教材）を学習者用デジタル教科書と組み合わせて使用することで，
器具の操作が不明確な点を個別に繰り返し確認したり，他の児童が器具を扱っている時間を動画での確認に当てた
りすることにより，児童一人一人が実験器具の適切な操作や安全な扱い方等を確実に身に付ける。

Ⅲ．実験器具の操作の習熟を図る学習

理 科
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Ⅰ．英語を読む学習（音読）
〇 音読練習において，教師による発音練習の後に，学習者用デジタル教科書とネイティブ・スピーカー等が話す音
声（学習者用デジタル教材）を組み合わせて使用することにより，音声を聞きながら本文を黙読したり，少し遅れ
て音読（シャドウイング）したりすることで，正確な音声に何回も触れる。また，個々の児童が自分のペースで音
声を止めたり，同じ箇所を繰り返し聞いたりすることにより，音のつながりなどに留意しながら練習する。

〇 学校や家庭において，学習者用デジタル教科書とネイティブ・スピーカー等が話す音声（学習者用デジタル教
材）を組み合わせて使用することにより，教科書本文の音声を１文ずつ止めながら書き取ることによって，「書
く」という個人差の大きな活動において，個々の生徒のペースにあわせて基本的な学習が行える。

〇 このような学習を家庭において行うことにより，「書く」という比較的時間のかかる活動を家庭でも行うことが
でき，学校の授業の補強的な役割を担うことができる。

Ⅱ．文章を書く学習

〇 教科書本文に付随した挿絵を順番に画面に流しながら，本文を言うリテリング活動を行う。本文を見ずに，絵を
ヒントにしながら英語を言うことになるので，話すことの基礎的な練習となる。

〇 学校の授業において，十分な音読活動を行った後，教科書本文に関連した挿絵を見ながら，本文を見ずに英語を
話す活動を行うリテリングの練習を行う，その後，家庭において同様の挿絵の映像を見ながら授業と同様の活動を
復習として行う。

Ⅲ．英語を話す活動

英 語
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○ 視知覚に課題のある児童生徒は，拡大教科書を利用することが可能であるが，図表の文字サイズは本文ほど大き
くないことから，ルーペ等の視覚補助具を併用しなければならない場合もあり，操作等に時間がかかるという課題
があった。学習者用デジタル教科書を学習者用コンピュータで使用することで，紙面を各児童生徒の必要な大きさ
になるまで連続的に拡大することが可能であるため，本文のみならず，図表にも自由にアクセスできるようになる。

〇 教科書の紙面には，欄外に配置してある説明，公式の下に配置されている設問など，レイアウトそのものにも意
義がある。そのため，学習者用デジタル教科書を学習者用コンピュータで使用することで，検定教科書のレイアウ
トを保持したまま紙面を拡大することで，授業の中で，教員から出される「脚注を見て！」等の指示があった際に
も，迅速に対応が可能となる。また，児童生徒がどこを読んでいるかなど，教師が学習状況を把握しやすくなる。

〇 国語科や社会科などで長い本文を読む場合には，学習者用デジタル教科書を学習者用コンピュータで使用するこ
とで，リフロー機能で途切れることなく本文を読み進めることや，フォント，文字サイズ，配色，行間隔，文字間
隔，自由に変更できることで，予習・復習や授業中に全員で朗読をするような学習にも参加することが可能となる。

〇 障害のある児童生徒の中には，紙面がまぶしかったり，不快に感じたりすることがある。そのため，白黒反転や
紙の色を変更できる配色変更機能はよく利用されている。

Ⅰ．見ることに困難のある児童生徒等
特別な配慮を必要
とする児童生徒等

○ 視覚障害や肢体不自由のある児童生徒は，紙媒体の教科書に書き込みをしたり，マーカーを引いたりすることが
困難な場合がある。視覚障害のある児童生徒にとっては，書き込んだり，マークをする場所を見つけることが困難
だったり，自分に見える大きさやコントラストで書き込みやマークをすると，本文の文字が見えなくなってしまう
という課題がある。また，肢体不自由のある児童生徒の場合，ペンで文字を書いたり，線を引いたりするという操
作が困難であるという課題がある。学習者用デジタル教科書を学習者用コンピュータで使用することで，紙面を拡
大してから文字を書き込んだり，マークをしたりすることが可能となり，また，書き込んだ文字等を修正すること
も可能となる。

Ⅱ．体を動かすことに困難のある児童生徒等
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○ 障害のある児童生徒の中には，紙媒体の文字へのアクセスが困難なケースが少なくない。学習者用デジタル教科
書を学習者用コンピュータで使用することで，紙面を機械音声で読み上げることが可能になれば，文字情報へのア
クセスが容易になると考えられる。また，眼球運動の制御が難しい場合には，読んでいる場所をわかりやすくする
ためのハイライト機能が効果的だと報告されている。さらに，肢体不自由で上肢障害がある場合には，読み上げの
際，ページ送りが自動的に行われる機能も有効である。

〇 ディスレクシア等が理由で漢字等を読むことが困難だった児童生徒にとって，紙面を機械音声で読み上げる機能
は学習上，重要な役割を果たしている。

○ 従来のCD等を使う方法の場合，自分では操作することが困難な場合があった。簡単な操作で紙面を機械音声で読
み上げることが可能になれば，教師等の援助を受けることなく，自分で操作でき，学習に集中できるため効果的だ
と報告されている。

○ 障害のある児童生徒の中には，紙媒体の教科書で指定されたページを開くことに困難がある者がいる。そのよう
な場合，指定したページにジャンプするという機能が一斉学習では特に有用だという報告がある。

〇 障害のある児童生徒の中には，複数のページを行き来することは困難がある者がいる。そのような場合，指定し
たページをブックマークし，簡単に行き来することができる機能は，効率的に学習を進める上で有用だという報告
がある。

〇 障害のある児童生徒の中には，教科書を整理したり，必要な教科書を探したりすることに困難を感じる者がいる。
学習者用コンピュータの中で学習者用デジタル教科書を見やすく，かつ，わかりやすく整理できる機能があれば，
迅速に当該教科書を探すことが出来るようになる。

Ⅲ．文字を音に変換することなどへの困難のある児童生徒等
特別な配慮を必要
とする児童生徒等



３．「学習者用デジタル教科書の効
果・影響等に関する実証研究事業」の
実践事例集における活用事例

17



実践事例集におけるデジタル・紙の活用事例（教科別・学年別）
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学年 活用事例

小５
・伝記を読む個別学習の場面で、書き込み機能を活用し、「出来事」「登場人物の行動」「登場
人物の思いや考え」ごとに色分けして線を引き、視覚的にも分かりやすくなることで、本文の
内容や文章の構成の把握が容易に行えるようになる。（令和３年度）

中２

・古文で扱う文章の時代背景を理解させる導入場面で、デジタル教科書と連携した動画教材を見
せることで、時代的・文化的背景について具体的なイメージをもって理解させ、古典への親し
みを喚起できる。（平成30年度）

・古文の音読の場面で、朗読ツールを活用しながら行うことで、古典特有のリズムを一層味わう
ことができる。（平成30年度）

中２

・説明文について筆者の主張を考える場面で、書き込み機能や抜き出しツールを活用することで、
筆者の主張やそれを裏付ける箇所を色分けして文章構成の整理を容易に行うことが可能となり、
修正も繰り返しできるため、自分の考えについて試行錯誤を円滑に行うことが可能になる。
また、書き込んだ内容をタブレット画面で相手に見せたり、学習支援ソフトを活用したりす

ることで、友達と容易に考えを共有でき、他者の意見を踏まえた深い考察ができる。（令和３
年度）

（使い分け）
思考を深める段階や対話や発表の際にタブレットを活用し、最終的な考えをまとめる際に紙
のノートを用いることで、それぞれの利点を活用できる。

国語



実践事例集におけるデジタル・紙の活用事例（教科別・学年別）
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学年 活用事例

小５

・自動車の製造工程を理解する個別学習の場面で、各工程の写真を拡大して細部まで確認するこ
とがで、児童の気づきや疑問を引き出しやすくなる。（令和３年度）
また、グループ学習や一斉学習の場面で、書き込み機能で学習支援ソフトにより考えた内容

を共有することで、他者の考えとの比較を容易にすることができる。（令和３年度）

（使い分け）
タブレットは、気づきや疑問が生じた際に、該当部分に直接、その場で記録するのに活用し、
紙のノートは、それらの記録等を用いて、詳細に考えをまとめる際に活用することで、それ
ぞれの利点を活用できる。

小６
・歴史の導入の場面で、デジタル教科書内の図表等を大型提示装置で提示することで、児童の興
味・関心を喚起することができる。
また、デジタル教科書と連携したデジタル教材で、関連資料を細部まで確認できるため、歴

史上の事象に関する気づきや疑問が生じやすくなる。（平成30年度）

社会



実践事例集におけるデジタル・紙の活用事例（教科別・学年別）

20

学年 活用事例

小５

・図形の面積の求め方を考える場面で、図形の切り貼りができるコンテンツを活用することで、
図形を動かしたり書き込んだりしながら何度も試行錯誤を繰り返して自分の考えを深めること
ができる。（令和３・４年度）

（使い分け）
スクリーンショットやノートを活用して自分の考えを記録することにより、後から学習を振
り返ることができる。

小５
・
小６

・比を使って辺の長さを考える場面で、ワークシート上で、①教科書紙面に掲載の「問題」と、
②解決の糸口となる「既習事項」（比の性質など）を提示することで、授業準備の時間やノー
トに転記する時間を短縮し、思考の時間を確保できる。
また、各児童が自身の考えをまとめたワークシートを学習支援ソフトを用いて共有し、他の

児童のワークシートから気付きを得ることもできる。（令和５年度）

（使い分け）
紙のノートの方が思考しやすい児童には、ノートを写真に撮ってアップロードする方法も選
択できるようにしている。

小６

・家庭学習における既習事項の振返りの場面で、デジタル教科書への書込みやスクリーンショッ
トを活用して、前時に学んだ内容をスライドに整理することができる。（令和６年度）

・比例と反比例の単元で、同一図表中の２本の棒グラフを読み取る場面で、シミュレーション機
能を使って図表を操作したり、拡大機能・書込み機能を使って図表に考えを記入するなどの試
行錯誤を通じて、視覚的に解決の見通しをつかむことができる。（令和６年度）

（使い分け）
グラフを読み取るための試行錯誤の様子は児童それぞれであり、紙の教科書に式を書き込み、
写真に撮ってコラボレーションツールにアップする児童もいた。

算数・数学



実践事例集におけるデジタルと紙の活用事例（教科別・学年別）
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学年 活用事例

小６

・多角形（４～７角形）の内角の和の求め方を考える場面で、シミュレーション機能を活用して
図形の変形・複製・反転などを行い、試行錯誤しながら考えることができる。（令和５年度）

（使い分け）
①大型提示装置に課題を投影しつつ、課題解決に必要な既習事項を黒板に板書する、②学習支
援ソフトを活用して大型提示装置に各児童の解法を投影しつつ、各児童の解法のポイントを黒
板に板書して後から参照できるようにするなど、デジタル・アナログのそれぞれの特性を活か
した使い分けが可能。

中１

・平面図形の単元で、２つの合同な図形の関係を「移動」の観点から捉える学習場面で、シミュ
レーション機能を活用して図形を動かすことで、試行錯誤を通じて平行移動・回転移動・対称移
動をそれぞれを深く理解することが可能となる。（令和３年度）

（使い分け）
正確な作図を行う場合は、紙とコンパスの組合せの方が適している、との見方もある。

・９つの立体図形の分類を考える場面で、拡大機能で画像を拡大したり、シミュレーション機能
で図形を回転させたりすることで、立体図形の特徴を見出しやすくなる。（令和４年度）

・円錐・四角錐の体積の求め方を考える学習場面で、動画教材を視聴して学習のポイントを視覚
的に捉えさせ、課題解決に向けた見通しを持つことができる。（令和５年度）

中２
・前時の振り返りや理解度の確認を行う場面で、デジタル教科書と連携したドリルやアニメー
ションを活用することで、生徒の習熟度に応じて既習事項を復習したり、関数のような抽象的な
概念を直感的に理解することができる。（平成30年度）

算数・数学



実践事例集におけるデジタルと紙の活用事例（教科別・学年別）

22

学年 事例

小５ ・ふりこの運動の規則性を考察する場面で、学習支援ソフトを用いて実験結果を実験結果を共
有・比較することで、協働的な学習を容易に実施することがができる。（令和３年度）

中１
・地震のゆれの特徴・規則性を理解する場面で、動画やシミュレーションを個々の理解度に応じ
て繰り返し視聴することができるため、実際の観察や実験が難しい単元でも、より正確に内容
を理解することができる。（令和３年度）

理 科



実践事例集におけるデジタルと紙の活用事例（教科別・学年別）
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学年 活用事例

小５

・会話に適切な語彙や表現を探す場面で、ネイティブ音声を再生速度を調整しつつ分からない部
分で重点的に活用することで、個々の児童の理解度に応じて語彙・表現を習得することができ
る。（令和３・４年度）

・発表準備の場面で、デジタル教科書にある挿絵等のスクリーンショットを活用することで、視
覚的にも分かりやすく整理し、聞き手の興味・関心を高めることができる。また、発表に適し
た既習表現や語彙について、音声再生機能を活用して発音等の確認を行うことができる。（令
和４年度）

小６ ・家庭学習の場面で、表計算ソフトを用いて家庭学習の取組状況を記録・共有し、授業でも振り
返る機会を設けることで、授業と家庭学習のつながりを意識できる。（令和５年度）

中１ ・生徒間で発表を行う場面で、書込み・消去機能を用いて使いたい表現をメモで残したり、思考
の履歴として残しておくこともできる。（令和３年度）

中２

・音読練習の場面で、本文の一部をマスクする機能を活用することで、生徒自身が定着度・理解
度に合わせて学習内容を調整することができる。（令和５年度）

・他の生徒の意見を読んで要点を捉える場面で、書込み機能を活用することで、色を分けて線を
引くなどして理解を深めることができる。（令和５年度）

・意見文を作る活動の前に関連の本文を読む場面で、アニメーションなどを使いながら概要を把
握した上で、書込み機能を使いながら本文のキーワードや構造の理解を高めることができる。
（令和５年度）

・ディスカッション後のまとめの場面で、学習支援ソフトを活用することで、他の生徒の意見と
の比較を行うことができる。（令和５年度）

英 語



実践事例集におけるデジタルと紙の活用事例（教科別・学年別）
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学年 活用事例

中３

・新出英単語を確認する場面で、フラッシュカードを大型提示装置に提示し、スピーディーに切
り替えることで、生徒の集中力を持続させつつ音読させることができる。（平成30年度）

・導入の場面で、動画教材を見せることで、生徒にとって身近でない題材（外国の事物）につい
て具体的なイメージを持たせ、興味・関心を喚起することもできる。（平成30年度）

英 語



令和8年6月18日（木）

全国連合小学校長会 調査研究部長
福生市立福生第一小学校 校長 髙瀬 智子

 デジタルな形態を含む教科書の発行・採択等の 指針に関する検討会議（第２回） 

令 和 ８ 年 ６ 月 1 8 日
デジタルな形態を含む教科書の発行・採択
等の指針に関する検討会議(第２回 )
資 料 ５ － １



本日の内容
１ 小学校段階における児童の状況

２ 紙が効果的と考えられる学習

３ デジタルが効果的と考えられる学習



１ 小学校段階における児童の状況

○ 小学校は、6学年あり発達段階が大きく異なる。

○ 幼稚園・保育園等との接続となる入門期、中
学校への接続となる高学年との発達段階の違
いを考慮することが重要



１ 小学校段階における児童の状況
児童の心身の発達の段階や特性

小学校学習指導要領（平成29年告示）解説 総則編
＜低学年＞
幼児期の教育を通して育まれてきたことを基に、学習の質に大きく関わる語
彙量を増やすことなど基礎的な知識及び技能の定着や、感性を豊かに働かせ、
身近な出来事から気付きを得て考えることなど、中学年以降の学習の素地を
形成していく時期である。



１ 小学校段階における児童の状況
児童の心身の発達の段階や特性

小学校学習指導要領（平成29年告示）解説 総則編
＜中学年＞
生活科の学習が終わり、社会科や理科の学習が始まるなど、 具体的
な活動や体験を通して低学年で身に付けたことを、より各教科等の特質
に応じた学びにつなげていく時期である。指導事項も次第に抽象的な内
容に近づいていく段階であり、そうした内容を扱う学習に円滑に移行で き
るような指導上の配慮が課題となる。



１ 小学校段階における児童の状況
児童の心身の発達の段階や特性

小学校学習指導要領（平成29年告示）解説 総則編
＜高学年＞
児童の抽象的な思考力が高まる時期であり、教科等の学習内容の理解を
より深め、小学校段階において育成を目指す資質・能力を育み、中学校以
降の教育に確実につなげていくことが重要となる。



１ 小学校段階における児童の状況

低学年
○ 具体的な経験が重要

実体験 見る、聞く、触れるなどの諸感覚を働かせて
動作化 身近な経験

＜生活科の目標＞
具体的な活動や体験を通して、身近な生活に関わる見方・考え方を生かし、
自立し生活を豊かにしていくための資質・能力を次の通り育成することを目指
す。



１ 小学校段階における児童の状況

中学年
○ 引き続き体験を通して学ぶことを大切にしつつ、徐々に抽象
的な思考へ

高学年
○ 中学年での学びを基に、抽象的な思考へ



１ 小学校段階における児童の状況

学習を行う上で、重視したいこと
  以前の学習を想起する。
前に学習したことを確かめることができる。
見返すことができる。
ページをめくる動作
内容の全体の把握
書くという活動 等



２ 紙が効果的と考えられる学習

国語
文章を読み取る
音読をする  
文章の構成を考える
（初め 中 終わり）

必要なことを書き込む



２ 紙が効果的と考えられる学習

算数
計算などを実際に行うには、まずは、手で書いて行うこと
が必要。

社会
複数の資料を同時に見比べる。



２ 紙が効果的と考えられる学習

音楽
鍵盤ハーモニカの演奏
リコーダーの演奏

等

楽譜を見て演奏を行うには、紙の楽譜が見やすい。



３ デジタルが効果的と考えられる学習

算数
図形
図形を移動させたり、反転・回転させて重ねるたりするなど動かす

場合に効果的である。

図形の性質を視覚的に捉え、試行錯誤する場面に有効
（シミュレーション機能を活用）



３ デジタルが効果的と考えられる学習
算数 図形
第４学年 直線の並行や垂直の関係 平行四辺形、ひし形、台形

  立方体、直方体 見取り図、展開図
  平面図形の面積（正方形・長方形）

    第５学年 図形の合同 角柱、円柱
                  平面図形の面積（平行四辺形、ひし形、台形）

立方体、直方体の体積

第６学年 平面図形 縮図や拡大図 対称な図形
円の面積
立体図形 角柱・円柱の体積 等



３ デジタルが効果的と考えられる学習

算数 データの活用
第６学年

 代表値の意味や求め方を理解すること
 度数分布を表す表やグラフの特徴及びそれらの用い方を理解すること
 目的に応じてデータを集めて分類整理し、データの特徴や傾向に着目し、
代表値などを用いて問題の結論ついて判断するとともに、その妥当性につい
て批判的に考察すること



理科の学習 目標

自然に親しみ、理科の見方・考え方を働かせ、見通しをもって観察、実験を
行うことなどを通して、自然の事物・現象についての問題を科学的に解決する
ために必要な資質・能力を次のとおり育成することを目指す。 

 ⑴ 自然の事物・現象についての理解を図り、観察、実験などに関する
基本的な技能を身に付けるようにする。

 ⑵ 観察、実験などを行い、問題解決の力を養う。
 ⑶ 自然を愛する心情や主体的に問題解決しようとする態度を養う。

予想・仮説



３ デジタルが効果的と考えられる学習

理科
 実際の観察が難しい
 時間的・空間的に実物を見ることが困難な内容
 全体の概要を観察で見ることが困難な内容
 実験の方法

等



３ デジタルが効果的と考えられる学習

理科 第５学年 生命・地球
流れる水の働きと土地の変化
 流れる水には、土地を浸食したり、石や土などを運搬したり、堆積させたりする
働きがあること
 川の上流と下流によって、川原の石の大きさや形に違いがあること
 雨の降り方によって、流れる水の速さや量は変わり、増水により土地の様子が
大きく変化する場合があること



３ デジタルが効果的と考えられる学習

理科 第５学年 生命・地球
動物の誕生

 魚には雌雄があり、生まれた卵は日がたつにつれて中の様子が変化して
かえること

（動画を見ることで、連続的に中の様子が変化していることを見ることが
できる）



３ デジタルが効果的と考えられる学習

理科 第６学年 生命・地球
月と太陽

 月の輝いている側に太陽があること。また、月の見え方には、太陽と月との
位置関係によって変わること。



３ デジタルが効果的と考えられる学習

外国語 話すこと（やり取り・発表）
互いにやり取りをしたり、発表したりする活動
 自分に合った速さで聞く。
 何度も繰り返して聞く。

⇒自信をもって活動を行うことができる。



３ デジタルが効果的と考えられる学習

図画工作
 参考作品を立体的に全方向から見る。
 道具の使い方を動画を見て理解する。
 既習事項を動画で確認する。
 絵画等拡大して見て、表現について知る・鑑賞する。



紙とデジタルのよさを生かして

○ 発達段階を考慮
○ 教科の特性
○ 学習内容の特性



令和8年6月18日（木）

全国連合小学校長会 調査研究部長
福生市立福生第一小学校 校長 髙瀬 智子

 デジタルな形態を含む教科書の発行・採択等の 指針に関する検討会議（第２回） 



教科書制度の将来像に関する所感 
―高校教育の視点から見た紙・デジタル・ハイブリッド教科書― 
 

全国高等学校長協会顧問 
（東京都立青山高等学校 統括校長）  

内田 隆志 
 
1 はじめに 
教育のデジタル化が急速に進展する中、学校教育における教材環境は大きな転換期を迎

えている。1人 1 台端末の整備により、授業におけるデジタル教材の活用は飛躍的に拡大
し、教科書の在り方そのものが問われている。中央教育審議会の議論においても、紙教科
書、デジタル教科書、そして両者を組み合わせたハイブリッド教科書の三形態を視野に入
れた制度設計の必要性が指摘されている。 
そして、これまで紙だけが認められていた教科書にデジタルを取り入れて作成すること

を可能とすることにより、教科書の内容を子供たちにとって、より分かりやすく、学びや
すくすることを目的として、「学校教育法等の一部を改正する法律案」が国会で審議され可
決成立した。 
教科書は学習指導要領に基づく「主たる教材」であり、教育の質を担保する基盤であ

る。また、教科（科目）によって紙教科書、デジタル教科書、ハイブリッド教科書の活用
の優位性や欠点は異なると考える。今回、高校教育の視点から、それぞれの特性と課題を
整理し、今後の方向性を考察する。 
 
2 教科書観の転換 
これまでの授業では、教科書内容を網羅的に扱うことが多く行われてきた。しかし、資

質・能力の育成を目指す現在の教育においては、教科書を「教える対象」から「学びを展
開するための教材」へと改めて再確認する必要がある。すなわち、「教科書を教える授
業」から「教科書は学習指導要領を具現化した一つの教材であるとする授業」への再認識
である。この視点は、当たり前のことではあるが、主体的・対話的で深い学びの実現、自
律的な学びの展開に不可欠である。 
 
3 紙教科書の特性 
紙教科書の最大の強みは、優れた「一覧性」と「書き込みの自由度」にある。ページ全

体を俯瞰できることで全体の構造や文脈を直感的に把握しやすく、余白への書き込みを通
して自身の思考過程をリアルタイムで可視化できる。特に高校教育においては、教科書と
ノートを往還し、俯瞰した上で内容を再構成・構造化しながら理解を深める高度な学習が
重視されており、紙媒体はこの認知プロセスと極めて高い親和性を持つ。また、経年劣化

令 和 ８ 年 ６ 月 1 8 日 （ 木 ） 
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が少なく長期間保管できるため、卒業後も継続して知のアーカイブとして活用できる利点
もある。 
一方で、教科数の多さに起因する生徒の重量負担や、動画・音声といったマルチメディ

ア情報の提示が不可能な点、および社会情勢の変化にともなう情報更新の遅れといった課
題も内包している。 
次に、高校における、紙教科書ならではの身体性や物理的特性を活かした具体事例を挙

げる。 
〇思考の深化・記憶の定着 
【全般】複数ページの「指挟み」同時参照：巻末の「年表」や「公式集」に指や筆記用

具を挟み、インデックスとしてキープしながら、前方の本文ページを行き来し
て深く読み解く。 

【国語（現代文）】余白への論理構造メモ記述：段落のつながり（順接・逆接など）
を、本文の行間や上下の広い余白に矢印や独自の記号で自由に書き込む。 

【数学】問題集と教科書（公式）の見開き並列学習：机の上に教科書の公式ページを開
いた状態で固定し、横にノートと問題集を並べて、視線を素早く往復させなが
ら解く。 

【全般】付箋の物理的階層化：重要度や疑問点に応じて、異なる色・サイズの付箋を教
科書の端から飛び出させ、自分の学習進捗を立体的に可視化する。 

【全般】マーカーの「色重ね」による重要度管理：1回目の通読で黄色、2回目の復習
でさらに重要な部分にピンクを重ねるなど、紙ならではのインクの色の重なり
で記憶を刺激する。 

〇俯瞰・一覧性の活用 
【地歴】見開き 2ページの大判地図・年表の俯瞰：視線を動かすだけで、東アジアとヨ

ーロッパの同時代の動きを 1枚の大きな紙面としてパノラマ的に視野に収め
る。 

【芸術（美術）】印刷の「質感」や「発色」の鑑賞：美術の教科書に掲載された油絵の
具の盛り上がりや、日本画の繊細な色彩を、液晶のバックライトを通さない自
然光の下で鑑賞し正確に捉える。 

【全般】「厚み」による学習量の視覚的・触覚的実感：教科書を横から見て、「ここまで
進んだ」「残りこれだけ」という物質的なボリューム感をモチベーションに変え
る。 

【全般】パラパラめくりによる高速検索：探したい記述があるとき、ページの束を親指
でパラパラとめくりながら、色の配置や図の形といった「視覚的記憶」を頼り
に目的の場所を探し当てる。 

【英語】長文読解における構造の文脈把握：スクロールによる視界の制限を受けず、ペ
ージ全体を見渡しながら、指示語（It や That）が指す内容を前後の広い行か



ら瞬時に見つけ出す。 
〇授業スタイル・集中環境 
【全般】通知遮断による 100%の集中環境構築：デジタル端末をあえて鞄にしまい、紙

の教科書とノートだけを机に置くことで、ポップアップ通知や誘惑の一切ない
「ディープ・ワーク」の時間を生み出す。 

【全般】「あえて消さない」思考プロセスの残存：鉛筆で書いた間違った計算や初期のア
イデアを薄く残したり、あえて赤ペンで修正したりすることで、自分の「試行
錯誤の履歴」を紙面に残す。 

【全般】机の上の自由なレイアウト配置：教科書を斜めに置く、ノートの上に重ねる、
資料集を右側に配置するなど、自分の身体が最も疲れない・書きやすい自由な
配置で学ぶ。 

【英語】単語のマスキング（赤シート）学習：赤文字で印刷された重要単語の上に物理
的なプラスチックの赤シートを重ね、手を動かしながら高速で暗記確認を行
う。 

【全般】「本を閉じる」動作による授業のメリハリ：教師の「一度教科書を閉じなさ
い」という指示に対し、一斉にバサッと本を閉じることで、クラス全体の意識
を教師の講話に集中させる。 

〇持ち運び・自習・物理的特性 
【全般】「お守り」ではないが、使い込んだ教科書：受験会場や模試の直前に、3 年間使

い込んで角が丸くなり、書き込みで溢れた教科書を見ることで、「これだけや
った」という心理的安心感を得る。 

【全般】電源不要の屋外・移動中自習：学校の中庭、電車内、災害時の避難場所など、
Wi-Fi 環境やバッテリー残量を一切気にすることなく、いつでもどこでも開い
て勉強する。 

【理科（生物）】図説ページの「指差し」グループワーク：班員 4 人で 1 冊の紙の教科書
（または資料集）を囲み、それぞれが異なる図を指差しながら同時に議論を行
う。 

【国語（書道）】お手本としての物理的距離・角度固定：習字の半紙の横に教科書（手
本）を文鎮で固定し、顔の向きを変えるだけで一定の視野の中にお手本と自分
の文字を収める。 

【全般】ブックマーカー（しおり）による再開の高速化：前日終わったページにしおり
や折り込み入れておくことで、翌朝机に向かってから「秒」で全く同じ場所か
ら学習を再開する。 

 
4 デジタル教科書の特性 
デジタル教科書は、動画・音声・シミュレーション機能等の視覚的・聴覚的要素を活用



し、多面的な理解を支援できる点に大きな特長がある。理科の実験現象や地理の動的な視
覚理解、外国語教育における音声学習などにおいて、その教育効果は極めて高い。さら
に、検索機能によって必要な情報へ瞬時にアクセスできる利便性や、複数の教材を端末 1
台に集約することによる物理的負担の軽減も期待される。 
一方で、端末のバッテリー管理や通信環境への依存、保存容量の制限、そしてタイピン

グやデジタルペンによる書き込み操作の制約といった課題が残る。特に、深い思考をとも
なう記述活動や試行錯誤のプロセスとの相性については、UI（ユーザーインターフェー
ス）を含めたさらなる改善の余地がある。また、クラウド配信等の形態によっては、回線
混雑や停電時に使用不能となるリスクに加え、卒業にともなうアカウント消失によって過
去の学習履歴や教科書そのものの閲覧が不可能になるという、ライセンス上の制度的課題
も看過できない。 
次に、高校における各教科（普通科・専門学科）や探究活動、校務連携におけるデジタ

ル教科書活用の具体事例をあげる。 
〇基礎学習・理解の促進 
【英語】音声同期リスニングとシャドーイング：英文読み上げ音声と連動し、読んでい

る箇所のテキストがハイライトされる機能を用い、個々のペースでシャドーイ
ングを実施。 

【数学】3D 空間図形の動的回転：空間ベクトルや立体図形の単元で、記述された図形
を画面上で 360 度回転させ、断面図や位置関係を視覚的に理解する。 

【国語（古典）】重要語のワンタップ辞書リンク：古文の本文中にある単語をタップ
し、瞬時に現代語訳や助動詞の意味、文法解説をポップアップ表示させる。 

【理科（化学）】分子構造のモデリング操作：有機化合物の構造式を 3D モデルで動かし
ながら、結合角や立体異性体の違いを確認する。 

【地歴（世界史）】歴史地図のレイヤー重ね合わせ：同じ地域の異なる時代の国境線を
地図上で重ね合わせ、領土の変遷をアニメーションで追う。 

〇発展・探究・個別最適な学び 
【情報】コード実行環境との連携：教科書内のプログラミング（Python 等）の例題コー

ドを直接コピー＆ペーストし、即座に実行結果を確認する。 
【総合的な探究】URLリンクからの一次ソースアクセス：教科書に掲載されている省庁

の統計データや論文の URL（二次元コード）から直接 Web へ飛び、最新デー
タを収集する。 

【全般】ふりがな（ルビ）や文字サイズ・背景色の個別変更：ディスレクシア（読字障
害）や視覚特性を持つ生徒が、自身に最適化されたフォントやコントラストに
調整して変更する。 

【全般】機械音声読み上げによる耳からの学習：通学時や視覚疲労時に、教科書テキス
トを音声で聴きながら予習・復習を行う。 



【英語】ネイティブ発音の速度調整リスニング：リスニングが苦手な生徒は 0.8 倍速、
得意な生徒は 1.2倍速に変更し、個別の習熟度に合わせて耳を慣らす。 

〇協働学習・授業運営 
【国語（現代文）】「マイ黒板」機能での人物相関図構築：物語や小説の登場人物のセリ

フやキーワードを抜き出し、画面上のワークスペースに配置・線で結んで相関
図を自作。 

【地歴（日本史）】資料の拡大提示と書き込み同期：教師が電子黒板に映した史料（絵
巻物など）の細部を拡大し、生徒の手元端末にも連動させて注目点を共有。 

【全般】「テキストビュー」のマスク（隠し）機能でのペアワーク：重要語句をワンタ
ップで隠し、隣の席の生徒と互いに暗記クイズを出し合う。 

【全般】書き込み内容のクラス全体共有：教科書上の問いに対する自分の考えを書き込
み、授業支援システム（Classroomやロイロノート等）を介して瞬時に全員で
共有・比較する。 

【全般】欠席者への「書き込み画面」の送信：体調不良等で欠席した生徒に対し、その
日の授業で整理した教科書画面やメモをデータで送付し、授業の文脈や内容を
伝える。 

〇課題管理・評価・専門教科 
【数学/英語】準拠ドリルでの自動採点宿題配信：教科書と連動したデジタル問題を解

き、間違えた問題の解説ページへ直接ワンクリックでジャンプする。 
【理科（物理）】実験動画のコマ送り再生：自由落下や衝突実験など、教科書内の QR や

埋め込み動画をコマ送りし、詳細な物理現象の数値を読み取る。 
【商業/工業】最新技術・法改正データのオンライン更新：デジタル教科書ならではの配

信アップデートを利用し、最新の税制やプログラミング環境の変更を即座に反
映させる。 

【保健体育】フォーム比較動画の並列表示：教科書に載っている陸上競技の標準フォー
ム動画と、自分の試技動画を画面上で並べて比較分析する。 

【家庭科】調理実習手順の手元動画確認：調理台（実習室）に端末を持ち込み、教科書
の手順テキストだけでなく、実際の包丁の使い方や火加減の動画を各自で確認
しながら実習を進める。 

 
5 教科書と教材の関係 
教科書は、厳格な検定制度を経て質と中立性が保証された「基盤教材」であり、各種動

画や問題集などのデジタルコンテンツは、これを補完・拡張する役割を担うべきものであ
る。近年、二次元コードを通じて外部のデジタル教材へ接続する教科書が普及している
が、付随するコンテンツの量や派手さが採択の判断を左右しかねない現状も見受けられ
る。今後は、教科書本体と補助教材の役割分担を明確に整理し、学校現場の過度な負担軽



減と教育効果の最大化を両立させなければならない。また、教科書の記述内容は大学入学
共通テストをはじめとする進路実現に多大な影響を及ぼすため、デジタル化に乗じたコン
テンツの肥大化には慎重な議論が必要である。 
 
6 ハイブリッド教科書の可能性 
紙とデジタルの双方の利点を生かすハイブリッド教科書は、今後の有力な方向性であ

る。紙の一覧性と書き込みの自由度、デジタルの拡張性と検索性を組み合わせることで、
それぞれの欠点を補完し、優位な点を活用することで学習効果の向上が期待できる。さら
に、実験や体験活動といった「リアル」な学びを含めた三層構造（紙・デジタル・リア
ル）を統合することにより、より深い理解と探究的学習が可能となる。 
 
7 デジタル教科書活用の指導上の工夫 
デジタル教科書を中心とする場合でも、学習の質を高めるためには指導の工夫が不可欠

である。ノートへの記述活動を重視し、思考の言語化を促すこと、ペン入力機能を活用し
て図や式を書きながら考える活動を取り入れること、さらにプリント教材を適切に併用す
ることが有効である。導入にあたっては、教員研修が不可欠であるとも考える。媒体に依
存せず、また、停電や Wi-Fi 等の接続状況を想定した上で、学習過程を設計する視点も求
められる。 
 
8 方向性の提言 
以上の考察を踏まえ、デジタル教育環境における次世代の教科書制度に向けて、次の四

点を提言する。 
①．柔軟な教科書制度の確立：紙・デジタル・ハイブリッドの三形態それぞれの特性と認
知科学的効果を踏まえ、学校や生徒の状況に応じて選択可能な制度設計を行うこと。 
②．検定・採択基準の明確化：デジタル教科書特有の機能やリンク先の外部コンテンツに
対し、教育的妥当性と中立性を担保する厳格な検定・採択基準を策定すること。 
③．インフラの一体的整備：端末のスペック向上にとどまらず、学校内の通信ネットワー
ク帯域の拡大や、教室内での電源確保など、学習を止めないハードウェア環境を一体的に
整備すること。 
④．教材の役割分担の整理：学習指導要領の趣旨に則り、主たる教材である教科書と、そ
れを補完するデジタル補助教材の境界線と役割分担を再整理し、教育格差を生まない構造
を作ること。 
 
9 おわりに 
もとより、デジタル化への移行にあたっては、推進によるメリットだけでなく、現場の

実践を通じて浮き彫りになる新たな課題を凝視し、必要に応じて既存の優れた手法へと柔



軟に回帰・修正するしなやかさも忘れてはならない。今後は、学校現場の実践と政策形成
を往還させながら、持続可能で質の高い教科書制度を構築していくことに協力していきた
い。 
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序）教科書協会の紹介

「教科書協会」は、昭和28（1953）年に、教科書

発行者が集まって発足しました。教科書発行者が協

力体制を敷き、文部科学省と常に連携を図りながら

教科書の質的向上と教科書発行事業に関する調査・

研究にあたっています。

今回は、現在使われているデジタル教科書のコン

テンツや機能をもとに、デジタルの特長や活用に関

して、教科書協会の立場からご説明いたします。

2

協会公式キャラクター「しるしる」



１）デジタル教科書の特長
①教科書の活用 ②特別支援機能
③教材との一体的使用 ④QRコードコンテンツ
２）デジタル教科書の活用例
㋐国語、書写 ㋑社会、地図
㋒算数／数学、理科 ㋓音楽
㋔図画工作／美術 ㋕家庭／技術・家庭
㋖保健／保健体育 ㋗英語 ㋘道徳
㋙高校（数学、英語）
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１）デジタル教科書の特長…①教科書の活用

直感的な操作で誰でも安心して活用

【拡大機能】 ピンチアウトなどの操作で、見たいところを簡単に大きくできる。

【書き込み機能・保存機能】 引いたりマークしたり、文字を自由に書きこんだ

りすることができる。書きこみ内容は自動

保存され、次の使用時に再開できる。

【ページめくり機能】 電子書籍のように、

スワイプやタップの操作で、ページめくり

やページを指定したジャンプができる。

◆共通メニュー（ナビメニュー）

各発行者共通の仕様で、書く、消す、ペー

ジめくり、特別支援機能が操作できる。
4

【共通メニュー】



１）デジタル教科書の特長…②特別支援機能

5

さまざまな児童生徒の特性に寄り添って

義務教育段階のデジタル教科書では、多彩な【特別支援機能】を実装している。

例えば、複数の色の中から自分に合った文字色や

背景色の組み合わせを選べたり、音声読み上げの

速度を調節したりすることができる。

また、ふりがな（ルビ）表示や、文字を折り返し

ながら表示させるリフロー表示、文字の書体変更、

拡大機能等が搭載されており、学習が困難な児童

生徒がスムーズに教科書へアクセスできるように

対応している。 【リフロー表示】



１）デジタル教科書の特長…③教材との一体的使用

6

デジタル教材との一体的な活用

デジタル教科書は、音声や動画などのデジタル教材と一体的に使用することで、

さらなる学習効果の向上が期待できる。

【音声・動画等】 英語のネイティブ音声や国語の朗読音声、社会の資料映像、

算数・数学や理科の技能動画などを視聴することができる。

【触って動かす】 算数・数学の立体図形や「おは

じき」等を画面上で操作することによりイメージを

つかめる。

【教科書中の文字のカード化】

【教科書準拠のドリル】など
【触って動かす】



１）デジタル教科書の特長…④QRコードコンテンツ

QRコードコンテンツについて

位置づけ：教科書検定の対象外の無償教材

であり、発行者が責任をもって管理する。

また、原則として検定申請時に完成させて

おく必要があり、修正がある場合には訂正

申請もしくは変更報告を行う。

利用方法：デジタル教科書では、QRコード

を直接クリックして、教科書発行者が管理するWebサイト（教材）にアクセスし、

教科書の内容に関連した音声・動画や外部リンクなどを利用することができる。

7



２）デジタル教科書の活用例…㋐国語、書写

8

【文章の引用、情報整理】

読解の場面では、本文の抜き

出し機能を用いた情報整理が

有効である。デジタル上での

試行錯誤を通して自分の考え

を形成し、可視化された情報

を基に対話や交流を行うこと

で、読みの深化を促す。文章

構造の分析や登場人物の言動

の解釈など、さまざまな場面

で活用できる。
令和6年度版小学校「国語学習者用デジタル教科書＋教材 4年」（光村図書出版株式会社）

新美南吉「ごんぎつね」



２）デジタル教科書の活用例…㋐国語、書写

9

【「話すこと・聞くこと」動画・音声】

「話すこと・聞くこと」領域に

おいては、実写動画や音声の活

用が効果的である。声の大きさ

や速さ、間の取り方など、音声

言語の理解に適しているだけで

なく、話し方を工夫する、学習

のポイントや活動上の留意点を

考えるなど、児童生徒の主体的

な学びに資するさまざまな活用

方法が考えられる。
令和6年度版小学校「国語学習者用デジタル教科書＋教材 5年」（光村図書出版株式会社）

「『子ども未来科』で何をする」



２）デジタル教科書の活用例…㋐国語、書写

10

【解答表示・自己採点機能（国語の力試しCBT）】

教科書の設問に対し、デジタル版

（CBT）では解答表示・自己採点

機能が使用できる。採点は全自動

ではなく、採点基準に基づき、解

答者自身が適否を判断する方式。

自己採点を通して自分の現状を客

観的に評価し、課題を自覚すると

ともに、必要な学習内容を判断し、

次へつなぐ自己調整力を養う。

令和7年度版中学校「国語１」（光村図書出版株式会社）

「国語の力試し」QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…㋐国語、書写

11

【書き方を見てみよう（運筆動画）】

書道経験のある指導者は、年々減

少しており、毛筆指導に支障が生

じている。毛筆で文字を書く場面

では、運筆動画をスクリーンに投

影し、ループ再生すると効果的で

ある。児童生徒が必要に応じて自

分の動きと比べ、倣ったり、工夫

したりしながら、主体的に取り組

むことができる。

令和6年度版小学校「書写三年」（光村図書出版株式会社）

「書き方を見てみよう『左はらい』『右はらい』」QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…㋐国語、書写

12

【字を書く姿勢（解説動画）】

正しい姿勢は学習の基礎であり、習

慣として確立するまで繰り返し指導

すべき内容である。低学年の学習で

は、スクリーンに投影し、動画に合

わせて一斉に確認する。手順が習慣

化し、相互批正できるようになった

ら、教科書の写真と見比べ、互いに

助言し合う活動も考えられる。手順

や動きの確認には動画、得られた結

果の確認には教科書が適している。
令和6年度版小学校「しょしゃ一ねん」（光村図書出版株式会社）

「じをかくしせい」QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…㋐国語、書写

13

【楷書と行書の違い（解説アニメーション）】

教科書の静的な画像では伝わりに

くい部分を補うことができる。こ

の例では、教科書は楷書と行書を

対照し比較する構成で、アニメは

同じ部分を重ねて差分を表したり

筆順の変化を動きで見せたりして

いる。中学生でもあり、生徒自身

が主体的に情報を選択し、相互補

完的に理解を深めていく活用が期

待できる。
令和7年度版中学校「中学書写」（光村図書出版株式会社）

「行書スイッチを入れよう」QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…㋑社会、地図

14

【凡例別・段階別表示】

調べる場面において、地図やグラフを

「凡例別」や「段階別」に切りかえて

表示することで、特定の情報に焦点を

しぼって読み取ることができる。これ

により、情報が整理され、場所による

ちがいや社会の様子を正確にとらえる

「見方・考え方」を養うことにつなが

る。

令和6年度版「小学社会５ 学習者用デジタル教科書＋デジタル教材」（教育出版株式会社）



２）デジタル教科書の活用例…㋑社会、地図

15

【動画資料】

調べる場面において、動画資料

を活用することで、生産の工程

や人々の働く様子を実感をとも

なった情報として収集できる。

また、必要な場面を何度もくり

返し視聴できるため、静止画だ

けではとらえにくい「人々の工

夫や努力」をより深く、自分の

ペースで追究することができる。

令和6年度版「小学社会５ 学習者用デジタル教科書＋デジタル教材」（教育出版株式会社）

QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…㋑社会、地図

16

【思考ツール】

まとめる場面において、「思考

ツール」を活用してカードを移

動させたり分類したりすること

で、収集した情報を整理、分析

する「試行錯誤」が容易になる。

自分の考えを視覚的に組み立て

ていく過程を重視することで、

論理的な思考をうながし、より

深い学びの実現へとつなげる。

令和6年度版「小学社会５ 学習者用デジタル教科書＋デジタル教材」（教育出版株式会社）



２）デジタル教科書の活用例…㋑社会、地図

17

【47都道府県地図】

「私たちの生活と都道府県」

の単元において、各都道府県

を「地形・土地利用・交通・

農林水産・工業・偉人」等の

各要素別の地図を表示するこ

とができるため、より詳しく

各都道府県のようすについて

調べることができ、特徴を掴

むことができる。

令和6年度版「楽しく学び 小学生の地図帳 3・4・5・6年」（株式会社帝国書院）

QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…㋑社会、地図

18

【地図のやくそくごと】

地図帳の冒頭にある ”地図

の概念”や ”地図帳の使い

方”については概念理解も

含むため、アニメーション

やシミュレーションなどを

効果的に活用することで、

児童がより具体的にイメー

ジできるようになる。

令和6年度版「楽しく学び 小学生の地図帳 3・4・5・6年」（株式会社帝国書院）

QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…㋒算数／数学、理科

19

【図の操作】

図形領域での学習では、簡易な操

作で教科書の図をそのまま移動し

て分類したり重ねて確かめたりす

ることで、学習内容をダイレクト

に実感できる。仮想で実感が伴わ

ない児童生徒には、最初に一度は、

実際に紙を切ったりしたものを重

ねたり折ったりすることで、意味

理解を確かめた後、デジタルな体

験をさせるとより理解が深まる。
令和6年度版小学校「わくわく算数５」（株式会社新興出版社啓林館）

QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…㋒算数／数学、理科

20

【アニメーションや動画】

教科書の図をアニメーションな

どで表現することで、教科書の

理解を助けたり、イメージしに

くい児童生徒の理解を助けるこ

とができる。実際にリアルで実

施することが難しい場合にデジ

タルを併用することが有効であ

る。

令和6年度版小学校「わくわく算数６」（株式会社新興出版社啓林館）

QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…㋒算数／数学、理科

21

【ヒントや解答の表示】

教科書の練習問題に対して、

教科書中には記載していない

ヒントや解答を示すことで理

解を助けることができる。

令和6年度版小学校「わくわく算数６」（株式会社新興出版社啓林館）

QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…㋒算数／数学、理科

22

【動画やスライド】

器具の操作や観察の仕方に

ついて、教師が一度説明し

た後、グループや個々で実

際に実験等を行う前に動画

で確認して本番前の練習を

進めることができる。

令和7年度版中学校「未来へひろがるサイエンス１」（株式会社新興出版社啓林館）

QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…㋒算数／数学、理科

23

【スライドやシミュレーション】

教科書中の概念図や空間概念

など、苦手な児童や生徒が多

い部分を、シミュレーション

で視点を変えたり時系列に並

べたりして理解を助ける。

令和6年度版小学校「わくわく理科６」（株式会社新興出版社啓林館）

QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…㋓音楽

24

【楽譜連動再生ツール】

歌唱表現（合唱教材）で

パートごとに分かれた活動

場面で楽譜連動再生ツール

を活用すると、生徒は練習

箇所の頭出しが容易にでき、

かつ課題が明確になるなど

活動が停滞しない。

令和7年度版「中学音楽１ 音楽のおくりもの 教師用指導書〈セット〉」（教育出版株式会社）



２）デジタル教科書の活用例…㋓音楽

25

【音楽制作・再生ツール】

音楽づくり及び創作で音楽

制作・再生ツールを活用す

ると、活動および作品発表

の場面が児童・生徒個別の

歌唱・器楽の技能と切り離

されるため、創作表現その

ものに集中、焦点化した学

習ができる。

令和7年度版「中学音楽２・３下 音楽のおくりもの 教師用指導書〈セット〉」（教育出版株式会社）



２）デジタル教科書の活用例…㋓音楽

26

【演奏動画・音声ツール】

教材を鑑賞をする場面で演奏

動画・音声ツールを活用する

と、表現の特徴に気づきやす

くなり、さらに反復して用い

ると、学習がより深まる。

令和6年度版「小学音楽音楽のおくりもの５ 学習者用デジタル教科書」（教育出版株式会社）

QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…㋓音楽

27

【実演動画ツール】

器楽表現において楽器の基本

的な奏法を学習する場面で実

演動画ツールを活用すると、

児童・生徒は個別の技量に即

した奏法の確認ができる。ま

た、箏やギターなど楽器装備

に限りがあり待ち時間が生じ

る場合でも、その時間を実演

動画ツールの視聴にあてて予

習することができる。
令和6年度版「小学音楽音楽のおくりもの３ 学習者用デジタル教科書」（教育出版株式会社）

QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…㋔図画工作／美術

28

【材料・用具の使い方の確認動画】

小学校の多くは担任であり、また

中学校では専任教員の配置率が65

％程度等の調査結果もある。図工

や美術では安全への配慮が必要な

用具の使用が求められる中、子ど

もたちや指導する先生が安心して

学習に取り組むためにも、動画に

よる用具の使い方については、十

分な効果がある。

令和6年度版「図画工作 1・2下」（日本文教出版株式会社）

QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…㋔図画工作／美術

29

【つくり方確認動画】

工作や工芸など、図や文字など

だけでは分かりにくいつくり方

について、映像により確認する

ことは、子どもたちの思考力、

判断力、表現力や技能を育成す

るためにも十分な効果がある

令和6年度版「図画工作 5・6下」（日本文教出版株式会社）

QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…㋔図画工作／美術

30

【表現や鑑賞に直結するアプリケーション】

中学校美術では「内容の取扱い」に、高校美術

では表現領域の一つの分野として、映像メディ

ア表現が位置づいている。また図画工作におい

てもコンピュータ、カメラ等の情報機器の利用

が示されている。これらはデジタルによって学

習を深めることができる分野や内容だが、一般

のアプリケーションは導入手続きの困難さや、

広告表示などもある中、教科書という主たる教

材として位置づくアプリケーションは、子ども

が安心して学習に取り組むうえでも効果がある。
令和6年度版「図画工作」（日本文教出版株式会社）

QRコードコンテンツ KOMA KOMA×日文



２）デジタル教科書の活用例…㋕家庭／技術・家庭

31

【クイズコンテンツ】

クイズコンテンツは記憶の定着・

確認に有用であり、楽しみながら

学べるため学習意欲にもつながる。

また苦手分野の可視化や教員側で

「つまずきポイント」の把握など

個別最適な学びの手助けにもなる。

令和６年度版小学校教科書「家庭科5・6」（開隆堂出版株式会社）

P136-137 QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…㋕家庭／技術・家庭

32

【並べ替えコンテンツ】

試行錯誤（ドラッグ＆ドロップ

での手順入れ替え）が容易に行

えるため、納得がいくまで計画

を練り直すことができ思考の深

まりを助ける。また自分が作成

した計画をクラスで共有できる

ため「なぜその手順にしたのか」

という対話が生まれ多角的な視

点を得ることができる。

令和６年度版小学校教科書「家庭科5・6」（開隆堂出版株式会社）

P140-141 QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…㋕家庭／技術・家庭

33

【間違い探し】

答えを一方的に提示するので

はなく、児童生徒が自ら間違

いを見つけようとするプロセ

スにより、学習に対する「主

体的・深い学び」が実践され

る。またクリックしてその場

で正解が出ることで、自分の

考えが正しかったかどうかす

ぐに確認でき、思考の整理に

つながる。
令和7年度版中学校教科書「技術分野」（開隆堂出版株式会社）

P52-53 QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…㋕家庭／技術・家庭

34

【育成シミュレーション】

実際のトマト栽培には数ヶ月か

かるところをシミュレーション

では様々な条件下での育成を短

時間で体験できる。実体験に伴

う時間的・空間的な制約を補完

できるため、何度もチャレンジ

し原因と結果を効果的に導き出

せる。

令和7年度版中学校教科書「技術分野」（開隆堂出版株式会社）

P114-115 QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…㋖保健／保健体育

35

【シミュレーション】

食事とエネルギーについて考

える場面や、小学校に入学し

てから現在までの発育を振り

返る場面において、児童生徒

本人の身体データ等をもとに

シミュレーションすることで、

児童生徒の興味関心を高める

ことができ、より理解を深め

ることができる。

令和7年度版中学校教科書「新編新しい保健体育」（東京書籍株式会社）

p.19 QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…㋖保健／保健体育

36

【動画】

ケーススタディの多い保健

学習において、教科書紙面

で伝えきれない情報をアニ

メーションで補うことによ

り、児童生徒が事例や現象

をよりリアルに感じ取るこ

とができる。

令和6年度版小学校教科書「新編新しい保健 5・6」（東京書籍株式会社）

p.28 QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…㋖保健／保健体育

37

【図鑑】

病気の予防について学習する場面において、

児童生徒が興味関心に応じて調べたい感染

症や生活習慣病を選択して、病気の起こり

方や症状、治療方法などを主体的に調べる

ことができる。病気の予防に関する内容に

ついては、インターネット検索する場合、

発達段階にそぐわない大人向けの専門的な

内容が示されることが多いが、図鑑とする

ことで発達段階に則した内容を提供するこ

とができる。
令和6年度版小学校教科書「新編新しい保健 5・6」（東京書籍株式会社）

p.50 QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…㋗英語

38

【Picture Dictionary】

デジタルは、単語の発音を聞くことが

できたり、テキスト検索機能があれば

素早く目的の単語にたどり着けたりす

る点が優れている。教員やALTがいな

くても、児童が「これって英語で何て

言うんだろう？」という疑問を自己解

決できるようになり、主体的な学習姿

勢が育つ。また、文字・イラスト・音

声がセットでインプットされるため、

語彙の定着率が高まる。
令和6年度版小学校「NEW HORIZON Elementary English Course My 

Picture Dictionary」（東京書籍株式会社）QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…㋗英語
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【デジタルマップ】

各地の名所・名物の英語での言い方を

インターネット等で調べると、小学生

の英語レベルを超えた表現が示される

ことも多いが、教科書付属のデジタル

マップであれば小学校英語の授業に最

適化した内容・レベル設定なので適切

な情報（名所・名物や英語での言い方）

を効率的に見つけることができる（＝

調べ時間の短縮）。その結果、コミュ

ニケーション活動に時間を充てられる。
令和6年度版小学校「NEW HORIZON Elementary English Course 5 / 6 / 

My Picture Dictionary」（東京書籍株式会社）QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…㋗英語
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【ストーリー動画】

英語表現を表現単体で学ぶのではなく、

場面とセットで導入することで、「こ

の場面では、こういう表現を使うんだ

な」と直感的に意味を理解しやすくな

る。また、実生活で同様の場面に遭遇

したときに、動画を思い出しながら、

学んだ表現を用いてコミュニケーショ

ンをとれるようになることが期待され

る。

令和6年度版小学校「NEW HORIZON Elementary English Course 5」

（東京書籍株式会社）p.8 QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…㋗英語
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【歌・チャンツのアニメ映像】

デジタルでは、音楽やリズムに合わせ

て重要表現の音声を聞いたり真似して

言ったりすることを通して、単調で飽

きやすくなりがちな反復練習（ドリル）

に楽しく取り組めるのが最大の魅力。

歌は、楽しく歌うことを通じて、英語

特有の強勢（ストレス）や音のつなが

り（リンキング）などを自然に習得で

きる。チャンツは、リズムに乗って楽しく重要表現を口ずさむうちに、自然と

表現が定着していく。
令和6年度版小学校「NEW HORIZON Elementary English Course 5」

（東京書籍株式会社）p.8 QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…㋗英語
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【異文化理解のための映像】

映像を視聴することで、外国の風景

や文化風習、生活様式、食べ物など

の具体的なイメージをもちやすくな

る。児童の知的好奇心を高めるとと

もに多様な文化や価値観に触れ、他

者を尊重する態度や、翻って自国の

文化を再発見する深い学びにつなが

る。学習指導要領でも「言語の背景

にある文化を知る」ことの大切さについての言及があることから、外国語科に

おいては重要な教材のひとつである。
令和6年度版小学校「NEW HORIZON Elementary English Course 6」

（東京書籍株式会社）p.22 QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…㋗英語

43

【本文・語句ビューア】

デジタルでは、（インプットからインテ

イクの過程で）音声の速度を調整できた

り、1文単位で再生できたりするので、

自分のレベルやペースで練習ができる。

また、本文や単語にマスクをつけたりは

がしたりできる機能もあり、個別最適な

学びに有効。さらに、聴覚優位の生徒に

も視覚優位の生徒にも、それぞれに適し

た学び方を提供できる点が良い。学び方の選択肢が増えることで、学習の質を

高めることができる。
令和7年度版中学校「NEW HORIZON English Course 1」（東京書籍株式会社）

p.63 QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…㋘道徳
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【朗読動画】

紙面上に掲載の教材では児童の

理解度に差が出ないよう、登場

人物や展開の確認をしたのちに

話し合いの活動になりがちだが、

教材アニメーションを観ること

で教材把握の時間を短縮し、よ

り話し合い（考え、議論する）

時間を確保しやすくなる。

令和6年度版「小学道徳4」（日本文教出版株式会社）

QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…㋘道徳
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【教材紹介動画】

教材を扱う際、紙面上で表現で

きる文章や非連続型テキストの

種類には紙幅の都合上限りがあ

るが、教材にまつわる情報をデ

ジタルで補足することにより、

教材へのスムーズな導入やより

深める終末が期待できる。

令和7年度版「中学道徳3」（日本文教出版株式会社）

QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…㋘道徳
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【シンキングツール】

デジタルであればグループワー

クを行う際、話し合った内容を

整理しながらより多面的、多角

的に深めていくためにどんどん

書いたり消したりを繰り返すこ

とが可能になる。

令和6年度版「小学道徳」令和7年度版「中学道徳」（日本文教出版株式会社）

QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…㋙高校（数学）
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【関数描画ツール】

変数による関数グラフの変化を調

べる場合、紙面上では限られた変

数（a＝-1，0，1のみ，など）に

おけるグラフの形しか示すことが

できない。一方でデジタルであれ

ば、変数を連続的に変化させなが

らグラフの動きを追うことが可能

で、より直感的な理解を得ること

が可能になる。

令和8年度版高等学校「改訂版数学Ⅰ」（数研出版株式会社）

QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…㋙高校（数学）
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【実験シミュレーション】

試行回数が多い実験でも、

デジタル上で複数回の疑似

的な実験を何度でも行うこ

とができるため、結果の傾

向を短時間で確認でき、理

解を深めることができる。

令和8年度版高等学校「改訂版数学Ⅰ」（数研出版株式会社）

QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…㋙高校（英語）
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【発音評価コンテンツ】

発音の巧拙は定量的な評価が難しく、

評価に従事する人員の確保が大きな

課題。デジタル採点を導入すること

により、教員側の負担を軽減しつつ、

ある程度の実態把握や宿題への組み

入れといった活用が考えられる。生

徒側においても、スマートフォンや

タブレットといった端末から個別に

音声録音・提出ができるため、人前での英語発話への抵抗感がある生徒でも自

宅等で取り組みやすい。
令和8年度版高等学校「Revised BLUE MARBLE English Communication Ⅰ」（数研出版株式会社）

QRコードコンテンツ



２）デジタル教科書の活用例…まとめ
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資料動画（国語、社会、地図、算数／数学、音楽、保健、英語、道徳）

技能動画（書写、理科、音楽、図画工作）

シミュレーション（地図、算数、理科、家庭、保健体育、高校数学）

解答表示（国語、算数） 要素別表示（社会、地図）

楽譜連動再生、音楽制作・再生（音楽）

テキスト連動再生、歌・チャンツ（英語）

情報の抜き出し・整理（国語） 思考ツール（社会、道徳）

図鑑・事典・辞典（保健、英語） カメラ等の機器活用（図画工作）

〇×クイズ、間違いさがし（家庭／技術・家庭）

関数ツール（高校数学） 発音評価（高校英語）



ご清聴ありがとうございました
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アナログ×デジタルがもたらす
効果的な学習場面の考察

― 本質的理解と個別最適な学習の両立 ―

一社)日本図書教材協会 副会長
㈱教育同人社 代表取締役社長 森 達也

令和8年6月18日

「デジタルな形態を含む教科書の発行・採択等の指針に関する検討会議」（第2回）

1

令 和 ８ 年 ６ 月 1 8 日
デジタルな形態を含む教科書の発行・採択
等の指針に関する検討会議(第２回 )
資 料 ８



2

学習

指導

要領

教

科

書 テスト

教科書と連動しながら、
【 】を支える学習システムである

学校教材とは何か

「学校教材は教科書と共に日本の教育を支えるインフラ」

見直し

学習ノート

ドリル/プリント

理解 思考 定着 評価

理解 思考 定着
評価 定着

理解 思考



学習場面 紙が効果的な場面 デジタルが効果的な場面

導入・興味喚起 落ち着いて内容を読む 動画・音声・シミュレーション

知識・技能の習得 精読・比較・全体構造の把握 動的表現による理解支援

基礎・基本の定着 手書きによる反復・記憶定着 個別最適な反復学習

深い思考 試行錯誤・思考過程の可視化 ヒント提示・協働学習

評価 記述・作図・思考過程の確認 即時採点・学習ログ分析

フォロー学習 自分のペースで復習 到達度に応じた個別出題

教師の見取り 筆跡・書き直し・つまずきの把握 進捗・正答率・学習履歴の把握

学習場面に応じた紙とデジタルの役割（日図協資料抜粋）

紙とデジタルは対立するものではなく、子どもの学びを支えるために相互補完する存在である。

3



①基礎・基本の定着（ドリル）

多様な紙面提示：くりかえし型と書き込み型

「学び方」を学ぶ 4



①基礎・基本の定着（ドリルノート）

理解

思考の過程そのものが残る

思考

5

定着

理解したことを自分の言葉や式で記述し、
思考を整理・定着させる



6 徹底的に活用する

①基礎・基本の定着（ワークテスト）

定着

評価



②解答を確認する ④解説動画を見る

⑥個別最適「Myプリント」

②個別最適な反復【テスト見直しデジタル版】

①テスト裏面QRを読む

③解説を確認する

⑤CBT（自動採点デジタルテスト）

定着

評価

7



②個別最適な反復【 CBT 】

演習量をデジタルが補完
個に応じて、必要な量の類題を効率的に反復トレーニング

定着

8



③深い思考【アナログ】

自分の手を動かし、試行錯誤しながら問題の本質に向き合う思考

9



③深い思考【デジタル】

疑問をデジタルで解決
個別のつまずきポイントを、動画や思考補助ヒントで解消

理解

10



アナログ×デジタル先進事例【 MITORU 】

計算ドリルの紙面に児童が手書きした解答を
自動で丸付けするAIモデル

●児童の自立的な学習への支援
●先生の見取りを通した個別最適な指導への支援
●先生の業務負担軽減に向けた取り組み

思考

理解

11



アナログ×デジタル先進事例【 MITORU 】

【主な特徴・メリット】
 紙の良さを活かしたAI活用: 鉛筆で書く学習スタイルはそのままに、採点だけを効率化。 
 即時フィードバック: 児童はその場で丸付け結果を知り、自立的に学習を進められる。
 教員の負担軽減と個別指導の充実: 全体の採点時間が減ることにより、フォローが必要な児童に

対して時間を割くことができる
 教師の満足度につながる： クラスの子供のできる・わかるを先生が実感できる。

思考

理解

12



教材会社の役割の進化 「教科書を補完する存在」

➀ 教科書と教材の連携促進 ➁ 学習ログの活用と連携基盤の整備
教科書 × 教材 × CBTの統合的な学習履歴の蓄積と活用
教科書発行者-教材発行者-プラットフォーム事業者の
適切かつ円滑な連携とデータ共有のための環境整備

➂教師の見取り支援 ➃児童生徒の関心等に応じた
多様な教材活用

13

これからの教科書と教材の連携に期待すること

紙・デジタルを問わず、教科書と教材が連携することで、子ども一人ひとりに最適な学びを実現できる。

教科書を核とした学び × 多様な教材活用によって、
児童一人ひとりの学びの深化を実現

・学び直しへの接続
・学習導線の一体化
・個別最適な支援

紙の記述× 学習ログ × 評価結果
を統合的に活用し、多面的に児童理解を深める支援



学校教材は、子どもたちに「答え」を教えるのではなく、「答えに導く力」を育てるもの。
紙とデジタルは対立するものではなく、学習場面に応じて、互いを補完し合う存在である。

私たち教材発行者は、現場の先生方とともに、子どもの成長を支える学習環境をこれからも設計していく。

「紙かデジタルか」ではなく
“子どもの学び”から考える

14



 

デジタルな形態を含む教科書の発行・採択等の指針に関する検討会議の 

開催について 

 

令 和 ８ 年 ４ 月 １ 日 

初等中等教育局長決定 

 

１．趣旨 

  「デジタル教科書推進ワーキンググループ審議まとめ～学びの可能性を広げる

教科書を～」（令和７年９月 24日中央教育審議会初等中等教育分科会デジタル学

習基盤特別委員会デジタル教科書推進ワーキンググループ）において、教科書の

形態として紙だけでなくデジタルも認めるようにすることとあわせて、新たな教

科書の発行や採択に当たって紙又はデジタルの活用が期待される学年や教科、学

習場面等についての一定の指針を国において示すことが提言されていることを踏

まえ、教科書発行者や教育委員会・学校等が新たな制度の下で教科書を発行や採

択・使用するに当たっての判断に資する指針の検討を行うため、「デジタルな形態

を含む教科書の発行・採択等の指針に関する検討会議」（以下「会議」という。）

を開催する。 

 

２．主な検討事項 

（１）教科書において紙又はデジタルの活用が期待される学習場面や教科、学年等

について 

（２）デジタルな形態を含む新たな教科書の発行や採択・使用における留意点につ

いて 

（３）その他 

 

３．構成 

（１）会議の構成は、別紙のとおりとする。 

（２）会議は、必要に応じ、関係者の出席を求めることができる。 

 

４．検討期間 

  検討の実施期間は、令和８年４月１日から令和８年１２月３１日までとする。 

 

５．その他 

（１）会議の庶務は、初等中等教育局教科書課において処理する。 

（２）前各項に定めるもののほか、会議の運営に関する事項その他必要な事項は、

座長が定める。 

  

令 和 ８ 年 ６ 月 1 8 日 （ 木 ） 

デジタルな形態を含む教科書の発行・採択等の指針に関する検討会議（第２回） 

参 考 資 料 １ 



デジタルな形態を含む教科書の発行・採択等の指針に関する検討会議 

委員名簿 

 

市川 裕二 全国特別支援学校長会顧問、東京都立立川学園統括校長 

 

内田 隆志 全国高等学校長協会顧問、東京都立青山高等学校統括校長 

 

岡本 章宏 一般社団法人教科書協会デジタル化専門委員会委員長、 

教育出版株式会社 DX事業開発本部本部長 

 

工藤 和志  全日本中学校長会総務副部長、東京都葛飾区立青葉中学校校長 

 

柴田 博仁  群馬大学大学院情報学研究科教授 

 

髙瀬 智子 全国連合小学校長会調査研究部長、福生市立福生第一小学校校長 

 

田邊 俊治  全国市町村教育委員会連合会会長 

 

中川 一史 放送大学教授 

 

野澤 祥子 東京大学大学院教育学研究科特任教授 

 

堀田 龍也 東京学芸大学副学長、教職大学院教授 

 

松下 妙子 一般社団法人全国高等学校 PTA連合会前副会長、 

特定非営利活動法人ふじみ子育てネットワーク代表、 

野外保育森のいえぽっち園長 

 

松谷 茂 日本私立中学高等学校連合会常任理事、学校法人文化杉並学園理事長 

 

森  達也  一般社団法人日本図書教材協会副会長 

 

山口 英司 茨城県教育庁学校教育部長 

 

弓倉 整 公益財団法人日本学校保健会専務理事 

 

（50音順、15名） 

座長 

座長

代理 



 

 

デジタルな形態を含む教科書の発行・採択等の指針に関する検討会議の 

運営について 

 

令和８年４月 10 日 

デジタルな形態を含む教科書の発行 

・採択等の指針に関する検討会議 

 

（趣旨） 

第１条 デジタルな形態を含む教科書の発行・採択等の指針に関する検討会議 （以下

「検討会議」という。）の運営については、以下のとおり定めることとする。 

 

（検討会議） 

第２条 座長は、検討会議の議長となり、議事を運営する。 

２ 座長がやむを得ない理由により検討会議の会議に出席できないときは、検討会議

に属する委員のうちから座長があらかじめ指名する者が、その職務を代理する。 

３ 座長は、欠席する委員からあらかじめ申し出があり、代理人の出席が必要と判断

するときは、代理人の出席及び発言を認めることができる。 

 

（会議の公開） 

第３条 検討会議は原則として公開とする。ただし、検討会議に属する委員等の自ら

の識見に基づいた専門的・学術的な審議及び率直かつ自由な意見交換を確保する必

要があり、又は審議内容に個別利害に直結する事項に係る案件を含み、座長が非公

開とすることが適当と認める場合には、その一部又は全部を非公開とすることがで

きる。 

 

（会議資料の公開） 

第４条 検討会議の会議資料は原則として配付資料をホームページへの掲載等によ

り公開する。ただし、座長が非公開とすることが適当と認める場合には、その一部

又は全部を非公開とすることができる。 

 

（議事概要の公開） 

第５条 検討会議の議事は、議事概要等をホームページへの掲載等により公開する。

ただし、座長が非公開とすることが適当と認める場合には、その一部又は全部を非

公開とすることができる。 

令 和 ８ 年 ６ 月 1 8 日 （ 木 ） 

デジタルな形態を含む教科書の発行・採択等の指針に関する検討会議（第２回） 

参 考 資 料 ２ 



令 和 ８ 年 ６ 月 1 8 日
デジタルな形態を含む教科書の発行・採択
等の指針に関する検討会議(第２回 )
参 考 資 料 ３

教科書のデジタル活用の現状と
今後の方向性について

令和８年６月18日（木）
文部科学省初等中等教育局教科書課

※本資料における「現行のデジタル教科書」は、現行法における「教科書代替教材」
のみを指す。いわゆる「指導者用デジタル教科書」は含まない。

※「デジタルな形態を含む教科書」とは、「学校教育法等の一部を改正する法律」に
より令和12年度から導入が見込まれている、紙だけでなくデジタルも取り入れて作
成される教科書を指す。



１．教科書のデジタル活用
の現状について
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令和10年度令和9年度令和8年度令和7年度令和6年度令和5年度令和4年度

４回に１回未満

４回に１回程度
は使用

半分程度は使用

４回に３回程度
は使用

毎授業で使用

現行のデジタル教科書（教科書代替教材）

○ 令和元年度から、紙の教科書の内容の全部を電磁的に記録したデジタル教科書がある場合には、教育課程の一部に
おいて紙の教科書に代えて使用することが可能に（｢教科書｣ではなく｢教科書代替教材｣） ※H30学校教育法等の一部改正

○ 令和３年度から、デジタル教科書の使用を各教科等の授業時数の２分の１未満とする制限を撤廃

デジタル教科書の制度等

・任意の１教科→全国の約40％

令和３年度

○ 令和３年度以降、小学５年生から中学３年生を対象にデジタル教科書を国から提供し、学校現場での活用を促進
○ まずは英語、次に算数・数学を配布。※慣れには少なくとも数年は必要であり、当面の間はデジタルと紙を併用
（令和3年度からは実証事業として、令和６年度からは購入費として予算措置）

学習者用デジタル教科書の活用促進

・英語 →全国の100％
・算数 数学→全国の約20％
（その他教科で50%）

・英語 →全国の100%
・算数・数学→全国の約50％

令和５年度

活用状況・効果

令和４年度
・英語 →全国の100%
・算数・数学→全国の50～60%

令和６年度・７年度

○ 毎年１０％程度ずつ、実践的な活用頻度が向上。６割以上の教師が４回に１回程度以上は授業で使用（令和６年度）
○ いつも使う児童生徒は｢授業内容の理解｣､｢主体的な学び｣､｢対話的で深い学び｣ができている割合が高い

教師の授業での使用頻度の推移 使用頻度と授業内容の理解との関連 使用頻度と｢主体的な学び｣との関連

計40.5%
計51.4%

計64.3%
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……

紙の教科書 学習者用コンピュータ

同一の内容をデジタル化

現行のデジタル教科書のイメージ

【現行のデジタル教科書の機能例】
ページ移動、見開きページ表示、書き込み、書き込み消去・保存、拡大・縮小、
文字の書体・大きさ・色、行間、背景色の変更、ルビ表示、リフロー、音声読み上げ
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対象/機能 拡大 書き込み 保存 音声 色反転 リフロー ルビ

R６（小・中学生） 約５４％ 約５２％ 約４４％ 約３４％ 約２８％ 約４４％ 約３０％

※令和６年度学習者用デジタル教科書の効果・影響等に関する実証研究事業より

児童生徒向け大規模アンケート調査 授業における学習者用デジタル教科書の機能別の使用頻度（全体教科平均、抜粋）

1｜拡大

教科書を拡大して表示すること
ができます。

2｜書き込み

教科書にペンやマーカーで
簡単に書き込むことができます。

3｜保存

4｜音声読み上げ

教科書の文章を音声で
読み上げることができます。

5｜背景・文字色の変更・反転

教科書の背景色・文字色を
変更・反転することができます。

6｜ルビ

教科書の漢字にルビを振る
ことができます。

現行のデジタル教科書の機能例と使用頻度

注） アンケートにおける選択肢：①「いつも使う」、②「だいたい使う（4回に３回程度）」、③「ときどき使う（２回に１回程度）」、④「たまに使う（４回に1回程度）」、⑤「機能はあるが使ったことがない」」、⑥「機能があ
るかわからない」、⑦「機能自体がない」のうち４回に１回以上の頻度で使うという回答（①～④）の割合

教科書に書き込んだ内容は
自動保存され、次回起動時に
前回終了時の状態から再開
できます。

5



8｜朗読

音読・朗読の音声やネイティ
ブ・スピーカー等が話す音声を
教科書の文章に同期させつつ使
用することができます。

そのほか、現行のデジタル教科書にある機能の例

７｜付箋機能

教科書の記載の一部を付箋によっ
て隠すことができ、タッチするこ
とで付箋を外すことができます。

9｜印刷機能

デジタル教科書で表示している画
面を印刷することができます。

11｜関連教材・資料集等とのリンク

上図赤枠部分のように、デジタル教
材や資料集等の関係部分にスムーズ
にリンクすることができます。また、
自由に外部サイトへのリンクを貼る
こともできます。

10｜シミュレーション機能

平面図形・立体図形などを回転さ
せたり切り取ったり、サイコロを
振ったりすることができます。

12｜問題のポップアップ・自動採点

教科書に記載の問題部分をポッ
プアップ表示したり、回答を自
動採点できます。

6



現行のデジタル教科書と他のデジタル教材を一体的に
使用することで、可能となる学習方法の例。

大型提示装置による表示

児童生徒の手元の画面を大き
く表示することができます。

ネットワーク環境による共有

授業支援システム等を活用し、
児童生徒の手元の画面を共有
することができます。

現行のデジタル教科書と他の
ICT機器等を一体的に使用することで、
可能となる学習方法の例。

13｜動画・アニメーション等

教科書に関連付けて動画・ア
ニメーション等を使用するこ
とができます。

14｜ドリル・ワークシート等

教科書に関連付けてドリル・
ワークシート等を使用すること
ができます。

15｜本文・図表等の抜き出し

教科書の文章や図表等を抜き
出して活用するツールを使用
することができます。

自分で自由に係数等を設定して
グラフを作成できます。複数の
グラフを重ねて表示することも
可能です。

16｜グラフ作成ツール

7



２．今後の方向性
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今後の教科書の在り方

制度改正後の「デジタルな形態を含む新たな教科書」について、
○ 発行・使用に当たっての指針を国が速やかに策定
○ 検定調査審議会において新たな教科書に対応した検定の仕組みを整備

現行
○ 学校での使用義務や検定・採択・無償給与（義務教育）等の対象となるのは紙の教科書（教科用図書）のみ
○ 紙の教科書の内容をそのまま PC・タブレット等で表示する「教科書代替教材」は、教科書に代えて
使用することができるものの、教科書ではないため、使用義務や検定・採択・無償給与等の対象外

次期学習指導要領の実施に合わせて導入

○ これまで紙だけが認められていた教科書にデジタルの良さを取り入れることを
可能とすることにより、児童生徒にとってより分かりやすい教科書へ

○ デジタルな形態を含むものも「教科書」として位置付け、使用義務や検定・
採択・無償給与等の対象に

指針・検定での対応

導入時期

中教審・デジタル教科書推進WG 審議まとめのポイント

使用義務、無償給与、著作権等に関し、学校教育法などの制度改正が必要

9



教科書
（紙）

教科書代替教材
（デジタル）

同一の内容をデジタル化

教科書制度の見直しの方向性（イメージ）

現
行
制
度

制
度
改
正
後

 形態に関わらず全て正式な教科書として制度上位置付け（検定・採択・使用義務・無償給与（義務教育）・
定価認可等の対象に）

リンク

補充的資料
音声、動画
ドリル 等

オンライン教材
（教科書ではない）

紙媒体のみの教科書

……

併用

リンク

……
オンライン
資料（音声、
動画 等）

ハイブリッドな形態の教科書 デジタル媒体のみの教科書

教科書の一部

いずれかを採択

異なる内容・構成も可能

……
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二次元コード先の位置付けについて

○ 現在、教科書に掲載されている二次元コード先のコンテンツは教科書ではなく「教材」である
○ 教科書に教材が付いていることで、以下のように教科書採択制度の趣旨から望ましくない状況や、
教育現場・教科書発行者の負担が生じている
✓ 二次元コード先を全て扱わなければならないのではないかと学校現場が負担に感じているとの指摘
✓ 多くの教育委員会等で二次元コード先も教科書調査研究や採択考慮の対象としている
✓ 教科書発行者は教科書採択への影響を考慮して二次元コードを大幅に増加させている

今後は、二次元コード先も教科書の一部として位置付けられるものに限定して認める
（コンテンツの無制限な拡大の抑制により、教育現場や発行者の負担を軽減しつつ、質の保証も実現）

 二次元コード先は教科書ではなく「教材」
 検定での扱いは教科書と異なる

（教科書の内容との関連性等のみ確認）

＜現行＞ ＜制度改正後＞

補充的資料
動画、音声
ドリル 等

発展的内容
動画、音声
アニメーション等

【教科書】

【教材】 【教科書の一部】

【教科書】

 二次元コード先も「教科書」
 教科書の一部として検定の対象に
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今後のスケジュール（イメージ）

○ 次期学習指導要領の実施に合わせて新しい形態の教科書が使用できるようにすることを念頭におく。
○ 仮に次期学習指導要領の検討が前回と同じスケジュール感で進むと仮定すると、2026(令和８)年度までに
様々な制度的な整備が必要。

前
回
の
学
習
指
導
要
領
改
訂

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

今
後
（
仮
定
）

2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度

著
作
・
編
集

検

定

採
択
＋
供
給

必要な
制度改正

中
教
審
へ
諮
問

11
月

12
月

３
月

学
習
指
導
要
領
改
訂

12
月

中
教
審
答
申

７
月
デ
ジ
タ
ル
教
科
書
Ｗ
Ｇ
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（注）新しい学習指導要領の検討が前回と同じスケジュール感で進むと仮定した場合

中
教
審
へ
諮
問

小
で
使
用
開
始

新
し
い
教
科
書

高
で
使
用
開
始

新
し
い
教
科
書

中
で
使
用
開
始

新
し
い
教
科
書

著
作
・
編
集

検

定

採
択
＋
供
給

小
で
使
用
開
始

新
し
い
教
科
書

高
で
使
用
開
始

新
し
い
教
科
書

中
で
使
用
開
始

新
し
い
教
科
書

９
月
Ｗ
Ｇ
審
議
ま
と
め



学校教育法等の一部を改正する法律の概要

情報通信技術の進展に鑑み、教科書にデジタルの良さを取り入れることにより児童生徒の教育の充実を図るため、小学校等においてデジタルな形態を含む
教科書の使用を可能とするとともに、当該教科書の発行及び無償措置に係る規定を整備する等の措置を講ずる。

趣 旨

概 要

令和９年４月１日
施行期日

１．学校教育法の一部改正
① 小学校、中学校、高等学校等の授業で使用しなければならない「教科用図書」について、
紙媒体に限定している「教科用図書」という現行規定を改め、デジタルな形態を含み得るよう、
新たに「教科書」を規定する。

教科書（紙） 教科書（紙＋デジタル）

（教科書の一部）

教科書（デジタル）

【制度改正後のイメージ】 いずれの形態も「教科書」

同一内容でデジタル化
【現行制度】

教科書に代えて使用可

教科書（紙）

紙だけが「教科書」

② ①に伴い、「教科用図書」の内容を電磁的に記録した「教科用図書代替教材」がある場合に
は、教育課程の一部において、教科書の使用義務に関わらず、「教科用図書」に代えて
「教科用図書代替教材」を使用できる制度を廃止する。

③ 特別支援学校や高等学校の専門教科等において、検定済教科書が無い場合等に使用する
図書についても、①と同様に、デジタルな形態を含む教材を使用できることとする。

２．教科書の発行に関する臨時措置法の一部改正
○ 教科書発行義務や保証金の制度等について、 デジタルな形態を含む新たな教科書の発行に対応するために必要な措置を講ずる。

３．義務教育諸学校の教科用図書の無償に関する法律及び義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律の一部改正
① デジタルな形態を含む新たな教科書等を無償とする。
② デジタルな形態を含む新たな教科書等を無償とする措置について必要な事項を定める。
４．著作権法の一部改正
○ デジタルな形態を含む新たな教科書の発行・使用等に伴い、音楽や動画を含む著作物等の公衆送信等の利用に係る権利制限の拡充等の措置を講ずる。

５．その他
○ 文部科学省著作教科書の出版権等に関する法律、障害のある児童及び生徒のための教科用特定図書等の普及の促進等に関する法律について、
デジタルな形態を含む新たな教科書の使用、発行及び無償措置に関して必要な措置を講ずる。

教科書代替教材（デジタル）【第34条第１項関係】

【第34条第２項関係】

【附則第９条関係】

【第10条、第13条関係】

【無償法第１条第１項・無償措置法第２条第２項関係】
【無償措置法第３条から第９条まで関係】

【第33条、第33条の２、第102条関係】

13



 

 
 

デジタルな形態を含む新たな教科書の円滑な導入に向けた 

主な論点 

 

① 教科書として紙だけでなくデジタルな形態も可能となった場合、学校種

や学年段階、教科の特性などに照らし、採択権者の意向も踏まえて、教科

書の形態のあり方についてどのように考えるか。 

② これまでの教科書代替教材の活用実績や実証研究から窺われる、学習へ

の使用における紙・デジタルの特性を踏まえて、紙が効果的な学習場面、

デジタルが効果的な学習場面についてどのように考えるか。 

③ 認知科学や発達心理学などの知見も踏まえて、児童生徒の発達段階とデ

ジタルな形態を含む新たな教科書の発行・使用との関係をどのように考え

るか。 

④ デジタルな形態を含む新たな教科書が導入された場合、授業等での PC・

タブレット等の活用場面が増加することが考えられるが、児童生徒が学習

目的以外のことに使用したりすることのないよう、次期学習指導要領の検

討も踏まえつつ、情報活用能力の育成強化の観点も含め、どのような対応

が必要と考えるか。 

⑤ 授業等での PC・タブレット等の活用場面が増加することにより、児童生

徒が 「手書き」する場面が減少するとの懸念についてどのように考えるか。 

⑥ デジタルな形態を含む新たな教科書が導入された場合、児童生徒の視力

低下など健康への影響をどのように考えるか。 

⑦ 諸外国における教科書へのデジタル活用をめぐる動向についてどのよう

に考えるか。 

⑧ 次期学習指導要領における基本的方向性として示されている教科書の在

り方（内容の精選や教材との役割分担）を実現するために、デジタルな形

態を含む新たな教科書の導入に合わせて、教科書の発行者と採択権者双方

にどのようなことを示していくか。また、その上でデジタル教材との円滑

な連携をどのように確保していくか。 

⑨ 教科書の制作・発行、採択、使用において、発行者や採択権者などに過

度な負担が生じないよう、どのようなことに留意すべきか。 

⑩ デジタルな形態を含む教科書を採択し、円滑に使用していくために学校

の ICT 環境や支援体制に関してどのようなことに留意すべきか。 

令 和 ８ 年 ６ 月 1 8 日 （ 木 ） 
デジタルな形態を含む教科書の発行・採択等の指針に関する検討会議（第２回） 
参 考 資 料 ４ 
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「主な論点」とこれまでの主な御意見について 

 

※ 第１回検討会議の資料４「デジタルな形態を含む新たな教科書の円滑な導

入に向けた主な論点」と、第１回検討会議までの委員の御意見の対応関係を

整理したもの。 

※ 以下に示す御意見は、適宜要約して記載しているため、正確な委員の御発

言については、別途公開している議事録を参照のこと。 

 

【論点① 教科書の形態のあり方】 

教科書として紙だけでなくデジタルな形態も可能となった場合、学校種や学

年段階、教科の特性などに照らし、採択権者の意向も踏まえて、教科書の形態

のあり方についてどのように考えるか。 

○ 小学校の中でも、基礎的な学力を身につけていく段階といえる低学年・中

学年については、全てがデジタルな教科書のみとなるということは慎重に検

討して取り扱うべきではないか。（第１回） 

○ 紙の教科書・デジタル教科書それぞれの良さがあるため、教科の特性や学

習内容に応じて教科書が作成されることが重要。（第１回） 

○ 学習する児童生徒の視点に立つとともに、指導する教師の視点も踏まえて

検討していくことも必要。（第１回） 

○ どのような形態の教科書を選択する場合でも、デジタルか、紙かといった

二項対立に陥らずに、どちらのメリットも生かしながら日常的に活用してい

くことが重要だと思う。（第１回） 

 

【論点② 紙・デジタルがそれぞれが効果的な学習場面】 

これまでの教科書代替教材の活用実績や実証研究から窺われる、学習への使

用における紙・デジタルの特性を踏まえて、紙が効果的な学習場面、デジタル

が効果的な学習場面についてどのように考えるか。 

○ 現行制度下において、現行のデジタル教科書と一体的に使用できるコンテ

ンツや機能が教科ごとにあるため、これらを具体例として検討することが考

えられるのではないか。（第１回） 

○ 学習に対しての生徒の特性は、デジタルな形態の教材を使用する際の大き

なポイントであり、どういったところで効果的に使えるのか、あるいは課題

が生じるのかを明確にしていくことが必要。（第１回） 

○ 紙については、深い読解力、一覧性、思考の定着といった面で非常に強み

があり、デジタルについては、個別最適化、可視化、試行錯誤、協働的学習

令 和 ８ 年 ６ 月 1 8 日 （ 木 ） 

デジタルな形態を含む教科書の発行・採択等の指針に関する検討会議（第２回） 

参 考 資 料 ５ 
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の面で非常にプラスになっている。それらを適切に組み合わせて設計し、使

用することが大事（第１回） 

○ 教材においても紙とデジタルそれぞれに適した学習場面があると認識して

おり、例えば書くこと、試行錯誤すること、思考を深めるような場面では、

紙に価値がある。他方で、即時フィードバック、情報共有の可視化、個別最

適な学びの支援では、デジタルが有効。（第１回） 

 

【論点③ 児童生徒の発達段階との関係】 

認知科学や発達心理学などの知見も踏まえて、児童生徒の発達段階とデジタ

ルな形態を含む新たな教科書の発行・使用との関係をどのように考えるか。 

○ 高校の学習教材や教科書については分量がかなり多いことも踏まえる必要

がある。（第１回） 

○ デジタル媒体の場合、画面上で何度も消せるからこそ、描くということに

きれいさを求め、描くということ自体にこだわってしまうことがある。 （第１

回） 

○ 意図しない振る舞い（操作）が集中の妨げになることがある。（第１回） 

○ 授業そのものよりも、機能の探索やアプリケーションの可能性に没入して

しまう可能性がある。（第１回） 

○ タブレットを用いて協働的な学習をする場合、他の児童生徒の顔を見ず、

画面を見て会話してしまうことがある。（第１回） 

○ 小学校の段階では発達段階を考慮することが重要であり、低学年では学習

する内容を容易に見ることができることが重要。中学年についても、同様に

容易に見たり見比べたりできることが大切。（第１回）（※再掲） 

 

【論点④ 目的外使用と情報活用能力】 

デジタルな形態を含む新たな教科書が導入された場合、授業等での PC・タブ

レット等の活用場面が増加することが考えられるが、児童生徒が学習目的以外

のことに使用したりすることのないよう、次期学習指導要領の検討も踏まえつ

つ、情報活用能力の育成強化の観点も含め、どのような対応が必要と考えるか。 

○ ICT活用と情報活用能力の育成は、次期学習指導要領の検討でも示されてい

る論点であり、当該検討の中でも、情報活用能力の活用について考える必要

がある。（第１回） 

 

【論点⑤ 「手書き」が減少する懸念】 

授業等での PC・タブレット等の活用場面が増加することにより、児童生徒が

「手書き」する場面が減少するとの懸念についてどのように考えるか。 
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○ 思考の整理、概念の定着、感情やアイデアの表現については、手書きの素

晴らしい点が表れている。（第１回） 

○ 教材においても紙とデジタルそれぞれに適した学習場面があると認識して

おり、例えば書くこと、試行錯誤すること、思考を深めるような場面では、

紙に価値がある。（第１回）（※再掲） 

 

【論点⑥ 健康への影響】 

デジタルな形態を含む新たな教科書が導入された場合、児童生徒の視力低下

など健康への影響をどのように考えるか。 

○ 問題は、健康に関するガイドラインが学校現場で守られているかであり、

ガイドラインで求められているような内容を指導できる教師の育成が一つ課

題。（第１回） 

○ 家庭学習時の教科書の使い方までは把握できないため、保護者への啓発も

併せて必要。（第１回） 

 

【論点⑦ 諸外国の動向】 

諸外国における教科書へのデジタル活用をめぐる動向についてどのように考

えるか。 

○ フィンランドとかシンガポール等の先行国においては、学年や基礎的な学

力を身につける学習指導では、紙の教科書の方がより学習効果が高い可能性

があると示されていると承知。（第１回） 

 

【論点⑧ 次期学習指導要領との関係、デジタル教材との連携】 

次期学習指導要領における基本的方向性として示されている教科書の在り方

（内容の精選や教材との役割分担）を実現するために、デジタルな形態を含む

新たな教科書の導入に合わせて、教科書の発行者と採択権者双方にどのような

ことを示していくか。また、その上でデジタル教材との円滑な連携をどのよう

に確保していくか。 

○ 内容については、質とともに膨大になり過ぎないように、適正な量という

のが求められるのではないか。（第１回） 

○ 設計や制度の在り方によっては、現場にとっての使いやすさや教材との役

割分担が曖昧になる懸念も感じている。教材は、個別最適、基礎・基本の徹

底、学びに向かう多様なアプローチなど、いわゆる「どのように学ぶか」と

いうところを支える存在であり、教科書と教材の役割分担こそがこれまで現

場を支えてきた重要な構造である。（第１回） 

○ 教科書と教材の適切な線引き、そして連携の在り方を明確にすることが、
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現場の混乱を防ぎ、より質の高い学びにつながっていくのではないか。 （第１

回） 

 

【論点⑨ 発行者、採択権者等の負担】 

教科書の制作・発行、採択、使用において、発行者や採択権者などに過度な

負担が生じないよう、どのようなことに留意すべきか。 

○ 教科書の採択の際、発行者として見本を提供することになっているが、制

度改正後、デジタルの形態を含む見本をどのように提供するのが良いのか。

（第１回） 

○ デジタルな形態を含む教科書も採択の対象となることで、デジタルな素材

についても十分に吟味することとなり、業務量の面で悩ましい事態に陥らな

いか懸念。採択に要する時間を現状よりも十分にとれるようにする必要があ

るのではないか。（第１回） 

○ デジタルな形態を含む教科書の内容や量について制約をかける必要がある

のではないか。（第１回） 

○ デジタルな形態を含む教科書の採択に当たって、格納された全てのデジタ

ルコンテンツを調査するためには、相当な時間と労力がかかる。都道府県教

育委員会における調査研究の対象範囲を含め、国として方向性を示すべき。

（第１回） 

 

【論点⑩ 学校の ICT環境や支援体制】 

デジタルな形態を含む教科書を採択し、円滑に使用していくために学校の ICT

環境や支援体制に関してどのようなことに留意すべきか。 

○ 全校一斉使用に耐え得るだけの回線速度の確保や、必要に応じた回線工事

が今後の課題になると予測される。（第１回） 

 

【その他の御意見】 

○ 論点③（児童生徒の発達段階との関係）について、発達段階に加えて「障

害特性」も踏まえる必要がある。（第１回） 

○ 学校教育法附則第９条の教材は絵本を含む一般図書を指すため、デジタル

な形態の学校教育法附則第９条の教材については、どういったものがそれに

該当し得るのかというガイドラインが必要。（第１回） 

○ 文部科学省著作教科書についても、デジタル化を進めてほしい。（第１回） 

○ 震災等により充電が十分できない環境下では、デジタル媒体のみの教科書

を見ることができず、学習が止まってしまう懸念もある。（第１回） 

○ ライセンスの有効期間や対象学年の制限、予習・復習での利用可否など、
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今後、細かなルールを整理する必要がある。（第１回） 



令 和 ８ 年 ６ 月 １ ８ 日
デジタルな形態を含む教科書の発行・採択
等の指針に関する検討会議(第２回 )
参 考 資 料 ６

教科書のデジタル活用を
めぐる状況について

（関連データ、基礎資料等）



※本資料における「現行のデジタル教科書」は、現行法における「教科書代替教材」
のみを指す。いわゆる「指導者用デジタル教科書」は含まない。

※「デジタルな形態を含む教科書」とは、「学校教育法等の一部を改正する法律」に
より令和12年度から導入が見込まれている、紙だけでなくデジタルも取り入れて作
成される教科書を指す。

【目次】
１．教科書制度の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３

２．現行のデジタル教科書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・15

３．実証研究の成果（大規模アンケート）、先行研究等・・・・・・・・・・・28

４．GIGAスクール構想関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・44



１．教科書制度の概要

3



我が国における教科書について
＜ 教科書とは・・・ ＞

教科書とは、「教科の主たる教材」として使用される、文部科学大臣の検定を経た教科用図書又は文部科学省が
著作の名義を有する教科用図書のことである。教科書は、法律により使用義務が課せられており、義務教育段階の
児童生徒には無償で給与される。

◯ 教科書が使用されるまでの基本的な流れ

◇ 各学校において使用しなければならない    ＝「使用義務」
◇ 文部科学大臣による検定を経る必要がある   ＝「質の確保」
◇ 義務教育段階において児童生徒に無償で給与される ＝「経済的負担軽減」
◇ 国から発行者に対する発行の指示、定価の認可等  ＝「安定供給の確保」
◇ 著作権の権利制限が認められている    ＝「適切な著作物の利用による質の向上」

◯ 「教科書の在り方について（答申）」（昭和５８年６月 中央教育審議会）
教科書は、教育課程の構成に応じて系統的に組織配列された各教科の主たる教材であり、児童生徒に国民として
必要な基礎的・基本的な教育内容の履修を保障するものとして、学校教育において重要な役割を果たしている。

全国的な教育水準の向上
教育の機会均等の保障
適正な教育内容の担保 等の実現

（他の教材と異なる、教科書の位置付けと意義）
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教科書検定制度

＜ 趣 旨 ＞
国民の教育を受ける権利を実質的に保障し、
①全国的な教育水準の維持向上
②教育の機会均等の保障
③適正な教育内容の維持
④教育の中立性の確保 等の要請に応える。

学習指導要領等に基づき民間で著作・編集された図書について、教科用
図書検定基準に基づき、教科用図書検定調査審議会が専門的・学術的
な審議を行い、その結果に基づいて文部科学大臣が教科書として適切か否
かを審査。これに合格したものが教科書として使用可能となる。

＜ 観 点 ＞
教科書検定は、教科用図書検定基準に基づき、
① 学習指導要領等の内容に照らして適切か、政治・宗教の扱いや取り
上げる題材の選択・扱いが公正かなどの「準拠性及び公正性」

② 客観的な学問的成果や適切な資料等に照らして事実関係の記述
が正確かなどの「正確性」

といった観点から、記述の欠陥を指摘することにより行われている。

○義務教育諸学校教科用図書検定基準（平成２９年文部科学省告示第１０５号）

第１章 総則
（1） 本基準は、（中略）検定のために必要な審査基準を定めることを目的とする。
（2） 本基準による審査においては、（中略）知・徳・体の調和がとれ、生涯にわたって自己実現を目指す自立した人間、公共の精神を尊び、国

家・社会の形成に主体的に参画する国民及び我が国の伝統と文化を基盤として国際社会を生きる日本人の育成を目指す教育基本法に示す
教育の目標並びに学校教育法及び学習指導要領に示す目標を達成するため、これらの目標に基づき、第２章及び第３章に掲げる各項目に
照らして適切であるかどうかを審査するものとする。

＜ 教科書検定の流れ ＞

（判定の留保）

検定意見の通知（文書）

修正表の提出

審議会による審議

合 格 決 定 不合格決定

教科書調査官・審議会委員・専門委員による調査

審議会による審議・合否判定

検 定 申 請
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○ 使用される教科書の採択権限は、公立学校については所管の教育委員会、国立学校・私立学校については学校長にあ
り、域内の都道府県教育委員会の指導・助言・援助により、適切に権限を行使することが必要。

○ このうち、公立の義務教育諸学校については、各教育委員会は種目ごとに１種類の教科書を採択しなければならない
（学校教育法第71条に規定する中高一貫校や中等教育学校は学校単位の採択が可能。）。

また、都道府県が設定する採択地区が２以上の市町村の区域で構成されている場合には、当該採択地区における協議の
結果に基づいて、各市町村教育委員会は種目ごとに１種類の教科書を採択しなければならない。

○ 義務教育諸学校において使用する教科書は、原則として４年間同一のものを採択することとされている（※）。

↑

（調査員）

↑
（調査員）

↑
採択地区協議会

↑
（選定委員会）

↑
（調査員）

教科書発行者

国立・私立学校長

都道府県教育委員会 教科書展示会
（教科書センター）

教科用図書選定審議会

市町村教育委員会

市町村教育委員会

①書目の届出

②目録の送付

文部科学大臣

④見本の送付
⑤諮問・答申

⑥指導・援助・助言

⑦開催

③目録の送付

⑧採択（８月３１日まで）

単独採択地区 共同採択地区

教科書採択の流れ

※最新の社会情勢に合わせて、教科書発行者が事実関係や統
計資料の記載の更新を行い、次年度の教科書に反映させる
ことが可能な仕組みとなっている。
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◎：検定年度
△：直近の検定で合格した教科書の初めての採択が行われる年度
○：使用開始年度（小・中学校は原則として4年ごと、高校は毎年採択替え）
▲：前年度の検定で合格した「特別の教科 道徳」の教科書の初めての採択が行われた年度
●：「特別の教科 道徳」の教科書の使用開始年度
※小学校における平成30年度、中学校における平成31年度／令和元年度においては、「特別の教科 道
徳」

を除く各教科の教科書について採択が行われた。
※太線以降が、現行学習指導要領の教育課程に係る教科書についてである。

小・中・高等学校の教科書の検定・採択の周期

 

 H30 
（2018） 

H31/
R 元 
（2019） 

R2 
（2020） 

R3 
（2021） 

R4 
（2022） 

R5 
（2023） 

R6 
（2024） 

R7 
（2025） 

R8 
（2026） 

R9 
（2027） 

小学校 

検 定 ◎    ◎    ◎  

採 択 △ △    △    △ 

使用開始 ● ○ ○    ○    

中学校 

検 定 ◎ ◎    ◎    ◎ 

採 択 ▲ △ △    △    

使用開始  ● ○ ○    ○   

高 

等 

学 

校 

主として 
低学年用 

検 定  ◎ ◎    ◎    

採 択   △ △    △   

使用開始    ○ ○    ○  

主として 
中学年用 

検 定   ◎ ◎    ◎   

採 択    △ △    △  

使用開始 ○    ○ ○    ○ 

主として 
高学年用 

検 定    ◎ ◎    ◎  

採 択 △    △ △    △ 

使用開始  ○    ○ ○    

学校種別等区分 
年度（西暦） 
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		学校種別等区分

年度（西暦）



		H30

（2018）

		H31/R元

（2019）

		R2

（2020）

		R3

（2021）

		R4

（2022）

		R5

（2023）

		R6

（2024）

		R7

（2025）

		R8

（2026）

		R9

（2027）



		小学校

		検定

		◎

		

		

		

		◎

		

		

		

		◎

		



		

		採択

		△

		△

		

		

		

		△

		

		

		

		△



		

		使用開始

		●

		○

		○

		

		

		

		○

		

		

		



		中学校

		検定

		◎

		◎

		

		

		

		◎

		

		

		

		◎



		

		採択

		▲

		△

		△

		

		

		

		△

		

		

		



		

		使用開始

		

		●

		○

		○

		

		

		

		○

		

		



		高　等　学　校

		主として

低学年用

		検定

		

		◎

		◎

		

		

		

		◎

		

		

		



		

		

		採択

		

		

		△

		△

		

		

		

		△

		

		



		

		

		使用開始

		

		

		

		○

		○

		

		

		

		○

		



		

		主として

中学年用

		検定

		

		

		◎

		◎

		

		

		

		◎

		

		



		

		

		採択

		

		

		

		△

		△

		

		

		

		△

		



		

		

		使用開始

		○

		

		

		

		○

		○

		

		

		

		○



		

		主として

高学年用

		検定

		

		

		

		◎

		◎

		

		

		

		◎

		



		

		

		採択

		△

		

		

		

		△

		△

		

		

		

		△



		

		

		使用開始

		

		○

		

		

		

		○

		○

		

		

		









○ 採択権者による教科書の採択結果に基づいて、必要となる教科書の見込み数が都道府県教育委員会に報告さ
れた後、都道府県教育委員会から文部科学省に対して、９月１６日までに教科書需要集計一覧表を提出。

○ その後、「発行の指示」→「発行の承諾」→「定価認可基準（上限額）の告示」→「定価認可申請」→「定価認可決
定」を経た後、発行者の責任のもと、供給会社・教科書取扱書店等を通じて、各学校に教科書が供給される。

○ また、義務教育諸学校用の教科書の発行者については、教科書をより安定的に発行する必要性から、義務教育
諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律に基づいて、発行者の指定制度が採られている。

都道府県立学校 国立・私立学校長

市町村教育委員会

市町村立学校

①需要数の報
告

①需要数の報告
①需要数の報告

②需要数の報告（９月１６日まで）

都道府県教育委員会

文部科学省

④発行の承諾

教
科
書
・
一
般
書
籍

供

給

会

社

教
科
書
取
扱
書
店

学

校

⑧供給
⑤定価認可基準の告示

教科書発行者
⑥定価認可申請

⑦定価認可決定

③発行の指示

教科書の発行・供給
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＜ 児童生徒１人当たりの平均教科書費の推移 ＞
                          （円）

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

小学校用 4,083 4,083 4,083 4,140 4,266 4,376

中学校用 5,467 5,647 5,647 5,727 5,899 6,048

小 学 校

学 年 区 分 金額

第 １ 学 年 用
第 ２ 学 年 用
第 ３ 学 年 用
第 ４ 学 年 用
第 ５ 学 年 用
第 ６ 学 年 用

4,359
2,441
5,308
3,999
5,547
4,602

各学年の平均 4,376

中 学 校

学 年 区 分 金額

第 １ 学 年 用
第 ２ 学 年 用
第 ３ 学 年 用

9,520
4,506
4,118

各学年の平均 6,048

＜ 児童生徒１人当たりの平均教科書費 ＞（令和７年度使用）

（円） （円）

区分
種類数
（種）

点数
（点）

小学校用教科書（検定済教科書） 54 259

中学校用教科書（検定済教科書） 71 142

高等学校用教科書

第１部：H30文科省告示第68号に基づく

検定済教科書
著作教科書

609
50

639
52

小計（第１部） 659 691

第２部：H21文科省告示第34号に基づく

検定済教科書
著作教科書

19
0

19
0

小計（第２部） 19 19

計（第１部＋第２部） 678 710

特別支援学校用教科書（著作教科書） 26 319

合計 829 1,430

※種類数とは、教科・種目別に、例えば、小学校用国語教科書１年生用から
６年生までの１シリーズを１種と数えたもの。

※点数とは、種目・学年・巻別に、例えば、上・下巻２冊は２点と数えたもの。

＜ 教科書の種類数・点数 ＞（令和７年度使用）

【教科書の発行状況】

教科書の発行・無償給与に関する状況（令和7年度）

○ 義務教育諸学校で使用される教科書は、国が購入し、
児童生徒に無償で給与される。

☆義務教育教科書購入費(令和８年度予算)：約４７０億円

【義務教育教科書の無償給与状況】
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国・公・私立義務教育諸学校に通う全ての児童生徒に教科書を無償給与

義務教育教科書購入費

憲法第26条の義務教育無償の精神を広く実現

令和８年度予算額 470億円
（前年度予算額 472億円）

国

教科書発行者・
教科書供給業者

国公私立
義務教育諸学校

在籍するすべて
の 児童生徒

※教科書は児童生徒の所有
 書き込み・自宅に持ち帰って学習

購入契約・
発行指示

教育費の保護者負担軽減

次代を担う子供たちの国民的自覚を深める

予算額
（億円）

定価改定率
（％）

R8
（案） 470 + 1.5

R7 472 +2.6

R6 471 ＋3.0

R5 464 +1.4

R4 460 0

【予算額推移】

＊無償給与＊

【参考：R8児童生徒１人あたり平均教科書費】
小学校用 4,443 円 中学校用 6,137 円

適正な教科書価格を維持

（担当：初等中等教育局 教科書課）
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教科書の二次元コード数の状況

○小学校６年、中学校３年の教科書に掲載された二次元コード数は、４年前（前回検定時）に比べて３.５倍に増加
（※二次元コードの参照先は教科書ではなく「教材」という扱い）

112個

392個

0個

100個

200個

300個

400個

Ｒ２使用教科書

（Ｈ３０検定）

Ｒ６使用教科書

（Ｒ４検定）

小学校６年５教科平均の二次元コード数

３.５倍

（注）
・５教科：国語、社会、算数/数学、理科、英語
・検定申請時に図書に掲載されている二次元コード、ＵＲＬ、参考情報ありますマークのあるページ数をカウント（同一ページに二次元コード等が複数ある場合は１としてカウント）

142個

491個

0個

100個

200個

300個

400個

500個

Ｒ３使用教科書

（Ｒ１検定）

Ｒ７使用教科書

（Ｒ５検定）

中学校３年５教科平均の二次元コード数

３.５倍

【出典】検定申請資料から文部科学省作成

Ｒ３使用教科書
（Ｒ１検定）

Ｒ６使用教科書
（Ｒ４検定）

Ｒ７使用教科書
（Ｒ５検定）

Ｒ２使用教科書
（Ｈ３０検定）
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教科書採択のプロセスにおける二次元コードの扱いについて

〇令和６年度の教科書採択のプロセスにおいて、二次元コードについて
・指導助言等する都道府県教育委員会の約８割が教科書調査研究の対象とし、約７割が選定資料
に掲載

・採択権者である市町村教育委員会では約６割が教科書採択の考慮事項とし、約４割が補助教材
として確認。約９割がいずれかの確認をしている。

12

66%17%

17%

調査研究のうえ、選定資料に掲載した
調査研究したが、選定資料には掲載していない
調査研究していない

59%
43%

12%

教科書採択の考慮の一事項とした
補助教材としての有益性・適切性を確認した
いずれも当てはまらない

都道府県教育委員会 市町村教育委員会

重複部分

N=47 N=1750

【出典】令和６年度採択関係状況調査



教科書の大判化について

○ 約５０年前と比べ、
・小学校４教科の教科書は、約４割の教科書が1.7倍以上、約６割の教科書が1.5倍程度に大判化
・中学校５教科の教科書は、約６割の教科書が1.7倍以上、約４割の教科書が1.5倍程度に大判化

（※Ａ５判の面積に比してＢ５判は1.5 倍、ＡＢ判は約1.7 倍、Ａ４判は約２倍）

【出典】教科書目録から文部科学省において算出※小学校４教科：国語・社会・算数・理科、中学校５教科：国語、社会、数学、理科、外国語
※平成４年の生活科創設に伴い小学校１，２年生の社会と理科がなくなったため、社会と理科は小学校３～６年生の数値としている。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

S46使用

S55使用

H4使用

H14使用

H27使用

R2使用

R6使用

小学校４教科

A5 B5 AB A4 A4変型

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

S47使用

S56使用

H5使用

H15使用

H28使用

R3使用

R7使用

中学校５教科

A5 B5 B5変型 AB A4 A4変型

Ａ５

Ａ５

Ａ５

Ａ５

Ａ５

Ａ５

Ａ５

Ａ５

B５

B５

B５

B５

B５

B５

B５

B５

B５

B５

B５

AB

AB

AB

AB

AB

AB A４A４
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2029
1774 1852 1919

3,106 

3,387 3,375 

2,135 
1,890 1,995 

1,565 

1,925 1,925 
1,925 

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

昭47～ 昭56～ 平5～ 平成14～ 平24～ 令和3～ 令和7～

中学校５教科 標準授業時数と教科書ページ数

教科書ページ数 標準授業時数

457
422

487 487

1,076 

1,258 
1,318 

3,665 3,383 3,452 

2,941 
3,242 3,242 

3,242 

0

200

400

600

800

1000

1200

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

昭46～ 昭55～ 平4～ 平成14～ 平23～ 令和2～ 令和6～

小学校４教科 標準授業時数と教科書ページ数

教科書ページ数 標準授業時数

教科書のページ数の推移について

【出典】学校教育法施行規則及び教科書目録から文部科学省において算出※小学校４教科：国語・社会・算数・理科、中学校５教科：国語、社会、数学、理科、外国語
※教科書ページ数は、各教科の教科書の平均ページ数を足し上げたものであり、Ａ５換算。
※Ａ５換算ページ数は、Ａ５判との面積比を踏まえ、Ｂ５判は１.５倍、ＡＢ判は１.７４倍、Ａ４判は２.０１倍して算出。
※平成４年の生活科創設に伴い小学校１，２年生の社会と理科がなくなったため、標準授業時数・教科書ページ数ともに社会と理科は小学校３～６年生の数値としている。

約３倍 約１.５倍

時数

頁

時数 頁

○ 約５０年前から、小学校４教科・中学校５教科について、
・標準授業時数は減少しているものの、
・教科書ページ数（Ａ５換算）は小学校で約３倍、中学校で約１.５倍に増加。

昭46の比を
１とすると

1.0 1.0 1.1 1.3 2.7 3.1 3.3 昭47の比を
１とすると

1.0 1.0 1.0 1.3 1.7 1.9 1.8
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２．現行のデジタル教科書
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デジタル教科書に係るこれまでの主な議論・制度改正

平成27年
（2015年）

平成28年
（2016年）

平成29年
（2017年）

平成30年
（2018年）

令和元年
（2019年）

令和2年
（2020年）

令和3年
（2021年）

令和4年
（2022年）

令和5年
（2023年）

令和6年
（2024年）

○ 平成３１年４月から、紙の教科書の内容の全部を電磁的に記録したデジタル教科書があ
る場合には、教育課程の一部において紙の教科書に代えてデジタル教科書を使用するこ
とが可能に（学校教育法等の一部改正）

○ 令和３年４月から、デジタル教科書の使用を各教科等の授業時数の２分の１未満とする
制限を撤廃

最
終
ま
と
め

12
学
校
教
育
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
公
布
）

6 4

施
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科
書
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容
の
全
部
を
電
磁
的
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録

し
た
デ
ジ
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教
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書
が
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お
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て
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科
書
に
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デ
ジ
タ
ル
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科
書
を
使
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で
き
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と
と
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る

「
デ
ジ
タ
ル
教
科
書
」
の
位
置
付
け
に
関
す
る
検
討
会
議
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ジ
タ
ル
教
科
書
の
今
後
の
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り
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に
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検
討
会
議

デ
ジ
タ
ル
教
科
書
の
基
本
的
在
り
方
や
導
入
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性
に
つ
い
て
検
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ジ
タ
ル
教
科
書
の
利
用
制
限
の
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廃
（
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示
）

デ
ジ
タ
ル
教
科
書
の
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用
を
各
教
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等
の
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数
の
二
分
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一
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満
と
す
る
制
限
を
撤
廃

6
第
一
次
報
告

3
中
教
審
教
科
書
・
教
材
・
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
の
在
り
方
Ｗ
Ｇ

児
童
生
徒
一
人
ひ
と
り
が
端
末
を
持
っ
た
際
の

デ
ジ
タ
ル
教
科
書
の
在
り
方
に
つ
い
て
検
討

2
特
別
部
会
に
報
告デ

ジ
タ
ル
教
科
書
の
本
格
的
な
導
入
に
向
け
て

必
要
と
な
る
取
組
等
を
提
示

デ
ジ
タ
ル
教
科
書
等
の
在
り
方
の
方
向
性
を
提
示

・
教
科
・
学
年
を
絞
っ
て
Ｒ
６
か
ら
段
階
的
に
導
入

（
ま
ず
は
小
５
～
中
３
を
対
象
に
英
、
数
）

・
当
面
の
間
は
デ
ジ
タ
ル
と
紙
を
併
用

12

「
デ
ジ
タ
ル
教
科
書
」
の
効
果
的
な
活
用
の
在
り
方
等
に

関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
検
討
会
議⇒

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
策
定

普
及
促
進
に
向
け
た
技
術
的
な
課
題
に
関
す
る
Ｗ
Ｇ
ま
と
め

3

デジタル教科書の導入・管理時に用いるCSVフォーマットの登録項目の統一化等（R3.3改訂）

中
教
審
・
デ
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書
推
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7
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討
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（2025年）
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め

9
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現行制度における教科書と学習者用デジタル教科書の概要

教科書 学習者用デジタル教科書

定義
小中高等学校等において、教育課程の構成に応じて組織排列さ
れた教科の主たる教材として、教授の用に供せられる児童又は
生徒用図書であり、文部科大臣の検定を経たもの又は文部科学
省が著作の名義を有するもの

教科書発行者が、紙の教科書の内容の全部
をそのまま記録した電磁的記録である教材
（教科書ではなく教材）

使用義務 使用しなければならない。代わりにデジタル教科書を使用す
ることで使用義務の履行が認められる（※教育課程の一部） 使用義務はない

検定 文部科学大臣による検定を経る必要がある 内容が紙の教科書と同一であるため、
改めて検定を経る必要がない

無償給与 義務教育段階において児童生徒に無償で給与される 無償給与の対象外。購入に係る経費は
原則として学校設置者や保護者が負担

発行指示
定価認可 国から発行者に対する発行の指示、定価の認可等が行われる 発行指示や定価認可等なし

著作権の
権利制限 教科書への掲載について著作権の権利制限が設けられている 同左

有

有

有

有

無

無

無

有 有
（注）学校教育法、教科書の発行に関する臨時措置法、義務教育諸学校

の教科用図書の無償措置に関する法律、著作権法等に基づき記載

◇ 各学校において使用しなければならない ＝「使用義務」
◇ 文部科学大臣による検定を経る必要がある ＝「質の確保」
◇ 義務教育段階において児童生徒に無償で給与される ＝「経済的負担軽減」
◇ 国から発行者に対する発行の指示、定価の認可等 ＝「安定供給の確保」
◇ 著作権の権利制限が認められている ＝「適切な著作物の利用による質の向上」

教科書の意義及び位置付け

全国的な教育水準の向上
教育の機会均等の保障
適正な教育内容の担保 等の実現

「『デジタル教科書』の位置付けに関する検討会議最終まとめ」より

無

17



現行のデジタル教科書の児童生徒への提供状況（国提供分）

○ 小学校５年生から中学校３年生を対象に、令和３～５年度は実証事業において、令和６年度からは購入費
として、現行のデジタル教科書を国から提供。

学年 教科 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

（原則）
小５～中３

英語
任意の１教科で

約４０％
うち
英語：
約７％

算数/数学：
約１２%

１００％

算数/数学 任意の１教科で
約７０％
うち

算数/数学：
約２０％

約５０％ 約５５％

その他 － － －
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制度が始まった令和元年度以降、以下のような取組を実施
○ガイドラインの策定（平成30年12月策定、令和３年３月改訂）
・デジタル教科書の場面（個別学習/グループ学習/一斉学習）別の活用方法の例などについて提示

○実践事例集の作成（平成30年からこれまで計５冊）
・H30：小学校（国語、社会、算数、理科）

中学校（国語、数学、英語）、
高校（生物、英語）、
特別支援（発達障害、視覚障害、日本語指導が必要な児童） における活用事例

・R３：小学校・中学校（国語、社会、算数・数学、理科、英語）、
特別支援（発達障害、視覚障害、日本語指導が必要な児童）における実践事例

・R４：小学校・中学校（国語、社会、算数・数学、理科、英語）における授業改善事例
校内研修事例（小学校国語、中学校英語）
効果的な活用Tips集（小学校：英語、算数、国語、理科、中学校：英語、数学）
を盛り込んだガイドブック形式

・R５：小学校・中学校（算数・数学、英語）における授業改善事例
・R６：小学校・中学校（算数・数学、英語）における授業改善事例

19

デジタル教科書の効果的な活用方法の発信、教員の指導力向上

【取組状況①】 （出典）令和６年度「学習者用デジタル教科書の効果・影響等に関する実証研究事業」大規模アンケート調査（文部科学省委託事業）

（R3追補）



デジタル教科書の効果的な活用方法の発信、教員の指導力向上

○実践事例・研修動画（令和３年度からこれまで17本）
・令和３年度：12本（総論、小学校・中学校：国語、社会、算数・数学、理科、英語、特別支援での実践事例）
・令和４年度：1本（小学校・中学校：算数・数学、英語での実践事例）、
・令和５年度：４本（小学校：英語、中学校：数学での実践事例、

小学校での活用法（教科共通）、中学校での活用法（教科共通））
・令和６年度：３本（研修講義型動画（デジタル教科書の活用意義、効果など）、

小学校・中学校：英語、算数・数学での実践事例）

○研修モデルづくり（令和４年度～）
・令和４年度：校内研修事例（２校）
・令和５年度：地域内展開事例（５市町村、１校）
・令和６年度：地域内展開事例（２市町村）、

県レベルでの広域研修事例（５県）

○大規模アンケート調査（令和３年度～）
・教師、児童生徒を対象とした抽出調査。使用頻度、使用感、課題感などを調査。

○学校DX戦略アドバイザーによる支援（令和６年度～）
・アドバイザーの対応項目に「デジタル教科書の活用」を追加。（令和６年度は11名のアドバイザーを登録し、
本項目に対応できるようにした）

      20

令和５年度実践事例動画

【取組状況②】



デジタル教科書の効果的な活用方法の発信、教員の指導力向上
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【デジタル教科書に関する教員研修に係る状況】

受けたことがある
21%

受けたことはない
79%

n=7699

68.2%

22.3%

31.8%

19.4%

15.9%

学習者用デジタル教科書の活用事例に関する
講義型の研修

学習者用デジタル教科書を活用する意義や考
え方に関する講義型の研修

学習者用デジタル教科書を活用した研究授業
を伴った研修

学習者用デジタル教科書を活用した模擬授業
など体験型の研修

学習者用デジタル教科書の活用方法を検討
したり発表したりするワークショップ型の研修

0% 20% 40% 60% 80%n=1631

学習者用デジタル教科書に関する研修を受けたことがあるか どのような研修を受けたことがあるか

（出典）令和６年度「学習者用デジタル教科書の効果・影響等に関する実証研究事業」大規模アンケート調査（文部科学省委託事業）

令和６年度、デジタル教科書に関する研修を受けたことがある教師の割合は約２割と少ない。
また、受けたことがある研修としては、多くが講義型の研修となっている。

（注）アンケートにおいて、『学習者用デジタル教科書に関する研修』の定義は回答者の任意としたため、
他の主題に関する研修でデジタル教科書が扱われた場合はカウントされていない可能性がある。



デジタル教科書の効果的な活用方法の発信、教員の指導力向上
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【教員研修とデジタル教科書の活用状況の関係】

（出典）令和６年度「学習者用デジタル教科書の効果・影響等に関する実証研究事業」大規模アンケート調査（文部科学省委託事業）

27.1

21.6

16.4

13.9

17.7

14.1

12.0

12.0

26.8

38.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

受けたことがある

受けたことはない

8.7

6.5

50.5

40.9

40.8

52.6

受けたことがある

受けたことはない

研修を受けた経験と、授業中の使用頻度の関連

研修を受けた経験と、授業中の使用時間の関連

毎授業で使用

4回に3回程度は使用

4回に1回程度は使用

4回に1回未満

半分程度は使用

30分以上

10分未満

10分以上30分未満

n=7,699 

デジタル教科書に関する研修を受けたことがある教師の方が、受けたことがない教師よりもデジタル教科書の
使用頻度が高く、使用時間も長い傾向がある。



デジタル教科書の効果的な活用方法の発信、教員の指導力向上
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【教員研修とデジタル教科書の活用状況の関係】

（出典）令和６年度「学習者用デジタル教科書の効果・影響等に関する実証研究事業」大規模アンケート調査（文部科学省委託事業）

26.7

26.6

29.9

32.8

30.9

15.8

17.3

18.3

17.4

20.1

17.0

19.5

17.6

14.2

14.7

12.6

13.7

12.9

10.4

13.1

27.9

22.8

21.2

25.2

21.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

学習者用デジタル教科書の活用事例に
関する講義型の研修

学習者用デジタル教科書を活用する意
義や考え方に関する講義型の研修

学習者用デジタル教科書を活用した研
究授業を伴った研修

学習者用デジタル教科書を活用した模
擬授業など体験型の研修

学習者用デジタル教科書の活用方法を
検討したり発表したりするワークショップ型

の研修

n=2,570 

毎授業で使用

4回に3回程度は
使用

4回に1回程度は
使用

4回に1回未満

半分程度は使用

講義型の研修を受けた教師よりも研究授業や模擬授業、ワークショップを含む研修を受けた教師の方が、
デジタル教科書の使用頻度が高い傾向がある。
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【教員研修に係る取組】

令和４年度から校内研修や地域内展開のための公開授業などの取組、県レベルの広域研修事例を創出。
令和６年度は、デジタル教科書の活用意義や効果に関する講義型動画も作成。

令和６年度デジタル教科書の活用意義等に関する講義型動画（約10分）
ワークショップ型の研修などの冒頭や参加者への事前課題として活用が可能。

令和４年度 校内研修事例 令和５年度 地域内展開（公開授業＆研究協議）事例

令和６年度 県による教員・指導主事向け研修
（デジタル教科書を組み込んだ指導案検討のWS）事例



（１）学習者用デジタル教科書に関する法令改正の概要
（２）学習者用デジタル教科書の定義 等

２．学習者用デジタル教科書の制度概要

学習者用デジタル教科書の効果的な活用の在り方等に関するガイドライン（H30.12、R３.３改訂 文部科学省）概要

（１）学習者用デジタル教科書を使用した指導上の留意点
（２）学習者用デジタル教科書を使用する教職員の体制等の留意点
（３）児童生徒の健康に関する留意点
（４）特別な配慮を必要とする児童生徒等が使用する際の留意点
（５）学習者用デジタル教材についての留意点
（６）ＩＣＴ環境についての留意点

４．学習者用デジタル教科書の使用に当たり留意すべき点について

各学校・教育委員会や個々の教師が、それぞれ創意工夫を生かし、児童生
徒の学習を充実させたり、教科書の内容へのアクセシビリティを高めたりするた
めの道具の一つとして学習者用デジタル教科書を活用することを目指す。

１．ガイドラインの趣旨等

（１）新学習指導要領におけるＩＣＴの活用の在り方
新学習指導要領の実施を見据え、「2018年度以降の学校におけるICT環境の整備方針」が示され、さらに現在、ＧＩＧＡスクール構想により児童生

徒１人１台端末環境等の整備を推進。
（２）学習者用デジタル教科書・学習者用デジタル教材の主な学習方法等の例

○学習者用コンピュータで使用することにより可能となる学習方法
（拡大表示、書き込み、保存・表示、機械音声読み上げ、背景色・文字色の変更・反転、ルビ 等）

○他の学習者用デジタル教材と一体的に使用することにより可能となる学習方法
（文章や図表等の抜き出し、動画・アニメーション、ドリル・ワークシート 等）

○他のＩＣＴ機器等と一体的に使用することにより可能となる学習方法
（大型提示装置等に画面表示、ネットワーク環境を利用して書き込み等を共有 等）

（３）学習者用デジタル教科書の活用方法の例
○個別学習の場面

（試行錯誤する、写真やイラストを細部まで見る、学習内容の習熟の程度に応じた学習を行う）
○グループ学習の場面

（自分の考えを見せ合い共有・協働する）
○一斉学習の場面

（前回授業や既習事項の振り返りを行う、必要な情報のみを見せる、自分の考えを発表する）
○特別な配慮を必要とする児童生徒等の学習上の困難の低減

（教科書の内容へのアクセスを容易にする）
○その他

（学習内容の理解を深めたり興味関心を高めたりする、教師の教材準備や黒板への板書の時間を削減し児童生徒に向き合う時間を増やす、児童生
徒の学習の進捗・習熟の程度や学習の過程を把握する）

３．学習者用デジタル教科書の効果的な活用の在り方について

平成30年6月～12月に、「「デジタル教科書」の効果的な活用の在り方等に関するガイドライン検討会議」を開催し、検討。
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学習者用デジタル教科書の導入 令和8年度予算額 17億円
（前年度予算額 17億円）
令和7年度補正予算額 2億円

事業内容

・デジタル教科書については、令和６年度から、小学校５年生から中学校３年生を対象として「英語」、その次に現場のニーズが高い
「算数・数学」を段階的に導入。
・一方で、デジタル教科書を実践的に活用している教師の割合は、増加傾向ではあるが、令和６年度時点では約６割という状況。
・個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実に資するデジタル教科書のより一層の効果的な活用について、研究・発信を行う
ことで、デジタル教科書の導入効果を最大限に発揮し、児童生徒の学びの充実を図ることが重要。

背景
・
課題

①学習者用デジタル教科書購入費
1,529百万円（1,545百万円）

・全ての小・中学校等（特別支援学校小学部・中学
部及び特別支援学級を含む。以下同様）を対象と
して、英語のデジタル教科書を提供する。
・一部の小・中学校等の小学校５年生～中学校３
年生を対象に算数・数学のデジタル教科書を提供す
る。

・デジタル教科書の全国的な活用状況や効
果的な活用方法に関する調査研究を実
施する。※高等学校での授業実践等のモ
デル創出メニューを新たに追加。 【拡充】
・都道府県・市区町村教育委員会における、
効果的な活用を展開するための研修モデ
ルについて調査研究を実施する。

②学習者用デジタル教科書の効果・影響等に関する
実証研究事業 168百万円（127百万円）

国・公・私立の小学校５・６年生、中学校全学年
（特別支援学校小学部・中学部
及び特別支援学級も同様に対応）

対象
校種
・
学年

（担当：初等中等教育局教科書課）

委託

都道府県
教育委員会

市区町村
教育委員会

高等学校

全国の
小中学校等

有識者
会議

調査
研究

文部科学省

事務局
（１団体）

調査研究へ
参画

デジタル教科書の効果的な活用を促進することにより
児童生徒の学びの充実や障害等による学習上の困難の低減を実現

③デジタル形態を含む教科書の標準仕様等に関する調査事業
189百万円（新規）【令和７年度補正予算】

・教科書の形態としてデジタルも認めるべきとした中教審WGの審議まとめを踏まえ、新たに設置する検討会
議において、教科書発行者、配信事業者、教育現場関係者及び有識者等の間の検討・協議を行うこと
で、デジタルな形態も含む教科書の標準仕様を定めるとともに、実際のテスト開発を通じた検証を行う。

（注１）

（注１）紙の教科書の内容をそのままPC・タブレット等で表示する「教科書代替教材」を指す。

（注２）

（注２）中教審の審議まとめを踏まえ、教科書の形態としてデジタルも取り入れることを可能とした場合の、新たな教科書を指す。
26



デジタル形態を含む教科書の標準仕様等に関する調査事業

・ 教科書の形態としてデジタルも認めるべきとした中教審WGの審議まとめを踏まえ、
デジタルな形態も含む教科書が標準的に実装すべき機能（標準仕様）等につ
いて検討する必要がある。
・ デジタルな形態を含む教科書は、所要の制度改正を前提として令和12
（2030）年度の導入が見込まれるところ、令和８年度の早期から教科書発行
者が著作・編集の企画に取り組めるよう、できるだけ早期に環境整備を行う必
要がある。

現状・課題

本事業で新たに設置する検討会議において、教科書発行者、配信事業者、教育
現場関係者及び有識者等の間の検討・協議を行うことで、デジタルな形態も含む教
科書の標準仕様を定めるとともに、実際のテスト開発を通じた検証を行う。

事業内容

令和7年度補正予算額 2億円

（担当：初等中等教育局教科書課）

業務委託

民間事業者

教科書発行者 教育現場関係者

有識者配信事業
者

有識者会議
・関係者間の協議により標準仕様を検討
・テスト開発を通じた検証設置・運営

【実施スキーム】
・アクセシビリティ確保のための機能
ルビ、色反転、音声読上げ、ナビメニューのUI標準化等
・コンテンツの表示、操作等に関する機能
画像サイズ最適化、動的表示、動画再生、グラフ・図形の操作等
・ユーザー管理に関する機能
アカウント管理、ライセンス管理、SSO認証等
・通信障害発生時やライセンス期間終了後の閲覧のための機能
印刷、ダウンロード等
・コンテンツの拡散防止のための機能
電子透かしによる利用者情報の付与等 等

標準仕様として検討する機能（イメージ）

デジタルな形態を含む教科書が必要な機能を含むかたちで発行されることにより、個別最適で協働的な学びが広く実施され、予測困難な時
代における「生きる力」の育成に資することとなる。

成果

【現行制度】

【制度改正後のイメージ】

教科書（紙）

併用

教科書代替教材
（デジタル）

※同一内容をデジタル化

オンライン教材
（教科書ではない）

リンク リンク

紙の教科書 ハイブリッド教科書 デジタル教科書

選択制

【制度見直しの方向性】

（教科書の一部）
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３．実証研究の成果（大規模アンケート）、
先行研究等
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35%

46%

34%

37%

27%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

英語

算数

数学

国語

理科

社会

毎授業で使用 ４回に３回程度は使用 半分程度は使用 ４回に１回程度は使用 ４回に１回未満

毎授業で使用

毎授業で
使用
23%

4回に3回程度
は使用
14%

半分程度は
使用
15%

4回に1回程度は使用
12%

4回に1回未満
36%

現行のデジタル教科書の活用状況（教師）

○ 現行のデジタル教科書を提供している小中学校の教師を対象にした調査では、
6割以上の教師が４回に１回程度以上は授業でデジタル教科書を使用していると回答。

全体【n=7,699】

4回に3回程度は使用

半分程度は使用

4回に1回程度は使用

4回に1回未満

教師の授業での現行のデジタル教科書の使用頻度

【n=255】

【n=2,889】

【n=1,428】

【n=2,626】

【n=93】

【n=108】

【出典】令和６年度「学習者用デジタル教科書の効果・影響等に関する実証研究事業」大規模アンケート調査（文部科学省委託事業） 29

⇒※標本数が少ないため参考
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16.0 

16.0 

14.1 
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11.9 

16.2 

13.0 

17.7 

23.1 

30.9 

33.1 

51.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和２年度以前に使用したことがある

令和３年度から使用している

令和４年度から使用している

令和５年度から使用している

本年度に初めて使用する

毎授業で使用 ４回に３回程度は使用 半分程度は使用 ４回に１回程度は使用 4回に1回未満

現行のデジタル教科書の活用状況（教師）

○ 現行のデジタル教科書の使用歴が長く、使用経験が重なるほど、使用頻度が高まっている。

教師の現行のデジタル教科書の使用歴と、授業での使用頻度の関係

【n=1,289】

【n=1,120】

【n=998】

【n=1,211】

【出典】令和６年度「学習者用デジタル教科書の効果・影響等に関する実証研究事業」大規模アンケート調査（文部科学省委託事業） 30

【n=3,081】



現行のデジタル教科書の使用頻度と学びとの関連

○ 現行のデジタル教科書の効果・影響等に関する実証研究によると、「いつも使う」児童生徒ほど、授業理解や
主体的・対話的で深い学びに関して肯定的な回答が多いほか、デジタル教科書を使うようになってからその教科
を好きになったと回答している。

【出典】令和６年度「学習者用デジタル教科書の効果・影響等に関する実証研究事業」大規模アンケート調査（文部科学省委託事業）

「授業内容の理解」との関連 「主体的な学び」との関連

「対話的で深い学び」との関連

（※）回答教科の授業において、学級の友だちとの間で話し合う活動を通じて、
自分の考えを深めたり、広げたりすることができているかを回答

（※）回答教科の授業において、課題解決に向けて、自分で考え、自分から取り組んでいるかを回答（※）回答教科の授業において、授業の内容がよく分かっているかを回答

「教科を好きになった時期」との関連

31



（出典）令和３年度「学習者用デジタル教科書の効果・影響等に関する実証研究事業」

○埼玉県学力・学習状況調査の結果データ（令和元年度初め～令和2年度末までの国語の調査結果）を使用して分析した。
○学力調査では、学力を「学力のレベル」として提示し、年度間の学力のレベルの差を「学力の伸び」と捉えており、「学力のレベル」は、１－Ｃから１２－Ａ
まで３６段階（１２レベル×３層）で設定している。

○現行のデジタル教科書を使用して授業を行った５年１組（34名）の学力の伸びは３．６ポイント上昇となっており、紙の教科書で授業を行った同じ学
校の５ 年生（101名）の学力の伸びは３．３ポイント、紙の教科書で授業を行った比較校の５年生（156名）の学力の伸びは４．１ポイントとなっ
ており、学力への影響は、デジタル教科書を用いても、同等程度の効果が得られていると考えられる。

※丸め誤差あり

同じ学校内で比較した場合、デジタル教科書を使用した5年1組の方が、紙の教科
書を使用した5年生紙全体より伸びが0.3ポイント大きい。
令和元年度の5年生（埼玉県全体）は参考値ではあるが、5年1組と5年生紙全

体と比較しても、伸びに特別な差はないと考えられる。

 学力の伸びの比較（全体）まとめ

学力の伸びの分布図において、令和元年度の5年1組は若干、くし歯型の傾向が
見られるが、大きくは一般型（山形）となっている。令和元年度5年生紙全体と、令
和元年度比較校5年生全体についても一般型（山形）の傾向がみられる。

地域における学力調査の分析（概要）
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小学校国語科における現行のデジタル教科書活用による学力変化

○ 2018年度に行われた現行のデジタル教科書を使った場合と使わなかった場合の小学校国語科における児童
の学力変化検証によると、１年間に渡ってデジタル教科書を使った場合、使わなかった場合に比べ、学力調
査の得点の変化が大きくなる（得点が向上する）結果が得られた（統計的に有意）。

学力調査（国語）の総合得点の平均と標準偏差

【出典】「小学校国語科における“学習者用デジタル教科書”活用による学力変化」（2024年２月、谷川航、加藤直樹、鷹野昌秋）

学力調査（国語）の総合得点の変化についての四分位図

実験群：５月から国語の授業において日常的に児童一人一台環
境によるデジタル教科書の活用を行った。

統制群：児童と教師はデジタル教科書を用いていない。
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デジタル教科書の利用実態と学習傾向

○ 令和５年度に行われた東北大学、つくば市等の共同研究によると、家庭学習において、学習者用デジタル
教科書を学習上意味のある形で操作をしていたと推測される生徒は、音読課題の得点や定期テストの成績が
高い。

クラスタ１（非活用傾向群）（青）：あまりデジタル教科書
を活用していないグループ
クラスタ２（流し見傾向群）（赤）：流し見をしていたと推
測されるグループ
クラスタ３（積極活用傾向群）（緑）：学習上意味のある
（学習の強度が高い）操作をしていたと推測されるグループ
クラスタ４（放置傾向群）（紫）：デジタル教科書を開きっ
ぱなしで放置していたと推測されるグループ

【出典】「学習履歴データの分析によって見えてきたデジタル教科書の利用実態と学習傾向」（2024年2月、東北大学大学院情報科学研究科 宮西祐香子、長濱澄、堀田龍也） 34



現行のデジタル教科書（英語）の使用方法と英検IBAの正答率の関係

○ つくば市の中学校１年生を対象とした実証研究では、現行のデジタル教科書（英語）を用いた授業での学
習・自宅学習で音声コンテンツを適度に使用したグループの生徒は、（１）１回目・２回目ともに英検IBA
（４・５級相当）の正答率が高く、かつ、（２）特に２回目の正答率が他グループより有意に高かった。

【出典】Yukako Miyanishi, Toru Nagahama, Satoshi Nakagawa, Tatsuya Horita(2025). Usage of Junior High School English Digital Textbooks Based on Operation Logs and Its 
Influence on Learning Performances, Information and Technology in Education and Learning VOL.5, NO.1 Reg.p001-018

英検IBAの正答率（クラスター別、初回・２回目のテスト）

語彙問題の正答率 リーディングの正答率 リスニングの正答率
初回テスト
２回目のテスト

n=112

※ 生徒のデジタル教科書の操作ログを解析し、使用方法に応じて、以下５つのグループに分類して英検IBAの正答率を分析。
クラスター１（n=27）：デジタル教科書の使用時間が少ないグループ
クラスター２（n=12）：デジタル教科書を自宅学習で長時間使うグループ
クラスター３（n=11）：デジタル教科書を頻繁にクリックするが、各操作時間は短いグループ
クラスター４（n=48）：デジタル教科書の自宅学習の使用時間が短いグループ
クラスター５（n=14）：授業での学習・自宅学習の両方で音声コンテンツを適度に使用するグループ

※ 令和３（2021）年10月から令和４（2022）年３月の半年間にわたって、授業での学習時・自宅学習時の各生徒の操作ログを収集。
実証開始時の10月・終了間際の２月のそれぞれのタイミングで、生徒が英検IBAを受験。

※ 実証研究校では、令和３（2021）年から現行のデジタル教科書の導入を開始。

クラスター１ クラスター２ クラスター3 クラスター4 クラスター5 クラスター１ クラスター２ クラスター3 クラスター4 クラスター5 クラスター１ クラスター２ クラスター3 クラスター4 クラスター5
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低学力層に対するデジタル教科書の効果に関する先行研究（韓国）

○ 韓国教育省による小学３～５年生に対するデジタル教科書の試行配布（2014年～2016年）のパネルデータ
を用いた先行研究によると、低学力層ほど、デジタル教科書の利用頻度が①学業成績や②学習経験に対して
有する効果が大きいことが分かった（統計的に有意）。

○ デジタル教科書の活用は、児童生徒一人一人の到達度に応じた学習を容易にすることで、個別最適な学び
の実現に資するものと考えられる。

【出典】Lee, S., Lee, J.-H., & Jeong, Y. (2023). The Effects of Digital Textbooks on Students’ Academic Performance, Academic Interest, and Learning Skills. 
Journal of Marketing Research, 60(4), 792-811. https://doi.org/10.1177/00222437221130712 (Original work published 2023) Table5, 6を基に文部科学省作成。 36

①デジタル教科書の利用頻度と
実験後の学業成績の関係

学業成績
社会 理科

デジタル教科書の
利用×低学力層

0.224**

（0.0795）
0.136*

（0.0779）
デジタル教科書の
利用

0.00205
（0.0658）

0.0113
（0.0619）

②デジタル教科書の利用頻度と
学習経験の関係

※１ 表中の値は回帰係数の推計値、（）内は標準誤差を表す。
※２ 「*」は有意水準10%、「**」は有意水準５％、「***」は有意水準１％で統計的に有意であることを表す。
※３ 2014年～2016年にパイロット校としてデジタル教科書の試行配布を受けた81校の小学校から無作為抽出された35校・1,927人についてパネル調査

を実施し、実験開始当初の学力別に、デジタル教科書の利用頻度と学業成績等との関係性を分析。
※４ 試行配布されたデジタル教科書は、動画・音声等の再生機能、辞書機能、外部教材へのハイパーリンク、クイズ等の自己評価ツール、オンライン

上で教師や他の児童と協働する機能を含むものであり、韓国の「教育課程」（※日本の学習指導要領に相当）上に位置づけられたもの。
※５ 目的変数のうち「学業成績」は社会又は理科の試験の成績であり、「学習経験」は、「デジタル教科書で学習する方が学習が楽しい」「デジタル

教科書で学習する方が内容が分かりやすい」という２つのアンケート項目に係る５段階の回答を変数化したもの。
※６ 説明変数のうち「デジタル教科書の利用」は、実現値を１（デジタル教科書をより頻繁に利用している・デジタル教科書のみを利用している）or

０（紙の教科書をより頻繁に利用している）とする２値変数であり、「低学力層」は、実現値を１（最初の社会又は理科の試験で得点が平均より
も低かった）or０（最初の社会又は理科の試験で得点が平均以上だった）とする２値変数となる。

※７ 図表①は一般的な最小二乗法のモデルによる分析結果、図表②は操作変数法のモデルによる分析結果となる。

学習経験
分かりやすくなった 楽しくなった

デジタル教科書の
利用×低学力層

0.503***

（0.167）
0.480***

（0.168）
デジタル教科書の
利用

0.356***

（0.113）
0.336***

（0.111）

https://doi.org/10.1177/00222437221130712


韓国におけるデジタル教科書に関する効果検証

※ 複数の論文等の成果を統合する手法。本論文のメタ分析では、実験群と対照群が分けられている研究だけを対象とするといった、一
定の抽出基準を設けることで、知見の妥当性を担保している。

全体 理科 韓国語 社会 算数・数学 英語
59.10（※２） 60.26 59.10 59.48 59.32 59.10

※２：対照群（PT）の学業成績が50％である場合、実験群(DT)の学業成績は対照群よりも9.1％高いことを示している

研究対象

2008年から2012年にかけて韓国教育省が実施したデジタル教科書の実証研究に関して、
メタ分析（※）を実施して一般的な傾向を分析

学校数：715校（理科141校、韓国語159校、社会182校、数学164校、英語69校）
児童生徒数：54,723名（実験群21,562名、対照群33,161名）

研究結果

実験群（デジタル教科書DT）と対照群（紙の教科書PT）を比較すると、
紙の教科書を使った指導に比べ、デジタル教科書を使った指導は学業成績の向上により効果的

補足

 本実証研究で使用されたデジタル教科書は、動画・音声の再生機能、辞書機能、ハイパーリンク、自己評価ツールや他者と
協働する機能を含むが、韓国の「教育課程」（※日本の学習指導要領に相当）上の位置づけまでは有しないもの。

 デジタル教科書の活用は、都市部よりも農村部において、より多くの教科において効果的との研究結果も紹介されている
【出典】

H. S. Byeon, J. H. Seo, J. H. Ryu, S. H. Uang, S. Y. Choi, M. S. Jeong, J. S. Bang, J. Y. Lee, S. S. Seo, G. B. Choi, and M. H. Park, “The analysis on effectiveness of digital textbook, Research Report 
CR 2008-13”, Korea Education and Research Information Service, Seoul(South Korea), 2008. 
H. S. Byeon, J. C. Kim, Y. H. Song, and W. H. Lee, “The analysis on effectiveness of digital textbook, Research Report CR 2010-5”, Korea Education and Research Information Service, Seoul(South 
Korea), 2010. 

【出典】JEONGWON CHOI（2017）”THE EFFECT OF DIGITAL TEXTBOOK ON ACADEMIC 
ACHIEVEMENT IN KOREA” Journal of Theoretical and Applied Information Technologyに基づき作成
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ドイツにおける先行研究（紙とデジタルの比較）

○ 高校１年生の数学を対象としたドイツの先行研究では、ラッシュモデル及び混合分散分析（ANOVA）の手法
により、デジタル教科書で学習したグループ（n=154）・紙の教科書で学習したグループ（n=160）の間で学習
前後のテスト結果を比較。

○ デジタル教科書で学習したグループは、紙の教科書で学習したグループと比較して、より高い成績を獲得する
ことができた。

【出典】Brnic, M., Greefrath, G. & Reinhold, F. Working with digital textbooks or printed materials: A study with boys and girls on conditional 
probability. ZDM Mathematics Education 56, 559–572 (2024). https://doi.org/10.1007/s11858-023-01543-x. Table 2を基に文部科学省作成。 38

学習前テスト 学習後テスト
標本数

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

全体 -0.66 1.00 -0.32 1.02 314

デジタル教科
書のグループ -0.65 1.08 -0.20 1.00 154

紙の教科書の
グループ -0.67 0.93 -0.44 1.02 160

図表：学習の前後におけるテスト結果の比較

※ 表の平均値は、テスト得点から変換されたロジット単位で推定能力値を示している。
ロジット単位のスコアが高いほど、テストにおけるより高い達成度を持っていることを意味する。
一般に、ロジット変換により、より多くの統計分析手法を利用できるようになる。

※ グループと学習前後の間の交互作用については、統計的な有意差が確認された（p=0.02）。
※ デジタル教科書のグループは、動的な視覚化（dynamic visualization）・機械的フィードバック（computer-based 

feedback）の機能を備えたデジタル教科書を学習に使用した。

https://doi.org/10.1007/s11858-023-01543-x
https://doi.org/10.1007/s11858-023-01543-x
https://doi.org/10.1007/s11858-023-01543-x
https://doi.org/10.1007/s11858-023-01543-x
https://doi.org/10.1007/s11858-023-01543-x
https://doi.org/10.1007/s11858-023-01543-x
https://doi.org/10.1007/s11858-023-01543-x


＜調査方法の概要＞
対象：若年層（20代）、中年層（30～50代）、高齢層（60～70代） 各10名
方法：7パターンの文章・図を含む原稿を、紙とディスプレーのそれぞれで提示し、理解度と閲読時間を測定。

※紙での提示とディスプレーでの提示とで、内容・体裁は同様。
※理解度は、提示した原稿の内容に関する設問（4～5問）の正答率によって判断。

＜結果＞

＜まとめ＞
理解度については、若年層では電子媒体の方が11％ほど高いものの、中年層・高齢層では差が見られなかった。
閲読時間については、若年層・中年層では電子媒体で短くなり、高齢層では紙媒体で短い傾向にある。
以上より、若年層・中年層では電子媒体の方が閲読時間が短く、理解度も高いもしくは同程度であることから、電子媒体の
方が紙媒体よりも情報伝達効率が高かったと言える。
併せて実施したアンケート調査において、若年層と中年層では「日常的によく使い、慣れている媒体は電子媒体である」と回
答した割合が高かったことから、紙媒体と電子媒体のどちらが情報提供に属しているかは、年齢や媒体自体の性質よりも、利
用者と媒体の関係性の方が影響度が高いとの結論に至った。

（出典）中央大学、トッパン・フォームズ株式会社「中央大学とトッパン・フォームズ、紙媒体と電子媒体の情報伝達効率の差異に関する共同研究を実施ー
理解度と閲読時間には媒体への「慣れ」が影響ー」2021年10月29日、https://www.edge.toppan.com/news/pdf/2021/1029.pdf。

紙媒体と電子媒体の比較 ー理解度・閲読時間ついてー

39

理解度
（正答率）

紙 ディスプレー
（電子媒体）

若年層 59.0％ 71.0％
中年層 54.3％ 53.0％
高齢層 55.7％ 60.9％

閲読時間 紙 ディスプレー
（電子媒体）

若年層 101.5 秒 74.1 秒
中年層 98.5 秒 72.8 秒
高齢層 105.8 秒 115.0 秒

https://www.edge.toppan.com/news/pdf/2021/1029.pdf


「深い読み」における紙とデジタルの比較調査

○ 科研費による研究において、小学校国語で「深く読む」設問についての紙とデジタル端末の読解比較を実施。
○ 結論：「深く読む」ことにおいて、小学校段階では、紙とデジタルとの間に読解調査における差はなかった。

学年が上がるにつれ、デジタルの点数が紙と逆転したり差を広げたりする傾向が全ての学校で見られた。

【出典】「デジタル時代の児童の読解力 紙とデジタル比較読解調査からみえること」（難波博孝、2024）

正解率
（全体）

低学年
（102名）

中学年
（87名）

高学年
（93名）

紙 ３９.４％ ２８.５％ ５５.４％ ５９.７％

デジタ
ル ３９.１％ ２６.２％ ５２.０％ ６４.０％

備考
統計的な有意差はなかったものの、全体では紙の方
がわずかに高く、低中学年では紙、高学年ではデジ
タルが高かった。

N小学校（中規模校）説明文

X小学校（中規模校）※台湾
正解率
（全体）

下学年
（190名）

上学年
（259名）

紙 ２５.４％ １５.２％ ３２.８％

デジタ
ル ２６.７％ １５.４％ ３５.１％

備考 統計的な有意差はなかったものの、全体でも上下学
年とも、デジタルが高く、上学年では差が開いた。

M小学校（中規模校）文学

正解率
（全体）

下学年
（190名）

上学年
（259名）

紙 ２８.９％ ２４.３％ ３５.６％

デジタ
ル ２８.５％ ２２.８％ ３６.７％

備考
統計的な有意差はなかったものの、全体では紙の方
がわずかに高く、下学年では紙、上学年ではデジタ
ルが高かった。

イ
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 令和３年度「学習者用デジタル教科書の効果・影響等に関する実証研究事業」において、紙媒体とデジタル媒体の違いに
着目した学習者の集中、記録、意欲、理解度及び思考力に対する効果や影響を研究した先行研究について調査し、その
調査結果を踏まえて、一部の児童生徒に対する実証研究を行った。

 先行研究の調査結果を以下に示す。なお、先行研究では被験者の多くが大学生であり、児童生徒を対象とした調査研究
は少ない。

紙媒体と電子媒体の比較 ー記憶、理解度についてー

１

観点
先行研究

表示媒体が文
章理解と記憶
に及ぼす影響

電子教科書使
用時の紙ノー
トの必要性

学習教材とし
てのデバイス

の特性

デジタル教科
書の活用実態

P＝紙、D＝デジタル（タブレット端末）

2

３

４

主観
評価

P優位

集中力

試験
成績

P優位

記憶

試験成
績

同等

試験
成績

P優位

意欲

主観
評価

D優位

主観
評価

D優位

試験
成績

P優位

理解度

試験
成績

P優位

客観
評価

D優位

思考力

試験
成績

P優位

試験
成績

D優位

客観
評価

P優位

小学4年生が対象

紙媒体とデジタル媒体の違いに関する国内の先行研究の調査結果

先行研究における実験結果（右図参照）では、試験成
績では「記憶」は同等若しくは紙媒体が優位、「理解度」
は紙媒体が優位、思考力は条件によって異なる結果と
なっている。
ただし、いずれも被験者は大学生であり、柳沢（#2）
が述べているとおり「学習スタイルに対する慣れ」の影響も
少なからずあると考えられる。
被験者へのアンケート調査による主観評価では、「集中
力」は紙媒体が優位であった一方、「意欲」についてはデジ
タル媒体が優位な傾向にある。

（出典）令和３年度「学習者用デジタル教科書の効果・影響等に関する実証研究事業」

1：小林亮太・池内 淳「表示媒体が文章理解と記憶に及ぼす影響―電子書籍端末と紙媒体の比較―」研究報告ヒュ ーマンコンピュータインタラクション（HCI）
2012-HCI-147(29), 1-7, 2012 
2：柳沢 昌義「電子教科書使用時の紙ノートの必要性に関する比較研究」日本教育工学会研究報告集 2012(1), 229- 236, 2012-03-03 
3：赤堀 侃司・和田 泰宜「学習教材のデバイスとしての iPad・紙・PC の特性比較」白鴎大学教育学部論集 6(1), 15- 34, 2012-04 
4：望月 之美「ICT 活用の授業その実態と課題 － 小学校におけるデジタル教科書の活用実態 －」東京福祉大学・大学院紀要 = Bulletin of Tokyo 
University and Graduate School of Social Welfare 9(1・2), 95-103, 2019-03 41



＜調査方法の概要＞
対象：１人１台端末環境が実証以前より整備されており、デジタル教科書を活用している小学校

５年生２クラス（各30名）
※１クラス（Dクラス）はタブレットや現行のデジタル教科書を併用して学習
１クラス（Pクラス）は紙の教科書と紙のワークシートで学習

方法：教科・国語で以下を実施。
①記憶テスト（教科書の説明文から作成した空所補充問題）
②理解テスト（既存のテストを活用。思考・判断・表現の観点での記述式。）

＜結果＞

＜まとめ＞
記憶テスト、理解テストいずれも、現行のデジタル教科書で学習したDクラス、紙の教科書で学習したPクラスの結果は同等
であった。
これは、大学生の被験者を対象とした先行研究の結果（紙優位）とは異なる結果であり、デジタルでの学習に慣れた児童を被
験者としたことが影響していると考えらえる。
また、今回の実証においては、現行のデジタル教科書の使用方法について特に指定はなく、紙の教科書ではできない現行のデジ
タル教科書ならではの機能を効果的に活用した授業を設計し実施することで、デジタル優位になる可能性も推測される。

結果（平均点） Dクラス Pクラス 備考
①記憶テスト 3.96点 3.83点 8点満点
②理解テスト 88.3点 89.5点 100点満点

（出典）令和３年度「学習者用デジタル教科書の効果・影響等に関する実証研究事業」

紙媒体と電子媒体の比較 ー記憶、理解度についてー
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発達段階に関する教育関係団体・有識者からの主な御意見

【全日本中学校長会】発達段階における対応が必要である。
・小学校低学年は、「デジタル教科書に慣れ親しむ」授業を展開する。
・小学校中学年は、「デジタル教科書の機能を活用した学習」を展開する。
・小学校高学年は、「デジタル教科書を活用した主体的な学習」を展開する。
・中学校では、「デジタル教科書を基盤とした個別最適な学び」の学習を展開する
などの系統性をもったデジタル教科書使用のガイドラインが不可欠である。小・中学校では基礎的な学力定着が重要なため、デジタルに偏ることなく、紙との
バランスを取る必要がある。

【日本私立小学校連合会】紙かデジタル化の二項対立ではなく、ハイブリットの形に賛成である。4種のイメージの中だと、高学年期は児童の持ち物を軽減す
る観点からも「デジタル媒体中心」、低学年は「紙媒体中心」の考えである。

【全国都道府県教育委員会連合会】「対象教科や学校種は、学習指導要領の議論を踏まえつつ、教科特性や児童生徒の発達段階、学校の実態に応じた検討が重
要」という中間まとめに同意する。特に個人差が大きいと考えられる小学校低学年や特別な配慮が必要な児童生徒への影響を考慮しながら、国において検討を
進めていただきたい。

【全国市町村教育委員会連合会】小中学校段階での活用が適切であり、児童生徒の「発達段階」や「教科の特質」に応じて、柔軟に活用する必要がある。学年
ごとの発達段階に応じた適切な導入が必要であり、小学校低学年ではICT機器の扱いに慣れておらず、紙媒体の方が学習方法を身に付けるのに適している。小
学校低学年から１日中デジタル教科書を使うことに不安がある（健康面。身体的負担）

【全国町村教育長会】小学校低学年については、リアルとデジタルのバランスを考えたときに、よりリアルな学び方を工夫したほうがよいと考える。指で紙を
めくる、鉛筆で線をひくなど、身体性も重視したい。

【一般社団法人日本教材備品協会】
・小学校低学年：紙を主体とし、デジタルは補助的に使用。タブレット活用時には操作の簡便さを重視し、直感的な操作が可能な環境を整備する。
・小学校高学年：段階的にデジタル活用の範囲を拡大し、デジタル教科書とリアル教材の組み合わせを取り入れる
・中 学 校：ICT スキルの向上に伴い、デジタル活用の範囲を広げる。
・特別支援学校：音声読み上げ、拡大文字機能、色覚調整機能など、デジタルの特性が大きく貢献すると考えられる

○中教審WG中間まとめに関する教育関係団体からの御意見【発達段階関係】

○有識者からの御意見【発達段階関係】
【ペンシルバニア大学バトラー後藤裕子氏】 ※令和６年11月21日デジタル教科書推進WG第3回御発表資料より
○小学校低学年では認知処理能力との兼ね合いが重要

• 絵やイラストなどの視覚情報がテクストの内容と一致しているか
• 音響効果やバックグランド・ミュージックも子どもの注意を惹き過ぎては逆効果
• ホットスポットやゲームも、ストーリー理解にはマイナス影響もありうる(Piotrowski & Krcmar, 2017) 
• ハイパーリンクはアクティブな読みを促進する一方、リンクの数が多かったり、階層化されていないと、読みに時間がかかったり、理解度が低下してしま
う可能性も

• 小学生を対象に階層型ハイパーリングを活用し、テクスト全体の構造を明確化することで、理解度を上げたという例 (Paulucci, 1998) 43
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（出典）学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果〔確定値（令和7年10月）
より一部加工抜粋

学校における主なＩＣＴ環境の整備状況（学校種別）
R7年3月1日現在

60

全学校種 小学校 中学校 義務教育学校 高等学校 中等教育学校 特別支援学校

学校数 32,048 18,271 8,945 232 3,439 35 1,126

児童生徒数 10,895,258 5,825,949 2,867,856 75,951 1,951,282 23,853 150,367

普通教室数 488,127 277,211 114,880 4,287 60,401 730 30,618

学習者用コンピュータ台数 11,847,256 6,172,728 3,096,888 82,345 2,293,304 27,066 174,925

校務用コンピュータ台数 1,155,782 523,376 290,702 10,294 226,761 2,267 102,382

指導者用コンピュータ台数 1,200,217 555,935 306,833 10,779 232,543 2,932 91,195

児童生徒1人当たりの
学習用コンピューター台数

1.1台/人 1.1台/人 1.1台/人 1.1台/人 1.2台/人 1.1台/人 1.2台/人

無線LANまたは移動通信システム（LTE等）により
インターネット接続を行う普通教室の割合

99.3% 99.4% 99.3% 99.8% 99.6% 100.0% 98.1%

普通教室の無線LANの整備率 97.1% 96.7% 96.9% 99.4% 99.4% 100.0% 97.5%

普通教室の大型提示装置整備率 91.0% 93.3% 91.5% 92.0% 93.1% 97.4% 64.2%

教員の校務用コンピュータ整備率 131.2% 130.1% 128.4% 131.0% 142.1% 123.5% 123.8%

教員の指導者用コンピュータ整備率 136.3% 138.2% 135.5% 137.1% 145.8% 159.8% 110.3%

統合型校務支援システム整備率 94.8% 94.7% 94.2% 86.2% 99.3% 94.3% 89.3%



必要なネットワーク速度の確保状況

「必要なネットワーク速度」
の確保状況

【内数】固定回線 【内数】モバイル回線

児童生徒数
回答学校数

(割合)

「必要なネットワーク速
度」

を満たす学校数(割合)

回答学校数
(割合)

「当面の推奨帯
域」を満たす学

校数
(割合)

回答学校数
(割合)

「必要なネット
ワーク速度」を
満たす学校数

(割合)

～６０人 4,170校(13.1%) 3,727校(89.4%) 3,864校(12.7%) 3,447校(89.2%) 306校(21.1%) 280校(91.5%)

６１人～１２０人 3,630校(11.4%) 2,698校(74.3%) 3,475校(11.4%) 2,553校(73.5%) 155校(10.7%) 145校(93.5%)

１２１人～１８０人 2,963校 (9.3%) 1,906校(64.3%) 2,841校(9.4%) 1,807校(63.6%) 122校(8.4%) 99校(81.1%)

１８１人～２４５人 2,886校 (9.1%) 1,692校(58.6%) 2,777校(9.1%) 1,594校(57.4%) 109校(7.5%) 98校(89.9%)

２４６人～３１５人 3,097校 (9.7%) 1,786校(57.7%) 2,945校(9.7%) 1,666校(56.6%) 152校(10.5%) 120校(78.9%)

３１６人～３８５人 3,034校 (9.5%) 1,786校(58.9%) 2,907校(9.6%) 1,674校(57.6%) 127校(8.7%) 112校(88.2%)

３８６人～４５５人 2,711校 (8.5%) 1,550校(57.2%) 2,581校(8.5%) 1,446校(56.0%) 130校(9.0%) 104校(80.0%)

４５６人～５６０人 3,235校(10.2%) 1,824校(56.4%) 3,106校(10.2%) 1,717校(55.3%) 129校(8.9%) 107校(82.9%)

５６１人～７００人 2,922校 (9.2%) 1,655校(56.6%) 2,797校(9.2%) 1,554校(55.6%) 125校(8.6%) 101校(80.8%)

７０１人～８４０人 1,750校 (5.5%) 977校(55.8%) 1,685校(5.5%) 920校(54.6%) 65校(4.5%) 57校(87.7%)

８４１人～ 1,420校 (4.5%) 717校(50.5%) 1,388校(4.6%) 689校(49.6%) 32校(2.2%) 28校(87.5%)

31,818校 20,318校
（63.9％）

30,366校 19,067校
（62.8％）

1,452校 1,251校
（86.2％）

※：「必要なネットワーク速度」を確保できているかの判断は、以下のとおり。
・固定回線：「当面の推奨帯域」を満たすこと。 ・モバイル回線：１回線当たりの実効帯域が２Mbps以上であること。
このうち「当面の推奨帯域」とは、同時に全ての授業において、多数の児童生徒が高頻度で端末を活用する場合にも、ネットワークを原因とする支障がほぼ生じな

い水準であり、端末活用の日常化に向けて、まずは全ての学校が目指すべき水準(ただし、この水準を下回る場合でも授業で全く活用できないというものではない)。

 「必要なネットワーク速度」を確保済み※の学校は、令和５年度実施の前回調査に比べて約40ポイント上昇の
63.9%となり、大幅に増加した。

【前回調査：「学校のネットワークの現状について」（調査期間：令和５年11月～12月）では、固定回線においてネットワークを原因とする支障が

ほぼ生じない水準である「当面の推奨帯域」を満たす学校は21.6%（6,503/30,089校）。】

学校のネットワークの状況について
（令和８年３月）の調査結果より抜粋



学校のネットワークの課題の全体像

不具合の原因特定が
不十分

課題

1
学校のネットワークが繋がりにくい原因は、学校内が原因の場合と、学校外が

原因の場合に大別されるが、具体的には様々であり、その特定が改善の前提

校内ネット
ワークに
課題がある

課題

2

機器の設定・設置場所に課題

がある、機器が最新でない、相

性の悪い機器が組み合わされ

ている 等

通信契約の
内容が十分
なものなっ
ていない

課題

3

インターネットに接続するまでの

回線契約が不十分な場合が多い

自治体において専門性
のある職員の確保が
難しく、交渉力が不足

課題

4

ネットワークアセスメントの発注や、通信契約の変更等について事業者と適切に

交渉していくためには、ネットワークについての一定の知識が必要。教育委員会に

おいては、ネットワーク整備に深い知見を有する職員の確保が難しい場合もある。
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※９割超の自治体において、学校のインターネット通信
費は、家庭のインターネットと同程度しか措置されていな
いと推測される。



学校のネットワークの課題と改善に向けた対応

 R６補正予算及びR７当初予算では、ネットワークアセスメント実施に対する引き続きの支援に加え、アセスメントの結果を踏まえたネット
ワーク環境の改善に係る費用に係る補助事業を計上

 R７補正予算及びR8当初予算案では、アセスメントの結果を踏まえたネットワーク環境の改善に係る費用に係る補助事業を計上

対応①ネットワークアセスメントによる不具合の特定

 校内ネットワーク環境を整備するための工事に要する費用を国庫補助
 国庫補助割合：原則1/3、国庫補助対象：１校400万円以上

 上述のとおり、アセスメント結果を踏まえたネットワーク環境の改善に係る補助事業を計上

対応②校内ネットワークの改善

 教育委員会の担当者向けに「学校のネットワーク改善ガイドブック」を提示し、通信契約の見直しの観点など、ネットワークの改善に必要
な事項を分かりやすく解説（R６年４月公開）

 各自治体のアセスメントにより判明した課題と解決策を概括的にまとめた内容を追加（R７年６月改訂）

対応④自治体担当者の専門性向上

 文部科学大臣、総務大臣、デジタル大臣の３大臣連名で、電気通信事業関連４団体に対し、学校規模等に対応した広帯域の通信サービス
が適切に選択可能となるよう協力を要請（R６年８月）

 地域で提供される通信サービスの比較可能できるよう、デジタル庁と連携し、「当面の推奨帯域」を満たすための通信サービスのカタログ
化（「教育DXサービスマップ」に通信分野を追加）（R７年２月）

 登録されたサービスをプレゼンする場として、「学校ネットワーク自治体ピッチ」を開催（R７年２月）

 通信費については、学校のICT環境整備に係る地方財政措置が講じられている（学校のICT環境整備3か年計画(2025-2027年度)）

※「当面の推奨帯域」を満たすなど必要なネットワークを確保している学校100%とした計画を新たに策定

対応③通信契約の見直し

⁃ 10Gbpsなどの従前よりも広帯域のベストエフォート型サービス
⁃ 回線を共有する利用者数が少ないベストエフォート型サービス
⁃ 別系統の設備により提供されるベストエフォート型サービスの複数利用
⁃ ギャランティ型のサービス

要請で例示した
広帯域

通信サービス
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学校のネットワーク改善に係る取組の例

 １Gbpsのギャランティ型について、月額約３万円～10万円のサービスが
数社から提案された。

※従来、1Gbpsのギャランティ型は、定価ベースで月額50～１５０万円であった。

 10Gbpsのベストエフォート型について、全国規模や複数県域・様々な地
域で利用できるサービスが活発に提案された。

※従来、10Gbpsベストエフォート型は、安価であるものの提供地域がわかりにく
く、比較検討が困難であった。

 提案されたISP一体型のサービスは、多数の同時接続に強い構成となるよ
う固定IPアドレスが付帯されていた。

紹介されたサービスの一例（概要）

教育DXサービスマップ

学校ネットワーク自治体ピッチ

文部科学省等からの説明に加え、教育DXサービス
マップに登録した内容について各社が教育委員会向
けに説明

ネットワークの改善には一定の知識が必要なことから、学校のネットワークの改善に関する概括的な解説を行うも
のとして、「学校のネットワーク改善ガイドブック」を公開（令和７年６月改訂）。

令和７年２月に電気通信事業者が学校向けの通信サービスを登録・公開する場として「教育DXサービスマップ」に
通信分野を追加するとともに、登録されたサービスを説明する場として「学校ネットワーク自治体ピッチ」を開催。

学校のネットワーク改善ガイドブック

学校のネットワークの仕組みや課題、その解決策等について、
概括的に解説

提供されている通信サービスを地域ごとに一覧化して表示可能

記載項目が標準化されており（サービス種別、速度、価格、導入事例

等）、各社のサービスを比較可能

https://ppp-education-dx.jp/NetworkServiceCatalog/
https://ppp-education-dx.jp/nwpitch/
https://www.mext.go.jp/content/20250630-mxt_jogai01-000035663_001.pdf


GIGAスクール構想の推進
～１人１台端末の着実な更新～

現状・課題

事業内容・スキーム

 全ての子供たちの可能性を引き出す個別最適な学びと協働的な学びを実現するため、令和元年度及び２年度補正予算において「１
人１台端末」と高速通信ネットワークを集中的に整備し、GIGAスクール構想を推進。

 GIGAスクール構想第２期においては、第１期に整備した端末が更新時期を迎えることから、５年程度をかけて端末を計画的に更新
するとともに、端末の故障時等においても子供たちの学びを止めない観点から、予備機の整備も一体的に推進。

 引き続き、各自治体等における最新の更新計画に対応し、着実な端末更新を進めることが必要。

公立学校の端末整備 令和７年度補正予算額 676億円

 都道府県に設置した基金（５年間）により、５年間同等の条件で
支援を継続。

 都道府県を中心とした共同調達等、計画的・効率的な端末整備を
推進。

＜１人１台端末・補助単価等＞
 補助基準額：5.5万円/台
 予備機： 15%以内
 補助率：３分の２
※児童生徒全員分の端末（予備機含む）が補助対象。

＜入出力支援装置＞
視覚や聴覚、身体等に障害のある児童生徒の障
害に対応した入出力支援装置の整備を支援。
 補助率： 10分の10

（基金のイメージ）

 更新に必要な経費を補助事業により支援。

 公立学校と同様に、補助単価の充実や予備機の整備も
推進。

＜１人１台端末・補助単価等＞
 補助基準額：5.5万円/台
 予 備 機 ： 15%以内
 補 助 率 ： 国立 10分の10

私立 ３分の２
日本人学校等  ３分の２

※入出力支援装置についても補助対象。
※今後も各学校の計画に沿った支援を実施予定。※都道府県事務費も措置

文部科学省

都道府県（基金）

市町村

基金造成経費を交付

補助金交付

（担当：初等中等教育局学校情報基盤・教材課）

国私立、日本人学校等の端末整備 予算額（案） 3億円(私立)
令和７年度補正予算額 9億円(国立・日本人学校等)

令和8年度予算額 3億円

（前年度予算額 3億円）

令和７年度補正予算額 685億円
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（１）次世代校務DX環境の全国的な整備
〇 都道府県域での共同調達・共同利用等を前提とした次世代校務DX環境の整備支援

都道府県域での共同調達・共同利用及び帳票統一を前提に、自治体の次世代校務DX環境整備に係る初期費
用（校務系・学習系のネットワークの統合に係る費用や、校務支援システムのクラウド化に係る費用等）を支援。
※ 域内取りまとめに係る各都道府県の帳票統一・ロードマップの策定・RFP作成等の各種支援は、「校務DX等加速化事業」により設置する相談窓口
や専門人材派遣の一環として実施。

（２）学校の通信ネットワーク速度の改善
学校のネットワーク環境の改善を図るため、ネットワークアセスメントの結果を踏まえたネットワークの課題解決に係る初期
費用（機器の入替えや設定変更等）を支援。

※ ネットワークアセスメント・・・学校内外のネットワーク構成要素を評価し、課題の把握・原因箇所の特定を行うこと。
※ 支援対象はネットワークアセスメント実施済学校に限る。

（３）学校DXのための基盤構築
教育情報セキュリティポリシーの策定/改定支援、セキュリティリスクアセスメントや端末利活用等の専門家による支
援、ネットワークの共同調達の支援等、学校DXに向けた技術的なコンサルタントに要する経費を支援。

GIGAスクール構想支援体制整備事業

〇DXによる教師の業務効率化等に向け、2026年度から４年間かけてパブリッククラウドを前提とした次
世代校務DX環境への移行を順次進めることとしているが、現状ではその整備率は6.1％にとどまっており、
抜本的な拡充が必要。
〇また、次世代校務DX環境への移行に当たっては「異動先でも同じシステムが利用可能となり、県費負
担教職員の人事異動の際の負担が軽減する」といった学校における働き方改革の観点や、「同じシステ
ムが利用可能となることで、児童生徒の転校等が生じた際にもデータの継続性が確保される」といったデー
タ利活用の観点から、都道府県域内一体となって共同調達・共同利用を推進することが重要。
〇加えて、学校DXの前提ともなる学校のネットワーク環境の改善、情報セキュリティ対策、教職員のICTリ
テラシーの向上など、GIGAスクール構想第２期を強力に推進するための基盤整備が急務。

現状・課題

事業内容

事業主体：都道府県、市町村
補助割合等：３分の１
予算単価（事業費ベース）：
  (1)：6,800千円/校、  (2)：2,400千円/校
  (3)：200千円/校※

※18校（360万円）未満の場合でも360万円として算定

GIGAスクール構想第２期の基盤整備を強力に推進

補 助 率 等

次世代型校務支援システムの
導 入 状 況

令和7年度補正予算額 33億円

教育情報セキュリティポリシー
の 策 定 状 況

（令和６年度）

策定していない
49.1％

策定している
50.8％

導入済み
6.1％

導入時期は
設定済み
18.8％

導入時期は未定だが
検討はしている

53.7％

検討していない
21.5％

（令和６年度）

都道府県と市町村が連携 し た共同調達のイ メ―ジ

次世代校務 D X環境

A県

B市
C町

D村

都道府県の役割の例
・市町村のニーズ把握や帳票の統一化
・ロードマップの策定

  ・仕様書の作成

～次世代校務DX環境とは～
クラウドベースによるロケーションフリーでの校務
実施、ダッシュボード上での各種データの可視
化を通じたきめ細やかな学習指導等が可能と
なる校務DXの在り方。

（担当：初等中等教育局学校情報基盤・教材課）

令和8年度予算額
（前年度予算額

3億円
5億円 ）
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● GIGAスクール構想により実現した1人1台端末環境を前提として「個別最適な学び」と「協働的な学び」を一体的に充実し、「主体的・
対話的で深い学び」を実現するために不可欠な学習基盤であるICT環境整備のため、「学校のICT環境整備3か年計画(2025～
2027年度) 」を策定

● 必要な事業費は単年度で1,464億円とし、所要の地方財政措置

•指導者用端末★及び校務用端末
•業務用ディスプレイ
•次世代型校務支援システム 又は
 統合型校務支援システム

•「当面の推奨帯域」を満たすなど
 必要なネットワークを確保している学校
•無線LAN

：ICT支援員4校に1人配置
：ヘルプデスクの設置

：1人1台整備
：1人1台整備

：100%整備

■学校のネットワーク

■高校生の学習者用端末

■教師の端末等

■学校のニーズに応じたICT支援体制

■教室のICT機器

学校のICT環境整備計画(1,464億円)

※予備機や低所得世帯生徒等への貸与機等

※複数の自治体が共同設置することも考えられる

※実物投影機は、小学校及び特別支援学校に整備

上記のほか、充電装置(充電保管庫・モバイルバッテリ)、児童生徒用端末のセキュリティ対応、学習者支援ツール※についても整備
※各教科等の学習活動に共通で利用可能なツール(例：教師と児童生徒間・児童生徒同士で資料共有や作業の進捗確認ができるツール)や、児童生徒の学校生活を支援するツール(例：児童生徒の心や体調の変化を早期に発見し、 支援するツール
)

※上記に加え、GIGAスクール構想加速化基金を活用した義務教育段階の端末整備(補助率2/3)の地方負担分として単年度373億円を措置

•電子黒板等の大型提示装置★／実物投影機

計画において措置されているICT環境の水準
：100%
：100％整備

：生徒数の3分の１程度

：各普通教室1台
特別教室用として各学校に６台

【参考】文部科学省が公表している教育DXに係る当面のKPI
●必要なネットワーク速度を確保している学校100%(令和7年度) ●次世代の校務システムを導入済みの自治体100%(令和11年度)
●教職員の働き方改革にも資するロケーションフリーでの校務処理を行っている自治体100%(令和11年度)

※次世代型校務支援システムへ順次移行

※★印の機器については、元利償還金に対する交付税措置があるデジタル活用推進事業債の対象

学校のICT環境整備3か年計画(2025～2027年度)
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○私立学校における児童生徒１人１台端末は、保護者等購入を含め、令和６年度末までに、約８割の学校において整備が
完了。引き続き、約１割の学校が完了に向け整備を進めている。残る約１割の学校は整備完了時期が未定となっている。

○なお、児童生徒１人１台端末の達成手段としては、概ね以下のとおり。
義務教育段階においては、学校購入：28％、保護者等購入：62％ 、両方の併用：10％
高等学校段階においては、学校購入：16％、保護者等購入：78％ 、両方の併用： 7％

私立学校における児童生徒１人１台端末の整備状況について

(3.7%)
(6.5%)

資金確保や学年進行で順
次準備 など

その他
（未検討など）

２－１．小・中・義務・中等（前期）・特支（回答校数822校） ２－２．高等学校（全日・定時）・中等（後期）（回答校数1,138校）

１－１．私立学校全体の児童生徒１人１台端末の整備状況（回答校数1,960校）

「私立高等学校等におけるICT環境の整備状況調査」を基に文部科学省において作成（令和7年６月）
端数未満四捨五入により合計は一致しない場合がある 53



1%

令和6年度末までに構築済
令和7年度末までに構築予定
令和8年度末までに構築予定
令和9年度末までに構築予定
未定

私立学校における児童生徒１人１台端末の実現に向けた
校内通信ネットワーク環境の整備状況について

○ 私立学校における児童生徒１人１台端末への対応に必要な校内通信ネットワーク環境については、令和６年度
末までに、約９割の学校において整備が完了。

○ 残る一部の学校は整備完了時期が未定となっている。

１－１．私立学校における児童生徒１人１台端末への対応に必要な校内通信ネットワーク環境の整備状況（回答校数2,146校）

２－１．小・中・義務・中等（前期）・特支（回答校数935校） ２－２．高等学校（全日・定時）・中等（後期）（回答校数1,211校）

「私立高等学校等におけるICT環境の整備状況調査」を基に文部科学省において作成（令和７年６月）
端数未満四捨五入により合計は一致しない場合がある

・資金確保に時間を要するため
・環境構築について検討中
・その他（未検討、端末整備予定なし）

1%

1%
1%

1%
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○ 教科書発行義務や保証金の制度等について、 デジタルな形態を含む新たな教科書の発行に対応するため
に必要な措置を講ずる。

③ 特別支援学校や高等学校の専門教科等において、検定済教科書が無い場合等に使用する図書について
も、①と同様に、デジタルな形態を含む教材を使用できることとする。

② ①に伴い、「教科用図書」の内容を電磁的に記録した「教科用図書代替教材」がある場合には、教育課程
の一部において、教科書の使用義務に関わらず、「教科用図書」に代えて「教科用図書代替教材」を使用で
きる制度を廃止する。

① デジタルな形態を含む新たな教科書等を無償とする。
② デジタルな形態を含む新たな教科書等を無償とする措置について必要な事項を定める。

○ デジタルな形態を含む新たな教科書の発行・使用等に伴い、音楽や動画を含む著作物等の公衆送信等の
利用に係る権利制限の拡充等の措置を講ずる。

学校教育法等の一部を改正する法律の概要
趣 旨

令和９年４月１日
施行期日

３．義務教育諸学校の教科用図書の無償に関する法律及び義務教育諸学校の教科用図書の無償措
置に関する法律の一部改正

情報通信技術の進展に鑑み、教科書にデジタルの良さを取り入れることにより児童生徒の教育の充実を図る
ため、小学校等においてデジタルな形態を含む教科書の使用を可能とするとともに、当該教科書の発行及び無
償措置に係る規定を整備する等の措置を講ずる。

１．学校教育法の一部改正

４．著作権法の一部改正

２．教科書の発行に関する臨時措置法の一部改正

５．その他

① 小学校、中学校、高等学校等の授業で使用しなければならない「教科用図書」 について、
紙媒体に限定している「教科用図書」という現行規定を改め、デジタルな形態を含み得るよう、
新たに「教科書」を規定する。

○ 文部科学省著作教科書の出版権等に関する法律、障害のある児童及び生徒のための教科用特定図書
等の普及の促進等に関する法律について、デジタルな形態を含む新たな教科書の使用、発行及び無償措置
に関して必要な措置を講ずる。

概 要

同一内容でデジタル化
【現行制度】

教科書に代えて使用可
教科書（紙） 教科書代替教材

（デジタル） 教科書（紙） 教科書（紙＋デジタル）

（教科書の一部）

教科書（デジタル）

【制度改正後のイメージ】 いずれの形態も「教科書」紙だけが「教科書」

【第34条第１項関係】

【第34条第２項関係】

【附則第９条関係】

【第10条、第13条関係】

【無償法第１条第１項・無償措置法第２条第２項関係】

【無償措置法第３条から第９条まで関係】

【第33条、第33条の２、第102条関係】

令 和 ８ 年 ６ 月 １ ８ 日
デジタルな形態を含む教科書の発行・採択
等の指針に関する検討会議(第２回 )
参 考 資 料 ７
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学
校
教
育
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

　

（
学
校
教
育
法
の
一
部
改
正
）

第
一
条　

学
校
教
育
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　

第
三
十
四
条
第
一
項
中
「
お
い
て
は
、
」
の
下
に
「
教
科
書
（
」
を
加
え
、
「
教
科
用
図
書
又
は
」
を
「
教
科
用
の
教
材

又
は
」
に
、
「
教
科
用
図
書
を
」
を
「
教
科
用
の
教
材
を
い
う
。
次
項
及
び
附
則
第
九
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
」
に
改

め
、
同
条
第
四
項
中
「
教
科
用
図
書
及
び
第
二
項
に
規
定
す
る
教
材
」
を
「
教
科
書
」
に
改
め
、
同
条
第
五
項
中
「
教
科
用

図
書
」
を
「
教
科
用
の
教
材
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
及
び
第
三
項
を
削
る
。

附
則
第
九
条
第
一
項
中
「
第
三
十
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る
教
科
用
図
書
以
外
の
教
科
用
図
書
」
を
「
教
科
書
以
外
の
教

科
用
の
教
材
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
を
削
る
。

　

（
教
科
書
の
発
行
に
関
す
る
臨
時
措
置
法
の
一
部
改
正
）

第
二
条　

教
科
書
の
発
行
に
関
す
る
臨
時
措
置
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
三
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す

る
。第

二
条
第
一
項
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。
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こ
の
法
律
に
お
い
て
「
教
科
書
」
と
は
、
学
校
教
育
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
第
三
十
四
条
第
一
項
に

規
定
す
る
教
科
書
を
い
う
。 

　

第
二
条
第
二
項
中
「
製
造
供
給
す
る
」
を
「
製
造
し
、
及
び
配
布
、
電
気
通
信
回
線
に
接
続
し
て
行
う
自
動
公
衆
送
信

（
公
衆
に
よ
つ
て
直
接
受
信
さ
れ
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
公
衆
か
ら
の
求
め
に
応
じ
自
動
的
に
送
信
を
行
う
こ
と
を
い
い
、

放
送
又
は
有
線
放
送
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。
）
の
利
用
そ
の
他
の
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る
方
法
に
よ
り
供
給
す
る
」

に
改
め
る
。 

　

第
三
条
第
一
項
中
「
そ
の
表
紙
に
「
教
科
書
」
の
文
字
を
、
そ
の
末
尾
に
」
を
「
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ

り
、
」
に
、
「
、
発
行
者
の
氏
名
住
所
及
び
」
を
「
又
は
名
称
、
発
行
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
、
」
に
、
「
、
並
び

に
印
刷
者
の
氏
名
住
所
及
び
印
刷
の
年
月
日
」
を
「
そ
の
他
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る
事
項
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
及
び

第
三
項
を
削
る
。 

　

第
六
条
第
一
項
中
「
基
き
」
を
「
基
づ
き
」
に
、
「
義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
用
図
書
の
無
償
措
置
に
関
す
る
法
律
」
を

「
義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
書
等
の
無
償
措
置
に
関
す
る
法
律
」
に
、
「
教
科
用
図
書
発
行
者
」
を
「
教
科
書
発
行
者
」
に

改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
学
校
」
を
「
小
学
校
、
中
学
校
、
義
務
教
育
学
校
、
高
等
学
校
、
中

3



等
教
育
学
校
及
び
特
別
支
援
学
校
」
に
改
め
る
。 

　

第
七
条
第
一
項
中
「
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
」
を
削
る
。 

　

第
八
条
中
「
部
数
」
を
「
数
」
に
改
め
る
。 

　

第
九
条
中
「
左
の
各
号
の
一
に
当
る
」
を
「
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
」
に
改
め
、
同
条
第
二
号
中
「
、
信
用

状
態
」
を
「
又
は
信
用
状
態
」
に
改
め
、
同
条
第
五
号
中
「
義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
用
図
書
の
無
償
措
置
に
関
す
る
法

律
」
を
「
義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
書
等
の
無
償
措
置
に
関
す
る
法
律
」
に
改
め
る
。 

　

第
十
条
第
二
項
中
「
教
科
書
を
各
学
校
に
供
給
す
る
」
を
「
第
二
条
第
二
項
の
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る
供
給
の
方
法
ご

と
に
供
給
の
た
め
に
必
要
な
行
為
と
し
て
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る
行
為
が
完
了
す
る
」
に
改
め
る
。 

　

第
十
二
条
中
「
発
行
部
数
」
を
「
発
行
数
」
に
、
「
一
分
に
あ
た
る
」
を
「
百
分
の
一
に
相
当
す
る
額
の
」
に
改
め
る
。 

　

第
十
三
条
中
「
第
十
条
」
を
「
第
十
条
第
一
項
」
に
改
め
、
同
条
に
次
の
た
だ
し
書
を
加
え
る
。 

　

た
だ
し
、
同
項
の
義
務
に
係
る
業
務
の
履
行
の
状
況
が
、
当
該
義
務
を
相
当
程
度
履
行
し
た
も
の
と
し
て
文
部
科
学
省

令
で
定
め
る
状
況
に
あ
る
場
合
は
、
同
項
の
義
務
の
履
行
が
完
了
す
る
前
に
お
い
て
も
、
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る
と
こ

ろ
に
よ
り
、
そ
の
一
部
の
還
付
を
請
求
し
、
又
は
当
該
請
求
に
係
る
債
権
を
譲
渡
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 
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第
十
八
条
を
削
り
、
第
十
九
条
を
第
十
八
条
と
す
る
。 

　

（
文
部
科
学
省
著
作
教
科
書
の
出
版
権
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
） 

第
三
条　

文
部
科
学
省
著
作
教
科
書
の
出
版
権
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
四
十
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ

う
に
改
正
す
る
。 

　

第
二
条
第
二
項
中
「
時
期
ま
で
に
製
造
供
給
す
る
に
た
る
」
を
「
期
間
を
通
じ
て
製
造
し
、
及
び
供
給
す
る
に
足
り
る
」

に
、
「
第
三
条
」
を
「
次
条
」
に
改
め
る
。 

　

第
四
条
第
一
項
中
「
見
積
つ
た
」
を
「
見
積
も
つ
た
」
に
、
「
予
定
部
数
」
を
「
予
定
数
」
に
改
め
る
。 

　

第
五
条
第
一
項
中
「
一
部
当
り
」
を
「
一
点
当
た
り
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
付
し
よ
う
」
を
「
付
そ
う
」
に
、

「
少
く
と
も
」
を
「
少
な
く
と
も
」
に
改
め
、
同
項
た
だ
し
書
中
「
但
し
」
を
「
た
だ
し
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中

「
左
」
を
「
次
」
に
改
め
、
同
項
第
一
号
中
「
部
数
」
を
「
数
」
に
改
め
、
同
条
中
第
四
項
を
削
り
、
第
五
項
を
第
四
項
と

し
、
第
六
項
を
第
五
項
と
す
る
。 

　

第
七
条
中
「
第
五
条
第
五
項
」
を
「
第
五
条
第
四
項
」
に
改
め
る
。 

　

第
十
条
中
「
部
数
」
を
「
数
」
に
改
め
る
。 
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第
十
二
条
中
「
す
み
や
か
に
」
を
「
速
や
か
に
」
に
、
「
部
数
」
を
「
数
」
に
改
め
、
同
条
た
だ
し
書
中
「
但
し
」
を

「
た
だ
し
」
に
改
め
る
。 

　

第
十
三
条
中
「
責
」
を
「
責
め
」
に
、
「
の
製
造
供
給
」
を
「
を
製
造
し
、
及
び
供
給
す
る
こ
と
」
に
、
「
発
行
部
数
が

五
万
部
を
越
え
な
い
」
を
「
発
行
数
が
五
万
を
超
え
な
い
」
に
、
「
や
す
く
」
を
「
安
く
」
に
改
め
る
。 

　

第
十
四
条
第
一
項
中
「
左
の
各
号
の
一
」
を
「
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
」
に
改
め
、
同
項
第
一
号
中
「
、
信
用
状
態
」
を

「
又
は
信
用
状
態
」
に
、
「
製
造
供
給
す
る
」
を
「
製
造
し
、
及
び
供
給
す
る
」
に
改
め
、
同
項
第
四
号
中
「
義
務
教
育
諸

学
校
の
教
科
用
図
書
の
無
償
措
置
に
関
す
る
法
律
」
を
「
義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
書
等
の
無
償
措
置
に
関
す
る
法
律
」

に
、
「
教
科
用
図
書
発
行
者
」
を
「
教
科
書
発
行
者
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
と
と
の
わ
な
い
」
を
「
調
わ
な
い
」
に

改
め
る
。 

　

第
十
七
条
中
「
学
校
教
育
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
第
三
十
四
条
第
二
項
（
同
法
第
四
十
九
条
、
第
四
十

九
条
の
八
、
第
六
十
二
条
、
第
七
十
条
第
一
項
及
び
第
八
十
二
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
教
材

そ
の
他
の
」
を
削
る
。 

　

（
義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
用
図
書
の
無
償
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
） 
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第
四
条　

義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
用
図
書
の
無
償
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
七
年
法
律
第
六
十
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う

に
改
正
す
る
。 

　

題
名
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
書
等
の
無
償
に
関
す
る
法
律 

　

第
一
条
第
一
項
中
「
教
科
用
図
書
」
を
「
教
科
書
及
び
学
校
教
育
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
附
則
第
九
条

に
規
定
す
る
教
科
用
の
教
材
」
に
改
め
る
。 

　

（
義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
用
図
書
の
無
償
措
置
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
） 

第
五
条　

義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
用
図
書
の
無
償
措
置
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
八
年
法
律
第
百
八
十
二
号
）
の
一
部
を

次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

　

題
名
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
書
等
の
無
償
措
置
に
関
す
る
法
律 

　

目
次
中
「
無
償
給
付
及
び
給
与
」
を
「
無
償
給
付
等
及
び
給
与
等
」
に
改
め
る
。 

　

第
一
条
中
「
教
科
用
図
書
」
を
「
教
科
書
等
」
に
改
め
る
。 
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第
二
条
第
二
項
及
び
第
三
項
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

２　

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
教
科
書
等
」
と
は
、
学
校
教
育
法
第
三
十
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る
教
科
書
（
以
下
「
教
科

書
」
と
い
う
。
）
及
び
同
法
附
則
第
九
条
に
規
定
す
る
教
科
用
の
教
材
を
い
う
。 

３　

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
発
行
」
と
は
、
教
科
書
の
発
行
に
関
す
る
臨
時
措
置
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
三
十
二

号
。
以
下
「
臨
時
措
置
法
」
と
い
う
。
）
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
発
行
を
い
う
。 

　

「
第
二
章　

無
償
給
付
及
び
給
与
」
を
「
第
二
章　

無
償
給
付
等
及
び
給
与
等
」
に
改
め
る
。 

　

第
三
条
の
見
出
し
を
「
（
教
科
書
等
の
無
償
給
付
等
）
」
に
改
め
、
同
条
中
「
教
科
用
図
書
で
」
を
「
教
科
書
等
で
あ
つ

て
、
」
に
、
「
を
購
入
し
、
義
務
教
育
諸
学
校
の
設
置
者
に
無
償
で
給
付
す
る
」
を
「
に
つ
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
区

分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
措
置
を
講
ず
る
」
に
改
め
、
同
条
に
次
の
各
号
を
加
え
る
。 

一　

当
該
教
科
書
等
の
う
ち
図
書
で
あ
る
も
の　

購
入
及
び
義
務
教
育
諸
学
校
の
設
置
者
へ
の
無
償
給
付 

二　

当
該
教
科
書
等
の
う
ち
電
磁
的
記
録
（
電
子
的
方
式
、
磁
気
的
方
式
そ
の
他
人
の
知
覚
に
よ
つ
て
は
認
識
す
る
こ
と

が
で
き
な
い
方
式
で
作
ら
れ
る
記
録
で
あ
つ
て
、
電
子
計
算
機
に
よ
る
情
報
処
理
の
用
に
供
さ
れ
る
も
の
を
い
う
。
第

五
条
第
一
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
で
あ
る
も
の　

使
用
権
（
許
諾
に
よ
り
当
該
電
磁
的
記
録
を
児
童
又
は
生
徒
に
使
用
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さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
権
利
を
い
う
。
同
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
購
入
及
び
義
務
教
育
諸
学
校
の
設
置
者
へ
の
無
償

移
転
又
は
こ
れ
ら
に
類
す
る
も
の
と
し
て
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る
措
置 

　

第
四
条
中
「
教
科
用
図
書
の
」
を
「
教
科
書
等
の
」
に
、
「
よ
り
購
入
す
べ
き
教
科
用
図
書
を
購
入
す
る
旨
」
を
「
よ
る

措
置
を
講
ず
る
た
め
」
に
改
め
る
。 

　

第
五
条
の
見
出
し
を
「
（
教
科
書
等
の
給
与
等
）
」
に
改
め
、
同
条
第
一
項
中
「
第
三
条
」
を
「
第
三
条
（
第
一
号
に
係

る
部
分
に
限
る
。
）
」
に
、
「
教
科
用
図
書
を
」
を
「
図
書
に
つ
い
て
は
」
に
、
「
給
与
す
る
」
を
「
給
与
し
、
同
条
（
第

二
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
に
よ
り
国
か
ら
移
転
を
受
け
た
使
用
権
に
係
る
電
磁
的
記
録
に
つ
い
て
は
、
児
童
又

は
生
徒
に
無
償
で
使
用
さ
せ
る
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
教
科
用
図
書
」
を
「
教
科
書
等
」
に
、
「
給
与
し
な
い
」
を

「
給
与
せ
ず
、
又
は
無
償
で
使
用
さ
せ
な
い
」
に
改
め
る
。 

　

第
六
条
中
「
教
科
用
図
書
の
無
償
給
付
及
び
給
与
」
を
「
前
三
条
の
規
定
に
よ
る
措
置
」
に
、
「
行
な
う
」
を
「
行
う
」

に
改
め
る
。 

　

第
九
条
中
「
教
科
用
図
書
の
無
償
給
付
及
び
給
与
」
を
「
第
三
条
か
ら
第
五
条
ま
で
の
規
定
に
よ
る
措
置
」
に
改
め
る
。 

　

第
十
条
中
「
教
科
用
図
書
」
を
「
教
科
書
等
」
に
、
「
市
」
を
「
市
町
村
」
に
改
め
、
「
町
村
」
を
削
る
。 
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第
十
一
条
の
見
出
し
を
「
（
教
科
書
等
選
定
審
議
会
）
」
に
改
め
、
同
条
第
一
項
中
「
行
な
お
う
と
す
る
」
を
「
行
う
」

に
、
「
教
科
用
図
書
選
定
審
議
会
」
を
「
教
科
書
等
選
定
審
議
会
」
に
、
「
き
か
な
け
れ
ば
」
を
「
聴
か
な
け
れ
ば
」
に
改

め
る
。 

　

第
十
二
条
第
一
項
中
「
教
科
用
図
書
採
択
地
区
」
を
「
教
科
書
等
の
採
択
に
係
る
地
区
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
変

更
し
よ
う
と
す
る
」
を
「
変
更
す
る
」
に
、
「
き
か
な
け
れ
ば
」
を
「
聴
か
な
け
れ
ば
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
す
み

や
か
に
」
を
「
速
や
か
に
」
に
改
め
る
。 

　

第
十
三
条
の
見
出
し
を
「
（
教
科
書
等
の
採
択
）
」
に
改
め
、
同
条
第
一
項
中
「
教
科
用
図
書
」
を
「
教
科
書
等
」
に
、

「
行
な
う
」
を
「
行
う
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
教
科
用
図
書
」
を
「
教
科
書
等
」
に
、
「
き
い
て
」
を
「
聴
い
て
」

に
、
「
行
な
う
」
を
「
行
う
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
か
ら
第
五
項
ま
で
の
規
定
中
「
教
科
用
図
書
」
を
「
教
科
書
等
」
に

改
め
、
同
条
第
六
項
中
「
採
択
」
を
「
採
択
（
教
科
書
の
採
択
に
限
る
。
）
」
に
、
「
教
科
書
の
発
行
に
関
す
る
臨
時
措
置

法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
三
十
二
号
。
以
下
「
臨
時
措
置
法
」
と
い
う
。
）
」
を
「
臨
時
措
置
法
」
に
、
「
教
科
用
図

書
の
」
を
「
教
科
書
の
」
に
改
め
、
同
項
た
だ
し
書
を
削
る
。 

　

第
十
四
条
の
見
出
し
を
「
（
同
一
教
科
書
等
を
採
択
す
る
期
間
）
」
に
改
め
、
同
条
中
「
教
科
用
図
書
」
を
「
教
科
書

10



等
」
に
改
め
る
。 

　

第
十
五
条
（
見
出
し
を
含
む
。
）
及
び
第
十
六
条
第
二
項
中
「
教
科
用
図
書
」
を
「
教
科
書
等
」
に
改
め
る
。 

　

第
十
八
条
第
一
項
中
「
教
科
用
図
書
（
学
校
教
育
法
附
則
第
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
教
科
用
図
書
を
除
く
。
以
下
こ
の

章
に
お
い
て
同
じ
。
）
」
を
「
教
科
書
」
に
、
「
教
科
用
図
書
発
行
者
」
を
「
教
科
書
発
行
者
」
に
改
め
、
同
項
第
一
号
ハ

中
「
教
科
用
図
書
」
を
「
教
科
書
」
に
改
め
る
。 

　

第
十
九
条
か
ら
第
二
十
一
条
ま
で
の
規
定
中
「
教
科
用
図
書
発
行
者
」
を
「
教
科
書
発
行
者
」
に
改
め
る
。 

　

第
二
十
二
条
中
「
教
科
用
図
書
の
」
を
「
教
科
書
の
」
に
、
「
教
科
用
図
書
発
行
者
」
を
「
教
科
書
発
行
者
」
に
改
め

る
。 

　

附
則
第
三
項
か
ら
第
十
二
項
ま
で
を
削
る
。 

（
著
作
権
法
の
一
部
改
正
） 

第
六
条　

著
作
権
法
（
昭
和
四
十
五
年
法
律
第
四
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

　

第
二
十
条
第
二
項
第
一
号
中
「
（
同
条
第
四
項
」
を
「
若
し
く
は
第
二
項
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
同
条
第
五
項
」
に
、
「
、

第
三
十
三
条
の
三
第
一
項
」
を
「
若
し
く
は
第
二
項
」
に
改
め
る
。 
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第
三
十
三
条
の
見
出
し
を
「
（
教
科
書
等
へ
の
掲
載
等
）
」
に
改
め
、
同
条
第
一
項
中
「
教
科
用
図
書
」
を
「
教
科
書
」

に
改
め
、
「
（
同
法
第
四
十
九
条
、
第
四
十
九
条
の
八
、
第
六
十
二
条
、
第
七
十
条
第
一
項
及
び
第
八
十
二
条
に
お
い
て
準

用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
」
を
削
り
、
「
以
下
」
の
下
に
「
こ
の
条
及
び
次
条
に
お
い
て
」
を
加
え
、
同
条
第
四
項
中
「
前

三
項
」
を
「
前
各
項
」
に
、
「
教
科
用
図
書
」
を
「
教
科
書
」
に
改
め
、
「
掲
載
」
の
下
に
「
並
び
に
そ
の
掲
載
さ
れ
た
著

作
物
の
利
用
」
を
加
え
、
同
項
を
同
条
第
五
項
と
し
、
同
条
第
三
項
を
同
条
第
四
項
と
し
、
同
条
第
二
項
中
「
前
項
」
を

「
第
一
項
」
に
、
「
教
科
用
図
書
」
を
「
教
科
書
」
に
改
め
、
「
用
途
」
の
下
に
「
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
著
作
物
の
利
用

の
態
様
及
び
利
用
状
況
」
を
加
え
、
同
項
を
同
条
第
三
項
と
し
、
同
条
第
一
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。 

２　

教
科
書
に
掲
載
さ
れ
た
著
作
物
は
、
義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
書
等
の
無
償
措
置
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
八
年
法

律
第
百
八
十
二
号
）
第
十
三
条
の
規
定
に
よ
る
教
科
書
の
採
択
、
教
科
書
の
発
行
に
関
す
る
臨
時
措
置
法
（
昭
和
二
十
三

年
法
律
第
百
三
十
二
号
）
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
発
行
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
行
為
と
し
て
文
部
科
学
省
令
で
定

め
る
も
の
又
は
学
校
教
育
の
目
的
上
必
要
な
教
科
書
と
し
て
の
通
常
の
使
用
（
営
利
を
目
的
と
し
な
い
も
の
に
限
る
。
）

に
伴
つ
て
、
必
要
と
認
め
ら
れ
る
限
度
に
お
い
て
、
い
ず
れ
の
方
法
に
よ
る
か
を
問
わ
ず
、
利
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

た
だ
し
、
当
該
著
作
物
の
種
類
及
び
用
途
並
び
に
当
該
利
用
の
態
様
に
照
ら
し
著
作
権
者
の
利
益
を
不
当
に
害
す
る
こ
と
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と
な
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

　

第
三
十
三
条
の
二
を
削
る
。 

　

第
三
十
三
条
の
三
第
一
項
中
「
教
科
用
図
書
」
を
「
教
科
書
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
中
「
教
科
用
図
書
」
を
「
教
科

書
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
五
項
と
し
、
同
条
第
三
項
を
同
条
第
四
項
と
し
、
同
条
第
二
項
中
「
前
項
の
規
定
に
よ
り
複

製
す
る
教
科
用
の
図
書
そ
の
他
の
複
製
物
（
点
字
に
よ
り
複
製
す
る
も
の
を
除
き
、
当
該
教
科
用
図
書
に
掲
載
さ
れ
た
著
作

物
の
全
部
又
は
相
当
部
分
を
複
製
す
る
も
の
に
限
る
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
教
科
用
拡
大
図
書
等
」
と
い
う
。
）
」
を

「
教
科
用
拡
大
図
書
等
」
に
、
「
教
科
用
図
書
を
」
を
「
教
科
書
を
」
に
、
「
当
該
教
科
用
拡
大
図
書
等
を
頒
布
す
る
」
を

「
、
当
該
教
科
用
拡
大
図
書
等
を
頒
布
し
、
又
は
当
該
教
科
用
拡
大
図
書
等
に
掲
載
さ
れ
た
著
作
物
の
公
衆
送
信
（
自
動
公

衆
送
信
の
場
合
に
あ
つ
て
は
、
送
信
可
能
化
を
含
む
。
）
を
行
う
」
に
、
「
第
三
十
三
条
第
二
項
」
を
「
前
条
第
三
項
」
に

改
め
、
同
項
を
同
条
第
三
項
と
し
、
同
条
第
一
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。 

２　

前
項
の
規
定
に
よ
り
作
成
さ
れ
た
教
科
用
の
図
書
そ
の
他
の
複
製
物
（
点
字
に
よ
り
複
製
す
る
も
の
を
除
き
、
当
該
教

科
書
に
掲
載
さ
れ
た
著
作
物
の
全
部
又
は
相
当
部
分
を
複
製
す
る
も
の
に
限
る
。
以
下
こ
の
項
及
び
次
項
に
お
い
て
「
教

科
用
拡
大
図
書
等
」
と
い
う
。
）
に
複
製
さ
れ
た
著
作
物
は
、
前
項
に
規
定
す
る
児
童
又
は
生
徒
の
学
習
の
用
に
供
す
る
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た
め
に
必
要
と
認
め
ら
れ
る
限
度
に
お
い
て
、
当
該
教
科
用
拡
大
図
書
等
の
使
用
に
伴
つ
て
、
い
ず
れ
の
方
法
に
よ
る
か

を
問
わ
ず
、
利
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
当
該
著
作
物
の
種
類
及
び
用
途
並
び
に
当
該
利
用
の
態
様
に
照
ら
し

著
作
権
者
の
利
益
を
不
当
に
害
す
る
こ
と
と
な
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

　

第
三
十
三
条
の
三
を
第
三
十
三
条
の
二
と
す
る
。 

　

第
三
十
七
条
第
三
項
中
「
第
百
二
条
第
四
項
」
を
「
第
百
二
条
第
三
項
」
に
、
「
同
条
第
四
項
」
を
「
同
条
第
三
項
」
に

改
め
る
。 

　

第
四
十
七
条
の
六
第
一
項
第
一
号
中
「
同
条
第
四
項
」
を
「
同
条
第
五
項
」
に
改
め
、
同
項
第
三
号
中
「
、
第
三
十
三
条

の
三
第
一
項
」
を
削
る
。 

　

第
四
十
七
条
の
七
本
文
中
「
（
同
条
第
四
項
」
を
「
若
し
く
は
第
二
項
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
同
条
第
五
項
」
に
、
「
第
三

十
三
条
の
三
第
一
項
若
し
く
は
第
四
項
」
を
「
第
二
項
若
し
く
は
第
五
項
」
に
改
め
、
同
条
た
だ
し
書
中
「
、
第
三
十
条
の

三
、
第
三
十
一
条
第
一
項
若
し
く
は
第
七
項
」
の
下
に
「
、
第
三
十
三
条
第
二
項
（
同
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合

を
含
む
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
」
を
加
え
、
「
第
三
十
三
条
の
三
第
一
項
若
し
く
は
第
四
項
」
を
「
第
二
項
若

し
く
は
第
五
項
」
に
改
め
、
「
を
第
三
十
条
の
三
、
第
三
十
一
条
第
一
項
若
し
く
は
第
七
項
」
の
下
に
「
、
第
三
十
三
条
第
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二
項
」
を
加
え
る
。 

　

第
四
十
八
条
第
一
項
第
一
号
中
「
（
同
条
第
四
項
」
を
「
若
し
く
は
第
二
項
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
同
条
第
五
項
」
に
、

「
、
第
三
十
三
条
の
三
第
一
項
」
を
「
若
し
く
は
第
二
項
」
に
改
め
る
。 

　

第
四
十
九
条
第
一
項
第
一
号
中
「
第
九
項
第
一
号
」
の
下
に
「
、
第
三
十
三
条
第
二
項
（
同
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す

る
場
合
を
含
む
。
次
項
第
二
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
」
を
加
え
、
「
第
三
十
三
条
の
三
第
一
項
若
し
く
は
第
四
項
」
を
「
第

二
項
若
し
く
は
第
五
項
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
第
一
号
中
「
、
第
三
十
三
条
の
三
第
一
項
」
を
削
り
、
同
項
第
二
号
中

「
第
三
十
条
の
三
」
の
下
に
「
、
第
三
十
三
条
第
二
項
、
第
三
十
三
条
の
二
第
二
項
」
を
加
え
る
。 

　

第
七
十
一
条
第
一
号
中
「
第
三
十
三
条
第
二
項
（
同
条
第
四
項
」
を
「
第
三
十
三
条
第
三
項
（
同
条
第
五
項
」
に
、
「
、

第
三
十
三
条
の
二
第
二
項
又
は
第
三
十
三
条
の
三
第
二
項
」
を
「
又
は
第
三
十
三
条
の
二
第
三
項
」
に
改
め
る
。 

　

第
七
十
四
条
第
一
項
中
「
第
三
十
三
条
第
二
項
（
同
条
第
四
項
」
を
「
第
三
十
三
条
第
三
項
（
同
条
第
五
項
」
に
、
「
第

三
十
三
条
の
二
第
二
項
、
第
三
十
三
条
の
三
第
二
項
」
を
「
第
三
十
三
条
の
二
第
三
項
」
に
改
め
る
。 

　

第
八
十
六
条
第
一
項
中
「
（
同
条
第
四
項
」
を
「
及
び
第
二
項
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
同
条
第
五
項
」
に
、
「
第
三
十
三
条

の
三
第
一
項
及
び
第
四
項
」
を
「
第
二
項
及
び
第
五
項
」
に
改
め
、
「
第
三
十
一
条
第
一
項
第
一
号
」
の
下
に
「
、
第
三
十
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三
条
第
二
項
た
だ
し
書
（
同
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
第
三
十
三
条
の
二
第
二
項
た
だ
し
書
」
を

加
え
、
同
条
第
二
項
第
二
号
中
「
第
七
項
第
一
号
」
の
下
に
「
、
第
三
十
三
条
第
二
項
（
同
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る

場
合
を
含
む
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
」
を
加
え
、
「
第
三
十
三
条
の
三
第
一
項
若
し
く
は
第
四
項
」
を
「
第
二
項
若
し

く
は
第
五
項
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
第
三
十
三
条
の
二
第
一
項
、
第
三
十
三
条
の
三
第
四
項
」
を
「
第
三
十
三
条
第

二
項
、
第
三
十
三
条
の
二
第
二
項
及
び
第
五
項
」
に
改
め
、
「
第
三
十
一
条
第
五
項
」
の
下
に
「
、
第
三
十
三
条
第
二
項
た

だ
し
書
、
第
三
十
三
条
の
二
第
二
項
た
だ
し
書
」
を
加
え
る
。 

　

第
百
二
条
第
一
項
中
「
第
九
項
第
一
号
」
を
「
第
八
項
第
一
号
」
に
、
「
第
三
十
二
条
」
を
「
第
三
十
三
条
の
二
」
に
、

「
、
著
作
隣
接
権
の
目
的
と
な
つ
て
い
る
実
演
」
を
「
著
作
隣
接
権
の
目
的
と
な
つ
て
い
る
実
演
」
に
改
め
、
「
準
用
し
」

及
び
「
、
第
三
十
三
条
か
ら
第
三
十
三
条
の
三
ま
で
の
規
定
は
、
著
作
隣
接
権
の
目
的
と
な
つ
て
い
る
放
送
又
は
有
線
放
送

の
利
用
に
つ
い
て
」
を
削
り
、
「
準
用
す
る
」
を
「
、
そ
れ
ぞ
れ
準
用
す
る
」
に
改
め
、
「
係
る
自
動
公
衆
送
信
」
と
」
の

下
に
「
、
第
三
十
三
条
第
三
項
中
「
そ
の
旨
を
著
作
者
」
と
あ
る
の
は
「
実
演
を
利
用
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
そ
の
旨
を
実

演
家
」
と
」
を
加
え
、
同
条
第
二
項
中
「
（
同
条
第
四
項
」
を
「
若
し
く
は
第
二
項
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
同
条
第
五
項
」

に
、
「
、
第
三
十
三
条
の
三
第
一
項
」
を
「
若
し
く
は
第
二
項
」
に
改
め
、
「
若
し
く
は
第
四
項
」
を
削
り
、
同
条
中
第
三
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項
を
削
り
、
第
四
項
を
第
三
項
と
し
、
第
五
項
か
ら
第
八
項
ま
で
を
一
項
ず
つ
繰
り
上
げ
、
同
条
第
九
項
第
一
号
中
「
第
九

項
第
一
号
」
の
下
に
「
、
第
三
十
三
条
第
二
項
（
同
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
」
を
加
え
、
「
第
三

十
三
条
の
三
第
一
項
若
し
く
は
第
四
項
」
を
「
第
二
項
若
し
く
は
第
五
項
」
に
改
め
、
同
項
第
五
号
中
「
第
三
十
三
条
の
三

第
一
項
又
は
」
及
び
「
若
し
く
は
第
四
項
」
を
削
り
、
同
項
を
同
条
第
八
項
と
す
る
。 

　

第
百
二
条
の
二
中
「
同
条
第
七
項
及
び
第
八
項
」
を
「
同
条
第
六
項
及
び
第
七
項
」
に
改
め
る
。 

　

第
百
三
条
中
「
か
ら
第
三
十
三
条
の
三
ま
で
の
規
定
に
よ
る
」
を
「
及
び
第
三
十
三
条
の
二
の
規
定
に
よ
る
実
演
、
レ

コ
ー
ド
、
」
に
改
め
る
。 

　

（
障
害
の
あ
る
児
童
及
び
生
徒
の
た
め
の
教
科
用
特
定
図
書
等
の
普
及
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
） 

第
七
条　

障
害
の
あ
る
児
童
及
び
生
徒
の
た
め
の
教
科
用
特
定
図
書
等
の
普
及
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
年
法
律

第
八
十
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

　

第
二
条
第
一
項
中
「
検
定
教
科
用
図
書
等
」
を
「
教
科
書
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
検
定
教
科
用
図
書
等
」
を
「
教

科
書
」
に
改
め
、
「
（
同
法
第
四
十
九
条
、
第
四
十
九
条
の
八
、
第
六
十
二
条
及
び
第
七
十
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る

場
合
を
含
む
。
）
」
を
削
り
、
「
教
科
用
図
書
を
」
を
「
教
科
書
を
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
製
造
供
給
す
る
」
を
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「
製
造
し
、
及
び
配
布
、
電
気
通
信
回
線
に
接
続
し
て
行
う
自
動
公
衆
送
信
（
公
衆
に
よ
っ
て
直
接
受
信
さ
れ
る
こ
と
を
目

的
と
し
て
公
衆
か
ら
の
求
め
に
応
じ
自
動
的
に
送
信
を
行
う
こ
と
を
い
い
、
放
送
又
は
有
線
放
送
に
該
当
す
る
も
の
を
除

く
。
）
の
利
用
そ
の
他
の
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る
方
法
に
よ
り
供
給
す
る
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
中
「
教
科
用
図
書
発

行
者
」
を
「
教
科
書
発
行
者
」
に
、
「
検
定
教
科
用
図
書
等
」
を
「
教
科
書
」
に
改
め
る
。 

　

第
四
条
の
見
出
し
を
「
（
教
科
書
発
行
者
の
責
務
）
」
に
改
め
、
同
条
中
「
教
科
用
図
書
発
行
者
」
を
「
教
科
書
発
行

者
」
に
、
「
検
定
教
科
用
図
書
等
」
を
「
教
科
書
」
に
改
め
る
。 

　

第
五
条
の
見
出
し
中
「
教
科
用
図
書
発
行
者
」
を
「
教
科
書
発
行
者
」
に
改
め
、
同
条
第
一
項
中
「
教
科
用
図
書
発
行

者
」
を
「
教
科
書
発
行
者
」
に
、
「
検
定
教
科
用
図
書
等
」
を
「
教
科
書
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
教
科
用
図
書
発
行

者
」
を
「
教
科
書
発
行
者
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
教
科
用
図
書
発
行
者
」
を
「
教
科
書
発
行
者
」
に
、
「
検
定
教
科

用
図
書
等
」
を
「
教
科
書
」
に
改
め
る
。 

　

第
六
条
第
二
項
及
び
第
三
項
中
「
教
科
用
図
書
発
行
者
」
を
「
教
科
書
発
行
者
」
に
、
「
検
定
教
科
用
図
書
等
」
を
「
教

科
書
」
に
改
め
る
。 

　

第
七
条
、
第
八
条
（
見
出
し
を
含
む
。
）
及
び
第
九
条
第
一
項
中
「
検
定
教
科
用
図
書
等
」
を
「
教
科
書
」
に
改
め
る
。 

18



　

第
十
条
の
見
出
し
中
「
無
償
給
付
」
を
「
無
償
給
付
等
」
に
改
め
、
同
条
中
「
検
定
教
科
用
図
書
等
」
を
「
教
科
書
」

に
、
「
を
購
入
し
、
小
中
学
校
の
設
置
者
に
無
償
で
給
付
す
る
」
を
「
に
つ
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
区
分
に
応
じ
、
当

該
各
号
に
定
め
る
措
置
を
講
ず
る
」
に
改
め
、
同
条
に
次
の
各
号
を
加
え
る
。 

一　

当
該
教
科
用
特
定
図
書
等
の
う
ち
図
書
で
あ
る
も
の　

購
入
及
び
小
中
学
校
の
設
置
者
へ
の
無
償
給
付 

二　

当
該
教
科
用
特
定
図
書
等
の
う
ち
電
磁
的
記
録
で
あ
る
も
の　

使
用
権
（
許
諾
に
よ
り
当
該
電
磁
的
記
録
を
視
覚
障

害
そ
の
他
の
障
害
の
あ
る
児
童
又
は
生
徒
に
使
用
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
権
利
を
い
う
。
第
十
二
条
第
一
項
に
お
い
て

同
じ
。
）
の
購
入
及
び
小
中
学
校
の
設
置
者
へ
の
無
償
移
転
又
は
こ
れ
ら
に
類
す
る
も
の
と
し
て
文
部
科
学
省
令
で
定

め
る
措
置 

　

第
十
一
条
中
「
よ
り
購
入
す
べ
き
教
科
用
特
定
図
書
等
を
購
入
す
る
旨
」
を
「
よ
る
措
置
を
講
ず
る
た
め
」
に
改
め
る
。 

　

第
十
二
条
の
見
出
し
中
「
給
与
」
を
「
給
与
等
」
に
改
め
、
同
条
第
一
項
中
「
第
十
条
」
を
「
第
十
条
（
第
一
号
に
係
る

部
分
に
限
る
。
）
」
に
、
「
教
科
用
特
定
図
書
等
を
」
を
「
図
書
に
つ
い
て
は
」
に
、
「
給
与
す
る
」
を
「
給
与
し
、
同
条

（
第
二
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
に
よ
り
国
か
ら
移
転
を
受
け
た
使
用
権
に
係
る
電
磁
的
記
録
に
つ
い
て
は
、
当

該
学
校
に
在
学
す
る
視
覚
障
害
そ
の
他
の
障
害
の
あ
る
児
童
又
は
生
徒
に
無
償
で
使
用
さ
せ
る
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
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「
給
与
し
な
い
」
を
「
給
与
せ
ず
、
又
は
無
償
で
使
用
さ
せ
な
い
」
に
改
め
る
。 

　

第
十
三
条
中
「
教
科
用
特
定
図
書
等
の
無
償
給
付
及
び
給
与
」
を
「
前
三
条
の
規
定
に
よ
る
措
置
」
に
改
め
る
。 

　

第
十
五
条
中
「
教
科
用
特
定
図
書
等
の
無
償
給
付
及
び
給
与
」
を
「
第
十
条
か
ら
第
十
二
条
ま
で
の
規
定
に
よ
る
措
置
」

に
改
め
る
。 

　

第
十
六
条
第
一
項
第
一
号
中
「
検
定
教
科
用
図
書
等
」
を
「
教
科
書
」
に
改
め
、
同
項
第
二
号
中
「
附
則
第
九
条
第
一
項

に
規
定
す
る
教
科
用
図
書
」
を
「
附
則
第
九
条
に
規
定
す
る
教
科
用
の
教
材
」
に
改
め
る
。 

　

第
十
七
条
第
一
項
中
「
部
数
」
を
「
数
」
に
改
め
る
。 

　

附
則
第
四
条
中
「
第
三
十
三
条
の
三
第
一
項
及
び
第
二
項
、
」
を
「
第
三
十
三
条
の
二
第
一
項
（
同
法
第
百
二
条
第
一
項

に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
及
び
」
に
改
め
、
「
並
び
に
第
百
二
条
第
三
項
」
を

削
り
、
「
第
三
十
三
条
の
三
第
一
項
中
」
を
「
第
三
十
三
条
の
二
第
一
項
中
」
に
、
「
教
科
用
図
書
」
を
「
教
科
書
」
に
、

「
同
条
第
二
項
中
「
当
該
教
科
用
拡
大
図
書
等
を
頒
布
す
る
」
と
あ
る
の
は
「
、
当
該
教
科
用
拡
大
図
書
等
を
頒
布
し
、
又

は
当
該
教
科
用
拡
大
図
書
等
に
よ
つ
て
当
該
著
作
物
の
公
衆
送
信
を
行
う
」
と
、
同
法
第
八
十
六
条
第
三
項
中
「
第
三
十
三

条
の
三
第
四
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
三
十
三
条
の
三
第
一
項
及
び
第
四
項
」
と
、
同
法
第
百
二
条
第
三
項
中
「
レ
コ
ー
ド

20



を
」
と
あ
る
の
は
「
レ
コ
ー
ド
に
つ
い
て
、
」
と
、
「
そ
の
複
製
物
」
と
あ
る
の
は
「
、
送
信
可
能
化
を
行
い
、
若
し
く
は

そ
の
複
製
物
」
を
「
同
法
第
八
十
六
条
第
三
項
中
「
第
三
十
三
条
の
二
第
二
項
及
び
第
五
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
三
十
三
条

の
二
第
一
項
、
第
二
項
及
び
第
五
項
」
に
改
め
る
。 

　
　
　

附　

則 

　

（
施
行
期
日
） 

第
一
条　

こ
の
法
律
は
、
令
和
九
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
附
則
第
五
条
の
規
定
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す

る
。 

　

（
教
科
用
図
書
等
に
関
す
る
経
過
措
置
） 

第
二
条　

こ
の
法
律
の
施
行
の
際
現
に
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
学
校
教
育
法
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
旧
学
校
教

育
法
」
と
い
う
。
）
第
三
十
四
条
第
一
項
（
旧
学
校
教
育
法
第
四
十
九
条
、
第
四
十
九
条
の
八
、
第
六
十
二
条
、
第
七
十
条

第
一
項
及
び
第
八
十
二
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
教
科
用
図
書
（
次
項
に
お
い
て
「
教
科
用
図

書
」
と
い
う
。
）
で
あ
る
も
の
は
、
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
学
校
教
育
法
第
三
十
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る
教
科

書
（
次
項
及
び
第
六
項
に
お
い
て
「
教
科
書
」
と
い
う
。
）
と
み
な
す
。 
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２　

前
項
の
規
定
に
よ
り
教
科
書
と
み
な
さ
れ
た
教
科
用
図
書
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
特
定
教
科
書
」
と
い
う
。
）
の
内

容
を
記
録
し
た
電
磁
的
記
録
（
電
子
的
方
式
、
磁
気
的
方
式
そ
の
他
人
の
知
覚
に
よ
っ
て
は
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
方

式
で
作
ら
れ
る
記
録
で
あ
っ
て
、
電
子
計
算
機
に
よ
る
情
報
処
理
の
用
に
供
さ
れ
る
も
の
を
い
う
。
）
で
あ
る
教
材
の
使
用

に
つ
い
て
は
、
旧
学
校
教
育
法
第
三
十
四
条
第
二
項
及
び
第
三
項
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
旧
学
校
教
育
法
第
四
十
九
条
、
第
四

十
九
条
の
八
、
第
六
十
二
条
、
第
七
十
条
第
一
項
及
び
第
八
十
二
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
以
下
こ
の
項
及
び

次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
規
定
は
、
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
旧
学
校
教
育
法
第
三
十
四
条
第

二
項
中
「
前
項
に
規
定
す
る
教
科
用
図
書
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
教
科
用
図
書
」
と
い
う
。
）
」
と
あ
る
の
は
「
学
校

教
育
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
八
年
法
律
第　
　
　

号
）
附
則
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
特
定
教
科
書
（
次

項
に
お
い
て
「
特
定
教
科
書
」
と
い
う
。
）
」
と
、
「
同
項
」
と
あ
る
の
は
「
同
法
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
第
三

十
四
条
第
一
項
」
と
、
「
教
科
用
図
書
に
」
と
あ
る
の
は
「
同
項
に
規
定
す
る
教
科
書
（
次
項
に
お
い
て
「
教
科
書
」
と
い

う
。
）
に
」
と
、
同
条
第
三
項
中
「
教
科
用
図
書
を
」
と
あ
る
の
は
「
教
科
書
を
」
と
、
「
教
科
用
図
書
に
用
い
ら
れ
た
」

と
あ
る
の
は
「
特
定
教
科
書
に
用
い
ら
れ
た
」
と
、
「
教
科
用
図
書
に
代
え
て
」
と
あ
る
の
は
「
教
科
書
に
代
え
て
」
と
す

る
。 
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３　

特
定
教
科
書
に
掲
載
さ
れ
た
著
作
権
の
目
的
と
な
っ
て
い
る
著
作
物
（
著
作
隣
接
権
の
目
的
と
な
っ
て
い
る
放
送
又
は
有

線
放
送
を
含
む
。
第
五
項
に
お
い
て
「
著
作
物
」
と
い
う
。
）
の
前
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
も
の
と
し

て
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
旧
学
校
教
育
法
第
三
十
四
条
第
二
項
に
規
定
す
る
教
材
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
教
科
書
代

替
教
材
」
と
い
う
。
）
へ
の
掲
載
及
び
教
科
書
代
替
教
材
の
使
用
に
伴
う
利
用
に
つ
い
て
は
、
第
六
条
の
規
定
に
よ
る
改
正

前
の
著
作
権
法
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
旧
著
作
権
法
」
と
い
う
。
）
第
三
十
三
条
の
二
第
一
項
（
旧
著
作
権
法
第
八
十

六
条
第
一
項
及
び
第
三
項
並
び
に
第
百
二
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）

の
規
定
は
、
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
旧
著
作
権
法
第
三
十
三
条
の
二
第
一
項
中
「
教
科
用
図
書

に
掲
載
さ
れ
た
」
と
あ
る
の
は
「
学
校
教
育
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
八
年
法
律
第　
　
　

号
）
附
則
第
二
条

第
二
項
に
規
定
す
る
特
定
教
科
書
に
掲
載
さ
れ
た
」
と
、
「
教
科
用
図
書
代
替
教
材
（
学
校
教
育
法
第
三
十
四
条
第
二
項
又

は
第
三
項
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
同
法
第
四
十
九
条
、
第
四
十
九
条
の
八
、
第
六
十
二
条
、
第
七
十
条
第
一
項
及
び
第
八
十
二

条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
規
定
に
よ
り
教
科
用
図
書
に
代
え
て
使
用
す
る

こ
と
が
で
き
る
同
法
第
三
十
四
条
第
二
項
に
規
定
す
る
教
材
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
及
び
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
」
と
あ

る
の
は
「
同
条
第
三
項
に
規
定
す
る
教
科
書
代
替
教
材
」
と
、
「
教
科
用
図
書
代
替
教
材
の
当
該
使
用
」
と
あ
る
の
は
「
当
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該
教
科
書
代
替
教
材
の
同
法
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
学
校
教
育
法
第
三
十
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る
教
科
書
に
代

え
て
の
使
用
」
と
す
る
。 

４　

前
項
の
場
合
に
お
け
る
第
六
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
著
作
権
法
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲 

げ
る
同
法
の
規
定
中
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
字
句
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
字
句
と
す
る
。 

第
二
十
条
第
二
項

又
は
第
三
十
四

若
し
く
は
第
三
十
四
条
第
一
項
又
は
学
校
教
育
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

第
一
号

条
第
一
項

（
令
和
八
年
法
律
第　
　
　

号
。
以
下
「
改
正
法
」
と
い
う
。
）
附
則
第
二
条

第
三
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
こ
と
と
さ
れ
る
改
正
法
第
六

条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
第
三
十
三
条
の
二
第
一
項
（
以
下
「
な
お
効
力
を

有
す
る
第
三
十
三
条
の
二
第
一
項
」
と
い
う
。
）

第
四
十
七
条
の
六

又
は
第
四
十
七

若
し
く
は
第
四
十
七
条
又
は
な
お
効
力
を
有
す
る
第
三
十
三
条
の
二
第
一
項

第
一
項
第
三
号

条

第
四
十
七
条
の
七

又
は
第
四
十
七

若
し
く
は
第
四
十
七
条
の
五
又
は
な
お
効
力
を
有
す
る
第
三
十
三
条
の
二
第
一

条
の
五

項
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若
し
く
は
第
四

若
し
く
は
第
四
十
七
条
の
五
若
し
く
は
な
お
効
力
を
有
す
る
第
三
十
三
条
の
二

十
七
条
の
五

第
一
項

第
四
十
八
条
第
一

又
は
第
四
十
七

若
し
く
は
第
四
十
七
条
第
一
項
又
は
な
お
効
力
を
有
す
る
第
三
十
三
条
の
二
第

項
第
一
号

条
第
一
項

一
項

第
四
十
九
条
第
一

又
は
第
四
十
七

若
し
く
は
第
四
十
七
条
の
五
第
一
項
又
は
な
お
効
力
を
有
す
る
第
三
十
三
条
の

項
第
一
号

条
の
五
第
一
項

二
第
一
項

第
四
十
九
条
第
二

又
は
第
四
十
七

若
し
く
は
第
四
十
七
条
第
一
項
若
し
く
は
第
三
項
又
は
な
お
効
力
を
有
す
る
第

項
第
一
号

条
第
一
項
若
し

三
十
三
条
の
二
第
一
項 

く
は
第
三
項

第
八
十
六
条
第
二

又
は
第
四
十
七

若
し
く
は
第
四
十
七
条
の
五
第
一
項
又
は
改
正
法
附
則
第
二
条
第
三
項
の
規
定

項
第
二
号 

条
の
五
第
一
項

に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
こ
と
と
さ
れ
る
改
正
法
第
六
条
の
規
定
に
よ

る
改
正
前
の
第
八
十
六
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
改
正
法
第
六
条
の
規
定

に
よ
る
改
正
前
の
第
三
十
三
条
の
二
第
一
項
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第
百
二
条
第
二
項

第
四
十
七
条

第
四
十
七
条
若
し
く
は
改
正
法
附
則
第
二
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の

効
力
を
有
す
る
こ
と
と
さ
れ
る
改
正
法
第
六
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
第
百

二
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
改
正
法
第
六
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
第

三
十
三
条
の
二
第
一
項
（
第
八
項
第
一
号
に
お
い
て
「
な
お
効
力
を
有
す
る
準

用
第
三
十
三
条
の
二
第
一
項
」
と
い
う
。
）

第
百
二
条
第
八
項

又
は
第
四
十
七

若
し
く
は
第
四
十
七
条
の
五
第
一
項
又
は
な
お
効
力
を
有
す
る
準
用
第
三
十
三

第
一
号

条
の
五
第
一
項

条
の
二
第
一
項

５　

第
三
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
こ
と
と
さ
れ
る
旧
著
作
権
法
第
三
十
三
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る

教
科
書
代
替
教
材
へ
の
著
作
物
の
掲
載
に
係
る
特
定
教
科
書
を
発
行
す
る
者
へ
の
通
知
及
び
著
作
権
者
（
放
送
又
は
有
線
放

送
を
利
用
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
著
作
隣
接
権
者
）
へ
の
補
償
金
の
支
払
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。 

６　

令
和
十
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
に
教
科
書
と
な
っ
た
教
科
用
の
教
材
（
文
部
科
学
大
臣
の
検
定
を
経
た
も
の
に
限
る
。
）

に
つ
い
て
は
、
特
定
教
科
書
と
み
な
し
て
、
第
二
項
か
ら
前
項
ま
で
の
規
定
を
適
用
す
る
。 

　

（
義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
用
図
書
の
無
償
措
置
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
） 
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第
三
条　

こ
の
法
律
の
施
行
前
に
第
五
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
用
図
書
の
無
償
措
置
に
関
す
る

法
律
（
次
項
に
お
い
て
「
旧
無
償
措
置
法
」
と
い
う
。
）
第
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
文
部
科
学
大
臣
が
し
た
教
科
用

図
書
発
行
者
の
指
定
は
、
第
五
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
書
等
の
無
償
措
置
に
関
す
る
法
律

（
次
項
に
お
い
て
「
新
無
償
措
置
法
」
と
い
う
。
）
第
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
文
部
科
学
大
臣
が
し
た
教
科
書
発
行

者
の
指
定
と
み
な
す
。 

２　

こ
の
法
律
の
施
行
の
際
現
に
さ
れ
て
い
る
旧
無
償
措
置
法
第
十
八
条
第
一
項
の
申
請
は
、
新
無
償
措
置
法
第
十
八
条
第
一

項
の
申
請
と
み
な
す
。 

　

（
罰
則
に
関
す
る
経
過
措
置
） 

第
四
条　

こ
の
法
律
の
施
行
前
に
し
た
行
為
に
対
す
る
罰
則
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。 

　

（
政
令
へ
の
委
任
） 

第
五
条　

前
三
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
こ
の
法
律
の
施
行
に
関
し
必
要
な
経
過
措
置
（
罰
則
に
関
す
る
経
過
措
置
を
含

む
。
）
は
、
政
令
で
定
め
る
。 

　

（
産
業
教
育
振
興
法
の
一
部
改
正
） 
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第
六
条　

産
業
教
育
振
興
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
二
百
二
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

　

第
六
条
の
見
出
し
を
「
（
教
科
書
）
」
に
改
め
、
同
条
中
「
教
科
用
図
書
」
を
「
教
科
書
」
に
、
「
基
き
」
を
「
基
づ

き
」
に
改
め
る
。 

（
高
等
学
校
の
定
時
制
教
育
及
び
通
信
教
育
振
興
法
の
一
部
改
正
） 

第
七
条　

高
等
学
校
の
定
時
制
教
育
及
び
通
信
教
育
振
興
法
（
昭
和
二
十
八
年
法
律
第
二
百
三
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う

に
改
正
す
る
。 

　

第
四
条
の
見
出
し
中
「
教
科
用
図
書
」
を
「
教
科
書
」
に
改
め
、
同
条
第
一
項
中
「
教
科
用
図
書
」
を
「
教
科
書
」
に
、

「
か
ん
が
み
」
を
「
鑑
み
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
教
科
用
図
書
」
を
「
教
科
書
」
に
改
め
る
。 

（
特
別
支
援
学
校
へ
の
就
学
奨
励
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
） 

第
八
条　

特
別
支
援
学
校
へ
の
就
学
奨
励
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
百
四
十
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改

正
す
る
。 

　

第
二
条
第
一
項
第
一
号
中
「
教
科
用
図
書
」
を
「
学
校
教
育
法
第
三
十
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る
教
科
書
及
び
同
法
附
則

第
九
条
に
規
定
す
る
教
科
用
の
教
材
」
に
改
め
る
。 
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（
文
部
科
学
省
設
置
法
の
一
部
改
正
） 

第
九
条　

文
部
科
学
省
設
置
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
九
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

　

第
四
条
第
一
項
第
十
号
中
「
教
科
用
図
書
」
を
「
教
科
書
」
に
改
め
、
同
項
第
十
一
号
中
「
教
科
用
図
書
そ
の
他
の
教
授

上
用
い
ら
れ
る
図
書
」
を
「
教
科
書
」
に
、
「
教
科
用
図
書
の
」
を
「
教
科
書
等
（
義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
書
等
の
無
償

措
置
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
八
年
法
律
第
百
八
十
二
号
）
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
教
科
書
等
を
い
う
。
）
の
」
に

改
め
る
。 

　

附
則
第
二
項
中
「
教
科
用
図
書
」
を
「
教
科
書
」
に
改
め
る
。 

（
著
作
権
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
改
正
） 

第
十
条　

著
作
権
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
三
十
年
法
律
第
三
十
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

　

附
則
第
二
条
第
二
項
中
「
新
法
第
百
二
条
第
九
項
」
を
「
著
作
権
法
第
百
二
条
第
八
項
」
に
改
め
る
。 
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理　

由

　

情
報
通
信
技
術
の
進
展
に
鑑
み
、
児
童
生
徒
の
教
育
の
充
実
を
図
る
た
め
、
小
学
校
等
に
お
い
て
電
磁
的
記
録
を
含
む
教
科

書
の
使
用
を
可
能
と
す
る
と
と
も
に
、
当
該
教
科
書
の
発
行
及
び
無
償
措
置
に
係
る
規
定
を
整
備
す
る
等
の
措
置
を
講
ず
る
必

要
が
あ
る
。
こ
れ
が
、
こ
の
法
律
案
を
提
出
す
る
理
由
で
あ
る
。
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学
校
教
育
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律　

新
旧
対
照
条
文　

目
次 

 

‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥

○　

学
校
教
育
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
（
抄
）
（
第
一
条
関
係
）

１ 

‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥

○　

教
科
書
の
発
行
に
関
す
る
臨
時
措
置
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
三
十
二
号
）
（
抄
）
（
第
二
条
関
係
）

３ 

‥
‥
‥
‥

○　

文
部
科
学
省
著
作
教
科
書
の
出
版
権
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
四
十
九
号
）
（
抄
）
（
第
三
条
関
係
）

７ 

‥
‥
‥
‥
‥

○　

義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
用
図
書
の
無
償
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
七
年
法
律
第
六
十
号
）
（
抄
）
（
第
四
条
関
係
）

 11

○　

義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
用
図
書
の
無
償
措
置
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
八
年
法
律
第
百
八
十
二
号
）
（
抄
）
（
第
五
条
関
係
） 

‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥

 12

‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥

○　

著
作
権
法
（
昭
和
四
十
五
年
法
律
第
四
十
八
号
）
（
抄
）
（
第
六
条
関
係
）

 24

○　

障
害
の
あ
る
児
童
及
び
生
徒
の
た
め
の
教
科
用
特
定
図
書
等
の
普
及
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
年
法
律
第
八
十
一
号
） 

‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥

（
抄
）
（
第
七
条
関
係
）

 41

‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥

○　

産
業
教
育
振
興
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
二
百
二
十
八
号
）
（
抄
）
（
附
則
第
六
条
関
係
）

 49

‥
‥
‥

○　

高
等
学
校
の
定
時
制
教
育
及
び
通
信
教
育
振
興
法
（
昭
和
二
十
八
年
法
律
第
二
百
三
十
八
号
）
（
抄
）
（
附
則
第
七
条
関
係
）

 50

‥
‥
‥
‥
‥

○　

特
別
支
援
学
校
へ
の
就
学
奨
励
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
百
四
十
四
号
）
（
抄
）
（
附
則
第
八
条
関
係
）

 51

‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥

○　

文
部
科
学
省
設
置
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
九
十
六
号
）
（
抄
）
（
附
則
第
九
条
関
係
）

 53

‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥

○　

著
作
権
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
三
十
年
法
律
第
三
十
号
）
（
抄
）
（
附
則
第
十
条
関
係
）

 54
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1

○　

学
校
教
育
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
（
抄
）
（
第
一
条
関
係
）　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
） 

改　
　

正　
　

後

改　
　

正　
　

前

第
三
十
四
条　

小
学
校
に
お
い
て
は
、
教
科
書
（
文
部
科
学
大
臣

第
三
十
四
条　

小
学
校
に
お
い
て
は
、
文
部
科
学
大
臣
の
検
定
を

の
検
定
を
経
た
教
科
用
の
教
材
又
は
文
部
科
学
省
が
著
作
の
名

経
た
教
科
用
図
書
又
は
文
部
科
学
省
が
著
作
の
名
義
を
有
す
る

義
を
有
す
る
教
科
用
の
教
材
を
い
う
。
次
項
及
び
附
則
第
九
条

教
科
用
図
書
を
使
用
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

に
お
い
て
同
じ
。
）
を
使
用
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

（
削
る
） 

②　

前
項
に
規
定
す
る
教
科
用
図
書
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「

 

教
科
用
図
書
」
と
い
う
。
）
の
内
容
を
文
部
科
学
大
臣
の
定
め

 

る
と
こ
ろ
に
よ
り
記
録
し
た
電
磁
的
記
録
（
電
子
的
方
式
、
磁

 

気
的
方
式
そ
の
他
人
の
知
覚
に
よ
つ
て
は
認
識
す
る
こ
と
が
で

 

き
な
い
方
式
で
作
ら
れ
る
記
録
で
あ
つ
て
、
電
子
計
算
機
に
よ

 

る
情
報
処
理
の
用
に
供
さ
れ
る
も
の
を
い
う
。
）
で
あ
る
教
材

 

が
あ
る
場
合
に
は
、
同
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
文
部
科
学

 

大
臣
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
児
童
の
教
育
の
充
実
を
図
る

 

た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
教
育
課
程
の
一
部
に
お
い
て

 

、
教
科
用
図
書
に
代
え
て
当
該
教
材
を
使
用
す
る
こ
と
が
で
き

 

る
。 

（
削
る
） 

③　

前
項
に
規
定
す
る
場
合
に
お
い
て
、
視
覚
障
害
、
発
達
障
害

 

そ
の
他
の
文
部
科
学
大
臣
の
定
め
る
事
由
に
よ
り
教
科
用
図
書

 

を
使
用
し
て
学
習
す
る
こ
と
が
困
難
な
児
童
に
対
し
、
教
科
用

 
図
書
に
用
い
ら
れ
た
文
字
、
図
形
等
の
拡
大
又
は
音
声
へ
の
変

 
換
そ
の
他
の
同
項
に
規
定
す
る
教
材
を
電
子
計
算
機
に
お
い
て

 

用
い
る
こ
と
に
よ
り
可
能
と
な
る
方
法
で
指
導
す
る
こ
と
に
よ

 

り
当
該
児
童
の
学
習
上
の
困
難
の
程
度
を
低
減
さ
せ
る
必
要
が

 

あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
文
部
科
学
大
臣
の
定
め
る
と
こ

 

ろ
に
よ
り
、
教
育
課
程
の
全
部
又
は
一
部
に
お
い
て
、
教
科
用
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2

図
書
に
代
え
て
当
該
教
材
を
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

②　

教
科
書
以
外
の
教
材
で
、
有
益
適
切
な
も
の
は
、
こ
れ
を
使

④　

教
科
用
図
書
及
び
第
二
項
に
規
定
す
る
教
材
以
外
の
教
材
で

用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

、
有
益
適
切
な
も
の
は
、
こ
れ
を
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

③　

第
一
項
の
検
定
の
申
請
に
係
る
教
科
用
の
教
材
に
関
し
調
査

⑤　

第
一
項
の
検
定
の
申
請
に
係
る
教
科
用
図
書
に
関
し
調
査
審

審
議
さ
せ
る
た
め
の
審
議
会
等
（
国
家
行
政
組
織
法
（
昭
和
二

議
さ
せ
る
た
め
の
審
議
会
等
（
国
家
行
政
組
織
法
（
昭
和
二
十

十
三
年
法
律
第
百
二
十
号
）
第
八
条
に
規
定
す
る
機
関
を
い
う

三
年
法
律
第
百
二
十
号
）
第
八
条
に
規
定
す
る
機
関
を
い
う
。

。
以
下
同
じ
。
）
に
つ
い
て
は
、
政
令
で
定
め
る
。

以
下
同
じ
。
）
に
つ
い
て
は
、
政
令
で
定
め
る
。

附　

則

附　

則

第
九
条　

高
等
学
校
、
中
等
教
育
学
校
の
後
期
課
程
及
び
特
別
支

第
九
条　

高
等
学
校
、
中
等
教
育
学
校
の
後
期
課
程
及
び
特
別
支

援
学
校
並
び
に
特
別
支
援
学
級
に
お
い
て
は
、
当
分
の
間
、
第

援
学
校
並
び
に
特
別
支
援
学
級
に
お
い
て
は
、
当
分
の
間
、
第

三
十
四
条
第
一
項
（
第
四
十
九
条
、
第
四
十
九
条
の
八
、
第
六

三
十
四
条
第
一
項
（
第
四
十
九
条
、
第
四
十
九
条
の
八
、
第
六

十
二
条
、
第
七
十
条
第
一
項
及
び
第
八
十
二
条
に
お
い
て
準
用

十
二
条
、
第
七
十
条
第
一
項
及
び
第
八
十
二
条
に
お
い
て
準
用

す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
文
部
科
学
大

す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
文
部
科
学
大

臣
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
教
科
書
以
外
の
教
科
用
の
教
材

臣
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
第
三
十
四
条
第
一
項
に
規
定
す

を
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

る
教
科
用
図
書
以
外
の
教
科
用
図
書
を
使
用
す
る
こ
と
が
で
き

る
。

（
削
る
）

②　

第
三
十
四
条
第
二
項
及
び
第
三
項
の
規
定
は
、
前
項
の
規
定

に
よ
り
使
用
す
る
教
科
用
図
書
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
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3

○　

教
科
書
の
発
行
に
関
す
る
臨
時
措
置
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
三
十
二
号
）
（
抄
）
（
第
二
条
関
係
） 

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
） 

改　
　

正　
　

後

改　
　

正　
　

前

第
二
条　

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
教
科
書
」
と
は
、
学
校
教
育
法

第
二
条　

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
教
科
書
」
と
は
、
小
学
校
、
中

（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
第
三
十
四
条
第
一
項
に

学
校
、
義
務
教
育
学
校
、
高
等
学
校
、
中
等
教
育
学
校
及
び
こ

規
定
す
る
教
科
書
を
い
う
。 

れ
ら
に
準
ず
る
学
校
に
お
い
て
、
教
育
課
程
の
構
成
に
応
じ
て

 

組
織
排
列
さ
れ
た
教
科
の
主
た
る
教
材
と
し
て
、
教
授
の
用
に

 

供
せ
ら
れ
る
児
童
又
は
生
徒
用
図
書
で
あ
つ
て
、
文
部
科
学
大

 

臣
の
検
定
を
経
た
も
の
又
は
文
部
科
学
省
が
著
作
の
名
義
を
有

 

す
る
も
の
を
い
う
。 

２　

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
発
行
」
と
は
、
教
科
書
を
製
造
し
、

２　

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
発
行
」
と
は
、
教
科
書
を
製
造
供
給

及
び
配
布
、
電
気
通
信
回
線
に
接
続
し
て
行
う
自
動
公
衆
送
信

す
る
こ
と
を
い
い
、
「
発
行
者
」
と
は
、
発
行
を
担
当
す
る
者

（
公
衆
に
よ
つ
て
直
接
受
信
さ
れ
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
公
衆

を
い
う
。

か
ら
の
求
め
に
応
じ
自
動
的
に
送
信
を
行
う
こ
と
を
い
い
、
放

送
又
は
有
線
放
送
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。
）
の
利
用
そ
の

他
の
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る
方
法
に
よ
り
供
給
す
る
こ
と
を

い
い
、
「
発
行
者
」
と
は
、
発
行
を
担
当
す
る
者
を
い
う
。

第
三
条　

教
科
書
に
は
、
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ

第
三
条　

教
科
書
に
は
、
そ
の
表
紙
に
「
教
科
書
」
の
文
字
を
、

り
、
著
作
者
の
氏
名
又
は
名
称
、
発
行
者
の
氏
名
又
は
名
称
及

そ
の
末
尾
に
著
作
者
の
氏
名
、
発
行
者
の
氏
名
住
所
及
び
発
行

び
住
所
、
発
行
の
年
月
日
そ
の
他
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る
事

の
年
月
日
、
並
び
に
印
刷
者
の
氏
名
住
所
及
び
印
刷
の
年
月
日

項
を
記
載
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 
を
記
載
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
削
る
） 

２　

著
作
者
及
び
発
行
者
が
法
人
そ
の
他
の
団
体
で
あ
る
と
き
は

 

、
団
体
名
及
び
そ
の
代
表
者
名
を
併
記
す
る
も
の
と
す
る
。 

（
削
る
）

３　

印
刷
者
の
住
所
と
印
刷
所
の
所
在
地
と
が
異
な
る
と
き
は
、

印
刷
所
の
名
称
及
び
そ
の
所
在
地
を
も
記
載
し
な
け
れ
ば
な
ら
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4

な
い
。

第
六
条　

文
部
科
学
大
臣
は
、
第
四
条
の
届
出
に
基
づ
き
目
録
（

第
六
条　

文
部
科
学
大
臣
は
、
第
四
条
の
届
出
に
基
き
目
録
（
義

義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
書
に
つ
い
て
は
、
義
務
教
育
諸
学
校

務
教
育
諸
学
校
の
教
科
書
に
つ
い
て
は
、
義
務
教
育
諸
学
校
の

の
教
科
書
等
の
無
償
措
置
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
八
年
法

教
科
用
図
書
の
無
償
措
置
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
八
年
法

律
第
百
八
十
二
号
）
第
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
教
科
書
発

律
第
百
八
十
二
号
）
第
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
教
科
用
図

行
者
の
届
出
に
基
づ
く
も
の
に
限
る
。
）
を
作
成
し
、
都
道
府

書
発
行
者
の
届
出
に
基
づ
く
も
の
に
限
る
。
）
を
作
成
し
、
都

県
の
教
育
委
員
会
に
こ
れ
を
送
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

道
府
県
の
教
育
委
員
会
に
こ
れ
を
送
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

２　

都
道
府
県
の
教
育
委
員
会
は
、
前
項
の
目
録
を
当
該
都
道
府

２　

都
道
府
県
の
教
育
委
員
会
は
、
前
項
の
目
録
を
当
該
都
道
府

県
の
区
域
内
に
あ
る
小
学
校
、
中
学
校
、
義
務
教
育
学
校
、
高

県
の
区
域
内
に
あ
る
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
学
校
に
、
配

等
学
校
、
中
等
教
育
学
校
及
び
特
別
支
援
学
校
に
、
配
布
す
る

布
す
る
も
の
と
す
る
。 

も
の
と
す
る
。 

 

３　

（
略
）

３　

（
略
）

第
七
条　

市
町
村
の
教
育
委
員
会
並
び
に
学
校
教
育
法
第
二
条
第

第
七
条　

市
町
村
の
教
育
委
員
会
並
び
に
学
校
教
育
法
（
昭
和
二

二
項
に
規
定
す
る
国
立
学
校
、
公
立
学
校
（
地
方
独
立
行
政
法

十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
国
立

人
法
（
平
成
十
五
年
法
律
第
百
十
八
号
）
第
六
十
八
条
第
一
項

学
校
、
公
立
学
校
（
地
方
独
立
行
政
法
人
法
（
平
成
十
五
年
法

に
規
定
す
る
公
立
大
学
法
人
が
設
置
す
る
も
の
に
限
る
。
）
及

律
第
百
十
八
号
）
第
六
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
公
立
大
学

び
私
立
学
校
の
長
は
、
採
択
し
た
教
科
書
の
需
要
数
を
、
都
道

法
人
が
設
置
す
る
も
の
に
限
る
。
）
及
び
私
立
学
校
の
長
は
、

府
県
の
教
育
委
員
会
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

採
択
し
た
教
科
書
の
需
要
数
を
、
都
道
府
県
の
教
育
委
員
会
に

 

報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２　

（
略
）

２　

（
略
）

第
八
条　

文
部
科
学
大
臣
は
、
前
条
第
二
項
の
需
要
数
を
基
礎
に

第
八
条　

文
部
科
学
大
臣
は
、
前
条
第
二
項
の
需
要
数
を
基
礎
に

し
て
、
発
行
者
に
そ
の
発
行
す
べ
き
教
科
書
の
種
類
及
び
数
の

し
て
、
発
行
者
に
そ
の
発
行
す
べ
き
教
科
書
の
種
類
及
び
部
数

指
示
（
以
下
「
発
行
の
指
示
」
と
い
う
。
）
を
し
な
け
れ
ば
な

の
指
示
（
以
下
「
発
行
の
指
示
」
と
い
う
。
）
を
し
な
け
れ
ば

ら
な
い
。

な
ら
な
い
。
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第
九
条　

文
部
科
学
大
臣
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す

第
九
条　

文
部
科
学
大
臣
は
、
左
の
各
号
の
一
に
当
る
事
由
が
あ

る
事
由
が
あ
る
と
き
は
、
需
要
者
の
意
思
を
考
慮
し
て
、
他
の

る
と
き
は
、
需
要
者
の
意
思
を
考
慮
し
て
、
他
の
発
行
者
に
発

発
行
者
に
発
行
の
指
示
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。 

行
の
指
示
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。 

一　

（
略
） 

一　

（
略
） 

二　

発
行
者
の
事
業
能
力
又
は
信
用
状
態
が
教
科
書
の
発
行
に

二　

発
行
者
の
事
業
能
力
、
信
用
状
態
が
教
科
書
の
発
行
に
不

不
適
当
と
認
め
ら
れ
る
と
き
。 

適
当
と
認
め
ら
れ
る
と
き
。 

三
・
四　

（
略
） 

三
・
四　

（
略
） 

五　

義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
書
等
の
無
償
措
置
に
関
す
る
法

五　

義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
用
図
書
の
無
償
措
置
に
関
す
る

律
第
二
十
一
条
の
規
定
に
よ
り
発
行
の
指
示
を
取
り
消
し
た

法
律
第
二
十
一
条
の
規
定
に
よ
り
発
行
の
指
示
を
取
り
消
し

と
き
。

た
と
き
。

第
十
条　

（
略
） 

第
十
条　

（
略
） 

２　

発
行
者
は
、
第
二
条
第
二
項
の
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る
供

２　

発
行
者
は
、
教
科
書
を
各
学
校
に
供
給
す
る
ま
で
、
発
行
の

給
の
方
法
ご
と
に
供
給
の
た
め
に
必
要
な
行
為
と
し
て
文
部
科

責
任
を
負
う
も
の
と
す
る
。 

学
省
令
で
定
め
る
行
為
が
完
了
す
る
ま
で
、
発
行
の
責
任
を
負

 

う
も
の
と
す
る
。 

 

３　

（
略
）

３　

（
略
）

第
十
二
条　

発
行
者
は
、
発
行
の
指
示
を
受
け
た
日
か
ら
十
五
日

第
十
二
条　

発
行
者
は
、
発
行
の
指
示
を
受
け
た
日
か
ら
十
五
日

以
内
に
、
発
行
数
に
応
じ
て
定
価
の
百
分
の
一
に
相
当
す
る
額

以
内
に
、
発
行
部
数
に
応
じ
て
定
価
の
一
分
に
あ
た
る
保
証
金

の
保
証
金
を
、
現
金
又
は
文
部
科
学
省
令
の
定
め
る
種
類
の
有

を
、
現
金
又
は
文
部
科
学
省
令
の
定
め
る
種
類
の
有
価
証
券
を

価
証
券
を
も
つ
て
文
部
科
学
大
臣
に
納
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

も
つ
て
文
部
科
学
大
臣
に
納
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

。
第
十
三
条　

保
証
金
は
、
第
十
条
第
一
項
の
義
務
を
履
行
し
た
後

第
十
三
条　

保
証
金
は
、
第
十
条
の
義
務
を
履
行
し
た
後
で
な
け

で
な
け
れ
ば
、
そ
の
還
付
を
請
求
し
、
又
は
そ
の
債
権
を
譲
渡

れ
ば
、
そ
の
還
付
を
請
求
し
、
又
は
そ
の
債
権
を
譲
渡
す
る
こ

す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
た
だ
し
、
同
項
の
義
務
に
係
る
業
務

と
が
で
き
な
い
。 

の
履
行
の
状
況
が
、
当
該
義
務
を
相
当
程
度
履
行
し
た
も
の
と
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し
て
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る
状
況
に
あ
る
場
合
は
、
同
項
の

 

義
務
の
履
行
が
完
了
す
る
前
に
お
い
て
も
、
文
部
科
学
省
令
で

定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の
一
部
の
還
付
を
請
求
し
、
又
は

当
該
請
求
に
係
る
債
権
を
譲
渡
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
削
る
）

第
十
八
条　

こ
の
法
律
の
規
定
は
、
教
科
書
以
外
の
教
授
上
用
い

ら
れ
る
図
書
で
あ
つ
て
、
文
部
科
学
大
臣
の
指
定
し
た
も
の
に

、
こ
れ
を
準
用
す
る
。

第
十
八
条　

（
略
）

第
十
九
条　

（
略
）
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○　

文
部
科
学
省
著
作
教
科
書
の
出
版
権
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
四
十
九
号
）
（
抄
）
（
第
三
条
関
係
） 

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
） 

改　
　

正　
　

後

改　
　

正　
　

前

（
資
格
審
査
） 

（
資
格
審
査
） 

第
二
条　

（
略
） 

第
二
条　

（
略
） 

２　

前
項
の
審
査
は
、
教
育
上
支
障
を
生
じ
な
い
こ
と
を
期
す
る

２　

前
項
の
審
査
は
、
教
育
上
支
障
を
生
じ
な
い
こ
と
を
期
す
る

た
め
に
、
出
版
権
を
取
得
し
よ
う
と
す
る
者
が
良
質
の
教
科
書

た
め
に
、
出
版
権
を
取
得
し
よ
う
と
す
る
者
が
良
質
の
教
科
書

を
学
校
に
お
い
て
必
要
と
す
る
期
間
を
通
じ
て
製
造
し
、
及
び

を
学
校
に
お
い
て
必
要
と
す
る
時
期
ま
で
に
製
造
供
給
す
る
に

供
給
す
る
に
足
り
る
事
業
能
力
及
び
信
用
状
態
を
有
す
る
か
ど

た
る
事
業
能
力
及
び
信
用
状
態
を
有
す
る
か
ど
う
か
を
、
第
三

う
か
を
、
次
条
の
規
定
に
よ
る
競
争
を
行
わ
せ
る
に
先
立
つ
て

条
の
規
定
に
よ
る
競
争
を
行
わ
せ
る
に
先
立
つ
て
審
査
す
る
こ

審
査
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

と
を
目
的
と
す
る
。

（
保
証
金
） 

（
保
証
金
） 

第
四
条　

競
争
に
加
わ
ろ
う
と
す
る
者
は
、
現
金
又
は
国
債
を
も

第
四
条　

競
争
に
加
わ
ろ
う
と
す
る
者
は
、
現
金
又
は
国
債
を
も

つ
て
、
そ
の
見
積
も
つ
た
予
定
製
造
原
価
に
最
初
に
発
行
す
る

つ
て
、
そ
の
見
積
つ
た
予
定
製
造
原
価
に
最
初
に
発
行
す
る
予

予
定
数
を
乗
じ
て
得
た
額
の
百
分
の
一
以
上
の
保
証
金
を
納
め

定
部
数
を
乗
じ
て
得
た
額
の
百
分
の
一
以
上
の
保
証
金
を
納
め

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２　

（
略
）

２　

（
略
）

（
入
札
） 

（
入
札
） 

第
五
条　

競
争
は
、
教
科
書
一
点
当
た
り
の
製
造
原
価
に
つ
い
て

第
五
条　

競
争
は
、
教
科
書
一
部
当
り
の
製
造
原
価
に
つ
い
て
入

入
札
の
方
法
に
よ
つ
て
行
い
、
文
部
科
学
大
臣
の
予
定
し
た
製

札
の
方
法
に
よ
つ
て
行
い
、
文
部
科
学
大
臣
の
予
定
し
た
製
造

造
原
価
以
内
に
お
い
て
最
も
低
額
の
入
札
を
し
た
者
に
出
版
権

原
価
以
内
に
お
い
て
最
も
低
額
の
入
札
を
し
た
者
に
出
版
権
を

を
設
定
す
る
も
の
と
す
る
。 

設
定
す
る
も
の
と
す
る
。 

２　

競
争
に
付
そ
う
と
す
る
と
き
は
、
そ
の
入
札
期
日
の
前
日
か

２　

競
争
に
付
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
そ
の
入
札
期
日
の
前
日

ら
起
算
し
少
な
く
と
も
十
日
前
に
、
官
報
、
新
聞
紙
、
掲
示
そ

か
ら
起
算
し
少
く
と
も
十
日
前
に
、
官
報
、
新
聞
紙
、
掲
示
そ

38



8

の
他
の
方
法
を
も
つ
て
公
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し

の
他
の
方
法
を
も
つ
て
公
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
但
し
、

、
急
を
要
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
期
間
を
五
日
ま
で
に

急
を
要
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
期
間
を
五
日
ま
で
に
短

短
縮
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

縮
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

３　

前
項
の
規
定
に
よ
る
公
告
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て

３　

前
項
の
規
定
に
よ
る
公
告
は
、
左
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て

行
う
も
の
と
す
る
。 

行
う
も
の
と
す
る
。 

一　

教
科
書
の
種
類
及
び
最
初
に
発
行
を
予
定
さ
れ
る
数 

一　

教
科
書
の
種
類
及
び
最
初
に
発
行
を
予
定
さ
れ
る
部
数 

二
～
五　

（
略
） 

二
～
五　

（
略
） 

（
削
る
） 

４　

前
項
第
三
号
の
製
造
原
価
の
算
出
の
基
礎
に
つ
い
て
は
、
あ

 

ら
か
じ
め
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る
。 

４
・
５　

（
略
）

５
・
６　

（
略
）

（
再
度
の
入
札
） 

（
再
度
の
入
札
） 

第
七
条　

開
札
の
場
合
に
お
い
て
各
人
の
入
札
の
う
ち
、
第
五
条

第
七
条　

開
札
の
場
合
に
お
い
て
各
人
の
入
札
の
う
ち
、
第
五
条

第
四
項
の
規
定
に
よ
り
予
定
し
た
製
造
原
価
の
制
限
に
達
し
た

第
五
項
の
規
定
に
よ
り
予
定
し
た
製
造
原
価
の
制
限
に
達
し
た

も
の
が
な
い
と
き
は
、
直
ち
に
、
再
度
の
入
札
を
す
る
こ
と
が

も
の
が
な
い
と
き
は
、
直
ち
に
、
再
度
の
入
札
を
す
る
こ
と
が

で
き
る
。

で
き
る
。

（
発
行
義
務
） 

（
発
行
義
務
） 

第
十
条　

出
版
権
の
設
定
を
受
け
た
者
（
以
下
「
出
版
権
者
」
と

第
十
条　

出
版
権
の
設
定
を
受
け
た
者
（
以
下
「
出
版
権
者
」
と

い
う
。
）
は
、
教
科
書
の
発
行
に
関
す
る
臨
時
措
置
法
（
昭
和

い
う
。
）
は
、
教
科
書
の
発
行
に
関
す
る
臨
時
措
置
法
（
昭
和

二
十
三
年
法
律
第
百
三
十
二
号
）
第
八
条
の
規
定
に
よ
り
、
文

二
十
三
年
法
律
第
百
三
十
二
号
）
第
八
条
の
規
定
に
よ
り
、
文

部
科
学
大
臣
が
都
道
府
県
教
育
委
員
会
の
報
告
し
た
教
科
書
の

部
科
学
大
臣
が
都
道
府
県
教
育
委
員
会
の
報
告
し
た
教
科
書
の

需
要
数
を
基
礎
に
し
て
発
行
す
べ
き
教
科
書
の
種
類
及
び
数
を

需
要
数
を
基
礎
に
し
て
発
行
す
べ
き
教
科
書
の
種
類
及
び
部
数

指
示
し
た
と
き
は
、
そ
の
指
示
し
た
発
行
を
引
き
受
け
な
け
れ

を
指
示
し
た
と
き
は
、
そ
の
指
示
し
た
発
行
を
引
き
受
け
な
け

ば
な
ら
な
い
。

れ
ば
な
ら
な
い
。

（
出
版
料
納
付
の
義
務
） 

（
出
版
料
納
付
の
義
務
） 

第
十
二
条　

出
版
権
者
は
、
発
行
の
指
示
が
あ
つ
た
と
き
は
、
速

第
十
二
条　

出
版
権
者
は
、
発
行
の
指
示
が
あ
つ
た
と
き
は
、
す
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や
か
に
発
行
の
指
示
が
あ
つ
た
数
に
応
じ
、
定
価
（
出
版
料
相

み
や
か
に
発
行
の
指
示
が
あ
つ
た
部
数
に
応
じ
、
定
価
（
出
版

当
額
を
除
く
。
）
の
百
分
の
二
か
ら
百
分
の
十
六
・
六
ま
で
の

料
相
当
額
を
除
く
。
）
の
百
分
の
二
か
ら
百
分
の
十
六
・
六
ま

範
囲
内
で
文
部
科
学
省
令
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
定
し
た

で
の
範
囲
内
で
文
部
科
学
省
令
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
定

額
の
出
版
料
を
国
庫
に
納
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し

し
た
額
の
出
版
料
を
国
庫
に
納
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
但

、
文
部
科
学
大
臣
は
、
発
行
の
指
示
が
あ
つ
た
日
か
ら
四
箇
月

し
、
文
部
科
学
大
臣
は
、
発
行
の
指
示
が
あ
つ
た
日
か
ら
四
箇

を
限
度
と
し
て
、
出
版
料
納
付
の
時
期
を
定
め
る
こ
と
が
で
き

月
を
限
度
と
し
て
、
出
版
料
納
付
の
時
期
を
定
め
る
こ
と
が
で

る
。

き
る
。

（
出
版
料
の
減
免
） 

（
出
版
料
の
減
免
） 

第
十
三
条　

文
部
科
学
大
臣
は
、
出
版
権
者
が
災
害
そ
の
他
出
版

第
十
三
条　

文
部
科
学
大
臣
は
、
出
版
権
者
が
災
害
そ
の
他
出
版

権
者
の
責
め
に
帰
す
る
こ
と
の
で
き
な
い
事
由
に
よ
つ
て
教
科

権
者
の
責
に
帰
す
る
こ
と
の
で
き
な
い
事
由
に
よ
つ
て
教
科
書

書
の
全
部
若
し
く
は
一
部
を
製
造
し
、
及
び
供
給
す
る
こ
と
が

の
全
部
若
し
く
は
一
部
の
製
造
供
給
が
で
き
な
く
な
り
、
出
版

で
き
な
く
な
り
、
出
版
料
の
納
付
が
困
難
で
あ
る
と
認
め
ら
れ

料
の
納
付
が
困
難
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
、
又
は
教
科
書

る
と
き
、
又
は
教
科
書
の
発
行
数
が
五
万
を
超
え
な
い
場
合
に

の
発
行
部
数
が
五
万
部
を
越
え
な
い
場
合
に
お
い
て
、
義
務
教

お
い
て
、
義
務
教
育
上
の
見
地
か
ら
特
に
そ
の
定
価
を
安
く
す

育
上
の
見
地
か
ら
特
に
そ
の
定
価
を
や
す
く
す
る
必
要
が
あ
る

る
必
要
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
出
版
料
を
軽
減
し
、

と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
出
版
料
を
軽
減
し
、
又
は
免
除
す
る

又
は
免
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

こ
と
が
で
き
る
。

（
出
版
権
の
消
滅
） 

（
出
版
権
の
消
滅
） 

第
十
四
条　

次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
事
由
が
あ
る
場

第
十
四
条　

左
の
各
号
の
一
に
該
当
す
る
事
由
が
あ
る
場
合
に
は

合
に
は
、
文
部
科
学
大
臣
は
、
出
版
権
を
消
滅
さ
せ
る
こ
と
が

、
文
部
科
学
大
臣
は
、
出
版
権
を
消
滅
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る

で
き
る
。 

。 

一　

出
版
権
者
の
事
業
能
力
又
は
信
用
状
態
が
出
版
権
設
定
当

一　

出
版
権
者
の
事
業
能
力
、
信
用
状
態
が
出
版
権
設
定
当
時

時
の
状
況
よ
り
低
下
し
、
教
育
上
支
障
の
な
い
よ
う
に
教
科

の
状
況
よ
り
低
下
し
、
教
育
上
支
障
の
な
い
よ
う
に
教
科
書

書
を
製
造
し
、
及
び
供
給
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
認
め
ら

を
製
造
供
給
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
認
め
ら
れ
る
に
至
つ

れ
る
に
至
つ
た
と
き
。 

た
と
き
。 

二
・
三　

（
略
） 

二
・
三　

（
略
） 

四　

義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
書
等
の
無
償
措
置
に
関
す
る
法

四　

義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
用
図
書
の
無
償
措
置
に
関
す
る
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律
（
昭
和
三
十
八
年
法
律
第
百
八
十
二
号
）
第
十
九
条
の
規

法
律
（
昭
和
三
十
八
年
法
律
第
百
八
十
二
号
）
第
十
九
条
の

定
に
よ
り
文
部
科
学
大
臣
が
教
科
書
発
行
者
の
指
定
を
取
り

規
定
に
よ
り
文
部
科
学
大
臣
が
教
科
用
図
書
発
行
者
の
指
定

消
し
た
と
き
。 

を
取
り
消
し
た
と
き
。 

２　

第
十
一
条
の
協
議
が
調
わ
な
い
と
き
は
、
出
版
権
者
又
は
文

２　

第
十
一
条
の
協
議
が
と
と
の
わ
な
い
と
き
は
、
出
版
権
者
又

部
科
学
大
臣
は
、
出
版
権
を
消
滅
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

は
文
部
科
学
大
臣
は
、
出
版
権
を
消
滅
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る

。

（
文
部
科
学
省
が
著
作
の
名
義
を
有
す
る
他
の
著
作
物
へ
の
準

（
文
部
科
学
省
が
著
作
の
名
義
を
有
す
る
他
の
著
作
物
へ
の
準

用
） 

用
） 

第
十
七
条　

こ
の
法
律
の
規
定
は
、
政
令
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ

第
十
七
条　

こ
の
法
律
の
規
定
は
、
政
令
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ

り
、
教
科
書
以
外
の
教
授
上
用
い
ら
れ
る
著
作
物
で
あ
つ
て
文

り
、
学
校
教
育
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
第
三

部
科
学
省
が
著
作
の
名
義
を
有
す
る
も
の
に
準
用
す
る
。 

十
四
条
第
二
項
（
同
法
第
四
十
九
条
、
第
四
十
九
条
の
八
、
第

 

六
十
二
条
、
第
七
十
条
第
一
項
及
び
第
八
十
二
条
に
お
い
て
準

 

用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
教
材
そ
の
他
の
教
科
書

以
外
の
教
授
上
用
い
ら
れ
る
著
作
物
で
あ
つ
て
文
部
科
学
省
が

著
作
の
名
義
を
有
す
る
も
の
に
準
用
す
る
。
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○　

義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
用
図
書
の
無
償
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
七
年
法
律
第
六
十
号
）
（
抄
）
（
第
四
条
関
係
） 

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
） 

改　
　

正　
　

後

改　
　

正　
　

前

　
　
　

義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
書
等
の
無
償
に
関
す
る
法
律

　
　
　

義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
用
図
書
の
無
償
に
関
す
る
法
律

　

（
趣
旨
） 

　

（
趣
旨
） 

第
一
条　

義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
書
及
び
学
校
教
育
法
（
昭
和

第
一
条　

義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
用
図
書
は
、
無
償
と
す
る
。 

二
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
附
則
第
九
条
に
規
定
す
る
教
科

 

用
の
教
材
は
、
無
償
と
す
る
。 

 

２　

（
略
）

２　

（
略
）

 

42



12

○　

義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
用
図
書
の
無
償
措
置
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
八
年
法
律
第
百
八
十
二
号
）
（
抄
）
（
第
五
条
関
係
） 

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
） 

改　
　

正　
　

後

改　
　

正　
　

前

　
　
　

義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
書
等
の
無
償
措
置
に
関
す
る
法
　
　
　

義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
用
図
書
の
無
償
措
置
に
関
す
る

律

法
律

目
次 

目
次 

第
一
章　

（
略
） 

第
一
章　

（
略
） 

第
二
章　

無
償
給
付
等
及
び
給
与
等
（
第
三
条
―
第
九
条
） 

第
二
章　

無
償
給
付
及
び
給
与
（
第
三
条
―
第
九
条
） 

第
三
章　

（
略
） 

第
三
章　

（
略
） 

第
四
章　

（
略
） 

第
四
章　

（
略
） 

第
五
章　

（
略
） 

第
五
章　

（
略
） 

附
則

附
則

（
こ
の
法
律
の
目
的
） 

（
こ
の
法
律
の
目
的
） 

第
一
条　

こ
の
法
律
は
、
教
科
書
等
の
無
償
給
付
そ
の
他
義
務
教

第
一
条　

こ
の
法
律
は
、
教
科
用
図
書
の
無
償
給
付
そ
の
他
義
務

育
諸
学
校
の
教
科
書
等
を
無
償
と
す
る
措
置
に
つ
い
て
必
要
な

教
育
諸
学
校
の
教
科
用
図
書
を
無
償
と
す
る
措
置
に
つ
い
て
必

事
項
を
定
め
る
と
と
も
に
、
当
該
措
置
の
円
滑
な
実
施
に
資
す

要
な
事
項
を
定
め
る
と
と
も
に
、
当
該
措
置
の
円
滑
な
実
施
に

る
た
め
、
義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
書
等
の
採
択
及
び
発
行
の

資
す
る
た
め
、
義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
用
図
書
の
採
択
及
び

制
度
を
整
備
し
、
も
つ
て
義
務
教
育
の
充
実
を
図
る
こ
と
を
目

発
行
の
制
度
を
整
備
し
、
も
つ
て
義
務
教
育
の
充
実
を
図
る
こ

的
と
す
る
。

と
を
目
的
と
す
る
。

（
定
義
） 

（
定
義
） 

第
二
条　

（
略
） 

第
二
条　

（
略
） 

２　

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
教
科
書
等
」
と
は
、
学
校
教
育
法
第

２　

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
教
科
用
図
書
」
と
は
、
学
校
教
育
法

三
十
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る
教
科
書
（
以
下
「
教
科
書
」
と

第
三
十
四
条
第
一
項
（
同
法
第
四
十
九
条
、
第
四
十
九
条
の
八
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い
う
。
）
及
び
同
法
附
則
第
九
条
に
規
定
す
る
教
科
用
の
教
材

、
第
七
十
条
第
一
項
及
び
第
八
十
二
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場

を
い
う
。 

合
を
含
む
。
）
及
び
附
則
第
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
教
科
用

 

図
書
を
い
う
。 

３　

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
発
行
」
と
は
、
教
科
書
の
発
行
に
関

３　

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
発
行
」
と
は
、
教
科
用
図
書
を
製
造

す
る
臨
時
措
置
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
三
十
二
号
。
以

供
給
す
る
こ
と
を
い
う
。

下
「
臨
時
措
置
法
」
と
い
う
。
）
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る

発
行
を
い
う
。

第
二
章　

無
償
給
付
等
及
び
給
与
等

第
二
章　

無
償
給
付
及
び
給
与

（
教
科
書
等
の
無
償
給
付
等
） 

（
教
科
用
図
書
の
無
償
給
付
） 

第
三
条　

国
は
、
毎
年
度
、
義
務
教
育
諸
学
校
の
児
童
及
び
生
徒

第
三
条　

国
は
、
毎
年
度
、
義
務
教
育
諸
学
校
の
児
童
及
び
生
徒

が
各
学
年
の
課
程
に
お
い
て
使
用
す
る
教
科
書
等
で
あ
つ
て
、

が
各
学
年
の
課
程
に
お
い
て
使
用
す
る
教
科
用
図
書
で
第
十
三

第
十
三
条
、
第
十
四
条
及
び
第
十
六
条
の
規
定
に
よ
り
採
択
さ

条
、
第
十
四
条
及
び
第
十
六
条
の
規
定
に
よ
り
採
択
さ
れ
た
も

れ
た
も
の
に
つ
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
区
分
に
応
じ
、
当

の
を
購
入
し
、
義
務
教
育
諸
学
校
の
設
置
者
に
無
償
で
給
付
す

該
各
号
に
定
め
る
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 

る
も
の
と
す
る
。 

一　

当
該
教
科
書
等
の
う
ち
図
書
で
あ
る
も
の　

購
入
及
び
義

（
新
設
） 

務
教
育
諸
学
校
の
設
置
者
へ
の
無
償
給
付 

 

二　

当
該
教
科
書
等
の
う
ち
電
磁
的
記
録
（
電
子
的
方
式
、
磁

（
新
設
） 

気
的
方
式
そ
の
他
人
の
知
覚
に
よ
つ
て
は
認
識
す
る
こ
と
が

 

で
き
な
い
方
式
で
作
ら
れ
る
記
録
で
あ
つ
て
、
電
子
計
算
機

 

に
よ
る
情
報
処
理
の
用
に
供
さ
れ
る
も
の
を
い
う
。
第
五
条

 

第
一
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
で
あ
る
も
の　

使
用
権
（
許
諾

 

に
よ
り
当
該
電
磁
的
記
録
を
児
童
又
は
生
徒
に
使
用
さ
せ
る

 

こ
と
が
で
き
る
権
利
を
い
う
。
同
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の

 

購
入
及
び
義
務
教
育
諸
学
校
の
設
置
者
へ
の
無
償
移
転
又
は

 

こ
れ
ら
に
類
す
る
も
の
と
し
て
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る
措

 

置
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（
契
約
の
締
結
） 

（
契
約
の
締
結
） 

第
四
条　

文
部
科
学
大
臣
は
、
教
科
書
等
の
発
行
者
と
、
前
条
の

第
四
条　

文
部
科
学
大
臣
は
、
教
科
用
図
書
の
発
行
者
と
、
前
条

規
定
に
よ
る
措
置
を
講
ず
る
た
め
の
契
約
を
締
結
す
る
も
の
と

の
規
定
に
よ
り
購
入
す
べ
き
教
科
用
図
書
を
購
入
す
る
旨
の
契

す
る
。

約
を
締
結
す
る
も
の
と
す
る
。

（
教
科
書
等
の
給
与
等
） 

（
教
科
用
図
書
の
給
与
） 

第
五
条　

義
務
教
育
諸
学
校
の
設
置
者
は
、
第
三
条
（
第
一
号
に

第
五
条　

義
務
教
育
諸
学
校
の
設
置
者
は
、
第
三
条
の
規
定
に
よ

係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
に
よ
り
国
か
ら
無
償
で
給
付
さ

り
国
か
ら
無
償
で
給
付
さ
れ
た
教
科
用
図
書
を
、
そ
れ
ぞ
れ
当

れ
た
図
書
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
学
校
の
校
長
を
通
じ

該
学
校
の
校
長
を
通
じ
て
児
童
又
は
生
徒
に
給
与
す
る
も
の
と

て
児
童
又
は
生
徒
に
給
与
し
、
同
条
（
第
二
号
に
係
る
部
分
に

す
る
。 

限
る
。
）
の
規
定
に
よ
り
国
か
ら
移
転
を
受
け
た
使
用
権
に
係

 

る
電
磁
的
記
録
に
つ
い
て
は
、
児
童
又
は
生
徒
に
無
償
で
使
用

 

さ
せ
る
も
の
と
す
る
。 

 

２　

学
年
の
中
途
に
お
い
て
転
学
し
た
児
童
又
は
生
徒
に
つ
い
て

２　

学
年
の
中
途
に
お
い
て
転
学
し
た
児
童
又
は
生
徒
に
つ
い
て

は
、
そ
の
転
学
後
に
お
い
て
使
用
す
る
教
科
書
等
は
、
前
項
の

は
、
そ
の
転
学
後
に
お
い
て
使
用
す
る
教
科
用
図
書
は
、
前
項

規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る
場
合
を
除
き

の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る
場
合
を
除

、
給
与
せ
ず
、
又
は
無
償
で
使
用
さ
せ
な
い
も
の
と
す
る
。

き
、
給
与
し
な
い
も
の
と
す
る
。

（
都
道
府
県
の
教
育
委
員
会
の
責
務
） 

（
都
道
府
県
の
教
育
委
員
会
の
責
務
） 

第
六
条　

都
道
府
県
の
教
育
委
員
会
は
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ

第
六
条　

都
道
府
県
の
教
育
委
員
会
は
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ

に
よ
り
、
前
三
条
の
規
定
に
よ
る
措
置
の
実
施
に
関
し
必
要
な

に
よ
り
、
教
科
用
図
書
の
無
償
給
付
及
び
給
与
の
実
施
に
関
し

事
務
を
行
う
も
の
と
す
る
。

必
要
な
事
務
を
行
な
う
も
の
と
す
る
。

 
 

（
政
令
へ
の
委
任
） 

（
政
令
へ
の
委
任
） 

第
九
条　

こ
の
章
に
規
定
す
る
も
の
の
ほ
か
、
第
三
条
か
ら
第
五

第
九
条　

こ
の
章
に
規
定
す
る
も
の
の
ほ
か
、
教
科
用
図
書
の
無

条
ま
で
の
規
定
に
よ
る
措
置
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
政
令
で

償
給
付
及
び
給
与
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
政
令
で
定
め
る
。 

定
め
る
。
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（
都
道
府
県
の
教
育
委
員
会
の
任
務
） 

（
都
道
府
県
の
教
育
委
員
会
の
任
務
） 

第
十
条　

都
道
府
県
の
教
育
委
員
会
は
、
当
該
都
道
府
県
内
の
義

第
十
条　

都
道
府
県
の
教
育
委
員
会
は
、
当
該
都
道
府
県
内
の
義

務
教
育
諸
学
校
に
お
い
て
使
用
す
る
教
科
書
等
の
採
択
の
適
正

務
教
育
諸
学
校
に
お
い
て
使
用
す
る
教
科
用
図
書
の
採
択
の
適

な
実
施
を
図
る
た
め
、
義
務
教
育
諸
学
校
に
お
い
て
使
用
す
る

正
な
実
施
を
図
る
た
め
、
義
務
教
育
諸
学
校
に
お
い
て
使
用
す

教
科
書
等
の
研
究
に
関
し
、
計
画
し
、
及
び
実
施
す
る
と
と
も

る
教
科
用
図
書
の
研
究
に
関
し
、
計
画
し
、
及
び
実
施
す
る
と

に
、
市
町
村
（
特
別
区
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
の
教
育
委
員

と
も
に
、
市
（
特
別
区
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
町
村
の
教
育

会
及
び
義
務
教
育
諸
学
校
（
公
立
の
義
務
教
育
諸
学
校
を
除
く

委
員
会
及
び
義
務
教
育
諸
学
校
（
公
立
の
義
務
教
育
諸
学
校
を

。
）
の
校
長
の
行
う
採
択
に
関
す
る
事
務
に
つ
い
て
、
適
切
な

除
く
。
）
の
校
長
の
行
う
採
択
に
関
す
る
事
務
に
つ
い
て
、
適

指
導
、
助
言
又
は
援
助
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

切
な
指
導
、
助
言
又
は
援
助
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
教
科
書
等
選
定
審
議
会
） 

（
教
科
用
図
書
選
定
審
議
会
） 

第
十
一
条　

都
道
府
県
の
教
育
委
員
会
は
、
前
条
の
規
定
に
よ
り

第
十
一
条　

都
道
府
県
の
教
育
委
員
会
は
、
前
条
の
規
定
に
よ
り

指
導
、
助
言
又
は
援
助
を
行
う
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
教
科
書

指
導
、
助
言
又
は
援
助
を
行
な
お
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か

等
選
定
審
議
会
（
以
下
「
選
定
審
議
会
」
と
い
う
。
）
の
意
見

じ
め
教
科
用
図
書
選
定
審
議
会
（
以
下
「
選
定
審
議
会
」
と
い

を
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

う
。
）
の
意
見
を
き
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２
・
３　

（
略
）

２
・
３　

（
略
）

（
採
択
地
区
） 

（
採
択
地
区
） 

第
十
二
条　

都
道
府
県
の
教
育
委
員
会
は
、
当
該
都
道
府
県
の
区

第
十
二
条　

都
道
府
県
の
教
育
委
員
会
は
、
当
該
都
道
府
県
の
区

域
に
つ
い
て
、
市
町
村
の
区
域
又
は
こ
れ
ら
の
区
域
を
併
せ
た

域
に
つ
い
て
、
市
町
村
の
区
域
又
は
こ
れ
ら
の
区
域
を
併
せ
た

地
域
に
、
教
科
書
等
の
採
択
に
係
る
地
区
（
以
下
こ
の
章
に
お

地
域
に
、
教
科
用
図
書
採
択
地
区
（
以
下
こ
の
章
に
お
い
て
「

い
て
「
採
択
地
区
」
と
い
う
。
）
を
設
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

採
択
地
区
」
と
い
う
。
）
を
設
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

い
。 

 

２　

都
道
府
県
の
教
育
委
員
会
は
、
採
択
地
区
を
設
定
し
、
又
は

２　

都
道
府
県
の
教
育
委
員
会
は
、
採
択
地
区
を
設
定
し
、
又
は

変
更
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
市
町
村
の
教
育
委
員
会
の
意

変
更
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
市
町
村
の
教
育
委

見
を
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

員
会
の
意
見
を
き
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３　

都
道
府
県
の
教
育
委
員
会
は
、
採
択
地
区
を
設
定
し
、
又
は

３　

都
道
府
県
の
教
育
委
員
会
は
、
採
択
地
区
を
設
定
し
、
又
は

46



16

変
更
し
た
と
き
は
、
速
や
か
に
こ
れ
を
告
示
す
る
と
と
も
に
、

変
更
し
た
と
き
は
、
す
み
や
か
に
こ
れ
を
告
示
す
る
と
と
も
に

文
部
科
学
大
臣
に
そ
の
旨
を
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

、
文
部
科
学
大
臣
に
そ
の
旨
を
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
教
科
書
等
の
採
択
） 

（
教
科
用
図
書
の
採
択
） 

第
十
三
条　

都
道
府
県
内
の
義
務
教
育
諸
学
校
（
都
道
府
県
立
の

第
十
三
条　

都
道
府
県
内
の
義
務
教
育
諸
学
校
（
都
道
府
県
立
の

義
務
教
育
諸
学
校
を
除
く
。
）
に
お
い
て
使
用
す
る
教
科
書
等

義
務
教
育
諸
学
校
を
除
く
。
）
に
お
い
て
使
用
す
る
教
科
用
図

の
採
択
は
、
第
十
条
の
規
定
に
よ
つ
て
当
該
都
道
府
県
の
教
育

書
の
採
択
は
、
第
十
条
の
規
定
に
よ
つ
て
当
該
都
道
府
県
の
教

委
員
会
が
行
う
指
導
、
助
言
又
は
援
助
に
よ
り
、
種
目
（
教
科

育
委
員
会
が
行
な
う
指
導
、
助
言
又
は
援
助
に
よ
り
、
種
目
（

書
等
の
教
科
ご
と
に
分
類
さ
れ
た
単
位
を
い
う
。
以
下
同
じ
。

教
科
用
図
書
の
教
科
ご
と
に
分
類
さ
れ
た
単
位
を
い
う
。
以
下

）
ご
と
に
一
種
の
教
科
書
等
に
つ
い
て
行
う
も
の
と
す
る
。 

同
じ
。
）
ご
と
に
一
種
の
教
科
用
図
書
に
つ
い
て
行
な
う
も
の

 

と
す
る
。 

２　

都
道
府
県
立
の
義
務
教
育
諸
学
校
に
お
い
て
使
用
す
る
教
科

２　

都
道
府
県
立
の
義
務
教
育
諸
学
校
に
お
い
て
使
用
す
る
教
科

書
等
の
採
択
は
、
あ
ら
か
じ
め
選
定
審
議
会
の
意
見
を
聴
い
て

用
図
書
の
採
択
は
、
あ
ら
か
じ
め
選
定
審
議
会
の
意
見
を
き
い

、
種
目
ご
と
に
一
種
の
教
科
書
等
に
つ
い
て
行
う
も
の
と
す
る

て
、
種
目
ご
と
に
一
種
の
教
科
用
図
書
に
つ
い
て
行
な
う
も
の

。 

と
す
る
。 

３　

公
立
の
中
学
校
で
学
校
教
育
法
第
七
十
一
条
の
規
定
に
よ
り

３　

公
立
の
中
学
校
で
学
校
教
育
法
第
七
十
一
条
の
規
定
に
よ
り

高
等
学
校
に
お
け
る
教
育
と
一
貫
し
た
教
育
を
施
す
も
の
及
び

高
等
学
校
に
お
け
る
教
育
と
一
貫
し
た
教
育
を
施
す
も
の
及
び

公
立
の
中
等
教
育
学
校
の
前
期
課
程
に
お
い
て
使
用
す
る
教
科

公
立
の
中
等
教
育
学
校
の
前
期
課
程
に
お
い
て
使
用
す
る
教
科

書
等
に
つ
い
て
は
、
市
町
村
の
教
育
委
員
会
又
は
都
道
府
県
の

用
図
書
に
つ
い
て
は
、
市
町
村
の
教
育
委
員
会
又
は
都
道
府
県

教
育
委
員
会
は
、
前
二
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
学
校
ご
と

の
教
育
委
員
会
は
、
前
二
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
学
校
ご

に
、
種
目
ご
と
に
一
種
の
教
科
書
等
の
採
択
を
行
う
も
の
と
す

と
に
、
種
目
ご
と
に
一
種
の
教
科
用
図
書
の
採
択
を
行
う
も
の

る
。 

と
す
る
。 

４　

第
一
項
の
場
合
に
お
い
て
、
採
択
地
区
が
二
以
上
の
市
町
村

４　

第
一
項
の
場
合
に
お
い
て
、
採
択
地
区
が
二
以
上
の
市
町
村

の
区
域
を
併
せ
た
地
域
で
あ
る
と
き
は
、
当
該
採
択
地
区
内
の

の
区
域
を
併
せ
た
地
域
で
あ
る
と
き
は
、
当
該
採
択
地
区
内
の

市
町
村
の
教
育
委
員
会
は
、
協
議
に
よ
り
規
約
を
定
め
、
当
該

市
町
村
の
教
育
委
員
会
は
、
協
議
に
よ
り
規
約
を
定
め
、
当
該

採
択
地
区
内
の
市
町
村
立
の
小
学
校
、
中
学
校
及
び
義
務
教
育

採
択
地
区
内
の
市
町
村
立
の
小
学
校
、
中
学
校
及
び
義
務
教
育

学
校
に
お
い
て
使
用
す
る
教
科
書
等
の
採
択
に
つ
い
て
協
議
を

学
校
に
お
い
て
使
用
す
る
教
科
用
図
書
の
採
択
に
つ
い
て
協
議

行
う
た
め
の
協
議
会
（
次
項
及
び
第
十
七
条
に
お
い
て
「
採
択

を
行
う
た
め
の
協
議
会
（
次
項
及
び
第
十
七
条
に
お
い
て
「
採
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地
区
協
議
会
」
と
い
う
。
）
を
設
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

択
地
区
協
議
会
」
と
い
う
。
）
を
設
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

５　

前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
採
択
地
区
内
の
市
町
村
の
教

５　

前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
採
択
地
区
内
の
市
町
村
の
教

育
委
員
会
は
、
採
択
地
区
協
議
会
に
お
け
る
協
議
の
結
果
に
基

育
委
員
会
は
、
採
択
地
区
協
議
会
に
お
け
る
協
議
の
結
果
に
基

づ
き
、
種
目
ご
と
に
同
一
の
教
科
書
等
を
採
択
し
な
け
れ
ば
な

づ
き
、
種
目
ご
と
に
同
一
の
教
科
用
図
書
を
採
択
し
な
け
れ
ば

ら
な
い
。 

な
ら
な
い
。 

６　

第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
及
び
前
項
の
採
択
（
教
科
書
の
採

６　

第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
及
び
前
項
の
採
択
は
、
教
科
書
の

択
に
限
る
。
）
は
、
臨
時
措
置
法
第
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ

発
行
に
関
す
る
臨
時
措
置
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
三
十

り
文
部
科
学
大
臣
か
ら
送
付
さ
れ
る
目
録
に
登
載
さ
れ
た
教
科

二
号
。
以
下
「
臨
時
措
置
法
」
と
い
う
。
）
第
六
条
第
一
項
の

書
の
う
ち
か
ら
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

規
定
に
よ
り
文
部
科
学
大
臣
か
ら
送
付
さ
れ
る
目
録
に
登
載
さ

れ
た
教
科
用
図
書
の
う
ち
か
ら
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た

だ
し
、
学
校
教
育
法
附
則
第
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
教
科
用

図
書
に
つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

（
同
一
教
科
書
等
を
採
択
す
る
期
間
） 

（
同
一
教
科
用
図
書
を
採
択
す
る
期
間
） 

第
十
四
条　

義
務
教
育
諸
学
校
に
お
い
て
使
用
す
る
教
科
書
等
に

第
十
四
条　

義
務
教
育
諸
学
校
に
お
い
て
使
用
す
る
教
科
用
図
書

つ
い
て
は
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
政
令
で
定
め
る

に
つ
い
て
は
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
政
令
で
定
め

期
間
、
毎
年
度
、
種
目
ご
と
に
同
一
の
教
科
書
等
を
採
択
す
る

る
期
間
、
毎
年
度
、
種
目
ご
と
に
同
一
の
教
科
用
図
書
を
採
択

も
の
と
す
る
。

す
る
も
の
と
す
る
。

（
採
択
し
た
教
科
書
等
の
種
類
等
の
公
表
） 

（
採
択
し
た
教
科
用
図
書
の
種
類
等
の
公
表
） 

第
十
五
条　

市
町
村
の
教
育
委
員
会
、
都
道
府
県
の
教
育
委
員
会

第
十
五
条　

市
町
村
の
教
育
委
員
会
、
都
道
府
県
の
教
育
委
員
会

及
び
義
務
教
育
諸
学
校
（
公
立
の
義
務
教
育
諸
学
校
を
除
く
。

及
び
義
務
教
育
諸
学
校
（
公
立
の
義
務
教
育
諸
学
校
を
除
く
。

）
の
校
長
は
、
義
務
教
育
諸
学
校
に
お
い
て
使
用
す
る
教
科
書

）
の
校
長
は
、
義
務
教
育
諸
学
校
に
お
い
て
使
用
す
る
教
科
用

等
を
採
択
し
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
当
該
教
科
書
等
の
種
類

図
書
を
採
択
し
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
当
該
教
科
用
図
書
の

、
当
該
教
科
書
等
を
採
択
し
た
理
由
そ
の
他
文
部
科
学
省
令
で

種
類
、
当
該
教
科
用
図
書
を
採
択
し
た
理
由
そ
の
他
文
部
科
学

定
め
る
事
項
を
公
表
す
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

省
令
で
定
め
る
事
項
を
公
表
す
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

（
指
定
都
市
に
関
す
る
特
例
） 

（
指
定
都
市
に
関
す
る
特
例
） 
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第
十
六
条　

（
略
） 

第
十
六
条　

（
略
） 

２　

指
定
都
市
の
教
育
委
員
会
は
、
第
十
条
の
規
定
に
よ
つ
て
都

２　

指
定
都
市
の
教
育
委
員
会
は
、
第
十
条
の
規
定
に
よ
つ
て
都

道
府
県
の
教
育
委
員
会
が
行
う
指
導
、
助
言
又
は
援
助
に
よ
り

道
府
県
の
教
育
委
員
会
が
行
う
指
導
、
助
言
又
は
援
助
に
よ
り

、
前
項
の
採
択
地
区
ご
と
に
、
当
該
採
択
地
区
内
の
指
定
都
市

、
前
項
の
採
択
地
区
ご
と
に
、
当
該
採
択
地
区
内
の
指
定
都
市

の
設
置
す
る
小
学
校
、
中
学
校
及
び
義
務
教
育
学
校
に
お
い
て

の
設
置
す
る
小
学
校
、
中
学
校
及
び
義
務
教
育
学
校
に
お
い
て

使
用
す
る
教
科
書
等
と
し
て
、
種
目
ご
と
に
一
種
の
教
科
書
等

使
用
す
る
教
科
用
図
書
と
し
て
、
種
目
ご
と
に
一
種
の
教
科
用

を
採
択
す
る
。 

図
書
を
採
択
す
る
。 

３　

（
略
）

３　

（
略
）

（
発
行
者
の
指
定
） 

（
発
行
者
の
指
定
） 

第
十
八
条　

文
部
科
学
大
臣
は
、
義
務
教
育
諸
学
校
に
お
い
て
使

第
十
八
条　

文
部
科
学
大
臣
は
、
義
務
教
育
諸
学
校
に
お
い
て
使

用
す
る
教
科
書
の
発
行
を
担
当
す
る
者
で
次
に
掲
げ
る
基
準
に

用
す
る
教
科
用
図
書
（
学
校
教
育
法
附
則
第
九
条
第
一
項
に
規

該
当
す
る
も
の
を
、
そ
の
者
の
申
請
に
基
づ
き
、
教
科
書
発
行

定
す
る
教
科
用
図
書
を
除
く
。
以
下
こ
の
章
に
お
い
て
同
じ
。

者
と
し
て
指
定
す
る
。 

）
の
発
行
を
担
当
す
る
者
で
次
に
掲
げ
る
基
準
に
該
当
す
る
も

 

の
を
、
そ
の
者
の
申
請
に
基
づ
き
、
教
科
用
図
書
発
行
者
と
し

 

て
指
定
す
る
。 

一　

次
の
い
ず
れ
か
に
掲
げ
る
者
で
な
い
も
の
で
あ
る
こ
と
。 

一　

次
の
い
ず
れ
か
に
掲
げ
る
者
で
な
い
も
の
で
あ
る
こ
と
。 

イ
・
ロ　

（
略
） 

イ
・
ロ　

（
略
） 

ハ　

拘
禁
刑
以
上
の
刑
に
処
せ
ら
れ
、
又
は
こ
の
法
律
の
規

ハ　

拘
禁
刑
以
上
の
刑
に
処
せ
ら
れ
、
又
は
こ
の
法
律
の
規

定
に
違
反
し
、
若
し
く
は
義
務
教
育
諸
学
校
に
お
い
て
使

定
に
違
反
し
、
若
し
く
は
義
務
教
育
諸
学
校
に
お
い
て
使

用
す
る
教
科
書
の
採
択
に
関
し
刑
法
（
明
治
四
十
年
法
律

用
す
る
教
科
用
図
書
の
採
択
に
関
し
刑
法
（
明
治
四
十
年

第
四
十
五
号
）
第
百
九
十
八
条
若
し
く
は
第
二
百
三
十
三

法
律
第
四
十
五
号
）
第
百
九
十
八
条
若
し
く
は
第
二
百
三

条
の
罪
、
組
織
的
な
犯
罪
の
処
罰
及
び
犯
罪
収
益
の
規
制

十
三
条
の
罪
、
組
織
的
な
犯
罪
の
処
罰
及
び
犯
罪
収
益
の

等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
一
年
法
律
第
百
三
十
六
号
）

規
制
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
一
年
法
律
第
百
三
十
六

第
三
条
第
一
項
（
同
項
第
十
一
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。

号
）
第
三
条
第
一
項
（
同
項
第
十
一
号
に
係
る
部
分
に
限

）
若
し
く
は
同
条
第
二
項
（
同
条
第
一
項
第
十
一
号
に
係

る
。
）
若
し
く
は
同
条
第
二
項
（
同
条
第
一
項
第
十
一
号

る
部
分
に
限
る
。
）
の
罪
若
し
く
は
公
職
に
あ
る
者
等
の

に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
罪
若
し
く
は
公
職
に
あ
る
者

あ
っ
せ
ん
行
為
に
よ
る
利
得
等
の
処
罰
に
関
す
る
法
律
（

等
の
あ
っ
せ
ん
行
為
に
よ
る
利
得
等
の
処
罰
に
関
す
る
法
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平
成
十
二
年
法
律
第
百
三
十
号
）
第
四
条
の
罪
を
犯
し
て

律
（
平
成
十
二
年
法
律
第
百
三
十
号
）
第
四
条
の
罪
を
犯

罰
金
の
刑
に
処
せ
ら
れ
、
そ
の
刑
の
執
行
を
終
わ
つ
た
日

し
て
罰
金
の
刑
に
処
せ
ら
れ
、
そ
の
刑
の
執
行
を
終
わ
つ

又
は
執
行
を
受
け
る
こ
と
が
な
く
な
つ
た
日
か
ら
三
年
を

た
日
又
は
執
行
を
受
け
る
こ
と
が
な
く
な
つ
た
日
か
ら
三

経
過
し
て
い
な
い
者 

年
を
経
過
し
て
い
な
い
者 

ニ
・
ホ　

（
略
） 

ニ
・
ホ　

（
略
） 

二　

（
略
） 

二　

（
略
） 

２　

（
略
）

２　

（
略
）

（
指
定
の
取
消
し
） 

（
指
定
の
取
消
し
） 

第
十
九
条　

文
部
科
学
大
臣
は
、
教
科
書
発
行
者
が
次
の
各
号
の

第
十
九
条　

文
部
科
学
大
臣
は
、
教
科
用
図
書
発
行
者
が
次
の
各

い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
つ
た
と
き
は
、
前
条
第
一
項

号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
つ
た
と
き
は
、
前
条
第

の
指
定
を
取
り
消
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
項
の
指
定
を
取
り
消
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
・
二　

（
略
）

一
・
二　

（
略
）

（
報
告
及
び
資
料
の
提
出
） 

（
報
告
及
び
資
料
の
提
出
） 

第
二
十
条　

文
部
科
学
大
臣
は
、
教
科
書
発
行
者
に
つ
い
て
、
第

第
二
十
条　

文
部
科
学
大
臣
は
、
教
科
用
図
書
発
行
者
に
つ
い
て

十
八
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
基
準
に
適
合
し
て
い
る
か
ど
う

、
第
十
八
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
基
準
に
適
合
し
て
い
る
か

か
を
調
査
す
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
教
科
書

ど
う
か
を
調
査
す
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
教

発
行
者
に
対
し
、
必
要
な
報
告
又
は
資
料
の
提
出
を
求
め
る
こ

科
用
図
書
発
行
者
に
対
し
、
必
要
な
報
告
又
は
資
料
の
提
出
を

と
が
で
き
る
。

求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
発
行
の
指
示
の
取
消
し
） 

（
発
行
の
指
示
の
取
消
し
） 

第
二
十
一
条　

文
部
科
学
大
臣
は
、
教
科
書
発
行
者
が
第
十
九
条

第
二
十
一
条　

文
部
科
学
大
臣
は
、
教
科
用
図
書
発
行
者
が
第
十

の
規
定
に
よ
り
指
定
を
取
り
消
さ
れ
た
と
き
は
、
そ
の
者
に
係

九
条
の
規
定
に
よ
り
指
定
を
取
り
消
さ
れ
た
と
き
は
、
そ
の
者

る
臨
時
措
置
法
第
八
条
の
規
定
に
よ
る
発
行
の
指
示
を
取
り
消

に
係
る
臨
時
措
置
法
第
八
条
の
規
定
に
よ
る
発
行
の
指
示
を
取

さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

り
消
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
臨
時
措
置
法
と
の
関
係
） 

（
臨
時
措
置
法
と
の
関
係
） 
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第
二
十
二
条　

教
科
書
の
発
行
及
び
教
科
書
発
行
者
に
つ
い
て
は

第
二
十
二
条　

教
科
用
図
書
の
発
行
及
び
教
科
用
図
書
発
行
者
に

、
こ
の
章
に
規
定
す
る
も
の
の
ほ
か
、
臨
時
措
置
法
の
定
め
る

つ
い
て
は
、
こ
の
章
に
規
定
す
る
も
の
の
ほ
か
、
臨
時
措
置
法

と
こ
ろ
に
よ
る
。

の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

附　

則 

附　

則 

 

（
経
過
規
定
） 

（
削
る
） 

３　

昭
和
三
十
九
年
度
に
義
務
教
育
諸
学
校
に
お
い
て
使
用
さ
れ

 

る
教
科
用
図
書
の
購
入
に
つ
い
て
は
、
第
三
条
中
「
第
十
三
条

 

か
ら
第
十
六
条
ま
で
の
規
定
に
よ
り
採
択
さ
れ
た
も
の
」
と
あ

 

る
の
は
、
「
当
該
義
務
教
育
諸
学
校
に
つ
い
て
採
択
さ
れ
た
も

の
」
と
す
る
。

（
削
る
） 

４　

当
分
の
間
、
第
五
条
の
規
定
に
よ
り
教
科
用
図
書
の
給
与
を

 

受
け
る
児
童
及
び
生
徒
の
範
囲
は
、
同
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら

ず
、
政
令
で
定
め
る
。

 

（
教
科
書
の
発
行
に
関
す
る
臨
時
措
置
法
の
一
部
改
正
） 

（
削
る
） 

５　

教
科
書
の
発
行
に
関
す
る
臨
時
措
置
法
（
昭
和
二
十
三
年
法

 

律
第
百
三
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

（
略
）

 

（
教
科
書
の
発
行
に
関
す
る
臨
時
措
置
法
の
一
部
改
正
に
伴
う

 
経
過
規
定
） 

（
削
る
） 

６　

昭
和
三
十
九
年
度
に
義
務
教
育
諸
学
校
に
お
い
て
使
用
さ
れ

 

る
教
科
用
図
書
に
つ
い
て
は
、
こ
の
法
律
に
よ
る
改
正
後
の
教

 

科
書
の
発
行
に
関
す
る
臨
時
措
置
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第

 

百
三
十
二
号
）
第
六
条
第
一
項
の
規
定
中
「
目
録
（
義
務
教
育

 

諸
学
校
の
教
科
書
に
つ
い
て
は
、
義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
用
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図
書
の
無
償
措
置
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
八
年
法
律
第
百

 

八
十
二
号
）
第
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
教
科
用
図
書
発
行

 

者
の
届
出
に
基
づ
く
も
の
に
限
る
。
）
」
と
あ
る
の
は
「
目
録

」
と
読
み
替
え
て
同
項
の
規
定
を
適
用
す
る
。

 

（
文
部
省
設
置
法
の
一
部
改
正
） 

（
削
る
） 

７　

文
部
省
設
置
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
四
十
六
号
）
の

 

一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

（
略
）

 

（
文
部
省
著
作
教
科
書
の
出
版
権
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改

 

正
） 

（
削
る
） 

８　

文
部
省
著
作
教
科
書
の
出
版
権
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二

 

十
四
年
法
律
第
百
四
十
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す

る
。 （

略
）

 

（
盲
学
校
、
聾
学
校
及
び
養
護
学
校
へ
の
就
学
奨
励
に
関
す
る

ろ
う

 

法
律
の
一
部
改
正
） 

（
削
る
） 

９　

盲
学
校
、
聾
学
校
及
び
養
護
学
校
へ
の
就
学
奨
励
に
関
す
る

ろ
う

 

法
律
（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
百
四
十
四
号
）
の
一
部
を
次
の

よ
う
に
改
正
す
る
。 

（
略
）

 

（
盲
学
校
、
聾
学
校
及
び
養
護
学
校
へ
の
就
学
奨
励
に
関
す
る

ろ
う

 

法
律
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
規
定
） 

（
削
る
） 

　

当
分
の
間
、
盲
学
校
、
聾
学
校
及
び
養
護
学
校
の
小
学
部
又

ろ
う

10

 

は
中
学
部
の
児
童
又
は
生
徒
で
義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
用
図
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書
の
無
償
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
七
年
法
律
第
六
十
号
）

 

附
則
第
二
項
及
び
こ
の
法
律
の
附
則
第
四
項
の
規
定
に
基
づ
く

 

政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
教
科
用
図
書
の
給
与
を
受
け
な

 

い
こ
と
と
な
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
こ
の
法
律
に
よ
る
改
正
後

 

の
盲
学
校
、
聾
学
校
及
び
養
護
学
校
へ
の
就
学
奨
励
に
関
す
る

ろ
う

 

法
律
（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
百
四
十
四
号
）
第
二
条
第
一
項

 

各
号
列
記
以
外
の
部
分
中
「
第
二
号
か
ら
第
六
号
ま
で
」
と
あ

 

る
の
は
「
次
の
各
号
」
と
読
み
替
え
て
同
項
の
規
定
を
適
用
す

る
。

 

（
就
学
困
難
な
児
童
及
び
生
徒
に
係
る
就
学
奨
励
に
つ
い
て
の

 

国
の
援
助
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
） 

（
削
る
） 

　

就
学
困
難
な
児
童
及
び
生
徒
に
係
る
就
学
奨
励
に
つ
い
て
の

11

 

国
の
援
助
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
一
年
法
律
第
四
十
号
）

の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

（
略
）

 

（
就
学
困
難
な
児
童
及
び
生
徒
に
係
る
就
学
奨
励
に
つ
い
て
の

 

国
の
援
助
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
規
定
） 

（
削
る
） 

　

当
分
の
間
、
こ
の
法
律
に
よ
る
改
正
後
の
就
学
困
難
な
児
童

12

 

及
び
生
徒
に
係
る
就
学
奨
励
に
つ
い
て
の
国
の
援
助
に
関
す
る

 

法
律
（
昭
和
三
十
一
年
法
律
第
四
十
号
）
第
二
条
に
規
定
す
る

 
学
齢
児
童
又
は
学
齢
生
徒
で
義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
用
図
書

の
無
償
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
七
年
法
律
第
六
十
号
）
附

則
第
二
項
及
び
こ
の
法
律
の
附
則
第
四
項
の
規
定
に
基
づ
く
政

令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
教
科
用
図
書
の
給
与
を
受
け
な
い

こ
と
と
な
る
も
の
の
保
護
者
に
つ
い
て
は
、
就
学
困
難
な
児
童

及
び
生
徒
に
係
る
就
学
奨
励
に
つ
い
て
の
国
の
援
助
に
関
す
る
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法
律
第
二
条
各
号
列
記
以
外
の
部
分
中
「
学
用
品
若
し
く
は
そ

の
購
入
費
」
と
あ
る
の
は
「
同
法
第
二
十
一
条
第
一
項
（
同
法

第
四
十
条
で
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
教
科
用
図
書
（
以

下
「
教
科
用
図
書
」
と
い
う
。
）
若
し
く
は
そ
の
購
入
費
、
学

用
品
若
し
く
は
そ
の
購
入
費
」
と
、
同
条
第
一
号
中
「
学
用
品

若
し
く
は
そ
の
購
入
費
」
と
あ
る
の
は
「
教
科
用
図
書
若
し
く

は
そ
の
購
入
費
、
学
用
品
若
し
く
は
そ
の
購
入
費
」
と
、
そ
れ

ぞ
れ
読
み
替
え
て
同
条
の
規
定
を
適
用
す
る
。 
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○　

著
作
権
法
（
昭
和
四
十
五
年
法
律
第
四
十
八
号
）
（
抄
）
（
第
六
条
関
係
）　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

 

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
） 

 
  

改　
　

正　
　

後

改　
　

正　
　

前

  
  

（
同
一
性
保
持
権
） 

（
同
一
性
保
持
権
） 

 

 

第
二
十
条　

（
略
） 

第
二
十
条　

（
略
） 

 

 

２　

前
項
の
規
定
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
改
変

２　

前
項
の
規
定
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
改
変

 

 

に
つ
い
て
は
、
適
用
し
な
い
。 

に
つ
い
て
は
、
適
用
し
な
い
。 

 

 

一　

第
三
十
三
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
（
こ
れ
ら
の
規
定

一　

第
三
十
三
条
第
一
項
（
同
条
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る

 

 

を
同
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
第

場
合
を
含
む
。
）
、
第
三
十
三
条
の
二
第
一
項
、
第
三
十
三

 

 

三
十
三
条
の
二
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
又
は
第
三
十
四
条

条
の
三
第
一
項
又
は
第
三
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
著

 

 

第
一
項
の
規
定
に
よ
り
著
作
物
を
利
用
す
る
場
合
に
お
け
る

作
物
を
利
用
す
る
場
合
に
お
け
る
用
字
又
は
用
語
の
変
更
そ

 

 

用
字
又
は
用
語
の
変
更
そ
の
他
の
改
変
で
、
学
校
教
育
の
目

の
他
の
改
変
で
、
学
校
教
育
の
目
的
上
や
む
を
得
な
い
と
認

 

 

的
上
や
む
を
得
な
い
と
認
め
ら
れ
る
も
の 

め
ら
れ
る
も
の 

 

 

二
～
四　

（
略
）

二
～
四　

（
略
）

  
  

（
教
科
書
等
へ
の
掲
載
等
） 

（
教
科
用
図
書
等
へ
の
掲
載
） 

 

 

第
三
十
三
条　

公
表
さ
れ
た
著
作
物
は
、
学
校
教
育
の
目
的
上
必

第
三
十
三
条　

公
表
さ
れ
た
著
作
物
は
、
学
校
教
育
の
目
的
上
必

 

 

要
と
認
め
ら
れ
る
限
度
に
お
い
て
、
教
科
書
（
学
校
教
育
法
（

要
と
認
め
ら
れ
る
限
度
に
お
い
て
、
教
科
用
図
書
（
学
校
教
育

 

 

昭
和
二
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
第
三
十
四
条
第
一
項
に
規

法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
第
三
十
四
条
第
一
項

 

 

定
す
る
教
科
書
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
に
お
い
て
同

（
同
法
第
四
十
九
条
、
第
四
十
九
条
の
八
、
第
六
十
二
条
、
第

 

 

じ
。
）
に
掲
載
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

七
十
条
第
一
項
及
び
第
八
十
二
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を

 

 
 

含
む
。
）
に
規
定
す
る
教
科
用
図
書
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）

 

 
 

に
掲
載
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

 

 

２　

教
科
書
に
掲
載
さ
れ
た
著
作
物
は
、
義
務
教
育
諸
学
校
の
教

（
新
設
） 

 

 

科
書
等
の
無
償
措
置
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
八
年
法
律
第

 
 

 

百
八
十
二
号
）
第
十
三
条
の
規
定
に
よ
る
教
科
書
の
採
択
、
教

 
 

 

科
書
の
発
行
に
関
す
る
臨
時
措
置
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
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百
三
十
二
号
）
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
発
行
そ
の
他
こ
れ

 
 

 
ら
に
準
ず
る
行
為
と
し
て
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る
も
の
又
は

 
 

 
学
校
教
育
の
目
的
上
必
要
な
教
科
書
と
し
て
の
通
常
の
使
用
（

 
 

 

営
利
を
目
的
と
し
な
い
も
の
に
限
る
。
）
に
伴
つ
て
、
必
要
と

 
 

 

認
め
ら
れ
る
限
度
に
お
い
て
、
い
ず
れ
の
方
法
に
よ
る
か
を
問

 
 

 

わ
ず
、
利
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
当
該
著
作
物
の

 
 

 

種
類
及
び
用
途
並
び
に
当
該
利
用
の
態
様
に
照
ら
し
著
作
権
者

 
 

 

の
利
益
を
不
当
に
害
す
る
こ
と
と
な
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で

 
 

 

な
い
。 

 
 

 

３　

第
一
項
の
規
定
に
よ
り
著
作
物
を
教
科
書
に
掲
載
す
る
者
は

２　

前
項
の
規
定
に
よ
り
著
作
物
を
教
科
用
図
書
に
掲
載
す
る
者

 

 

、
そ
の
旨
を
著
作
者
に
通
知
す
る
と
と
も
に
、
同
項
の
規
定
の

は
、
そ
の
旨
を
著
作
者
に
通
知
す
る
と
と
も
に
、
同
項
の
規
定

 

 

趣
旨
、
著
作
物
の
種
類
及
び
用
途
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
著
作

の
趣
旨
、
著
作
物
の
種
類
及
び
用
途
、
通
常
の
使
用
料
の
額
そ

 

 

物
の
利
用
の
態
様
及
び
利
用
状
況
、
通
常
の
使
用
料
の
額
そ
の

の
他
の
事
情
を
考
慮
し
て
文
化
庁
長
官
が
定
め
る
算
出
方
法
に

 

 

他
の
事
情
を
考
慮
し
て
文
化
庁
長
官
が
定
め
る
算
出
方
法
に
よ

よ
り
算
出
し
た
額
の
補
償
金
を
著
作
権
者
に
支
払
わ
な
け
れ
ば

 

 

り
算
出
し
た
額
の
補
償
金
を
著
作
権
者
に
支
払
わ
な
け
れ
ば
な

な
ら
な
い
。 

 

 

ら
な
い
。 

 
 

 

４　

（
略
） 

３　

（
略
） 

 

 

５　

前
各
項
の
規
定
は
、
高
等
学
校
（
中
等
教
育
学
校
の
後
期
課

４　

前
三
項
の
規
定
は
、
高
等
学
校
（
中
等
教
育
学
校
の
後
期
課

 

 

程
を
含
む
。
）
の
通
信
教
育
用
学
習
図
書
及
び
教
科
書
に
係
る

程
を
含
む
。
）
の
通
信
教
育
用
学
習
図
書
及
び
教
科
用
図
書
に

 

 

教
師
用
指
導
書
（
当
該
教
科
書
を
発
行
す
る
者
の
発
行
に
係
る

係
る
教
師
用
指
導
書
（
当
該
教
科
用
図
書
を
発
行
す
る
者
の
発

 

 

も
の
に
限
る
。
）
へ
の
著
作
物
の
掲
載
並
び
に
そ
の
掲
載
さ
れ

行
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
へ
の
著
作
物
の
掲
載
に
つ
い
て
準

 

 

た
著
作
物
の
利
用
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

用
す
る
。

  
  

 
（
教
科
用
図
書
代
替
教
材
へ
の
掲
載
等
） 

 

 

（
削
る
） 

第
三
十
三
条
の
二　

教
科
用
図
書
に
掲
載
さ
れ
た
著
作
物
は
、
学

 

 
 

校
教
育
の
目
的
上
必
要
と
認
め
ら
れ
る
限
度
に
お
い
て
、
教
科

 

 
 

用
図
書
代
替
教
材
（
学
校
教
育
法
第
三
十
四
条
第
二
項
又
は
第

 

 
 

三
項
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
同
法
第
四
十
九
条
、
第
四
十
九
条
の
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八
、
第
六
十
二
条
、
第
七
十
条
第
一
項
及
び
第
八
十
二
条
に
お

 

 
 

い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。

 

 
 

）
の
規
定
に
よ
り
教
科
用
図
書
に
代
え
て
使
用
す
る
こ
と
が
で

 

 
 

き
る
同
法
第
三
十
四
条
第
二
項
に
規
定
す
る
教
材
を
い
う
。
以

 

 
 

下
こ
の
項
及
び
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
掲
載
し
、
及
び
教

 

 
 

科
用
図
書
代
替
教
材
の
当
該
使
用
に
伴
つ
て
い
ず
れ
の
方
法
に

 

 
 

よ
る
か
を
問
わ
ず
利
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

 

 
 

２　

前
項
の
規
定
に
よ
り
教
科
用
図
書
に
掲
載
さ
れ
た
著
作
物
を

 

 
 

教
科
用
図
書
代
替
教
材
に
掲
載
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
あ
ら
か

 

 
 

じ
め
当
該
教
科
用
図
書
を
発
行
す
る
者
に
そ
の
旨
を
通
知
す
る

 

 
 

と
と
も
に
、
同
項
の
規
定
の
趣
旨
、
同
項
の
規
定
に
よ
る
著
作

 

 
 

物
の
利
用
の
態
様
及
び
利
用
状
況
、
前
条
第
二
項
に
規
定
す
る

 

 
 

補
償
金
の
額
そ
の
他
の
事
情
を
考
慮
し
て
文
化
庁
長
官
が
定
め

 

 
 

る
算
出
方
法
に
よ
り
算
出
し
た
額
の
補
償
金
を
著
作
権
者
に
支

 

 
 

払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

 
 

３　

文
化
庁
長
官
は
、
前
項
の
算
出
方
法
を
定
め
た
と
き
は
、
こ

 

 
 

れ
を
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
利
用
そ
の
他
の
適
切
な
方
法
に
よ
り

 

 

公
表
す
る
も
の
と
す
る
。

  
  

（
教
科
用
拡
大
図
書
等
の
作
成
の
た
め
の
複
製
等
） 

（
教
科
用
拡
大
図
書
等
の
作
成
の
た
め
の
複
製
等
） 

 

 

第
三
十
三
条
の
二　

教
科
書
に
掲
載
さ
れ
た
著
作
物
は
、
視
覚
障

第
三
十
三
条
の
三　

教
科
用
図
書
に
掲
載
さ
れ
た
著
作
物
は
、
視

 

 

害
、
発
達
障
害
そ
の
他
の
障
害
に
よ
り
教
科
書
に
掲
載
さ
れ
た

覚
障
害
、
発
達
障
害
そ
の
他
の
障
害
に
よ
り
教
科
用
図
書
に
掲

 

 

著
作
物
を
使
用
す
る
こ
と
が
困
難
な
児
童
又
は
生
徒
の
学
習
の

載
さ
れ
た
著
作
物
を
使
用
す
る
こ
と
が
困
難
な
児
童
又
は
生
徒

 

 

用
に
供
す
る
た
め
、
当
該
教
科
書
に
用
い
ら
れ
て
い
る
文
字
、

の
学
習
の
用
に
供
す
る
た
め
、
当
該
教
科
用
図
書
に
用
い
ら
れ

 

 

図
形
等
の
拡
大
そ
の
他
の
当
該
児
童
又
は
生
徒
が
当
該
著
作
物

て
い
る
文
字
、
図
形
等
の
拡
大
そ
の
他
の
当
該
児
童
又
は
生
徒

 

 

を
使
用
す
る
た
め
に
必
要
な
方
式
に
よ
り
複
製
す
る
こ
と
が
で

が
当
該
著
作
物
を
使
用
す
る
た
め
に
必
要
な
方
式
に
よ
り
複
製

 

 

き
る
。 

す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

 

 

２　

前
項
の
規
定
に
よ
り
作
成
さ
れ
た
教
科
用
の
図
書
そ
の
他
の

（
新
設
） 
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複
製
物
（
点
字
に
よ
り
複
製
す
る
も
の
を
除
き
、
当
該
教
科
書

 
 

 
に
掲
載
さ
れ
た
著
作
物
の
全
部
又
は
相
当
部
分
を
複
製
す
る
も

 
 

 
の
に
限
る
。
以
下
こ
の
項
及
び
次
項
に
お
い
て
「
教
科
用
拡
大

 
 

 

図
書
等
」
と
い
う
。
）
に
複
製
さ
れ
た
著
作
物
は
、
前
項
に
規

 
 

 

定
す
る
児
童
又
は
生
徒
の
学
習
の
用
に
供
す
る
た
め
に
必
要
と

 
 

 

認
め
ら
れ
る
限
度
に
お
い
て
、
当
該
教
科
用
拡
大
図
書
等
の
使

 
 

 

用
に
伴
つ
て
、
い
ず
れ
の
方
法
に
よ
る
か
を
問
わ
ず
、
利
用
す

 
 

 

る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
当
該
著
作
物
の
種
類
及
び
用
途

 
 

 

並
び
に
当
該
利
用
の
態
様
に
照
ら
し
著
作
権
者
の
利
益
を
不
当

 
 

 

に
害
す
る
こ
と
と
な
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

 
 

 

３　

教
科
用
拡
大
図
書
等
を
作
成
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
あ
ら
か

２　

前
項
の
規
定
に
よ
り
複
製
す
る
教
科
用
の
図
書
そ
の
他
の
複

 

 

じ
め
当
該
教
科
書
を
発
行
す
る
者
に
そ
の
旨
を
通
知
す
る
と
と

製
物
（
点
字
に
よ
り
複
製
す
る
も
の
を
除
き
、
当
該
教
科
用
図

 

 

も
に
、
営
利
を
目
的
と
し
て
、
当
該
教
科
用
拡
大
図
書
等
を
頒

書
に
掲
載
さ
れ
た
著
作
物
の
全
部
又
は
相
当
部
分
を
複
製
す
る

 

 

布
し
、
又
は
当
該
教
科
用
拡
大
図
書
等
に
掲
載
さ
れ
た
著
作
物

も
の
に
限
る
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
教
科
用
拡
大
図
書
等

 

 

の
公
衆
送
信
（
自
動
公
衆
送
信
の
場
合
に
あ
つ
て
は
、
送
信
可

」
と
い
う
。
）
を
作
成
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
あ
ら
か
じ
め
当

 

 

能
化
を
含
む
。
）
を
行
う
場
合
に
あ
つ
て
は
、
前
条
第
三
項
に

該
教
科
用
図
書
を
発
行
す
る
者
に
そ
の
旨
を
通
知
す
る
と
と
も

 

 

規
定
す
る
補
償
金
の
額
に
準
じ
て
文
化
庁
長
官
が
定
め
る
算
出

に
、
営
利
を
目
的
と
し
て
当
該
教
科
用
拡
大
図
書
等
を
頒
布
す

 

 

方
法
に
よ
り
算
出
し
た
額
の
補
償
金
を
当
該
著
作
物
の
著
作
権

る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
第
三
十
三
条
第
二
項
に
規
定
す
る
補
償

 

 

者
に
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

金
の
額
に
準
じ
て
文
化
庁
長
官
が
定
め
る
算
出
方
法
に
よ
り
算

 

 
 

出
し
た
額
の
補
償
金
を
当
該
著
作
物
の
著
作
権
者
に
支
払
わ
な

 

 
 

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

 

４　

（
略
） 
３　

（
略
） 

 

 

５　

障
害
の
あ
る
児
童
及
び
生
徒
の
た
め
の
教
科
用
特
定
図
書
等

４　

障
害
の
あ
る
児
童
及
び
生
徒
の
た
め
の
教
科
用
特
定
図
書
等

 

 

の
普
及
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
年
法
律
第
八
十

の
普
及
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
年
法
律
第
八
十

 

 

一
号
）
第
五
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
教
科
書
に

一
号
）
第
五
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
教
科
用
図

 

 

掲
載
さ
れ
た
著
作
物
に
係
る
電
磁
的
記
録
の
提
供
を
行
う
者
は

書
に
掲
載
さ
れ
た
著
作
物
に
係
る
電
磁
的
記
録
の
提
供
を
行
う

 

 

、
そ
の
提
供
の
た
め
に
必
要
と
認
め
ら
れ
る
限
度
に
お
い
て
、

者
は
、
そ
の
提
供
の
た
め
に
必
要
と
認
め
ら
れ
る
限
度
に
お
い

 

 

当
該
著
作
物
を
利
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

て
、
当
該
著
作
物
を
利
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
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（
視
覚
障
害
者
等
の
た
め
の
複
製
等
） 

（
視
覚
障
害
者
等
の
た
め
の
複
製
等
） 

 

 

第
三
十
七
条　

（
略
） 

第
三
十
七
条　

（
略
） 

 

 

２　

（
略
） 

２　

（
略
） 

 

 

３　

視
覚
障
害
そ
の
他
の
障
害
に
よ
り
視
覚
に
よ
る
表
現
の
認
識

３　

視
覚
障
害
そ
の
他
の
障
害
に
よ
り
視
覚
に
よ
る
表
現
の
認
識

 

 

が
困
難
な
者
（
以
下
こ
の
項
及
び
第
百
二
条
第
三
項
に
お
い
て

が
困
難
な
者
（
以
下
こ
の
項
及
び
第
百
二
条
第
四
項
に
お
い
て

 

 

「
視
覚
障
害
者
等
」
と
い
う
。
）
の
福
祉
に
関
す
る
事
業
を
行

「
視
覚
障
害
者
等
」
と
い
う
。
）
の
福
祉
に
関
す
る
事
業
を
行

 

 

う
者
で
政
令
で
定
め
る
も
の
は
、
公
表
さ
れ
た
著
作
物
で
あ
つ

う
者
で
政
令
で
定
め
る
も
の
は
、
公
表
さ
れ
た
著
作
物
で
あ
つ

 

 

て
、
視
覚
に
よ
り
そ
の
表
現
が
認
識
さ
れ
る
方
式
（
視
覚
及
び

て
、
視
覚
に
よ
り
そ
の
表
現
が
認
識
さ
れ
る
方
式
（
視
覚
及
び

 

 

他
の
知
覚
に
よ
り
認
識
さ
れ
る
方
式
を
含
む
。
）
に
よ
り
公
衆

他
の
知
覚
に
よ
り
認
識
さ
れ
る
方
式
を
含
む
。
）
に
よ
り
公
衆

 

 

に
提
供
さ
れ
、
又
は
提
示
さ
れ
て
い
る
も
の
（
当
該
著
作
物
以

に
提
供
さ
れ
、
又
は
提
示
さ
れ
て
い
る
も
の
（
当
該
著
作
物
以

 

 

外
の
著
作
物
で
、
当
該
著
作
物
に
お
い
て
複
製
さ
れ
て
い
る
も

外
の
著
作
物
で
、
当
該
著
作
物
に
お
い
て
複
製
さ
れ
て
い
る
も

 

 

の
そ
の
他
当
該
著
作
物
と
一
体
と
し
て
公
衆
に
提
供
さ
れ
、
又

の
そ
の
他
当
該
著
作
物
と
一
体
と
し
て
公
衆
に
提
供
さ
れ
、
又

 

 

は
提
示
さ
れ
て
い
る
も
の
を
含
む
。
以
下
こ
の
項
及
び
同
条
第

は
提
示
さ
れ
て
い
る
も
の
を
含
む
。
以
下
こ
の
項
及
び
同
条
第

 

 

三
項
に
お
い
て
「
視
覚
著
作
物
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
、
専

四
項
に
お
い
て
「
視
覚
著
作
物
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
、
専

 

 

ら
視
覚
障
害
者
等
で
当
該
方
式
に
よ
つ
て
は
当
該
視
覚
著
作
物

ら
視
覚
障
害
者
等
で
当
該
方
式
に
よ
つ
て
は
当
該
視
覚
著
作
物

 

 

を
利
用
す
る
こ
と
が
困
難
な
者
の
用
に
供
す
る
た
め
に
必
要
と

を
利
用
す
る
こ
と
が
困
難
な
者
の
用
に
供
す
る
た
め
に
必
要
と

 

 

認
め
ら
れ
る
限
度
に
お
い
て
、
当
該
視
覚
著
作
物
に
係
る
文
字

認
め
ら
れ
る
限
度
に
お
い
て
、
当
該
視
覚
著
作
物
に
係
る
文
字

 

 

を
音
声
に
す
る
こ
と
そ
の
他
当
該
視
覚
障
害
者
等
が
利
用
す
る

を
音
声
に
す
る
こ
と
そ
の
他
当
該
視
覚
障
害
者
等
が
利
用
す
る

 

 

た
め
に
必
要
な
方
式
に
よ
り
、
複
製
し
、
又
は
公
衆
送
信
を
行

た
め
に
必
要
な
方
式
に
よ
り
、
複
製
し
、
又
は
公
衆
送
信
を
行

 

 

う
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
当
該
視
覚
著
作
物
に
つ
い
て
、

う
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
当
該
視
覚
著
作
物
に
つ
い
て
、

 

 

著
作
権
者
又
は
そ
の
許
諾
を
得
た
者
若
し
く
は
第
七
十
九
条
の

著
作
権
者
又
は
そ
の
許
諾
を
得
た
者
若
し
く
は
第
七
十
九
条
の

 

 

出
版
権
の
設
定
を
受
け
た
者
若
し
く
は
そ
の
複
製
許
諾
若
し
く

出
版
権
の
設
定
を
受
け
た
者
若
し
く
は
そ
の
複
製
許
諾
若
し
く

 

 

は
公
衆
送
信
許
諾
を
得
た
者
に
よ
り
、
当
該
方
式
に
よ
る
公
衆

は
公
衆
送
信
許
諾
を
得
た
者
に
よ
り
、
当
該
方
式
に
よ
る
公
衆

 

 

へ
の
提
供
又
は
提
示
が
行
わ
れ
て
い
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で

へ
の
提
供
又
は
提
示
が
行
わ
れ
て
い
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で

 

 

な
い
。

な
い
。

  
  

（
翻
訳
、
翻
案
等
に
よ
る
利
用
） 

（
翻
訳
、
翻
案
等
に
よ
る
利
用
） 
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第
四
十
七
条
の
六　

次
の
各
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
り
著
作
物
を

第
四
十
七
条
の
六　

次
の
各
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
り
著
作
物
を

 

 
利
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
場
合
に
は
、
当
該
著
作
物
に
つ
い
て

利
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
場
合
に
は
、
当
該
著
作
物
に
つ
い
て

 

 
、
当
該
規
定
の
例
に
よ
り
当
該
各
号
に
定
め
る
方
法
に
よ
る
利

、
当
該
規
定
の
例
に
よ
り
当
該
各
号
に
定
め
る
方
法
に
よ
る
利

 

 

用
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。 

用
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。 

 

 

一　

第
三
十
条
第
一
項
、
第
三
十
三
条
第
一
項
（
同
条
第
五
項

一　

第
三
十
条
第
一
項
、
第
三
十
三
条
第
一
項
（
同
条
第
四
項

 

 

に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
第
三
十
四
条
第
一

に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
第
三
十
四
条
第
一

 

 

項
、
第
三
十
五
条
第
一
項
又
は
前
条
第
二
項　

翻
訳
、
編
曲

項
、
第
三
十
五
条
第
一
項
又
は
前
条
第
二
項　

翻
訳
、
編
曲

 

 

、
変
形
又
は
翻
案 

、
変
形
又
は
翻
案 

 

 

二　

（
略
） 

二　

（
略
） 

 

 

三　

第
三
十
三
条
の
二
第
一
項
又
は
第
四
十
七
条　

変
形
又
は

三　

第
三
十
三
条
の
二
第
一
項
、
第
三
十
三
条
の
三
第
一
項
又

 

 

翻
案 

は
第
四
十
七
条　

変
形
又
は
翻
案 

 

 

四
～
六　

（
略
） 

四
～
六　

（
略
） 

 

 

２　

（
略
）

２　

（
略
）

  
  

（
複
製
権
の
制
限
に
よ
り
作
成
さ
れ
た
複
製
物
の
譲
渡
） 

（
複
製
権
の
制
限
に
よ
り
作
成
さ
れ
た
複
製
物
の
譲
渡
） 

 

 

第
四
十
七
条
の
七　

第
三
十
条
の
二
第
二
項
、
第
三
十
条
の
三
、

第
四
十
七
条
の
七　

第
三
十
条
の
二
第
二
項
、
第
三
十
条
の
三
、

 

 

第
三
十
条
の
四
、
第
三
十
一
条
第
一
項
（
第
一
号
に
係
る
部
分

第
三
十
条
の
四
、
第
三
十
一
条
第
一
項
（
第
一
号
に
係
る
部
分

 

 

に
限
る
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
若
し
く
は
第
七
項

に
限
る
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
若
し
く
は
第
七
項

 

 

（
第
一
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ

（
第
一
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ

 

 

。
）
、
第
三
十
二
条
、
第
三
十
三
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項

。
）
、
第
三
十
二
条
、
第
三
十
三
条
第
一
項
（
同
条
第
四
項
に

 

 

（
こ
れ
ら
の
規
定
を
同
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を

お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
第
三
十
三
条
の
二
第
一

 

 

含
む
。
）
、
第
三
十
三
条
の
二
第
一
項
、
第
二
項
若
し
く
は
第

項
、
第
三
十
三
条
の
三
第
一
項
若
し
く
は
第
四
項
、
第
三
十
四

 

 

五
項
、
第
三
十
四
条
第
一
項
、
第
三
十
五
条
第
一
項
、
第
三
十

条
第
一
項
、
第
三
十
五
条
第
一
項
、
第
三
十
六
条
第
一
項
、
第

 

 

六
条
第
一
項
、
第
三
十
七
条
、
第
三
十
七
条
の
二
（
第
二
号
を

三
十
七
条
、
第
三
十
七
条
の
二
（
第
二
号
を
除
く
。
以
下
こ
の

 

 

除
く
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
、
第
三
十
九
条
第
一

条
に
お
い
て
同
じ
。
）
、
第
三
十
九
条
第
一
項
、
第
四
十
条
第

 

 

項
、
第
四
十
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
、
第
四
十
一
条
、
第

一
項
若
し
く
は
第
二
項
、
第
四
十
一
条
、
第
四
十
一
条
の
二
第

 

 

四
十
一
条
の
二
第
一
項
、
第
四
十
二
条
、
第
四
十
二
条
の
二
第

一
項
、
第
四
十
二
条
、
第
四
十
二
条
の
二
第
一
項
、
第
四
十
二

 

 

一
項
、
第
四
十
二
条
の
三
、
第
四
十
二
条
の
四
第
二
項
、
第
四

条
の
三
、
第
四
十
二
条
の
四
第
二
項
、
第
四
十
六
条
、
第
四
十

 

60



30

 

十
六
条
、
第
四
十
七
条
第
一
項
若
し
く
は
第
三
項
、
第
四
十
七

七
条
第
一
項
若
し
く
は
第
三
項
、
第
四
十
七
条
の
二
、
第
四
十

 

 
条
の
二
、
第
四
十
七
条
の
四
又
は
第
四
十
七
条
の
五
の
規
定
に

七
条
の
四
又
は
第
四
十
七
条
の
五
の
規
定
に
よ
り
複
製
す
る
こ

 

 
よ
り
複
製
す
る
こ
と
が
で
き
る
著
作
物
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
の

と
が
で
き
る
著
作
物
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
の
適
用
を
受
け
て
作

 

 

適
用
を
受
け
て
作
成
さ
れ
た
複
製
物
（
第
三
十
一
条
第
一
項
若

成
さ
れ
た
複
製
物
（
第
三
十
一
条
第
一
項
若
し
く
は
第
七
項
、

 

 

し
く
は
第
七
項
、
第
三
十
六
条
第
一
項
、
第
四
十
一
条
の
二
第

第
三
十
六
条
第
一
項
、
第
四
十
一
条
の
二
第
一
項
、
第
四
十
二

 

 

一
項
、
第
四
十
二
条
又
は
第
四
十
二
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に

条
又
は
第
四
十
二
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
係
る
場
合
に
あ
つ

 

 

係
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
映
画
の
著
作
物
の
複
製
物
（
映
画
の

て
は
、
映
画
の
著
作
物
の
複
製
物
（
映
画
の
著
作
物
に
お
い
て

 

 

著
作
物
に
お
い
て
複
製
さ
れ
て
い
る
著
作
物
に
あ
つ
て
は
、
当

複
製
さ
れ
て
い
る
著
作
物
に
あ
つ
て
は
、
当
該
映
画
の
著
作
物

 

 

該
映
画
の
著
作
物
の
複
製
物
を
含
む
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て

の
複
製
物
を
含
む
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
除
く

 

 

同
じ
。
）
を
除
く
。
）
の
譲
渡
に
よ
り
公
衆
に
提
供
す
る
こ
と

。
）
の
譲
渡
に
よ
り
公
衆
に
提
供
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ

 

 

が
で
き
る
。
た
だ
し
、
第
三
十
条
の
三
、
第
三
十
一
条
第
一
項

し
、
第
三
十
条
の
三
、
第
三
十
一
条
第
一
項
若
し
く
は
第
七
項

 

 

若
し
く
は
第
七
項
、
第
三
十
三
条
第
二
項
（
同
条
第
五
項
に
お

、
第
三
十
三
条
の
二
第
一
項
、
第
三
十
三
条
の
三
第
一
項
若
し

 

 

い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。

く
は
第
四
項
、
第
三
十
五
条
第
一
項
、
第
三
十
七
条
第
三
項
、

 

 

）
、
第
三
十
三
条
の
二
第
一
項
、
第
二
項
若
し
く
は
第
五
項
、

第
三
十
七
条
の
二
、
第
四
十
一
条
、
第
四
十
一
条
の
二
第
一
項

 

 

第
三
十
五
条
第
一
項
、
第
三
十
七
条
第
三
項
、
第
三
十
七
条
の

、
第
四
十
二
条
、
第
四
十
二
条
の
二
第
一
項
、
第
四
十
二
条
の

 

 

二
、
第
四
十
一
条
、
第
四
十
一
条
の
二
第
一
項
、
第
四
十
二
条

三
、
第
四
十
二
条
の
四
第
二
項
、
第
四
十
七
条
第
一
項
若
し
く

 

 

、
第
四
十
二
条
の
二
第
一
項
、
第
四
十
二
条
の
三
、
第
四
十
二

は
第
三
項
、
第
四
十
七
条
の
二
、
第
四
十
七
条
の
四
若
し
く
は

 

 

条
の
四
第
二
項
、
第
四
十
七
条
第
一
項
若
し
く
は
第
三
項
、
第

第
四
十
七
条
の
五
の
規
定
の
適
用
を
受
け
て
作
成
さ
れ
た
著
作

 

 

四
十
七
条
の
二
、
第
四
十
七
条
の
四
若
し
く
は
第
四
十
七
条
の

物
の
複
製
物
（
第
三
十
一
条
第
一
項
若
し
く
は
第
七
項
、
第
四

 

 

五
の
規
定
の
適
用
を
受
け
て
作
成
さ
れ
た
著
作
物
の
複
製
物
（

十
一
条
の
二
第
一
項
、
第
四
十
二
条
又
は
第
四
十
二
条
の
二
第

 

 

第
三
十
一
条
第
一
項
若
し
く
は
第
七
項
、
第
四
十
一
条
の
二
第

一
項
の
規
定
に
係
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
映
画
の
著
作
物
の
複

 

 

一
項
、
第
四
十
二
条
又
は
第
四
十
二
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に

製
物
を
除
く
。
）
を
第
三
十
条
の
三
、
第
三
十
一
条
第
一
項
若

 

 

係
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
映
画
の
著
作
物
の
複
製
物
を
除
く
。

し
く
は
第
七
項
、
第
三
十
三
条
の
二
第
一
項
、
第
三
十
三
条
の

 

 

）
を
第
三
十
条
の
三
、
第
三
十
一
条
第
一
項
若
し
く
は
第
七
項

三
第
一
項
若
し
く
は
第
四
項
、
第
三
十
五
条
第
一
項
、
第
三
十

 

 

、
第
三
十
三
条
第
二
項
、
第
三
十
三
条
の
二
第
一
項
、
第
二
項

七
条
第
三
項
、
第
三
十
七
条
の
二
、
第
四
十
一
条
、
第
四
十
一

 

 

若
し
く
は
第
五
項
、
第
三
十
五
条
第
一
項
、
第
三
十
七
条
第
三

条
の
二
第
一
項
、
第
四
十
二
条
、
第
四
十
二
条
の
二
第
一
項
、

 

 

項
、
第
三
十
七
条
の
二
、
第
四
十
一
条
、
第
四
十
一
条
の
二
第

第
四
十
二
条
の
三
、
第
四
十
二
条
の
四
第
二
項
、
第
四
十
七
条

 

 

一
項
、
第
四
十
二
条
、
第
四
十
二
条
の
二
第
一
項
、
第
四
十
二

第
一
項
若
し
く
は
第
三
項
、
第
四
十
七
条
の
二
、
第
四
十
七
条
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条
の
三
、
第
四
十
二
条
の
四
第
二
項
、
第
四
十
七
条
第
一
項
若

の
四
若
し
く
は
第
四
十
七
条
の
五
に
定
め
る
目
的
以
外
の
目
的

 

 
し
く
は
第
三
項
、
第
四
十
七
条
の
二
、
第
四
十
七
条
の
四
若
し

の
た
め
に
公
衆
に
譲
渡
す
る
場
合
又
は
第
三
十
条
の
四
の
規
定

 

 
く
は
第
四
十
七
条
の
五
に
定
め
る
目
的
以
外
の
目
的
の
た
め
に

の
適
用
を
受
け
て
作
成
さ
れ
た
著
作
物
の
複
製
物
を
当
該
著
作

 

 

公
衆
に
譲
渡
す
る
場
合
又
は
第
三
十
条
の
四
の
規
定
の
適
用
を

物
に
表
現
さ
れ
た
思
想
若
し
く
は
感
情
を
自
ら
享
受
し
若
し
く

 

 

受
け
て
作
成
さ
れ
た
著
作
物
の
複
製
物
を
当
該
著
作
物
に
表
現

は
他
人
に
享
受
さ
せ
る
目
的
の
た
め
に
公
衆
に
譲
渡
す
る
場
合

 

 

さ
れ
た
思
想
若
し
く
は
感
情
を
自
ら
享
受
し
若
し
く
は
他
人
に

は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

 

 

享
受
さ
せ
る
目
的
の
た
め
に
公
衆
に
譲
渡
す
る
場
合
は
、
こ
の

 

 

限
り
で
な
い
。

  
  

（
出
所
の
明
示
） 

（
出
所
の
明
示
） 

 

 

第
四
十
八
条　

次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
に
は
、
当
該
各
号
に
規

第
四
十
八
条　

次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
に
は
、
当
該
各
号
に
規

 

 

定
す
る
著
作
物
の
出
所
を
、
そ
の
複
製
又
は
利
用
の
態
様
に
応

定
す
る
著
作
物
の
出
所
を
、
そ
の
複
製
又
は
利
用
の
態
様
に
応

 

 

じ
合
理
的
と
認
め
ら
れ
る
方
法
及
び
程
度
に
よ
り
、
明
示
し
な

じ
合
理
的
と
認
め
ら
れ
る
方
法
及
び
程
度
に
よ
り
、
明
示
し
な

 

 

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

 

一　

第
三
十
二
条
、
第
三
十
三
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
（

一　

第
三
十
二
条
、
第
三
十
三
条
第
一
項
（
同
条
第
四
項
に
お

 

 

こ
れ
ら
の
規
定
を
同
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を

い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
第
三
十
三
条
の
二
第
一

 

 

含
む
。
）
、
第
三
十
三
条
の
二
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
、

項
、
第
三
十
三
条
の
三
第
一
項
、
第
三
十
七
条
第
一
項
、
第

 

 

第
三
十
七
条
第
一
項
、
第
四
十
一
条
の
二
第
一
項
、
第
四
十

四
十
一
条
の
二
第
一
項
、
第
四
十
二
条
、
第
四
十
二
条
の
二

 

 

二
条
、
第
四
十
二
条
の
二
第
一
項
又
は
第
四
十
七
条
第
一
項

第
一
項
又
は
第
四
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
著
作
物
を

 

 

の
規
定
に
よ
り
著
作
物
を
複
製
す
る
場
合 

複
製
す
る
場
合 

 

 

二
・
三　

（
略
） 

二
・
三　

（
略
） 

 

 

２
・
３　

（
略
）

２
・
３　

（
略
）

  
  

（
複
製
物
の
目
的
外
使
用
等
） 
（
複
製
物
の
目
的
外
使
用
等
） 

 

 

第
四
十
九
条　

次
に
掲
げ
る
者
は
、
第
二
十
一
条
の
複
製
を
行
つ

第
四
十
九
条　

次
に
掲
げ
る
者
は
、
第
二
十
一
条
の
複
製
を
行
つ

 

 

た
も
の
と
み
な
す
。 

た
も
の
と
み
な
す
。 

 

 

一　

第
三
十
条
第
一
項
、
第
三
十
条
の
三
、
第
三
十
一
条
第
一

一　

第
三
十
条
第
一
項
、
第
三
十
条
の
三
、
第
三
十
一
条
第
一

 

 

項
第
一
号
、
第
二
項
第
一
号
、
第
四
項
、
第
七
項
第
一
号
若

項
第
一
号
、
第
二
項
第
一
号
、
第
四
項
、
第
七
項
第
一
号
若
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し
く
は
第
九
項
第
一
号
、
第
三
十
三
条
第
二
項
（
同
条
第
五

し
く
は
第
九
項
第
一
号
、
第
三
十
三
条
の
二
第
一
項
、
第
三

 

 

項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
次
項
第
二
号
に
お
い

十
三
条
の
三
第
一
項
若
し
く
は
第
四
項
、
第
三
十
五
条
第
一

 

 
て
同
じ
。
）
、
第
三
十
三
条
の
二
第
一
項
、
第
二
項
若
し
く

項
、
第
三
十
七
条
第
三
項
、
第
三
十
七
条
の
二
本
文
（
同
条

 

 
は
第
五
項
、
第
三
十
五
条
第
一
項
、
第
三
十
七
条
第
三
項
、

第
二
号
に
係
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
同
号
。
次
項
第
一
号
に

 

 

第
三
十
七
条
の
二
本
文
（
同
条
第
二
号
に
係
る
場
合
に
あ
つ

お
い
て
同
じ
。
）
、
第
四
十
一
条
、
第
四
十
一
条
の
二
第
一

 

 

て
は
、
同
号
。
次
項
第
一
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
、
第
四
十

項
、
第
四
十
二
条
、
第
四
十
二
条
の
二
第
一
項
、
第
四
十
二

 

 

一
条
、
第
四
十
一
条
の
二
第
一
項
、
第
四
十
二
条
、
第
四
十

条
の
三
、
第
四
十
二
条
の
四
、
第
四
十
三
条
第
二
項
、
第
四

 

 

二
条
の
二
第
一
項
、
第
四
十
二
条
の
三
、
第
四
十
二
条
の
四

十
四
条
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
、
第
四
十
七
条
第
一
項
若

 

 

、
第
四
十
三
条
第
二
項
、
第
四
十
四
条
第
一
項
か
ら
第
三
項

し
く
は
第
三
項
、
第
四
十
七
条
の
二
又
は
第
四
十
七
条
の
五

 

 

ま
で
、
第
四
十
七
条
第
一
項
若
し
く
は
第
三
項
、
第
四
十
七

第
一
項
に
定
め
る
目
的
以
外
の
目
的
の
た
め
に
、
こ
れ
ら
の

 

 

条
の
二
又
は
第
四
十
七
条
の
五
第
一
項
に
定
め
る
目
的
以
外

規
定
の
適
用
を
受
け
て
作
成
さ
れ
た
著
作
物
の
複
製
物
（
次

 

 

の
目
的
の
た
め
に
、
こ
れ
ら
の
規
定
の
適
用
を
受
け
て
作
成

項
第
一
号
又
は
第
二
号
の
複
製
物
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く

 

 

さ
れ
た
著
作
物
の
複
製
物
（
次
項
第
一
号
又
は
第
二
号
の
複

。
）
を
頒
布
し
、
又
は
当
該
複
製
物
に
よ
つ
て
当
該
著
作
物

 

 

製
物
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。
）
を
頒
布
し
、
又
は
当
該

の
公
衆
へ
の
提
示
（
送
信
可
能
化
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）

 

 

複
製
物
に
よ
つ
て
当
該
著
作
物
の
公
衆
へ
の
提
示
（
送
信
可

を
行
つ
た
者 

 

 

能
化
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
を
行
つ
た
者 

 
 

 

二
～
六　

（
略
） 

二
～
六　

（
略
） 

 

 

２　

次
に
掲
げ
る
者
は
、
当
該
二
次
的
著
作
物
の
原
著
作
物
に
つ

２　

次
に
掲
げ
る
者
は
、
当
該
二
次
的
著
作
物
の
原
著
作
物
に
つ

 

 

き
第
二
十
七
条
の
翻
訳
、
編
曲
、
変
形
又
は
翻
案
を
、
当
該
二

き
第
二
十
七
条
の
翻
訳
、
編
曲
、
変
形
又
は
翻
案
を
、
当
該
二

 

 

次
的
著
作
物
に
つ
き
第
二
十
一
条
の
複
製
を
、
そ
れ
ぞ
れ
行
つ

次
的
著
作
物
に
つ
き
第
二
十
一
条
の
複
製
を
、
そ
れ
ぞ
れ
行
つ

 

 

た
も
の
と
み
な
す
。 

た
も
の
と
み
な
す
。 

 

 

一　

第
三
十
条
第
一
項
、
第
三
十
一
条
第
一
項
第
一
号
、
第
二

一　

第
三
十
条
第
一
項
、
第
三
十
一
条
第
一
項
第
一
号
、
第
二

 

 

項
第
一
号
、
第
四
項
、
第
七
項
第
一
号
若
し
く
は
第
九
項
第

項
第
一
号
、
第
四
項
、
第
七
項
第
一
号
若
し
く
は
第
九
項
第

 

 

一
号
、
第
三
十
三
条
の
二
第
一
項
、
第
三
十
五
条
第
一
項
、

一
号
、
第
三
十
三
条
の
二
第
一
項
、
第
三
十
三
条
の
三
第
一

 

 

第
三
十
七
条
第
三
項
、
第
三
十
七
条
の
二
本
文
、
第
四
十
一

項
、
第
三
十
五
条
第
一
項
、
第
三
十
七
条
第
三
項
、
第
三
十

 

 

条
、
第
四
十
一
条
の
二
第
一
項
、
第
四
十
二
条
、
第
四
十
二

七
条
の
二
本
文
、
第
四
十
一
条
、
第
四
十
一
条
の
二
第
一
項

 

 

条
の
二
第
一
項
又
は
第
四
十
七
条
第
一
項
若
し
く
は
第
三
項

、
第
四
十
二
条
、
第
四
十
二
条
の
二
第
一
項
又
は
第
四
十
七

 

 

に
定
め
る
目
的
以
外
の
目
的
の
た
め
に
、
第
四
十
七
条
の
六

条
第
一
項
若
し
く
は
第
三
項
に
定
め
る
目
的
以
外
の
目
的
の
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第
二
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
て
同
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ

た
め
に
、
第
四
十
七
条
の
六
第
二
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け

 

 

る
こ
れ
ら
の
規
定
に
よ
り
作
成
さ
れ
た
二
次
的
著
作
物
の
複

て
同
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
こ
れ
ら
の
規
定
に
よ
り
作
成

 

 
製
物
を
頒
布
し
、
又
は
当
該
複
製
物
に
よ
つ
て
当
該
二
次
的

さ
れ
た
二
次
的
著
作
物
の
複
製
物
を
頒
布
し
、
又
は
当
該
複

 

 
著
作
物
の
公
衆
へ
の
提
示
を
行
つ
た
者 

製
物
に
よ
つ
て
当
該
二
次
的
著
作
物
の
公
衆
へ
の
提
示
を
行

 

 
 

つ
た
者 

 

 

二　

第
三
十
条
の
三
、
第
三
十
三
条
第
二
項
、
第
三
十
三
条
の

二　

第
三
十
条
の
三
又
は
第
四
十
七
条
の
五
第
一
項
に
定
め
る

 

 

二
第
二
項
又
は
第
四
十
七
条
の
五
第
一
項
に
定
め
る
目
的
以

目
的
以
外
の
目
的
の
た
め
に
、
こ
れ
ら
の
規
定
の
適
用
を
受

 

 

外
の
目
的
の
た
め
に
、
こ
れ
ら
の
規
定
の
適
用
を
受
け
て
作

け
て
作
成
さ
れ
た
二
次
的
著
作
物
の
複
製
物
を
頒
布
し
、
又

 

 

成
さ
れ
た
二
次
的
著
作
物
の
複
製
物
を
頒
布
し
、
又
は
当
該

は
当
該
複
製
物
に
よ
つ
て
当
該
二
次
的
著
作
物
の
公
衆
へ
の

 

 

複
製
物
に
よ
つ
て
当
該
二
次
的
著
作
物
の
公
衆
へ
の
提
示
を

提
示
を
行
つ
た
者 

 

 

行
つ
た
者 

 
 

 

三
～
七　

（
略
）

三
～
七　

（
略
）

  
  

（
文
化
審
議
会
へ
の
諮
問
） 

（
文
化
審
議
会
へ
の
諮
問
） 

 

 

第
七
十
一
条　

文
化
庁
長
官
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
定
め
る
場

第
七
十
一
条　

文
化
庁
長
官
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
定
め
る
場

 

 

合
に
は
、
文
化
審
議
会
に
諮
問
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

合
に
は
、
文
化
審
議
会
に
諮
問
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

 

一　

第
三
十
三
条
第
三
項
（
同
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る

一　

第
三
十
三
条
第
二
項
（
同
条
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る

 

 

場
合
を
含
む
。
）
又
は
第
三
十
三
条
の
二
第
三
項
の
算
出
方

場
合
を
含
む
。
）
、
第
三
十
三
条
の
二
第
二
項
又
は
第
三
十

 

 

法 

三
条
の
三
第
二
項
の
算
出
方
法 

 

 

二　

（
略
）

二　

（
略
）

  
  

（
補
償
金
等
の
供
託
） 

（
補
償
金
等
の
供
託
） 

 

 

第
七
十
四
条　

第
三
十
三
条
第
三
項
（
同
条
第
五
項
に
お
い
て
準

第
七
十
四
条　

第
三
十
三
条
第
二
項
（
同
条
第
四
項
に
お
い
て
準

 

 

用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
第
三
十
三
条
の
二
第
三
項
、
第
六

用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
第
三
十
三
条
の
二
第
二
項
、
第
三

 

 

十
八
条
第
一
項
又
は
第
六
十
九
条
第
一
項
の
補
償
金
を
支
払
う

十
三
条
の
三
第
二
項
、
第
六
十
八
条
第
一
項
又
は
第
六
十
九
条

 

 

べ
き
者
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合
に
は
、
そ
の
補
償
金
の
支
払
に

第
一
項
の
補
償
金
を
支
払
う
べ
き
者
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合
に

 

 

代
え
て
そ
の
補
償
金
を
供
託
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

は
、
そ
の
補
償
金
の
支
払
に
代
え
て
そ
の
補
償
金
を
供
託
し
な

 

 
 

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 
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一
～
五　

（
略
） 

一
～
五　

（
略
） 

 

 
２
～
４　

（
略
）

２
～
４　

（
略
）

  
  

（
出
版
権
の
制
限
） 

（
出
版
権
の
制
限
） 

 

 

第
八
十
六
条　

第
三
十
条
の
二
か
ら
第
三
十
条
の
四
ま
で
、
第
三

第
八
十
六
条　

第
三
十
条
の
二
か
ら
第
三
十
条
の
四
ま
で
、
第
三

 

 

十
一
条
第
一
項
及
び
第
七
項
（
第
一
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。

十
一
条
第
一
項
及
び
第
七
項
（
第
一
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。

 

 

）
、
第
三
十
二
条
、
第
三
十
三
条
第
一
項
及
び
第
二
項
（
こ
れ

）
、
第
三
十
二
条
、
第
三
十
三
条
第
一
項
（
同
条
第
四
項
に
お

 

 

ら
の
規
定
を
同
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。

い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
第
三
十
三
条
の
二
第
一
項

 

 

）
、
第
三
十
三
条
の
二
第
一
項
、
第
二
項
及
び
第
五
項
、
第
三

、
第
三
十
三
条
の
三
第
一
項
及
び
第
四
項
、
第
三
十
四
条
第
一

 

 

十
四
条
第
一
項
、
第
三
十
五
条
第
一
項
、
第
三
十
六
条
第
一
項

項
、
第
三
十
五
条
第
一
項
、
第
三
十
六
条
第
一
項
、
第
三
十
七

 

 

、
第
三
十
七
条
、
第
三
十
七
条
の
二
、
第
三
十
九
条
第
一
項
、

条
、
第
三
十
七
条
の
二
、
第
三
十
九
条
第
一
項
、
第
四
十
条
第

 

 

第
四
十
条
第
一
項
及
び
第
二
項
、
第
四
十
一
条
、
第
四
十
一
条

一
項
及
び
第
二
項
、
第
四
十
一
条
、
第
四
十
一
条
の
二
第
一
項

 

 

の
二
第
一
項
、
第
四
十
二
条
、
第
四
十
二
条
の
二
第
一
項
、
第

、
第
四
十
二
条
、
第
四
十
二
条
の
二
第
一
項
、
第
四
十
二
条
の

 

 

四
十
二
条
の
三
、
第
四
十
二
条
の
四
第
二
項
、
第
四
十
六
条
、

三
、
第
四
十
二
条
の
四
第
二
項
、
第
四
十
六
条
、
第
四
十
七
条

 

 

第
四
十
七
条
第
一
項
及
び
第
三
項
、
第
四
十
七
条
の
二
、
第
四

第
一
項
及
び
第
三
項
、
第
四
十
七
条
の
二
、
第
四
十
七
条
の
四

 

 

十
七
条
の
四
並
び
に
第
四
十
七
条
の
五
の
規
定
は
、
出
版
権
の

並
び
に
第
四
十
七
条
の
五
の
規
定
は
、
出
版
権
の
目
的
と
な
つ

 

 

目
的
と
な
つ
て
い
る
著
作
物
の
複
製
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ

て
い
る
著
作
物
の
複
製
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お

 

 

の
場
合
に
お
い
て
、
第
三
十
条
の
二
第
一
項
た
だ
し
書
及
び
第

い
て
、
第
三
十
条
の
二
第
一
項
た
だ
し
書
及
び
第
二
項
た
だ
し

 

 

二
項
た
だ
し
書
、
第
三
十
条
の
三
、
第
三
十
条
の
四
た
だ
し
書

書
、
第
三
十
条
の
三
、
第
三
十
条
の
四
た
だ
し
書
、
第
三
十
一

 

 

、
第
三
十
一
条
第
一
項
第
一
号
、
第
三
十
三
条
第
二
項
た
だ
し

条
第
一
項
第
一
号
、
第
三
十
五
条
第
一
項
た
だ
し
書
、
第
四
十

 

 

書
（
同
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
第

一
条
の
二
第
一
項
た
だ
し
書
、
第
四
十
二
条
た
だ
し
書
、
第
四

 

 

三
十
三
条
の
二
第
二
項
た
だ
し
書
、
第
三
十
五
条
第
一
項
た
だ

十
二
条
の
二
第
一
項
た
だ
し
書
、
第
四
十
七
条
第
一
項
た
だ
し

 

 

し
書
、
第
四
十
一
条
の
二
第
一
項
た
だ
し
書
、
第
四
十
二
条
た

書
及
び
第
三
項
た
だ
し
書
、
第
四
十
七
条
の
二
、
第
四
十
七
条

 

 

だ
し
書
、
第
四
十
二
条
の
二
第
一
項
た
だ
し
書
、
第
四
十
七
条

の
四
第
一
項
た
だ
し
書
及
び
第
二
項
た
だ
し
書
並
び
に
第
四
十

 

 

第
一
項
た
だ
し
書
及
び
第
三
項
た
だ
し
書
、
第
四
十
七
条
の
二

七
条
の
五
第
一
項
た
だ
し
書
及
び
第
二
項
た
だ
し
書
中
「
著
作

 

 

、
第
四
十
七
条
の
四
第
一
項
た
だ
し
書
及
び
第
二
項
た
だ
し
書

権
者
」
と
あ
る
の
は
「
出
版
権
者
」
と
、
同
条
第
一
項
た
だ
し

 

 

並
び
に
第
四
十
七
条
の
五
第
一
項
た
だ
し
書
及
び
第
二
項
た
だ

書
中
「
著
作
権
を
」
と
あ
る
の
は
「
出
版
権
を
」
と
、
「
著
作

 

 

し
書
中
「
著
作
権
者
」
と
あ
る
の
は
「
出
版
権
者
」
と
、
同
条

権
の
」
と
あ
る
の
は
「
出
版
権
の
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
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第
一
項
た
だ
し
書
中
「
著
作
権
を
」
と
あ
る
の
は
「
出
版
権
を

る
。 

 

 
」
と
、
「
著
作
権
の
」
と
あ
る
の
は
「
出
版
権
の
」
と
読
み
替

 
 

 
え
る
も
の
と
す
る
。 

 
 

 

２　

次
に
掲
げ
る
者
は
、
第
八
十
条
第
一
項
第
一
号
の
複
製
を
行

２　

次
に
掲
げ
る
者
は
、
第
八
十
条
第
一
項
第
一
号
の
複
製
を
行

 

 

つ
た
も
の
と
み
な
す
。 

つ
た
も
の
と
み
な
す
。 

 

 

一　

（
略
） 

一　

（
略
） 

 

 

二　

前
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
三
十
条
の
三
、
第
三
十
一
条

二　

前
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
三
十
条
の
三
、
第
三
十
一
条

 

 

第
一
項
第
一
号
若
し
く
は
第
七
項
第
一
号
、
第
三
十
三
条
第

第
一
項
第
一
号
若
し
く
は
第
七
項
第
一
号
、
第
三
十
三
条
の

 

 

二
項
（
同
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
次

二
第
一
項
、
第
三
十
三
条
の
三
第
一
項
若
し
く
は
第
四
項
、

 

 

項
に
お
い
て
同
じ
。
）
、
第
三
十
三
条
の
二
第
一
項
、
第
二

第
三
十
五
条
第
一
項
、
第
三
十
七
条
第
三
項
、
第
三
十
七
条

 

 

項
若
し
く
は
第
五
項
、
第
三
十
五
条
第
一
項
、
第
三
十
七
条

の
二
本
文
（
同
条
第
二
号
に
係
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
同
号

 

 

第
三
項
、
第
三
十
七
条
の
二
本
文
（
同
条
第
二
号
に
係
る
場

）
、
第
四
十
一
条
、
第
四
十
一
条
の
二
第
一
項
、
第
四
十
二

 

 

合
に
あ
つ
て
は
、
同
号
）
、
第
四
十
一
条
、
第
四
十
一
条
の

条
、
第
四
十
二
条
の
二
第
一
項
、
第
四
十
二
条
の
三
、
第
四

 

 

二
第
一
項
、
第
四
十
二
条
、
第
四
十
二
条
の
二
第
一
項
、
第

十
二
条
の
四
第
二
項
、
第
四
十
七
条
第
一
項
若
し
く
は
第
三

 

 

四
十
二
条
の
三
、
第
四
十
二
条
の
四
第
二
項
、
第
四
十
七
条

項
、
第
四
十
七
条
の
二
又
は
第
四
十
七
条
の
五
第
一
項
に
定

 

 

第
一
項
若
し
く
は
第
三
項
、
第
四
十
七
条
の
二
又
は
第
四
十

め
る
目
的
以
外
の
目
的
の
た
め
に
、
こ
れ
ら
の
規
定
の
適
用

 

 

七
条
の
五
第
一
項
に
定
め
る
目
的
以
外
の
目
的
の
た
め
に
、

を
受
け
て
作
成
さ
れ
た
著
作
物
の
複
製
物
を
頒
布
し
、
又
は

 

 

こ
れ
ら
の
規
定
の
適
用
を
受
け
て
作
成
さ
れ
た
著
作
物
の
複

当
該
複
製
物
に
よ
つ
て
当
該
著
作
物
の
公
衆
へ
の
提
示
を
行

 

 

製
物
を
頒
布
し
、
又
は
当
該
複
製
物
に
よ
つ
て
当
該
著
作
物

つ
た
者 

 

 

の
公
衆
へ
の
提
示
を
行
つ
た
者 

 
 

 

三
・
四　

（
略
） 

三
・
四　

（
略
） 

 

 

３　

第
三
十
条
の
二
か
ら
第
三
十
条
の
四
ま
で
、
第
三
十
一
条
第

３　

第
三
十
条
の
二
か
ら
第
三
十
条
の
四
ま
で
、
第
三
十
一
条
第

 

 

二
項
（
第
二
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
、
第
五
項
、
第
七
項

二
項
（
第
二
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
、
第
五
項
、
第
七
項

 

 

前
段
及
び
第
八
項
、
第
三
十
二
条
第
一
項
、
第
三
十
三
条
第
二

前
段
及
び
第
八
項
、
第
三
十
二
条
第
一
項
、
第
三
十
三
条
の
二

 

 

項
、
第
三
十
三
条
の
二
第
二
項
及
び
第
五
項
、
第
三
十
五
条
第

第
一
項
、
第
三
十
三
条
の
三
第
四
項
、
第
三
十
五
条
第
一
項
、

 

 

一
項
、
第
三
十
六
条
第
一
項
、
第
三
十
七
条
第
二
項
及
び
第
三

第
三
十
六
条
第
一
項
、
第
三
十
七
条
第
二
項
及
び
第
三
項
、
第

 

 

項
、
第
三
十
七
条
の
二
（
第
二
号
を
除
く
。
）
、
第
四
十
条
第

三
十
七
条
の
二
（
第
二
号
を
除
く
。
）
、
第
四
十
条
第
一
項
、

 

 

一
項
、
第
四
十
一
条
、
第
四
十
一
条
の
二
第
二
項
、
第
四
十
二

第
四
十
一
条
、
第
四
十
一
条
の
二
第
二
項
、
第
四
十
二
条
、
第
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条
、
第
四
十
二
条
の
二
第
二
項
、
第
四
十
二
条
の
三
、
第
四
十

四
十
二
条
の
二
第
二
項
、
第
四
十
二
条
の
三
、
第
四
十
二
条
の

 

 
二
条
の
四
第
二
項
、
第
四
十
六
条
、
第
四
十
七
条
第
二
項
及
び

四
第
二
項
、
第
四
十
六
条
、
第
四
十
七
条
第
二
項
及
び
第
三
項

 

 
第
三
項
、
第
四
十
七
条
の
二
、
第
四
十
七
条
の
四
並
び
に
第
四

、
第
四
十
七
条
の
二
、
第
四
十
七
条
の
四
並
び
に
第
四
十
七
条

 

 

十
七
条
の
五
の
規
定
は
、
出
版
権
の
目
的
と
な
つ
て
い
る
著
作

の
五
の
規
定
は
、
出
版
権
の
目
的
と
な
つ
て
い
る
著
作
物
の
公

 

 

物
の
公
衆
送
信
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、

衆
送
信
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
三
十

 

 

第
三
十
条
の
二
第
一
項
た
だ
し
書
及
び
第
二
項
た
だ
し
書
、
第

条
の
二
第
一
項
た
だ
し
書
及
び
第
二
項
た
だ
し
書
、
第
三
十
条

 

 

三
十
条
の
三
、
第
三
十
条
の
四
た
だ
し
書
、
第
三
十
一
条
第
五

の
三
、
第
三
十
条
の
四
た
だ
し
書
、
第
三
十
一
条
第
五
項
、
第

 

 

項
、
第
三
十
三
条
第
二
項
た
だ
し
書
、
第
三
十
三
条
の
二
第
二

三
十
五
条
第
一
項
た
だ
し
書
、
第
三
十
六
条
第
一
項
た
だ
し
書

 

 

項
た
だ
し
書
、
第
三
十
五
条
第
一
項
た
だ
し
書
、
第
三
十
六
条

、
第
四
十
一
条
の
二
第
二
項
た
だ
し
書
、
第
四
十
二
条
た
だ
し

 

 

第
一
項
た
だ
し
書
、
第
四
十
一
条
の
二
第
二
項
た
だ
し
書
、
第

書
、
第
四
十
二
条
の
二
第
二
項
た
だ
し
書
、
第
四
十
七
条
第
二

 

 

四
十
二
条
た
だ
し
書
、
第
四
十
二
条
の
二
第
二
項
た
だ
し
書
、

項
た
だ
し
書
及
び
第
三
項
た
だ
し
書
、
第
四
十
七
条
の
二
、
第

 

 

第
四
十
七
条
第
二
項
た
だ
し
書
及
び
第
三
項
た
だ
し
書
、
第
四

四
十
七
条
の
四
第
一
項
た
だ
し
書
及
び
第
二
項
た
だ
し
書
並
び

 

 

十
七
条
の
二
、
第
四
十
七
条
の
四
第
一
項
た
だ
し
書
及
び
第
二

に
第
四
十
七
条
の
五
第
一
項
た
だ
し
書
及
び
第
二
項
た
だ
し
書

 

 

項
た
だ
し
書
並
び
に
第
四
十
七
条
の
五
第
一
項
た
だ
し
書
及
び

中
「
著
作
権
者
」
と
あ
る
の
は
「
出
版
権
者
」
と
、
第
三
十
一

 

 

第
二
項
た
だ
し
書
中
「
著
作
権
者
」
と
あ
る
の
は
「
出
版
権
者

条
第
二
項
中
「
著
作
権
者
の
」
と
あ
る
の
は
「
出
版
権
者
の
」

 

 

」
と
、
第
三
十
一
条
第
二
項
中
「
著
作
権
者
の
」
と
あ
る
の
は

と
、
「
著
作
権
者
若
し
く
は
そ
の
許
諾
を
得
た
者
又
は
第
七
十

 

 

「
出
版
権
者
の
」
と
、
「
著
作
権
者
若
し
く
は
そ
の
許
諾
を
得

九
条
の
出
版
権
の
設
定
を
受
け
た
者
若
し
く
は
」
と
あ
る
の
は

 

 

た
者
又
は
第
七
十
九
条
の
出
版
権
の
設
定
を
受
け
た
者
若
し
く

「
第
七
十
九
条
の
出
版
権
の
設
定
を
受
け
た
者
又
は
」
と
、
第

 

 

は
」
と
あ
る
の
は
「
第
七
十
九
条
の
出
版
権
の
設
定
を
受
け
た

四
十
七
条
の
五
第
一
項
た
だ
し
書
中
「
著
作
権
を
」
と
あ
る
の

 

 

者
又
は
」
と
、
第
四
十
七
条
の
五
第
一
項
た
だ
し
書
中
「
著
作

は
「
出
版
権
を
」
と
、
「
著
作
権
の
」
と
あ
る
の
は
「
出
版
権

 

 

権
を
」
と
あ
る
の
は
「
出
版
権
を
」
と
、
「
著
作
権
の
」
と
あ

の
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

 

 

る
の
は
「
出
版
権
の
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

  
  

（
著
作
隣
接
権
の
制
限
） 
（
著
作
隣
接
権
の
制
限
） 

 

 

第
百
二
条　

第
三
十
条
第
一
項
（
第
四
号
を
除
く
。
第
八
項
第
一

第
百
二
条　

第
三
十
条
第
一
項
（
第
四
号
を
除
く
。
第
九
項
第
一

 

 

号
に
お
い
て
同
じ
。
）
、
第
三
十
条
の
二
か
ら
第
三
十
三
条
の

号
に
お
い
て
同
じ
。
）
、
第
三
十
条
の
二
か
ら
第
三
十
二
条
ま

 

 

二
ま
で
、
第
三
十
五
条
、
第
三
十
六
条
、
第
三
十
七
条
第
三
項

で
、
第
三
十
五
条
、
第
三
十
六
条
、
第
三
十
七
条
第
三
項
、
第

 

 

、
第
三
十
七
条
の
二
（
第
一
号
を
除
く
。
次
項
に
お
い
て
同
じ

三
十
七
条
の
二
（
第
一
号
を
除
く
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
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。
）
、
第
三
十
八
条
第
二
項
及
び
第
四
項
、
第
四
十
一
条
か
ら

、
第
三
十
八
条
第
二
項
及
び
第
四
項
、
第
四
十
一
条
か
ら
第
四

 

 
第
四
十
三
条
ま
で
、
第
四
十
四
条
（
第
二
項
を
除
く
。
）
、
第

十
三
条
ま
で
、
第
四
十
四
条
（
第
二
項
を
除
く
。
）
、
第
四
十

 

 
四
十
六
条
か
ら
第
四
十
七
条
の
二
ま
で
、
第
四
十
七
条
の
四
並

六
条
か
ら
第
四
十
七
条
の
二
ま
で
、
第
四
十
七
条
の
四
並
び
に

 

 

び
に
第
四
十
七
条
の
五
の
規
定
は
著
作
隣
接
権
の
目
的
と
な
つ

第
四
十
七
条
の
五
の
規
定
は
、
著
作
隣
接
権
の
目
的
と
な
つ
て

 

 

て
い
る
実
演
、
レ
コ
ー
ド
、
放
送
又
は
有
線
放
送
の
利
用
に
つ

い
る
実
演
、
レ
コ
ー
ド
、
放
送
又
は
有
線
放
送
の
利
用
に
つ
い

 

 

い
て
、
第
三
十
条
第
三
項
及
び
第
四
十
七
条
の
七
の
規
定
は
著

て
準
用
し
、
第
三
十
条
第
三
項
及
び
第
四
十
七
条
の
七
の
規
定

 

 

作
隣
接
権
の
目
的
と
な
つ
て
い
る
実
演
又
は
レ
コ
ー
ド
の
利
用

は
、
著
作
隣
接
権
の
目
的
と
な
つ
て
い
る
実
演
又
は
レ
コ
ー
ド

 

 

に
つ
い
て
、
第
四
十
四
条
第
二
項
の
規
定
は
著
作
隣
接
権
の
目

の
利
用
に
つ
い
て
準
用
し
、
第
三
十
三
条
か
ら
第
三
十
三
条
の

 

 

的
と
な
つ
て
い
る
実
演
、
レ
コ
ー
ド
又
は
有
線
放
送
の
利
用
に

三
ま
で
の
規
定
は
、
著
作
隣
接
権
の
目
的
と
な
つ
て
い
る
放
送

 

 

つ
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
三

又
は
有
線
放
送
の
利
用
に
つ
い
て
準
用
し
、
第
四
十
四
条
第
二

 

 

十
条
第
一
項
第
三
号
中
「
自
動
公
衆
送
信
（
国
外
で
行
わ
れ
る

項
の
規
定
は
、
著
作
隣
接
権
の
目
的
と
な
つ
て
い
る
実
演
、
レ

 

 

自
動
公
衆
送
信
」
と
あ
る
の
は
「
送
信
可
能
化
（
国
外
で
行
わ

コ
ー
ド
又
は
有
線
放
送
の
利
用
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場

 

 

れ
る
送
信
可
能
化
」
と
、
「
含
む
。
）
」
と
あ
る
の
は
「
含
む

合
に
お
い
て
、
第
三
十
条
第
一
項
第
三
号
中
「
自
動
公
衆
送
信

 

 

。
）
に
係
る
自
動
公
衆
送
信
」
と
、
第
三
十
三
条
第
三
項
中
「

（
国
外
で
行
わ
れ
る
自
動
公
衆
送
信
」
と
あ
る
の
は
「
送
信
可

 

 

そ
の
旨
を
著
作
者
」
と
あ
る
の
は
「
実
演
を
利
用
す
る
場
合
に

能
化
（
国
外
で
行
わ
れ
る
送
信
可
能
化
」
と
、
「
含
む
。
）
」

 

 

あ
つ
て
は
そ
の
旨
を
実
演
家
」
と
、
第
四
十
四
条
第
一
項
中
「

と
あ
る
の
は
「
含
む
。
）
に
係
る
自
動
公
衆
送
信
」
と
、
第
四

 

 

第
二
十
三
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
九
十
二
条
第
一
項
、

十
四
条
第
一
項
中
「
第
二
十
三
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
第

 

 

第
九
十
二
条
の
二
第
一
項
、
第
九
十
六
条
の
二
、
第
九
十
九
条

九
十
二
条
第
一
項
、
第
九
十
二
条
の
二
第
一
項
、
第
九
十
六
条

 

 

第
一
項
又
は
第
百
条
の
三
」
と
、
同
条
第
二
項
中
「
第
二
十
三

の
二
、
第
九
十
九
条
第
一
項
又
は
第
百
条
の
三
」
と
、
同
条
第

 

 

条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
九
十
二
条
第
一
項
、
第
九
十
二

二
項
中
「
第
二
十
三
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
九
十
二
条

 

 

条
の
二
第
一
項
、
第
九
十
六
条
の
二
又
は
第
百
条
の
三
」
と
、

第
一
項
、
第
九
十
二
条
の
二
第
一
項
、
第
九
十
六
条
の
二
又
は

 

 

同
条
第
三
項
中
「
第
二
十
三
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
九

第
百
条
の
三
」
と
、
同
条
第
三
項
中
「
第
二
十
三
条
第
一
項
」

 

 

十
二
条
の
二
第
一
項
又
は
第
九
十
六
条
の
二
」
と
読
み
替
え
る

と
あ
る
の
は
「
第
九
十
二
条
の
二
第
一
項
又
は
第
九
十
六
条
の

 

 

も
の
と
す
る
。 
二
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。 

 

 

２　

前
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
三
十
二
条
、
第
三
十
三
条
第
一

２　

前
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
三
十
二
条
、
第
三
十
三
条
第
一

 

 

項
若
し
く
は
第
二
項
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
同
条
第
五
項
に
お
い

項
（
同
条
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
第

 

 

て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
第
三
十
三
条
の
二
第
一
項
若

三
十
三
条
の
二
第
一
項
、
第
三
十
三
条
の
三
第
一
項
、
第
三
十

 

 

し
く
は
第
二
項
、
第
三
十
七
条
第
三
項
、
第
三
十
七
条
の
二
、

七
条
第
三
項
、
第
三
十
七
条
の
二
、
第
四
十
一
条
の
二
第
一
項
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第
四
十
一
条
の
二
第
一
項
、
第
四
十
二
条
、
第
四
十
二
条
の
二

、
第
四
十
二
条
、
第
四
十
二
条
の
二
第
一
項
若
し
く
は
第
四
十

 

 
第
一
項
若
し
く
は
第
四
十
七
条
の
規
定
又
は
次
項
の
規
定
に
よ

七
条
の
規
定
又
は
次
項
若
し
く
は
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
実
演

 

 
り
実
演
若
し
く
は
レ
コ
ー
ド
又
は
放
送
若
し
く
は
有
線
放
送
に

若
し
く
は
レ
コ
ー
ド
又
は
放
送
若
し
く
は
有
線
放
送
に
係
る
音

 

 

係
る
音
若
し
く
は
影
像
（
以
下
「
実
演
等
」
と
総
称
す
る
。
）

若
し
く
は
影
像
（
以
下
「
実
演
等
」
と
総
称
す
る
。
）
を
複
製

 

 

を
複
製
す
る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
出
所
を
明
示
す
る
慣
行
が

す
る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
出
所
を
明
示
す
る
慣
行
が
あ
る
と

 

 

あ
る
と
き
は
、
こ
れ
ら
の
複
製
の
態
様
に
応
じ
合
理
的
と
認
め

き
は
、
こ
れ
ら
の
複
製
の
態
様
に
応
じ
合
理
的
と
認
め
ら
れ
る

 

 

ら
れ
る
方
法
及
び
程
度
に
よ
り
、
そ
の
出
所
を
明
示
し
な
け
れ

方
法
及
び
程
度
に
よ
り
、
そ
の
出
所
を
明
示
し
な
け
れ
ば
な
ら

 

 

ば
な
ら
な
い
。 

な
い
。 

 

 

（
削
る
） 

３　

第
三
十
三
条
の
三
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
教
科
用
図
書
に
掲

 

 
 

載
さ
れ
た
著
作
物
を
複
製
す
る
こ
と
が
で
き
る
場
合
に
は
、
同

 

 
 

項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
て
作
成
さ
れ
た
録
音
物
に
お
い
て
録

 

 
 

音
さ
れ
て
い
る
実
演
又
は
当
該
録
音
物
に
係
る
レ
コ
ー
ド
を
複

 

 
 

製
し
、
又
は
同
項
に
定
め
る
目
的
の
た
め
に
そ
の
複
製
物
の
譲

 

 
 

渡
に
よ
り
公
衆
に
提
供
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

 

 

３
～
７　

（
略
） 

４
～
８　

（
略
） 

 

 

８　

次
に
掲
げ
る
者
は
、
第
九
十
一
条
第
一
項
、
第
九
十
六
条
、

９　

次
に
掲
げ
る
者
は
、
第
九
十
一
条
第
一
項
、
第
九
十
六
条
、

 

 

第
九
十
八
条
又
は
第
百
条
の
二
の
録
音
、
録
画
又
は
複
製
を
行

第
九
十
八
条
又
は
第
百
条
の
二
の
録
音
、
録
画
又
は
複
製
を
行

 

 

つ
た
も
の
と
み
な
す
。 

つ
た
も
の
と
み
な
す
。 

 

 

一　

第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
三
十
条
第
一
項
、
第
三
十

一　

第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
三
十
条
第
一
項
、
第
三
十

 

 

条
の
三
、
第
三
十
一
条
第
一
項
第
一
号
、
第
二
項
第
一
号
、

条
の
三
、
第
三
十
一
条
第
一
項
第
一
号
、
第
二
項
第
一
号
、

 

 

第
四
項
、
第
七
項
第
一
号
若
し
く
は
第
九
項
第
一
号
、
第
三

第
四
項
、
第
七
項
第
一
号
若
し
く
は
第
九
項
第
一
号
、
第
三

 

 

十
三
条
第
二
項
（
同
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を

十
三
条
の
二
第
一
項
、
第
三
十
三
条
の
三
第
一
項
若
し
く
は

 

 

含
む
。
）
、
第
三
十
三
条
の
二
第
一
項
、
第
二
項
若
し
く
は

第
四
項
、
第
三
十
五
条
第
一
項
、
第
三
十
七
条
第
三
項
、
第

 

 

第
五
項
、
第
三
十
五
条
第
一
項
、
第
三
十
七
条
第
三
項
、
第

三
十
七
条
の
二
第
二
号
、
第
四
十
一
条
、
第
四
十
一
条
の
二

 

 

三
十
七
条
の
二
第
二
号
、
第
四
十
一
条
、
第
四
十
一
条
の
二

第
一
項
、
第
四
十
二
条
、
第
四
十
二
条
の
二
第
一
項
、
第
四

 

 

第
一
項
、
第
四
十
二
条
、
第
四
十
二
条
の
二
第
一
項
、
第
四

十
二
条
の
三
、
第
四
十
二
条
の
四
、
第
四
十
三
条
第
二
項
、

 

 

十
二
条
の
三
、
第
四
十
二
条
の
四
、
第
四
十
三
条
第
二
項
、

第
四
十
四
条
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
、
第
四
十
七
条
第
一

 

 

第
四
十
四
条
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
、
第
四
十
七
条
第
一

項
若
し
く
は
第
三
項
、
第
四
十
七
条
の
二
又
は
第
四
十
七
条

 

69



39

 

項
若
し
く
は
第
三
項
、
第
四
十
七
条
の
二
又
は
第
四
十
七
条

の
五
第
一
項
に
定
め
る
目
的
以
外
の
目
的
の
た
め
に
、
こ
れ

 

 

の
五
第
一
項
に
定
め
る
目
的
以
外
の
目
的
の
た
め
に
、
こ
れ

ら
の
規
定
の
適
用
を
受
け
て
作
成
さ
れ
た
実
演
等
の
複
製
物

 

 
ら
の
規
定
の
適
用
を
受
け
て
作
成
さ
れ
た
実
演
等
の
複
製
物

を
頒
布
し
、
又
は
当
該
複
製
物
に
よ
つ
て
当
該
実
演
、
当
該

 

 
を
頒
布
し
、
又
は
当
該
複
製
物
に
よ
つ
て
当
該
実
演
、
当
該

レ
コ
ー
ド
に
係
る
音
若
し
く
は
当
該
放
送
若
し
く
は
有
線
放

 

 

レ
コ
ー
ド
に
係
る
音
若
し
く
は
当
該
放
送
若
し
く
は
有
線
放

送
に
係
る
音
若
し
く
は
影
像
の
公
衆
へ
の
提
示
を
行
つ
た
者 

 

 

送
に
係
る
音
若
し
く
は
影
像
の
公
衆
へ
の
提
示
を
行
つ
た
者 
 

 

 

二
～
四　

（
略
） 

二
～
四　

（
略
） 

 

 

五　

第
三
十
七
条
第
三
項
に
定
め
る
目
的
以
外
の
目
的
の
た
め

五　

第
三
十
三
条
の
三
第
一
項
又
は
第
三
十
七
条
第
三
項
に
定

 

 

に
、
第
三
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
て
作
成
さ
れ
た
実
演
若

め
る
目
的
以
外
の
目
的
の
た
め
に
、
第
三
項
若
し
く
は
第
四

 

 

し
く
は
レ
コ
ー
ド
の
複
製
物
を
頒
布
し
、
又
は
当
該
複
製
物

項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
て
作
成
さ
れ
た
実
演
若
し
く
は
レ

 

 

に
よ
つ
て
当
該
実
演
若
し
く
は
当
該
レ
コ
ー
ド
に
係
る
音
の

コ
ー
ド
の
複
製
物
を
頒
布
し
、
又
は
当
該
複
製
物
に
よ
つ
て

 

 

公
衆
へ
の
提
示
を
行
つ
た
者 

当
該
実
演
若
し
く
は
当
該
レ
コ
ー
ド
に
係
る
音
の
公
衆
へ
の

 

 

提
示
を
行
つ
た
者

  
  

（
実
演
家
人
格
権
と
の
関
係
） 

（
実
演
家
人
格
権
と
の
関
係
） 

 

 

第
百
二
条
の
二　

前
条
の
著
作
隣
接
権
の
制
限
に
関
す
る
規
定
（

第
百
二
条
の
二　

前
条
の
著
作
隣
接
権
の
制
限
に
関
す
る
規
定
（

 

 

同
条
第
六
項
及
び
第
七
項
の
規
定
を
除
く
。
）
は
、
実
演
家
人

同
条
第
七
項
及
び
第
八
項
の
規
定
を
除
く
。
）
は
、
実
演
家
人

 

 

格
権
に
影
響
を
及
ぼ
す
も
の
と
解
釈
し
て
は
な
ら
な
い
。

格
権
に
影
響
を
及
ぼ
す
も
の
と
解
釈
し
て
は
な
ら
な
い
。

  
  

（
著
作
隣
接
権
の
譲
渡
、
行
使
等
） 

（
著
作
隣
接
権
の
譲
渡
、
行
使
等
） 

 

 

第
百
三
条　

第
六
十
一
条
第
一
項
の
規
定
は
著
作
隣
接
権
の
譲
渡

第
百
三
条　

第
六
十
一
条
第
一
項
の
規
定
は
著
作
隣
接
権
の
譲
渡

 

 

に
つ
い
て
、
第
六
十
二
条
第
一
項
の
規
定
は
著
作
隣
接
権
の
消

に
つ
い
て
、
第
六
十
二
条
第
一
項
の
規
定
は
著
作
隣
接
権
の
消

 

 

滅
に
つ
い
て
、
第
六
十
三
条
及
び
第
六
十
三
条
の
二
の
規
定
は

滅
に
つ
い
て
、
第
六
十
三
条
及
び
第
六
十
三
条
の
二
の
規
定
は

 

 

実
演
、
レ
コ
ー
ド
、
放
送
又
は
有
線
放
送
の
利
用
の
許
諾
に
つ

実
演
、
レ
コ
ー
ド
、
放
送
又
は
有
線
放
送
の
利
用
の
許
諾
に
つ

 

 

い
て
、
第
六
十
五
条
の
規
定
は
著
作
隣
接
権
が
共
有
に
係
る
場

い
て
、
第
六
十
五
条
の
規
定
は
著
作
隣
接
権
が
共
有
に
係
る
場

 

 

合
に
つ
い
て
、
第
六
十
六
条
の
規
定
は
著
作
隣
接
権
を
目
的
と

合
に
つ
い
て
、
第
六
十
六
条
の
規
定
は
著
作
隣
接
権
を
目
的
と

 

 

し
て
質
権
が
設
定
さ
れ
て
い
る
場
合
に
つ
い
て
、
第
六
十
七
条

し
て
質
権
が
設
定
さ
れ
て
い
る
場
合
に
つ
い
て
、
第
六
十
七
条

 

 

（
第
一
項
第
二
号
を
除
く
。
）
、
第
六
十
七
条
の
二
（
第
一
項

（
第
一
項
第
二
号
を
除
く
。
）
、
第
六
十
七
条
の
二
（
第
一
項
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た
だ
し
書
を
除
く
。
）
、
第
七
十
条
、
第
七
十
一
条
（
第
二
号

た
だ
し
書
を
除
く
。
）
、
第
七
十
条
、
第
七
十
一
条
（
第
二
号

 

 
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
、
第
七
十
二
条
、
第
七
十
三
条
並
び

に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
、
第
七
十
二
条
、
第
七
十
三
条
並
び

 

 
に
第
七
十
四
条
第
三
項
及
び
第
四
項
の
規
定
は
著
作
隣
接
権
者

に
第
七
十
四
条
第
三
項
及
び
第
四
項
の
規
定
は
著
作
隣
接
権
者

 

 

と
連
絡
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
に
お
け
る
実
演
、
レ
コ
ー

と
連
絡
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
に
お
け
る
実
演
、
レ
コ
ー

 

 

ド
、
放
送
又
は
有
線
放
送
の
利
用
に
つ
い
て
、
第
六
十
七
条
の

ド
、
放
送
又
は
有
線
放
送
の
利
用
に
つ
い
て
、
第
六
十
七
条
の

 

 

三
（
第
一
項
第
二
号
を
除
く
。
）
、
第
七
十
条
、
第
七
十
一
条

三
（
第
一
項
第
二
号
を
除
く
。
）
、
第
七
十
条
、
第
七
十
一
条

 

 

（
第
二
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
、
第
七
十
二
条
、
第
七
十

（
第
二
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
、
第
七
十
二
条
、
第
七
十

 

 

三
条
並
び
に
第
七
十
四
条
第
三
項
及
び
第
四
項
の
規
定
は
実
演

三
条
並
び
に
第
七
十
四
条
第
三
項
及
び
第
四
項
の
規
定
は
実
演

 

 

、
レ
コ
ー
ド
、
放
送
又
は
有
線
放
送
の
利
用
の
可
否
に
係
る
著

、
レ
コ
ー
ド
、
放
送
又
は
有
線
放
送
の
利
用
の
可
否
に
係
る
著

 

 

作
隣
接
権
者
の
意
思
の
確
認
が
で
き
な
い
場
合
に
お
け
る
こ
れ

作
隣
接
権
者
の
意
思
の
確
認
が
で
き
な
い
場
合
に
お
け
る
こ
れ

 

 

ら
の
利
用
に
つ
い
て
、
第
六
十
八
条
（
第
一
項
第
二
号
を
除
く

ら
の
利
用
に
つ
い
て
、
第
六
十
八
条
（
第
一
項
第
二
号
を
除
く

 

 

。
）
、
第
七
十
条
、
第
七
十
一
条
（
第
二
号
に
係
る
部
分
に
限

。
）
、
第
七
十
条
、
第
七
十
一
条
（
第
二
号
に
係
る
部
分
に
限

 

 

る
。
）
、
第
七
十
二
条
、
第
七
十
三
条
本
文
及
び
第
七
十
四
条

る
。
）
、
第
七
十
二
条
、
第
七
十
三
条
本
文
及
び
第
七
十
四
条

 

 

の
規
定
は
著
作
隣
接
権
者
に
協
議
を
求
め
た
が
そ
の
協
議
が
成

の
規
定
は
著
作
隣
接
権
者
に
協
議
を
求
め
た
が
そ
の
協
議
が
成

 

 

立
せ
ず
、
又
は
そ
の
協
議
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
に
お

立
せ
ず
、
又
は
そ
の
協
議
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
に
お

 

 

け
る
実
演
、
レ
コ
ー
ド
、
放
送
又
は
有
線
放
送
の
利
用
に
つ
い

け
る
実
演
、
レ
コ
ー
ド
、
放
送
又
は
有
線
放
送
の
利
用
に
つ
い

 

 

て
、
第
七
十
一
条
（
第
一
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
及
び
第

て
、
第
七
十
一
条
（
第
一
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
及
び
第

 

 

七
十
四
条
の
規
定
は
第
百
二
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第

七
十
四
条
の
規
定
は
第
百
二
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第

 

 

三
十
三
条
及
び
第
三
十
三
条
の
二
の
規
定
に
よ
る
実
演
、
レ
コ

三
十
三
条
か
ら
第
三
十
三
条
の
三
ま
で
の
規
定
に
よ
る
放
送
又

 

 

ー
ド
、
放
送
又
は
有
線
放
送
の
利
用
に
つ
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
準

は
有
線
放
送
の
利
用
に
つ
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
準
用
す
る
。
こ
の

 

 

用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
六
十
三
条
第
六
項
中
「
第

場
合
に
お
い
て
、
第
六
十
三
条
第
六
項
中
「
第
二
十
三
条
第
一

 

 

二
十
三
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
九
十
二
条
の
二
第
一
項

項
」
と
あ
る
の
は
「
第
九
十
二
条
の
二
第
一
項
、
第
九
十
六
条

 

 

、
第
九
十
六
条
の
二
、
第
九
十
九
条
の
二
第
一
項
又
は
第
百
条

の
二
、
第
九
十
九
条
の
二
第
一
項
又
は
第
百
条
の
四
」
と
、
第

 

 

の
四
」
と
、
第
六
十
八
条
第
二
項
中
「
第
三
十
八
条
第
二
項
及

六
十
八
条
第
二
項
中
「
第
三
十
八
条
第
二
項
及
び
第
三
項
」
と

 

 

び
第
三
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
百
二
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用

あ
る
の
は
「
第
百
二
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
三
十
八

 

す
る
第
三
十
八
条
第
二
項
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。 

条
第
二
項
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。 
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○　

障
害
の
あ
る
児
童
及
び
生
徒
の
た
め
の
教
科
用
特
定
図
書
等
の
普
及
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
年
法
律
第
八
十
一
号
） 

（
抄
）
（
第
七
条
関
係
）　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
） 

改　
　

正　
　

後

改　
　

正　
　

前

（
定
義
） 

（
定
義
） 

第
二
条　

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
教
科
用
特
定
図
書
等
」
と
は
、

第
二
条　

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
教
科
用
特
定
図
書
等
」
と
は
、

視
覚
障
害
の
あ
る
児
童
及
び
生
徒
の
学
習
の
用
に
供
す
る
た
め

視
覚
障
害
の
あ
る
児
童
及
び
生
徒
の
学
習
の
用
に
供
す
る
た
め

文
字
、
図
形
等
を
拡
大
し
て
教
科
書
を
複
製
し
た
図
書
（
以
下

文
字
、
図
形
等
を
拡
大
し
て
検
定
教
科
用
図
書
等
を
複
製
し
た

「
教
科
用
拡
大
図
書
」
と
い
う
。
）
、
点
字
に
よ
り
教
科
書
を

図
書
（
以
下
「
教
科
用
拡
大
図
書
」
と
い
う
。
）
、
点
字
に
よ

複
製
し
た
図
書
そ
の
他
障
害
の
あ
る
児
童
及
び
生
徒
の
学
習
の

り
検
定
教
科
用
図
書
等
を
複
製
し
た
図
書
そ
の
他
障
害
の
あ
る

用
に
供
す
る
た
め
作
成
し
た
教
材
で
あ
っ
て
教
科
書
に
代
え
て

児
童
及
び
生
徒
の
学
習
の
用
に
供
す
る
た
め
作
成
し
た
教
材
で

使
用
し
得
る
も
の
を
い
う
。 

あ
っ
て
検
定
教
科
用
図
書
等
に
代
え
て
使
用
し
得
る
も
の
を
い

 

う
。 

２　

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
教
科
書
」
と
は
、
学
校
教
育
法
（
昭

２　

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
検
定
教
科
用
図
書
等
」
と
は
、
学
校

和
二
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
第
三
十
四
条
第
一
項
に
規
定

教
育
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
第
三
十
四
条
第

す
る
教
科
書
を
い
う
。 

一
項
（
同
法
第
四
十
九
条
、
第
四
十
九
条
の
八
、
第
六
十
二
条

 

及
び
第
七
十
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）

 

に
規
定
す
る
教
科
用
図
書
を
い
う
。 

３　

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
発
行
」
と
は
、
図
書
そ
の
他
の
教
材

３　

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
発
行
」
と
は
、
図
書
そ
の
他
の
教
材

を
製
造
し
、
及
び
配
布
、
電
気
通
信
回
線
に
接
続
し
て
行
う
自

を
製
造
供
給
す
る
こ
と
を
い
う
。 

動
公
衆
送
信
（
公
衆
に
よ
っ
て
直
接
受
信
さ
れ
る
こ
と
を
目
的

 

と
し
て
公
衆
か
ら
の
求
め
に
応
じ
自
動
的
に
送
信
を
行
う
こ
と

 

を
い
い
、
放
送
又
は
有
線
放
送
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。
）

 

の
利
用
そ
の
他
の
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る
方
法
に
よ
り
供
給

 

す
る
こ
と
を
い
う
。 

 

４　

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
教
科
書
発
行
者
」
と
は
、
教
科
書
の

４　

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
教
科
用
図
書
発
行
者
」
と
は
、
検
定

発
行
を
担
当
す
る
者
で
あ
っ
て
、
教
科
書
の
発
行
に
関
す
る
臨

教
科
用
図
書
等
の
発
行
を
担
当
す
る
者
で
あ
っ
て
、
教
科
書
の
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時
措
置
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
三
十
二
号
）
第
八
条
の

発
行
に
関
す
る
臨
時
措
置
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
三
十

発
行
の
指
示
を
承
諾
し
た
も
の
を
い
う
。 

二
号
）
第
八
条
の
発
行
の
指
示
を
承
諾
し
た
も
の
を
い
う
。 

５　

（
略
）

５　

（
略
）

（
教
科
書
発
行
者
の
責
務
） 

（
教
科
用
図
書
発
行
者
の
責
務
） 

第
四
条　

教
科
書
発
行
者
は
、
児
童
及
び
生
徒
が
障
害
そ
の
他
の

第
四
条　

教
科
用
図
書
発
行
者
は
、
児
童
及
び
生
徒
が
障
害
そ
の

特
性
の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず
十
分
な
教
育
を
受
け
る
こ
と
が
で

他
の
特
性
の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず
十
分
な
教
育
を
受
け
る
こ
と

き
る
よ
う
、
そ
の
発
行
を
す
る
教
科
書
に
つ
い
て
、
適
切
な
配

が
で
き
る
よ
う
、
そ
の
発
行
を
す
る
検
定
教
科
用
図
書
等
に
つ

慮
を
す
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

い
て
、
適
切
な
配
慮
を
す
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

（
教
科
書
発
行
者
に
よ
る
電
磁
的
記
録
の
提
供
等
） 

（
教
科
用
図
書
発
行
者
に
よ
る
電
磁
的
記
録
の
提
供
等
） 

第
五
条　

教
科
書
発
行
者
は
、
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ

第
五
条　

教
科
用
図
書
発
行
者
は
、
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る
と

に
よ
り
、
そ
の
発
行
を
す
る
教
科
書
に
係
る
電
磁
的
記
録
を
文

こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の
発
行
を
す
る
検
定
教
科
用
図
書
等
に
係
る

部
科
学
大
臣
又
は
当
該
電
磁
的
記
録
を
教
科
用
特
定
図
書
等
の

電
磁
的
記
録
を
文
部
科
学
大
臣
又
は
当
該
電
磁
的
記
録
を
教
科

発
行
を
す
る
者
に
適
切
に
提
供
す
る
こ
と
が
で
き
る
者
と
し
て

用
特
定
図
書
等
の
発
行
を
す
る
者
に
適
切
に
提
供
す
る
こ
と
が

文
部
科
学
大
臣
が
指
定
す
る
者
（
次
項
に
お
い
て
「
文
部
科
学

で
き
る
者
と
し
て
文
部
科
学
大
臣
が
指
定
す
る
者
（
次
項
に
お

大
臣
等
」
と
い
う
。
）
に
提
供
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

い
て
「
文
部
科
学
大
臣
等
」
と
い
う
。
）
に
提
供
し
な
け
れ
ば

 

な
ら
な
い
。 

２　

教
科
書
発
行
者
か
ら
前
項
の
規
定
に
よ
る
電
磁
的
記
録
の
提

２　

教
科
用
図
書
発
行
者
か
ら
前
項
の
規
定
に
よ
る
電
磁
的
記
録

供
を
受
け
た
文
部
科
学
大
臣
等
は
、
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る

の
提
供
を
受
け
た
文
部
科
学
大
臣
等
は
、
文
部
科
学
省
令
で
定

と
こ
ろ
に
よ
り
、
教
科
用
特
定
図
書
等
の
発
行
を
す
る
者
に
対

め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
教
科
用
特
定
図
書
等
の
発
行
を
す
る
者

し
て
、
そ
の
発
行
に
必
要
な
電
磁
的
記
録
の
提
供
を
行
う
こ
と

に
対
し
て
、
そ
の
発
行
に
必
要
な
電
磁
的
記
録
の
提
供
を
行
う

が
で
き
る
。 
こ
と
が
で
き
る
。 

３　

国
は
、
教
科
書
発
行
者
に
よ
る
教
科
書
に
係
る
電
磁
的
記
録

３　

国
は
、
教
科
用
図
書
発
行
者
に
よ
る
検
定
教
科
用
図
書
等
に

の
提
供
の
方
法
及
び
当
該
電
磁
的
記
録
の
教
科
用
特
定
図
書
等

係
る
電
磁
的
記
録
の
提
供
の
方
法
及
び
当
該
電
磁
的
記
録
の
教

の
作
成
へ
の
活
用
に
関
し
て
、
助
言
そ
の
他
の
必
要
な
援
助
を

科
用
特
定
図
書
等
の
作
成
へ
の
活
用
に
関
し
て
、
助
言
そ
の
他

行
う
も
の
と
す
る
。

の
必
要
な
援
助
を
行
う
も
の
と
す
る
。
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（
教
科
用
特
定
図
書
等
の
標
準
的
な
規
格
の
策
定
等
） 

（
教
科
用
特
定
図
書
等
の
標
準
的
な
規
格
の
策
定
等
） 

第
六
条　

（
略
） 

第
六
条　

（
略
） 

２　

教
科
書
発
行
者
は
、
指
定
種
目
（
教
科
書
の
教
科
ご
と
に
分

２　

教
科
用
図
書
発
行
者
は
、
指
定
種
目
（
検
定
教
科
用
図
書
等

類
さ
れ
た
単
位
の
う
ち
文
部
科
学
大
臣
が
指
定
す
る
も
の
を
い

の
教
科
ご
と
に
分
類
さ
れ
た
単
位
の
う
ち
文
部
科
学
大
臣
が
指

う
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
教
科
書
に
係
る
標
準
教
科
用

定
す
る
も
の
を
い
う
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
検
定
教
科

特
定
図
書
等
（
前
項
の
規
格
に
適
合
す
る
教
科
用
特
定
図
書
等

用
図
書
等
に
係
る
標
準
教
科
用
特
定
図
書
等
（
前
項
の
規
格
に

を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
発
行
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

適
合
す
る
教
科
用
特
定
図
書
等
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
発

。 

行
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３　

国
は
、
教
科
書
発
行
者
に
よ
る
指
定
種
目
の
教
科
書
に
係
る

３　

国
は
、
教
科
用
図
書
発
行
者
に
よ
る
指
定
種
目
の
検
定
教
科

標
準
教
科
用
特
定
図
書
等
の
発
行
に
関
し
て
、
助
言
そ
の
他
の

用
図
書
等
に
係
る
標
準
教
科
用
特
定
図
書
等
の
発
行
に
関
し
て

必
要
な
援
助
を
行
う
も
の
と
す
る
。

、
助
言
そ
の
他
の
必
要
な
援
助
を
行
う
も
の
と
す
る
。

（
発
達
障
害
等
の
あ
る
児
童
及
び
生
徒
が
使
用
す
る
教
科
用
特

（
発
達
障
害
等
の
あ
る
児
童
及
び
生
徒
が
使
用
す
る
教
科
用
特

定
図
書
等
に
関
す
る
調
査
研
究
等
の
推
進
） 

定
図
書
等
に
関
す
る
調
査
研
究
等
の
推
進
） 

第
七
条　

国
は
、
発
達
障
害
そ
の
他
の
障
害
の
あ
る
児
童
及
び
生

第
七
条　

国
は
、
発
達
障
害
そ
の
他
の
障
害
の
あ
る
児
童
及
び
生

徒
で
あ
っ
て
教
科
書
に
お
い
て
一
般
的
に
使
用
さ
れ
る
文
字
、

徒
で
あ
っ
て
検
定
教
科
用
図
書
等
に
お
い
て
一
般
的
に
使
用
さ

図
形
等
を
認
識
す
る
こ
と
が
困
難
な
も
の
が
使
用
す
る
教
科
用

れ
る
文
字
、
図
形
等
を
認
識
す
る
こ
と
が
困
難
な
も
の
が
使
用

特
定
図
書
等
の
整
備
及
び
充
実
を
図
る
た
め
、
必
要
な
調
査
研

す
る
教
科
用
特
定
図
書
等
の
整
備
及
び
充
実
を
図
る
た
め
、
必

究
等
を
推
進
す
る
も
の
と
す
る
。

要
な
調
査
研
究
等
を
推
進
す
る
も
の
と
す
る
。

（
障
害
そ
の
他
の
特
性
に
適
切
な
配
慮
が
な
さ
れ
た
教
科
書
の

（
障
害
そ
の
他
の
特
性
に
適
切
な
配
慮
が
な
さ
れ
た
検
定
教
科

普
及
） 

用
図
書
等
の
普
及
） 

第
八
条　

国
は
、
障
害
そ
の
他
の
特
性
の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず
で

第
八
条　

国
は
、
障
害
そ
の
他
の
特
性
の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず
で

き
る
限
り
多
く
の
児
童
及
び
生
徒
が
教
科
書
を
使
用
し
て
学
習

き
る
限
り
多
く
の
児
童
及
び
生
徒
が
検
定
教
科
用
図
書
等
を
使

す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
適
切
な
配
慮
が
な
さ
れ
た
教
科
書
の

用
し
て
学
習
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
適
切
な
配
慮
が
な
さ
れ

普
及
の
た
め
に
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

た
検
定
教
科
用
図
書
等
の
普
及
の
た
め
に
必
要
な
措
置
を
講
ず

る
も
の
と
す
る
。
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（
小
中
学
校
及
び
高
等
学
校
に
お
け
る
教
科
用
特
定
図
書
等
の

（
小
中
学
校
及
び
高
等
学
校
に
お
け
る
教
科
用
特
定
図
書
等
の

使
用
等
） 

使
用
等
） 

第
九
条　

小
中
学
校
（
小
学
校
、
中
学
校
（
中
等
教
育
学
校
の
前

第
九
条　

小
中
学
校
（
小
学
校
、
中
学
校
（
中
等
教
育
学
校
の
前

期
課
程
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
及
び
義
務
教
育
学
校
を
い
い

期
課
程
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
及
び
義
務
教
育
学
校
を
い
い

、
学
校
教
育
法
第
八
十
一
条
第
二
項
及
び
第
三
項
に
規
定
す
る

、
学
校
教
育
法
第
八
十
一
条
第
二
項
及
び
第
三
項
に
規
定
す
る

特
別
支
援
学
級
（
以
下
単
に
「
特
別
支
援
学
級
」
と
い
う
。
）

特
別
支
援
学
級
（
以
下
単
に
「
特
別
支
援
学
級
」
と
い
う
。
）

を
除
く
。
以
下
同
じ
。
）
及
び
高
等
学
校
（
中
等
教
育
学
校
の

を
除
く
。
以
下
同
じ
。
）
及
び
高
等
学
校
（
中
等
教
育
学
校
の

後
期
課
程
を
含
み
、
特
別
支
援
学
級
を
除
く
。
以
下
同
じ
。
）

後
期
課
程
を
含
み
、
特
別
支
援
学
級
を
除
く
。
以
下
同
じ
。
）

に
お
い
て
は
、
当
該
学
校
に
在
学
す
る
視
覚
障
害
そ
の
他
の
障

に
お
い
て
は
、
当
該
学
校
に
在
学
す
る
視
覚
障
害
そ
の
他
の
障

害
の
あ
る
児
童
及
び
生
徒
が
、
そ
の
障
害
の
状
態
に
応
じ
、
採

害
の
あ
る
児
童
及
び
生
徒
が
、
そ
の
障
害
の
状
態
に
応
じ
、
採

択
さ
れ
た
教
科
書
に
代
え
て
、
当
該
教
科
書
に
係
る
教
科
用
特

択
さ
れ
た
検
定
教
科
用
図
書
等
に
代
え
て
、
当
該
検
定
教
科
用

定
図
書
等
を
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
必
要
な
配
慮
を

図
書
等
に
係
る
教
科
用
特
定
図
書
等
を
使
用
す
る
こ
と
が
で
き

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

る
よ
う
、
必
要
な
配
慮
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２　

（
略
）

２　

（
略
）

（
小
中
学
校
の
設
置
者
に
対
す
る
教
科
用
特
定
図
書
等
の
無
償

（
小
中
学
校
の
設
置
者
に
対
す
る
教
科
用
特
定
図
書
等
の
無
償

給
付
等
） 

給
付
） 

第
十
条　

国
は
、
毎
年
度
、
小
中
学
校
に
在
学
す
る
視
覚
障
害
そ

第
十
条　

国
は
、
毎
年
度
、
小
中
学
校
に
在
学
す
る
視
覚
障
害
そ

の
他
の
障
害
の
あ
る
児
童
及
び
生
徒
が
教
科
書
に
代
え
て
使
用

の
他
の
障
害
の
あ
る
児
童
及
び
生
徒
が
検
定
教
科
用
図
書
等
に

す
る
教
科
用
特
定
図
書
等
に
つ
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
区

代
え
て
使
用
す
る
教
科
用
特
定
図
書
等
を
購
入
し
、
小
中
学
校

分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る

の
設
置
者
に
無
償
で
給
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

。 
 

一　

当
該
教
科
用
特
定
図
書
等
の
う
ち
図
書
で
あ
る
も
の　

購

（
新
設
） 

入
及
び
小
中
学
校
の
設
置
者
へ
の
無
償
給
付 

 

二　

当
該
教
科
用
特
定
図
書
等
の
う
ち
電
磁
的
記
録
で
あ
る
も

（
新
設
） 

の　

使
用
権
（
許
諾
に
よ
り
当
該
電
磁
的
記
録
を
視
覚
障
害

 

そ
の
他
の
障
害
の
あ
る
児
童
又
は
生
徒
に
使
用
さ
せ
る
こ
と

 

が
で
き
る
権
利
を
い
う
。
第
十
二
条
第
一
項
に
お
い
て
同
じ
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。
）
の
購
入
及
び
小
中
学
校
の
設
置
者
へ
の
無
償
移
転
又
は

 

こ
れ
ら
に
類
す
る
も
の
と
し
て
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る
措

 

置
（
契
約
の
締
結
） 

（
契
約
の
締
結
） 

第
十
一
条　

文
部
科
学
大
臣
は
、
教
科
用
特
定
図
書
等
の
発
行
を

第
十
一
条　

文
部
科
学
大
臣
は
、
教
科
用
特
定
図
書
等
の
発
行
を

す
る
者
と
、
前
条
の
規
定
に
よ
る
措
置
を
講
ず
る
た
め
の
契
約

す
る
者
と
、
前
条
の
規
定
に
よ
り
購
入
す
べ
き
教
科
用
特
定
図

を
締
結
す
る
も
の
と
す
る
。

書
等
を
購
入
す
る
旨
の
契
約
を
締
結
す
る
も
の
と
す
る
。

（
教
科
用
特
定
図
書
等
の
給
与
等
） 

（
教
科
用
特
定
図
書
等
の
給
与
） 

第
十
二
条　

小
中
学
校
の
設
置
者
は
、
第
十
条
（
第
一
号
に
係
る

第
十
二
条　

小
中
学
校
の
設
置
者
は
、
第
十
条
の
規
定
に
よ
り
国

部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
に
よ
り
国
か
ら
無
償
で
給
付
さ
れ
た

か
ら
無
償
で
給
付
さ
れ
た
教
科
用
特
定
図
書
等
を
、
そ
れ
ぞ
れ

図
書
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
学
校
の
校
長
を
通
じ
て
、

当
該
学
校
の
校
長
を
通
じ
て
、
当
該
学
校
に
在
学
す
る
視
覚
障

当
該
学
校
に
在
学
す
る
視
覚
障
害
そ
の
他
の
障
害
の
あ
る
児
童

害
そ
の
他
の
障
害
の
あ
る
児
童
又
は
生
徒
に
給
与
す
る
も
の
と

又
は
生
徒
に
給
与
し
、
同
条
（
第
二
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。

す
る
。 

）
の
規
定
に
よ
り
国
か
ら
移
転
を
受
け
た
使
用
権
に
係
る
電
磁

 

的
記
録
に
つ
い
て
は
、
当
該
学
校
に
在
学
す
る
視
覚
障
害
そ
の

 

他
の
障
害
の
あ
る
児
童
又
は
生
徒
に
無
償
で
使
用
さ
せ
る
も
の

 

と
す
る
。 

 

２　

学
年
の
中
途
に
お
い
て
転
学
し
た
視
覚
障
害
そ
の
他
の
障
害

２　

学
年
の
中
途
に
お
い
て
転
学
し
た
視
覚
障
害
そ
の
他
の
障
害

の
あ
る
児
童
又
は
生
徒
に
つ
い
て
は
、
そ
の
転
学
後
に
お
い
て

の
あ
る
児
童
又
は
生
徒
に
つ
い
て
は
、
そ
の
転
学
後
に
お
い
て

使
用
す
る
教
科
用
特
定
図
書
等
は
、
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら

使
用
す
る
教
科
用
特
定
図
書
等
は
、
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら

ず
、
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る
場
合
を
除
き
、
給
与
せ
ず
、
又

ず
、
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る
場
合
を
除
き
、
給
与
し
な
い
も

は
無
償
で
使
用
さ
せ
な
い
も
の
と
す
る
。

の
と
す
る
。

（
都
道
府
県
の
教
育
委
員
会
の
責
務
） 

（
都
道
府
県
の
教
育
委
員
会
の
責
務
） 

第
十
三
条　

都
道
府
県
の
教
育
委
員
会
は
、
政
令
で
定
め
る
と
こ

第
十
三
条　

都
道
府
県
の
教
育
委
員
会
は
、
政
令
で
定
め
る
と
こ

ろ
に
よ
り
、
前
三
条
の
規
定
に
よ
る
措
置
の
実
施
に
関
し
必
要

ろ
に
よ
り
、
教
科
用
特
定
図
書
等
の
無
償
給
付
及
び
給
与
の
実
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な
事
務
を
行
う
も
の
と
す
る
。

施
に
関
し
必
要
な
事
務
を
行
う
も
の
と
す
る
。

（
政
令
へ
の
委
任
） 

（
政
令
へ
の
委
任
） 

第
十
五
条　

第
十
条
か
ら
前
条
ま
で
に
規
定
す
る
も
の
の
ほ
か
、

第
十
五
条　

第
十
条
か
ら
前
条
ま
で
に
規
定
す
る
も
の
の
ほ
か
、

第
十
条
か
ら
第
十
二
条
ま
で
の
規
定
に
よ
る
措
置
に
関
し
必
要

教
科
用
特
定
図
書
等
の
無
償
給
付
及
び
給
与
に
関
し
必
要
な
事

な
事
項
は
、
政
令
で
定
め
る
。

項
は
、
政
令
で
定
め
る
。

（
標
準
教
科
用
特
定
図
書
等
の
需
要
数
の
報
告
） 

（
標
準
教
科
用
特
定
図
書
等
の
需
要
数
の
報
告
） 

第
十
六
条　

市
町
村
の
教
育
委
員
会
並
び
に
学
校
教
育
法
第
二
条

第
十
六
条　

市
町
村
の
教
育
委
員
会
並
び
に
学
校
教
育
法
第
二
条

第
二
項
に
規
定
す
る
国
立
学
校
、
公
立
学
校
（
地
方
独
立
行
政

第
二
項
に
規
定
す
る
国
立
学
校
、
公
立
学
校
（
地
方
独
立
行
政

法
人
法
（
平
成
十
五
年
法
律
第
百
十
八
号
）
第
六
十
八
条
第
一

法
人
法
（
平
成
十
五
年
法
律
第
百
十
八
号
）
第
六
十
八
条
第
一

項
に
規
定
す
る
公
立
大
学
法
人
が
設
置
す
る
も
の
に
限
る
。
）

項
に
規
定
す
る
公
立
大
学
法
人
が
設
置
す
る
も
の
に
限
る
。
）

及
び
私
立
学
校
の
長
は
、
次
に
掲
げ
る
標
準
教
科
用
特
定
図
書

及
び
私
立
学
校
の
長
は
、
次
に
掲
げ
る
標
準
教
科
用
特
定
図
書

等
の
需
要
数
を
、
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、

等
の
需
要
数
を
、
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、

都
道
府
県
の
教
育
委
員
会
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

都
道
府
県
の
教
育
委
員
会
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一　

小
中
学
校
に
つ
い
て
採
択
さ
れ
た
教
科
書
に
係
る
標
準
教

一　

小
中
学
校
に
つ
い
て
採
択
さ
れ
た
検
定
教
科
用
図
書
等
に

科
用
特
定
図
書
等
で
あ
っ
て
、
当
該
標
準
教
科
用
特
定
図
書

係
る
標
準
教
科
用
特
定
図
書
等
で
あ
っ
て
、
当
該
標
準
教
科

等
を
使
用
す
る
年
度
に
お
い
て
発
行
が
予
定
さ
れ
て
い
る
も

用
特
定
図
書
等
を
使
用
す
る
年
度
に
お
い
て
発
行
が
予
定
さ

の
の
う
ち
、
小
中
学
校
に
在
学
す
る
視
覚
障
害
そ
の
他
の
障

れ
て
い
る
も
の
の
う
ち
、
小
中
学
校
に
在
学
す
る
視
覚
障
害

害
の
あ
る
児
童
及
び
生
徒
が
当
該
教
科
書
に
代
え
て
使
用
す

そ
の
他
の
障
害
の
あ
る
児
童
及
び
生
徒
が
当
該
検
定
教
科
用

る
も
の 

図
書
等
に
代
え
て
使
用
す
る
も
の 

二　

特
別
支
援
学
校
の
小
学
部
及
び
中
学
部
並
び
に
小
学
校
、

二　

特
別
支
援
学
校
の
小
学
部
及
び
中
学
部
並
び
に
小
学
校
、

中
学
校
及
び
義
務
教
育
学
校
に
置
か
れ
る
特
別
支
援
学
級
に

中
学
校
及
び
義
務
教
育
学
校
に
置
か
れ
る
特
別
支
援
学
級
に

つ
い
て
学
校
教
育
法
附
則
第
九
条
に
規
定
す
る
教
科
用
の
教

つ
い
て
学
校
教
育
法
附
則
第
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
教
科

材
と
し
て
採
択
さ
れ
た
標
準
教
科
用
特
定
図
書
等
で
あ
っ
て

用
図
書
と
し
て
採
択
さ
れ
た
標
準
教
科
用
特
定
図
書
等
で
あ

、
当
該
標
準
教
科
用
特
定
図
書
等
を
使
用
す
る
年
度
に
お
い

っ
て
、
当
該
標
準
教
科
用
特
定
図
書
等
を
使
用
す
る
年
度
に

て
発
行
が
予
定
さ
れ
て
い
る
も
の 

お
い
て
発
行
が
予
定
さ
れ
て
い
る
も
の 

２　

（
略
）

２　

（
略
）
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（
標
準
教
科
用
特
定
図
書
等
の
発
行
の
通
知
等
） 

（
標
準
教
科
用
特
定
図
書
等
の
発
行
の
通
知
等
） 

第
十
七
条　

文
部
科
学
大
臣
は
、
前
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
報

第
十
七
条　

文
部
科
学
大
臣
は
、
前
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
報

告
に
基
づ
き
、
標
準
教
科
用
特
定
図
書
等
の
発
行
を
予
定
し
て

告
に
基
づ
き
、
標
準
教
科
用
特
定
図
書
等
の
発
行
を
予
定
し
て

い
る
者
に
そ
の
発
行
を
す
べ
き
標
準
教
科
用
特
定
図
書
等
の
種

い
る
者
に
そ
の
発
行
を
す
べ
き
標
準
教
科
用
特
定
図
書
等
の
種

類
及
び
数
を
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

類
及
び
部
数
を
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２　

（
略
）

２　

（
略
）

附　

則 

附　

則 

（
著
作
権
法
の
特
例
） 

（
著
作
権
法
の
特
例
） 

第
四
条　

前
条
に
規
定
す
る
障
害
の
あ
る
児
童
及
び
生
徒
並
び
に

第
四
条　

前
条
に
規
定
す
る
障
害
の
あ
る
児
童
及
び
生
徒
並
び
に

日
本
語
に
通
じ
な
い
児
童
及
び
生
徒
の
双
方
の
学
習
の
用
に
供

日
本
語
に
通
じ
な
い
児
童
及
び
生
徒
の
双
方
の
学
習
の
用
に
供

す
る
た
め
に
行
う
教
科
用
特
定
図
書
等
の
発
行
並
び
に
当
該
発

す
る
た
め
に
行
う
教
科
用
特
定
図
書
等
の
発
行
並
び
に
当
該
発

行
に
係
る
教
科
用
特
定
図
書
等
に
つ
い
て
の
著
作
権
法
（
昭
和

行
に
係
る
教
科
用
特
定
図
書
等
に
つ
い
て
の
著
作
権
法
（
昭
和

四
十
五
年
法
律
第
四
十
八
号
）
第
三
十
三
条
の
二
第
一
項
（
同

四
十
五
年
法
律
第
四
十
八
号
）
第
三
十
三
条
の
三
第
一
項
及
び

法
第
百
二
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
以
下

第
二
項
、
第
八
十
六
条
第
三
項
並
び
に
第
百
二
条
第
三
項
の
規

こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
及
び
第
八
十
六
条
第
三
項
の
規
定

定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
法
第
三
十
三
条
の
三
第
一
項
中
「

の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
法
第
三
十
三
条
の
二
第
一
項
中
「
で

で
き
る
」
と
あ
る
の
は
「
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
複

き
る
」
と
あ
る
の
は
「
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
複
製

製
さ
れ
た
著
作
物
は
、
当
該
著
作
物
が
掲
載
さ
れ
た
教
材
を
当

さ
れ
た
著
作
物
は
、
当
該
著
作
物
が
掲
載
さ
れ
た
教
材
を
当
該

該
障
害
又
は
日
本
語
に
通
じ
な
い
こ
と
に
よ
り
教
科
用
図
書
に

障
害
又
は
日
本
語
に
通
じ
な
い
こ
と
に
よ
り
教
科
書
に
掲
載
さ

掲
載
さ
れ
た
著
作
物
を
使
用
す
る
こ
と
が
困
難
な
児
童
又
は
生

れ
た
著
作
物
を
使
用
す
る
こ
と
が
困
難
な
児
童
又
は
生
徒
の
学

徒
の
学
習
の
用
に
供
す
る
た
め
に
増
製
し
、
又
は
提
供
し
、
若

習
の
用
に
供
す
る
た
め
に
増
製
し
、
又
は
提
供
し
、
若
し
く
は

し
く
は
提
示
す
る
た
め
に
必
要
と
認
め
ら
れ
る
限
度
に
お
い
て

提
示
す
る
た
め
に
必
要
と
認
め
ら
れ
る
限
度
に
お
い
て
、
い
ず

、
い
ず
れ
の
方
法
に
よ
る
か
を
問
わ
ず
、
利
用
す
る
こ
と
が
で

れ
の
方
法
に
よ
る
か
を
問
わ
ず
、
利
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
」

き
る
」
と
、
同
条
第
二
項
中
「
当
該
教
科
用
拡
大
図
書
等
を
頒

と
、
同
法
第
八
十
六
条
第
三
項
中
「
第
三
十
三
条
の
二
第
二
項

布
す
る
」
と
あ
る
の
は
「
、
当
該
教
科
用
拡
大
図
書
等
を
頒
布

及
び
第
五
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
三
十
三
条
の
二
第
一
項
、
第

し
、
又
は
当
該
教
科
用
拡
大
図
書
等
に
よ
つ
て
当
該
著
作
物
の

二
項
及
び
第
五
項
」
と
す
る
。 

公
衆
送
信
を
行
う
」
と
、
同
法
第
八
十
六
条
第
三
項
中
「
第
三
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十
三
条
の
三
第
四
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
三
十
三
条
の
三
第
一

 

項
及
び
第
四
項
」
と
、
同
法
第
百
二
条
第
三
項
中
「
レ
コ
ー
ド

 

を
」
と
あ
る
の
は
「
レ
コ
ー
ド
に
つ
い
て
、
」
と
、
「
そ
の
複

製
物
」
と
あ
る
の
は
「
、
送
信
可
能
化
を
行
い
、
若
し
く
は
そ

の
複
製
物
」
と
す
る
。 
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○　

産
業
教
育
振
興
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
二
百
二
十
八
号
）
（
抄
）
（
附
則
第
六
条
関
係
）　
　
　
　
　

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
） 

改　
　

正　
　

後

改　
　

正　
　

前

（
教
科
書
） 

（
教
科
用
図
書
） 

第
六
条　

産
業
教
育
に
関
す
る
教
科
書
の
編
修
、
検
定
及
び
発
行

第
六
条　

産
業
教
育
に
関
す
る
教
科
用
図
書
の
編
修
、
検
定
及
び

に
関
し
て
は
、
産
業
教
育
の
特
殊
性
に
基
づ
き
、
特
別
の
措
置

発
行
に
関
し
て
は
、
産
業
教
育
の
特
殊
性
に
基
き
、
特
別
の
措

が
講
ぜ
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

置
が
講
ぜ
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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○　

高
等
学
校
の
定
時
制
教
育
及
び
通
信
教
育
振
興
法
（
昭
和
二
十
八
年
法
律
第
二
百
三
十
八
号
）
（
抄
）
（
附
則
第
七
条
関
係
） 

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
） 

改　
　

正　
　

後

改　
　

正　
　

前

（
教
科
書
の
編
修
、
検
定
及
び
発
行
に
関
す
る
特
別
措
置
） 

（
教
科
用
図
書
の
編
修
、
検
定
及
び
発
行
に
関
す
る
特
別
措
置

 

） 

第
四
条　

通
信
教
育
に
関
す
る
教
科
書
の
編
修
、
検
定
及
び
発
行

第
四
条　

通
信
教
育
に
関
す
る
教
科
用
図
書
の
編
修
、
検
定
及
び

に
関
し
て
は
、
そ
の
特
殊
性
に
鑑
み
、
特
別
の
措
置
が
講
ぜ
ら

発
行
に
関
し
て
は
、
そ
の
特
殊
性
に
か
ん
が
み
、
特
別
の
措
置

れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

が
講
ぜ
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２　

国
は
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
通
信
教
育
に
関
す

２　

国
は
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
通
信
教
育
に
関
す

る
教
科
書
で
政
令
で
定
め
る
も
の
を
発
行
す
る
者
に
対
し
、
予

る
教
科
用
図
書
で
政
令
で
定
め
る
も
の
を
発
行
す
る
者
に
対
し

算
の
範
囲
内
に
お
い
て
、
そ
の
編
修
及
び
発
行
に
要
す
る
経
費

、
予
算
の
範
囲
内
に
お
い
て
、
そ
の
編
修
及
び
発
行
に
要
す
る

の
一
部
を
補
助
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

経
費
の
一
部
を
補
助
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
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○　

特
別
支
援
学
校
へ
の
就
学
奨
励
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
百
四
十
四
号
）
（
抄
）
（
附
則
第
八
条
関
係
） 

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
） 

改　
　

正　
　

後

改　
　

正　
　

前

（
国
及
び
都
道
府
県
の
行
う
就
学
奨
励
） 

（
国
及
び
都
道
府
県
の
行
う
就
学
奨
励
） 

第
二
条　

都
道
府
県
は
、
当
該
都
道
府
県
若
し
く
は
当
該
都
道
府

第
二
条　

都
道
府
県
は
、
当
該
都
道
府
県
若
し
く
は
当
該
都
道
府

県
に
包
括
さ
れ
る
市
町
村
の
設
置
す
る
特
別
支
援
学
校
又
は
当

県
に
包
括
さ
れ
る
市
町
村
の
設
置
す
る
特
別
支
援
学
校
又
は
当

該
都
道
府
県
の
区
域
内
の
地
方
独
立
行
政
法
人
法
（
平
成
十
五

該
都
道
府
県
の
区
域
内
の
地
方
独
立
行
政
法
人
法
（
平
成
十
五

年
法
律
第
百
十
八
号
）
第
六
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
公
立

年
法
律
第
百
十
八
号
）
第
六
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
公
立

大
学
法
人
の
設
置
す
る
特
別
支
援
学
校
若
し
く
は
私
立
の
特
別

大
学
法
人
の
設
置
す
る
特
別
支
援
学
校
若
し
く
は
私
立
の
特
別

支
援
学
校
へ
の
児
童
又
は
生
徒
の
就
学
に
よ
る
保
護
者
等
（
児

支
援
学
校
へ
の
児
童
又
は
生
徒
の
就
学
に
よ
る
保
護
者
等
（
児

童
又
は
未
成
年
の
生
徒
に
つ
い
て
は
学
校
教
育
法
（
昭
和
二
十

童
又
は
未
成
年
の
生
徒
に
つ
い
て
は
学
校
教
育
法
（
昭
和
二
十

二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
第
十
六
条
に
規
定
す
る
保
護
者
、
成

二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
第
十
六
条
に
規
定
す
る
保
護
者
、
成

年
に
達
し
た
生
徒
に
つ
い
て
は
そ
の
者
の
就
学
に
要
す
る
経
費

年
に
達
し
た
生
徒
に
つ
い
て
は
そ
の
者
の
就
学
に
要
す
る
経
費

を
負
担
す
る
者
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
経
済
的
負
担
を
軽

を
負
担
す
る
者
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
経
済
的
負
担
を
軽

減
す
る
た
め
、
そ
の
負
担
能
力
の
程
度
に
応
じ
、
特
別
支
援
学

減
す
る
た
め
、
そ
の
負
担
能
力
の
程
度
に
応
じ
、
特
別
支
援
学

校
へ
の
就
学
の
た
め
必
要
な
経
費
の
う
ち
、
小
学
部
又
は
中
学

校
へ
の
就
学
の
た
め
必
要
な
経
費
の
う
ち
、
小
学
部
又
は
中
学

部
の
児
童
又
は
生
徒
に
係
る
も
の
に
あ
つ
て
は
第
二
号
か
ら
第

部
の
児
童
又
は
生
徒
に
係
る
も
の
に
あ
つ
て
は
第
二
号
か
ら
第

六
号
ま
で
に
掲
げ
る
も
の
に
つ
い
て
、
高
等
部
（
専
攻
科
を
除

六
号
ま
で
に
掲
げ
る
も
の
に
つ
い
て
、
高
等
部
（
専
攻
科
を
除

く
。
）
の
生
徒
に
係
る
も
の
に
あ
つ
て
は
第
一
号
か
ら
第
五
号

く
。
）
の
生
徒
に
係
る
も
の
に
あ
つ
て
は
第
一
号
か
ら
第
五
号

ま
で
に
掲
げ
る
も
の
（
付
添
人
の
付
添
い
に
要
す
る
交
通
費
を

ま
で
に
掲
げ
る
も
の
（
付
添
人
の
付
添
い
に
要
す
る
交
通
費
を

除
く
。
）
に
つ
い
て
、
そ
の
全
部
又
は
一
部
を
支
弁
し
な
け
れ

除
く
。
）
に
つ
い
て
、
そ
の
全
部
又
は
一
部
を
支
弁
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。 
ば
な
ら
な
い
。 

一　

学
校
教
育
法
第
三
十
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る
教
科
書
及

一　

教
科
用
図
書
の
購
入
費 

び
同
法
附
則
第
九
条
に
規
定
す
る
教
科
用
の
教
材
の
購
入
費 

 

二
～
六　

（
略
） 

二
～
六　

（
略
） 

２
～
４　

（
略
）

２
～
４　

（
略
）
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○　

文
部
科
学
省
設
置
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
九
十
六
号
）
（
抄
）
（
附
則
第
九
条
関
係
）　
　
　
　
　
　
　

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
） 

改　
　

正　
　

後

改　
　

正　
　

前

（
所
掌
事
務
） 

（
所
掌
事
務
） 

第
四
条　

文
部
科
学
省
は
、
前
条
第
一
項
の
任
務
を
達
成
す
る
た

第
四
条　

文
部
科
学
省
は
、
前
条
第
一
項
の
任
務
を
達
成
す
る
た

め
、
次
に
掲
げ
る
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
。 

め
、
次
に
掲
げ
る
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
。 

一
～
九　

（
略
） 

一
～
九　

（
略
） 

十　

教
科
書
の
検
定
に
関
す
る
こ
と
。 

十　

教
科
用
図
書
の
検
定
に
関
す
る
こ
と
。 

十
一　

教
科
書
の
発
行
及
び
義
務
教
育
諸
学
校
（
小
学
校
、
中

十
一　

教
科
用
図
書
そ
の
他
の
教
授
上
用
い
ら
れ
る
図
書
の
発

学
校
、
義
務
教
育
学
校
、
中
等
教
育
学
校
の
前
期
課
程
並
び

行
及
び
義
務
教
育
諸
学
校
（
小
学
校
、
中
学
校
、
義
務
教
育

に
特
別
支
援
学
校
の
小
学
部
及
び
中
学
部
を
い
う
。
）
に
お

学
校
、
中
等
教
育
学
校
の
前
期
課
程
並
び
に
特
別
支
援
学
校

い
て
使
用
す
る
教
科
書
等
（
義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
書
等

の
小
学
部
及
び
中
学
部
を
い
う
。
）
に
お
い
て
使
用
す
る
教

の
無
償
措
置
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
八
年
法
律
第
百
八

科
用
図
書
の
無
償
措
置
に
関
す
る
こ
と
。 

十
二
号
）
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
教
科
書
等
を
い
う
。

 

）
の
無
償
措
置
に
関
す
る
こ
と
。 

 

十
二
～
九
十
五　

（
略
） 

十
二
～
九
十
五　

（
略
） 

２　

（
略
）

２　

（
略
）

　
　
　

附　

則 

　
　
　

附　

則 

（
所
掌
事
務
の
特
例
） 

（
所
掌
事
務
の
特
例
） 

２　

文
部
科
学
省
は
、
第
三
条
第
一
項
の
任
務
を
達
成
す
る
た
め

２　

文
部
科
学
省
は
、
第
三
条
第
一
項
の
任
務
を
達
成
す
る
た
め

、
第
四
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
務
の
ほ
か
、
当
分
の
間
、

、
第
四
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
務
の
ほ
か
、
当
分
の
間
、

高
等
学
校
（
中
等
教
育
学
校
の
後
期
課
程
を
含
む
。
）
の
職
業

高
等
学
校
（
中
等
教
育
学
校
の
後
期
課
程
を
含
む
。
）
の
職
業

に
関
す
る
教
科
の
教
科
書
及
び
特
別
支
援
学
校
の
教
科
書
の
編

に
関
す
る
教
科
の
教
科
用
図
書
及
び
特
別
支
援
学
校
の
教
科
用

修
及
び
改
訂
に
関
す
る
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
。

図
書
の
編
修
及
び
改
訂
に
関
す
る
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
。
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○　

著
作
権
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
三
十
年
法
律
第
三
十
号
）
（
抄
）
（
附
則
第
十
条
関
係
）　

 

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
） 

改　
　

正　
　

後

改　
　

正　
　

前

　
　
　

附　

則 

　
　
　

附　

則 

（
複
製
物
の
使
用
に
つ
い
て
の
経
過
措
置
） 

（
複
製
物
の
使
用
に
つ
い
て
の
経
過
措
置
） 

第
二
条　

（
略
） 

第
二
条　

（
略
） 

２　

施
行
日
前
に
旧
法
第
百
二
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
旧

２　

施
行
日
前
に
旧
法
第
百
二
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
旧

法
第
三
十
条
の
四
又
は
第
四
十
七
条
の
四
か
ら
第
四
十
七
条
の

法
第
三
十
条
の
四
又
は
第
四
十
七
条
の
四
か
ら
第
四
十
七
条
の

九
ま
で
の
規
定
の
適
用
を
受
け
て
作
成
さ
れ
た
実
演
若
し
く
は

九
ま
で
の
規
定
の
適
用
を
受
け
て
作
成
さ
れ
た
実
演
若
し
く
は

レ
コ
ー
ド
又
は
放
送
若
し
く
は
有
線
放
送
に
係
る
音
若
し
く
は

レ
コ
ー
ド
又
は
放
送
若
し
く
は
有
線
放
送
に
係
る
音
若
し
く
は

影
像
の
複
製
物
の
使
用
に
つ
い
て
は
、
著
作
権
法
第
百
二
条
第

影
像
の
複
製
物
の
使
用
に
つ
い
て
は
、
新
法
第
百
二
条
第
九
項

八
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。
こ
の

の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。
こ
の
場
合

場
合
に
お
い
て
、
旧
法
第
百
二
条
第
九
項
第
一
号
中
「
を
公
衆

に
お
い
て
、
旧
法
第
百
二
条
第
九
項
第
一
号
中
「
を
公
衆
に
提

に
提
示
し
た
」
と
あ
る
の
は
「
の
公
衆
へ
の
提
示
（
送
信
可
能

示
し
た
」
と
あ
る
の
は
「
の
公
衆
へ
の
提
示
（
送
信
可
能
化
を

化
を
含
む
。
第
八
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
行
つ
た
」
と
、
同

含
む
。
第
八
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
行
つ
た
」
と
、
同
項
第

項
第
八
号
中
「
を
公
衆
に
提
示
し
た
」
と
あ
る
の
は
「
の
公
衆

八
号
中
「
を
公
衆
に
提
示
し
た
」
と
あ
る
の
は
「
の
公
衆
へ
の

へ
の
提
示
を
行
つ
た
」
と
す
る
。

提
示
を
行
つ
た
」
と
す
る
。
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８文科初第 824 号  

令和８年６月１７日 
 

各 都 道 府 県 教 育 委 員 会 教 育 長  

各 指 定 都 市 教 育 委 員 会 教 育 長  

各 都 道 府 県 知 事  

附属学校を置く各国立大学法人の長  

附属学校を置く各公立大学法人の理事長 

小中高等学校を設置する学校設置会社を 

所轄する構造改革特別区域法第 12 条第１項  

の認定を受けた各地方公共団体の長  
 

文部科学省初等中等教育局長   

望月 禎  
 

学校教育法等の一部を改正する法律の公布について（通知） 
 

この度、学校教育法等の一部を改正する法律（令和８年法律第 37 号。以下「学教法
等一部改正法」という。）が令和８年６月 17 日付で公布され、令和９年４月１日（一
部の規定については、公布の日）から施行されることになりました（別添１～３参
照）。 

この法律は、情報通信技術の進展に鑑み、児童生徒の教育の充実を図るため、紙媒体
のみならず、電磁的記録を含み得るものとして、新たに「教科書」を位置付け、その使
用を可能とするとともに、発行及び無償措置に関する規定を整備する等の措置を講ずる
ものです。 

学教法等一部改正法の概要及び留意事項等は下記のとおりですので、十分に御了知の
上、デジタルな形態を含む新たな教科書の使用開始に向けて必要な準備を進めていただ
くなど、適切に御対応くださいますようお願いします。なお、この法律に関しては、衆
議院文部科学委員会及び参議院文教科学委員会において、それぞれ附帯決議が付されて
いますので、併せてお知らせします（別添４・５参照）。 

各都道府県教育委員会におかれては、所管の学校及び域内の市町村教育委員会に対し
て、各指定都市教育委員会におかれては、所管の学校に対して、各都道府県知事及び小
中高等学校を設置する学校設置会社を所轄する構造改革特別区域法（平成 14 年法律第

殿 

令 和 ８ 年 ６ 月 1 8 日 （ 木 ） 

デジタルな形態を含む教科書の発行・採択等の指針に関する検討会議（第２回） 

参 考 資 料 ８ 
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189 号）第 12 条第１項の認定を受けた地方公共団体の長におかれては、その管下の学
校に対して、今回の法令改正の趣旨等について周知をお願いします。 

なお、今回の法律改正に伴う関係政省令の改正等については、追ってこれを行い、別
途通知する予定です。 

 
記 

 
第一 改正の概要 
 
第１ 学校教育法の一部改正 

１ 小学校、中学校、高等学校等においては、教科書（文部科学大臣の検定を経た
教科用の教材又は文部科学省が著作の名義を有する教科用の教材）を使用しなけ
ればならないこととすること。（第三十四条第一項関係） 

２ 教科用図書の内容を記録した電磁的記録である教材（いわゆる「教科書代替教
材」）がある場合に、教育課程の一部又は全部において、教科用図書に代えて当
該教材を使用することができることとした制度を廃止すること。（改正前第三十
四条第二項、第三項関係） 

３ 高等学校、特別支援学校等においては、文部科学省令で定めるところにより、
教科書に代えて、教科書以外の教科用の教材を使用することができることとする
こと。（附則第九条第一項関係） 

 
第２ 教科書の発行に関する臨時措置法の一部改正 

１ 教科書には、文部科学省令で定めるところにより、著作者の氏名又は名称、発
行者の氏名又は名称及び住所、発行の年月日その他文部科学省令で定める事項を
記載しなければならないこととすること。（第三条関係） 

２ 教科書の発行者の義務の内容及び教科書の発行者が文部科学大臣に納める保証
金の還付請求等について、教科書の供給の方法に応じて文部科学省令で定めるこ
ととすること。（第十条第二項、第十三条関係） 

 
第３ 文部科学省著作教科書の出版権等に関する法律の一部改正 

文部科学省が著作の名義を有する教科書の出版権を取得するための資格審査に
ついて、学校において必要とする期間を通じて良質の教科書を製造し、及び供給
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するに足りる事業能力及び信用状況を有するかどうかを審査することを目的とす
ることとすること。（第二条第二項関係） 
 

第４ 義務教育諸学校の教科用図書の無償に関する法律の一部改正 

１ 題名を「義務教育諸学校の教科書等の無償に関する法律」に改めること。（題
名関係） 

２ 教科書及び第１の３の教科用の教材を無償とすることとすること。（第一条第
一項関係） 

 
第５ 義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律の一部改正 

１ 題名を「義務教育諸学校の教科書等の無償措置に関する法律」に改めること。
（題名関係） 

２ 教科書及び第１の３の教科用の教材について、図書であるもの又は電磁的記録
であるものに区別して無償措置の方法を定めること。（第三条～第五条関係） 

 
第６ 著作権法の一部改正 

１ 教科書に掲載された著作物は、教科書の採択、発行等又は学校教育の目的上必
要な教科書としての通常の使用に伴って、必要と認められる限度において、いず
れの方法によるかを問わず、利用することができることとすること。（第三十三
条関係） 

２ 教科用拡大図書等に複製された著作物は、障害により教科書に掲載された著作
物を使用することが困難な児童又は生徒の学習の用に供するために必要と認めら
れる限度において、当該教科用拡大図書等の使用に伴って、いずれの方法による
かを問わず、利用することができることとすること。（第三十三条の二関係） 

３ １及び２の規定は、放送又は有線放送の利用に加え、実演又はレコードの利用
についても準用すること。（第百二条関係） 

 
第７ 障害のある児童及び生徒のための教科用特定図書等の普及の促進等に関する
法律の一部改正 

障害のある児童及び生徒の学習の用に供するために作成される教材である教科
用特定図書等について、教科書及び第１の３の教科用の教材に準じて無償措置の
方法を定めること。（第十条～第十二条関係） 
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第８ 施行期日 

この法律は、令和９年４月１日（附則第５条は公布の日）から施行すること。
（附則第一条関係） 

 
第９ 経過措置等 

１ 令和８年度までに検定を経た「教科用図書」について、学教法等一部改正法の
施行後も「教科書」として使用することができること。 

２ 令和 10 年度までに検定を経た教科書に係る教科書代替教材については、引き
続き、教育課程の一部又は全部において、教科書に代えて使用することが可能で
あること。 

３ その他、必要な経過措置を置いていること。 
 
 
第二 留意事項 

１ 今回の制度改正の趣旨について 

学教法等一部改正法は、教科書をデジタル化することが目的ではなく、教科書
の内容を児童生徒にとって分かりやすくするために、これまで紙だけが認められ
ていた教科書に、デジタルの特性が活きる学習にデジタルを取り入れて作成する
ことを可能とすることで児童生徒の学びの質を高めていくことを目的とするもの
であること。 

また、手を動かして書く活動や自ら体験して学ぶ活動は引き続き重要であるこ
と。 

 
２ デジタルな形態を含む新たな教科書の使用開始時期について 

今回の学教法等一部改正法により使用可能となるデジタルな形態を含む新たな
教科書は、次期学習指導要領の実施に合わせて使用開始となること。なお、次期
学習指導要領は、本年度末に小・中学校学習指導要領、来年度末に高等学校学習
指導要領が改訂された場合、小学校は令和 12年度から、中学校は令和 13年度か
ら全面実施され、高等学校は令和 14 年度から学年進行で、それぞれ実施される
見込みであること。 

 
３ 今後通知する事項等について 
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この法律の施行の各段階（教科書の採択・無償給与・使用等）において留意す
べき事項については、別途通知すること。また、学教法等一部改正法における改
正内容として、「教科用図書」を「教科書」とする他、関係法律の題名変更や
「教科用図書選定審議会」や「教科用図書採択地区」等の用語の変更が含まれて
いることから、本法律が施行される令和９年４月１日までに都道府県や市区町村
において条例や規則等の改正が必要になるため、所要の準備を進めていただきた
いこと。 

 
４ 新たな教科書のイメージについて 

  今回の制度改正により使用可能となる教科書の形態は、以下の３つが想定され
ること。 

① 全てが紙の教科書 

全てが紙で作られた教科書であり、デジタル部分につながる二次元コード等
の掲載もないもの。 

② 紙とデジタルを組み合わせた教科書 

紙とデジタルを使い分けて作られた教科書であり、紙で作られた部分とデジ
タルで作られた部分を組み合わせて１つの教科書となるもの。全ての内容を
紙で作成した教科書とその同一内容の全部をデジタル化した教科書の両方が
給付されるものではない。 

③ 全てがデジタルの教科書 

全てがデジタルで作られた教科書であり、紙の部分が存在しないもの。 
 
５ 新たな教科書の発行・採択・使用に係る指針について 

  今回の法律改正により、教科書の形態として紙だけでなくデジタルも取り入れ
て作成することが可能となるに当たり、デジタルな形態を含む新たな教科書が学
校現場の実態に即して円滑に発行・採択・使用されるよう、児童生徒の発達段階
や教科の特性等を踏まえ、新たな教科書の形態の在り方や採択・使用等に当たっ
ての留意点等について国としての基本的な考え方を大臣指針として本年秋頃を目
途に示す予定であること。 

具体的には、指針に関する検討会議において、児童生徒の発達段階や教科の特
性等を踏まえた全てがデジタルの教科書の扱いのほか、紙・デジタルが効果的な
学習場面といったデジタルの活用の在り方、端末の学習目的外使用への対策、医
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学的知見も取り入れた健康上の留意点、次期学習指導要領の趣旨の実現や負担軽
減の観点からの留意点、学校の ICT 環境・支援体制の在り方等について記載して
いくことを検討しているところ。 

 
６ 新たな教科書の検定、標準仕様等について 

  デジタルな形態を含む新たな教科書の在り方に関連するものとして、教科用図
書検定調査審議会において、動画・音声等の審査方法、デジタル部分を含む教科
書の構成、審査体制の在り方等について検討することとしており、これらの事項
やデジタル部分の使用可能期間については、今後、文部科学省令等において規定
する予定であること。 

また、音声読上げ、ルビ振り、拡大等の現行の教科書代替教材にも実装された
アクセシビリティ機能のほか、デジタルな形態のものも教科書として位置付ける
ことに伴い新たに求められる印刷・ダウンロード機能等、デジタルな形態を含む
教科書が標準的に実装すべき機能について、今後、国において標準仕様の策定を
予定していること。 

 
７ デジタルな形態の教科用特定図書等について 

  今回の制度改正により、障害のある児童及び生徒のための教科用特定図書等の
普及の促進等に関する法律（平成 21年法律第 81号）に基づき、障害のある児童
生徒が教科書に代えて使用する教科用特定図書等についてデジタルな形態も無償
措置の対象になるとともに、国においてその標準的な規格を定め、教科書発行者
による発行を促していく予定であること。 

このため、紙の教科書では学習が困難な児童生徒は、教科書をデジタル化した
上でハイライト表示やリフロー表示等の高いアクセシビリティ機能を備えたもの
を選択することが可能となること。 

これを踏まえ、各教育委員会及び学校においては、日々の観察や専門家等の活
用を通じて児童生徒に係る困難の状況の実態を的確に把握し、障害のある児童生
徒が個々の障害の状態等に応じた適切な教科書等を用いて学習することができる
ように、地域における日常的な教育相談体制や学校における校内委員会を中心と
した教育支援体制の充実を図っていただきたいこと。 

 
８ 現行の教科書代替教材の活用について 
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現行の教科書代替教材は令和３年度から一部の学年・教科で段階的に国から提
供を進めてきたところであり、今回の制度改正によってデジタルな形態を含む教
科書の使用が可能となることを見据え、教師がデジタルコンテンツや学習支援ソ
フト等を活用した指導に習熟できるよう、教科書代替教材については授業で積極
的に活用いただきたいこと。その際、「学習者用デジタル教科書の効果的な活用
の在り方等に関するガイドライン」や実践事例集等において、教科ごとの効果的
な活用例や児童生徒の健康を含む留意事項を示していることから、これを踏まえ
て活用いただきたいこと。 

 
９ 教師の指導力向上に関する支援について 

中央教育審議会における次期学習指導要領に向けた議論において、現在の教科
書は内容が充実し分量が増加した一方、網羅的に指導すべきとの考えが根強く存
在し、教師に負担感を生んでいるとの指摘がある中で、教科書「を」教える教科
書観から、教科書「で」教える教科書観への転換が求められている。その上で、
制度改正後は、デジタルな形態を含む新たな教科書を使用して、デジタルが効果
的な学習場面において、動画、音声等のデジタルコンテンツも取り入れた授業が
実施されることが重要となる。 

文部科学省では、これまでも現行の教科書代替教材を使用した授業実践事例
集・動画の作成、都道府県教育委員会による研修の好事例創出等を行ってきたと
ころであり、今後はさらに、オンライン研修等の動画の充実や先進事例の横展開
に取り組むこととしている。教育委員会においても、現行の教科書代替教材を含
む ICT 活用に係る研修を実施いただきたいこと。 

 
10 文部科学省による今後の実証研究について 

今後、デジタルな形態を含む教科書の導入を見据え、国として、現行の教科書
代替教材の活用を通じて、引き続き大規模アンケート調査を含む実証研究に取り
組む予定であること。具体的には、授業理解、主体的な学びとの関係等の学習上
の観点、健康への影響の観点、教師の指導力向上の観点等から実証に取り組むこ
とを検討している。 

 
11 通信ネットワーク整備について 

各教育委員会及び学校においては、次期学習指導要領の実施に合わせて、デジ
タルな形態を含む教科書の使用が可能となることを踏まえ、教科書の使用に支障
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が生じないよう、学校のネットワークの課題把握及びネットワーク改善に取り組
んでいただきたいこと。 

 
12 デジタルな形態を含む新たな教科書の使用に伴う端末の適切な活用について 

「GIGAスクール構想の下で整備された学校における１人１台端末等の ICT環
境の活用に関する方針について」（令和４年３月３日３文科初第 2265 号文部科
学省初等中等教育局長通知）で示しているとおり、GIGA スクール構想によって
整備された端末については、OS 事業者が公表している安全・安心な活用に関す
る資料を参照しながら、カメラ機能やネットワーク機能、フィルタリングなど
各種サービスの設定等を適切に行うとともに、各学校設置者において教育情報
セキュリティポリシーを適切に定めていただきたいこと。また、学習に関係の
ない目的では使用しないことなど児童生徒が端末を安全・安心に活用するため
の留意点について、学校設置者・学校・保護者等との間で確認・共有いただき
たいこと。 
さらに、文部科学省においては情報モラル教育の充実を図っており、インタ

ーネットの使い過ぎによって起こりうる昼夜逆転や学習への影響といった弊害
や適切な時間の使い方を考えさせるための児童生徒向けの学習コンテンツの提
供や教職員を対象とした研修会の開催などを行っていることから、これらを積
極的に活用いただきたいこと。 

 
13 ICT 活用支援について 

「学校の ICT 環境整備 3 か年計画(2025～2027 年度)」においては、学校の
ICT整備に係る水準として、ICT支援員（情報通信技術支援員）を各自治体が設
置する学校の４校に１人を配置することや、教育センター等へのヘルプデスク機
能を設置すること等を示しており、本計画を参考に、各教育委員会においては、
各学校における ICT 環境のより一層の充実に取り組んでいただきたいこと。加
えて、「学校と教師の業務の３分類」1において、ICT 機器・ネットワーク設備
の日常的な保守・管理を教師以外が積極的に参画すべき業務としていることから、
教育委員会と連携を図りながら事務職員及び ICT 支援員が中心となって行う、

 
1 公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法第７条に基づき、文部科学大臣が定め
る公立学校の教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の服務を監督する教育委員会が教育職員の
健康及び福祉の確保を図るために講ずべき指針において提示。 
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地域の実情に応じ民間事業者等への委託も積極的に検討する、必要に応じて教員
業務支援員の参画を得るなど、デジタルな形態を含む新たな教科書活用に当たっ
て、教師の負担軽減に向けた必要な体制整備をしていただきたいこと。また、必
要に応じて自治体等の課題解決に向けて支援する学校 DX 戦略アドバイザーを活
用いただきたいこと。 

 
 
 
 
 
【別添１】 学校教育法等の一部を改正する法律 概要 
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24 日衆議院文部科学委員会） 
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【参考資料】現行の教科書代替教材に関する調査研究（過年度の実践事例集、大規模

アンケート調査の結果を含む。） 
     デジタル教科書に関する各種調査研究：文部科学省 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/kyoukasho/digital/1418656.htm 
【参考資料】GIGA スクール構想の下で整備された学校における１人１台端末等の

ICT 環境の活用に関する方針について（令和４年３月３日３文科初第
2265 号文部科学省初等中等教育局長通知） 
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